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序論 

 

第 1節 本論文の目的と問題意識 

 

 本論文の目的は，カレント・コスト会計学説や会計基準の検討にくわえて日本の個別財

務諸表のデータを用いた実証研究の成果を踏まえ，カレント・コスト会計の理想的な１つ

のモデルを提示することである。 

 会計理論において重要な領域の１つが測定である。測定とは，ある事象に対して貨幣額

で評価することである。利益計算は測定することにより行うことができ，どの測定基準を

選択するかにより，利益概念が異なる。そのため，測定基準としてなにを選択するかは非

常に重要となる。これまで，会計理論や会計制度において提唱されてきた測定基準は原価

と時価に分類できる。原価では歴史的原価が提唱され，時価では，カレント・コスト，売

却時価，現在価値が提唱されている。 

 現在の会計制度は歴史的原価と公正価値の混合測定である。公正価値とは，売却時価と

現在価値からなる測定基準である。混合測定では，勘定科目ごとに測定基準が異なること

になる。例えば，金融商品には公正価値が適用され，固定資産や棚卸資産には原則として

歴史的原価が適用される。これでは，貸借対照表に示される資産や負債合計がなにを示す

のか，さらに測定された利益がなにを意味するのか解釈が困難となる。 

 会計理論や会計制度を構築するにあたり理想とされた利益概念が，Hicks の経済的利益

概念である。Hicks の経済的利益概念とは，「一期間の企業の利益とは，企業が配当するこ

とができる最大額であり，期末においても期首と同じ裕福さを得られると期待できるもの」

（Hicks［1946］p.176）である。Hicks の経済的利益概念は現在価値により測定される。

現在価値の測定には測定者の主観が含まれるため，会計理論においてそのまま適用するこ

とはできない。そのため，Hicks の経済的利益概念を代理する様々な会計理論が提唱され

ている。Hicks の経済的利益概念に基づいて会計理論を構築しようと試みたものの１つが

カレント・コスト会計である。Edwards and Bell［1961］や Gynther［1966］，Sandilands

報告書［1975］などにおいて，理想的な利益概念として Hicks の経済的利益概念が示され

ている。彼らは，Hicks の経済的利益概念に最も近似するものがカレント・コスト会計で

示される利益概念であることを示している。これは，歴史的原価会計への批判にもとづく

ものである。特に，Revsine［1973］は経営利益と経済的利益との関係について証明を行

い，代理関係にあることを示している。そのため，カレント・コスト会計は，理想的な利

益概念である経済的利益概念と最も近似する利益概念を構築する観点から議論が行われて

いる。 

 さらに，カレント・コスト会計は，価格変動の影響を認識する観点からも議論が展開さ

れている。これは，歴史的原価会計では価格変動の影響を反映できないという問題を背景

としており，1960 年代から 80 年代にかけて米国や英国圏を中心としてカレント・コスト

会計の議論が行われている。米国や英国では 1960 年代から 70 年代にかけて急激な価格上
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昇が生じている。1960年から 1970年までの 10年間の平均インフレ率(1)は，米国で約 8％，

英国で約 14％であり，日本では約７％であった。歴史的原価会計では，取得時の価格によ

り評価を行い，価格変動が生じたとしても評価替えを行わないため，価格変動の影響が認

識されない。その結果，利益が過大表示され，資産が過小評価されるため，企業から多額

の資金が流出する事態を招いていた。そのため，経営者や投資家らの意思決定に有用な情

報を提供できていなかった。そこで，価格変動の影響を反映するために，現在の購入価格

であるカレント・コストで評価を行うカレント・コスト会計が提唱された。 

 これまで，カレント・コスト会計は業績評価の観点と，資本維持の観点から検討が行わ

れている。業績評価の観点は主に米国を中心に議論が展開されており，資本維持の観点は

英国圏を中心に議論が展開されている。 

 業績評価の観点から議論を行った論者としては Edwards and Bell［1961］，Sprouse and 

Moonitz［1962］，AAA［1964a・b］，ASOBAT［1966］，Revsine［1973］，ASR No.190

［1976］，SFAS No.33［1979］らがあげられる。彼らは，経営者や投資家らの意思決定に

有用な情報を提供するために，営業活動の成果である当期営業利益と保有活動の成果であ

る実現可能原価節約（または保有利得）を区分表示することを要求している。この考え方

は Edwards and Bell［1961］において主張されたものであり，Sprouse and Moonitz［1962］

や Revsine［1973］，SFAS No.33［1979］などにも引き継がれている。この観点では利益

として経営利益概念が提唱され，利益を発生源泉別に区分することで，価格変動の影響を

反映させ，会計情報利用者の意思決定に有用な情報を提供することが主張された。 

 一方，資本維持概念の観点から議論を行ったものとして，Gynther［1966］，Sandilands

報告書［1975］，SSAP No.16［1980］らをあげることができる。彼らは，資本維持概念と

して営業能力資本維持概念を主張しており，価格変動の影響を利益ではなく，資本修正項

目として資本計上する。彼らは，経営者や投資家らは企業を継続し，発展することを望ん

でおり，企業が継続することにより，成果を得ることができると考えている。これは，価

格変動により実際に資産が増加するわけではないため，営業能力資本を維持するために利

益ではなく，資本に計上される。つまり，次期以降において企業活動を継続するために必

要となる資本を維持すべきであると考えている。この観点では保有利得を控除した利益と

してカレント・コスト利益概念が提唱されている。 

 このように，カレント・コスト会計は業績評価と資本維持の 2 つの観点から議論が展開

されており，最終的には一時的に基準化された。1979 年には FASB が Statements of   

Financial Accounting Standards No.33：Financial Reporting and Changing Prices（財

務会計基準書第 33 号：財務報告と価格変動：以下 SFAS No.33 とする）を公表し，1980

年には ICAEW が Current Cost Accounting, Statement of Standard Accounting Practice 

No.16（会計実務基準書 No.16 カレント・コスト会計：以下 SSAPNo.16 とする）を公表

し，カレント・コスト会計は基準化された。しかしながら，1989 年に FASB は，Statements 

of Financial Accounting Standards No.89：Financial Reporting and Changing Price（財

務報告と価格変動）を公表し，カレント・コスト会計は任意適用となり，実質的に廃止さ

                                                   
(1) インフレ率のデータは，OECD データベースの Counry Statistical Profiles を参照し

た。 
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れた。また，英国でも 1985 年に SSAPNo.16 を強制適用から除外している。この理由とし

て，インフレーションが鎮静化したことがあげられる。さらに，カレント・コストを測定

するために利用された原資料の違いや計算過程の開示の欠如など，カレント・コスト自体

の信頼性が乏しいことや，「開示作成費用がそれによる便益を上回っている」（FASB［1984］

para.114）ことが指摘されている。カレント・コスト会計基準の廃止に伴い議論も急速に

終息した。 

 しかしながら，現在においてもカレント・コスト会計の研究を行うことに意義はあると

いえる。上述したように，カレント・コスト会計の議論は価格変動の鎮静化とともに終息

している。しかし，これは価格変動の影響を会計に反映させる点にのみ着目したものであ

る。カレント・コスト会計の議論は，Hicks の経済的利益概念に近似する会計理論の構築

を目指したものである。Hicks の経済的利益概念は会計基準設定主体も理想的な利益概念

として示している。International Accounting Standards Boards（国際会計基準審議会：

以下 IASB とする）と Financial Accounting Standards Boards（財務会計基準審議会：

以下 FASB とする）は，2005 年に概念フレームワークの改正を目的として立ち上げた共

同プロジェクトにおいて，Hicks の利益概念を測定するためには，時価（公正価値）(2)によ

る必要があると考えており，Hicks の経済的利益概念を理想とした会計基準設定を行って

いることを示している（IASB・FASB［2005］pp.7-8）。これらのことから，Hicks の経済

的利益概念の観点からカレント・コスト会計を議論すべきである。 

 そのためには，まず会計の一般理論としてカレント・コスト会計を議論すべきである。

これまで，歴史的原価会計が会計の一般理論であり，時価会計は特殊理論であると考えら

れている。歴史的原価会計は財の価格が一定であると仮定しており，変化しないことを前

提とする会計である。しかしながら，財の価格は常に変化するものであり，一定であると

いう仮定は現実的ではない。そのため，会計の一般理論は歴史的原価会計ではなく，時価

会計であるべきである。そこで，カレント・コスト会計に基づいて会計の一般理論を考察

する必要がある。 

 これまでに多くのカレント・コスト会計が提唱されているが，いずれのカレント・コス

ト会計が理想的であるかは明確にされていない。これまでのカレント・コスト会計学説の

検討では，カレント・コスト会計学説について個別的に検討した研究が多く，包括的に検

討した研究がほとんどない。そこで，これまでカレント・コスト会計学説がどのような変

遷を辿り，何を明らかにしてきたのか。そして，どのような考え方が踏襲されてきたのか

を明らかにしたうえで，カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルを示すべきである。 

 カレント・コスト会計の議論は 1980 年代以降進められていない。そこで，現在の会計

の観点から検討することで，現在におけるカレント・コスト会計の有用性を明らかにする

ことができる。現在の会計学研究は理論研究と実証研究の両輪で行われている。日本では

カレント・コスト会計学説を検証した実証研究は行われていない。そこで，意思決定有用

性の観点からカレント・コスト会計の有用性を検証する。実際のデータを用いてカレント・

コスト会計学説を検証することにより，カレント・コスト会計学説の主張について定量的

                                                   
(2) 共同プロジェクトは IFRS 第 13 号公表前に開始しているため，公正価値は出口価格で

はなく，時価をすべて含んだものを意味している。 
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な証拠を示すことができる。本論文では日本の個別財務諸表のデータを用いて，カレント・

コスト会計の特徴である当期営業利益と実現可能原価節約の区分表示の有用性と，

Gynther の提唱した営業能力資本維持概念の有用性について検証をそれぞれ行う。 

以上のことから，これまで提唱されたカレント・コスト会計学説等を理論的・実証的な

検討を行うことで，カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルを明らかにすることが

本論文の目的である。 

 

第 2節 本論文の構成と概要 

 

本論文は，これまで提唱されたカレント・コスト会計学説等を理論的・実証的な検討を

行うことで，カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルを明らかにすることを目的と

している。この目的を達成するために，本論文では Edwards and Bell［1961］をカレン

ト・コスト会計の萌芽として位置づけ，米国と英国圏を中心にどのような問題意識から，

どのような論拠でカレント・コスト会計が主張されたのかを明らかにする。さらに，現在

の会計学の議論の観点からカレント・コスト会計の有用性を検証するために実証研究を行

う。これらの議論を踏まえて，カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルを明らかに

する。本論文の構成を示すと次の通りである。  

 第 1 章では，草創期におけるカレント・コスト会計学説の論理を明らかにするために，

Edwards and Bell［1961］，Sprouse and Monntiz［1962］および AAA［1964a・b］の

議論を概観する。本論文では Edwards and Bell［1961］を萌芽と位置付けている。Sprouse 

and Moonitz［1962］や AAA［1964a・b］は Edwards and Bell［1961］の議論を継承し，

発展したものと位置付けられる。ここでは，3 者のカレント・コスト会計学説ついて比較

を行い，その異同点を明らかにすることにより，草創期におけるカレント・コスト会計の

論理を明らかにする。 

 第 2 章では，意思決定有用性の観点から公表された ASOBAT［1966］，ASR No.190［1976］

および SFAS No.33［1979］を概観し，その論拠を明らかにしたうえで，カレント・コス

ト会計の重要性について明らかにする。ここでは，第 1 章で提唱されたカレント・コスト

会計学説等が実際に米国で基準化されるにあたり，どのように変化したのかを明らかにす

る。その上で，カレント・コストと将来キャッシュ・フローの現在価値との関連性を明ら

かにすることで，現在の会計に与える影響について検討する。 

 第 3 章では，経営利益と経済的利益の関係について証明を行った Revsine［1973］を取

り上げている。これまで，カレント・コスト会計学説では，カレント・コストが現在価値

と近似することを根拠として，歴史的原価よりも会計情報利用者にとって有用であること

を主張している。しかしながら，この関係性について証明されたものはない。そこで，

Revsine［1973］を検討することで，経済的利益と経営利益の代理関係について明らかに

する。 

 第 4 章では，英国におけるカレント・コスト会計について検討を行う。英国におけるカ

レント・コスト会計の萌芽である Sandilands 報告書と，英国におけるはじめてのカレン

ト・コスト会計基準である SSAP No.16 を検討し，英国におけるカレント・コスト会計の

特徴を明らかする。その上で，英国のカレント・コスト会計の特徴である「企業にとって
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の価値」概念について，投資家の意思決定有用性の観点からファイナンス論の考え方を援

用し検討することで，現在におけるカレント・コスト会計の意義を明らかにする。 

 第 5 章では，営業能力資本維持概念の定義および利益との関係性を明らかにするために，

Gynther［1966］を取り上げ，その論理を検討している。ここでは，営業能力資本とカレ

ント・コスト利益の関係を明らかにするために，Gynther［1966］が示した数値例を用い

ている。そして，カレント・コスト会計を用いることにより，営業能力資本維持概念とカ

レント・コスト利益が表裏一体となることを明らかにすることを試みる。 

第 6 章および第 7 章では，現在の会計制度の観点からカレント・コスト会計の有用性に

ついて再評価するために実証研究を行う。そこで，34 年間にわたる日本の個別財務諸表デ

ータを用いて検証を行うことにより，カレント・コスト会計学説の主張について裏付けを

行うことを目的としている。ただし，日本ではカレント・コスト会計が適用されていない

ため，データを収集することができない。そのため，先行研究に基づいて棚卸資産回転期

間と総資産有形固定資産比率に着目することで，カレント・コスト会計のデータを作成し

ている。 

第 6 章では，投資家の意思決定有用性の観点から当期営業利益と実現可能原価節約の区

分表示の有用性について検証を行う。当期営業利益と実現可能原価節約の区分表示は

Edwards and Bell［1961］において提唱され，その後に継承されている考え方である。こ

こでは，営業利益と実現可能原価節約（保有利得）の持続性について検証を行う。 

 第 7 章では，Gynther 学説の主張に基づいて，企業の営業能力資本維持概念の有用性を

検証する。具体的には，これまで日本において営業能力資本が維持されているかについて

検証を行っている。ここでは，Gynther の営業能力資本の代理変数としてトービンの q を

用いて分析を行う。 

 第 8 章では，第 1 章から第 7 章までの議論を踏まえて，カレント・コスト会計の理想的

な 1 つのモデルを明らかにする。これまで，様々なカレント・コスト会計が提唱されたが，

いずれのカレント・コスト会計が理想的であるかは明確ではない。そこで，第 1 章から第

5 章までに取り上げられたカレント・コスト会計学説および会計基準を比較・検討し，カ

レント・コスト会計の理想的なモデルが有する要件を明らかにしたうえで，カレント・コ

スト会計の理想的な 1 つのモデルを提示する。さらに数値例を示すことにより，理想的な

カレント・コスト会計の計算構造を明らかにする。 

 これらのことにより，本論文ではカレント・コスト会計について理論的な側面と実証的

な側面を加味した上で，カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルについて提言を行

う。
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第１章 カレント・コスト会計の台頭                 
―Edwards and Bell 以降における議論を中心として― 

 

はじめに 

 

 カレント・コスト会計(1)（current cost accounting）は歴史的原価会計の問題点を解消

するために提唱された会計である。歴史的原価会計は 1930 年代ごろから提唱されてきた

が，当時から歴史的原価会計は価格変動が生じた場合には，その影響が認識されず，貸借

対照表が現在の状態から乖離するという問題や限界などが指摘されていた。この指摘は

1960 年代から 70 年代にかけて米国や英国で急激な価格上昇が生じたことにより高まって

いった。このような中で提唱された会計がカレント・コスト会計である。カレント・コス

ト会計は，現在の購入市場価格に基づいて評価することを要求する会計であり，一時的に

基準化され，実務において適用されている。 

 カレント・コスト会計を提唱した主な論者として Edwards and Bell をあげることがで

きる。Edwards and Bell は 1961 年に The Theory and Measurement of Business Income

（企業利益の理論と測定）を公表し，経営利益概念（business profit）に基づくカレント・

コスト会計を提唱した。彼らはカレント・コストにより費用を測定することで，利益を区

分表示する点に特徴がある。この考え方は，その後のカレント・コスト会計学説や会計基

準に引き継がれている。そのため，Edwards and Bell をカレント・コスト会計の萌芽とし

て位置付けることができる。 

さらに，Edwards and Bell と同時期にカレント・コスト会計を提唱したのが，Sprouse 

and Moonitz である。Sprouse and Moonitz は，1962 年に Accounting Research Study 

No.3 – A Tentative Set of Broad Accounting Principles for Business –（企業会計原則試

案：以下 ARSNo.3 とする）を公表し，棚卸資産や有形償却資産に対してカレント・コス

トで測定することを要求した。また，American Accounting Association（米国会計学会：

以下 AAA とする）も 1964 年に Accounting for Land, Buildings, and Equipment : Sup-

plementary Statement No.1（補足意見書第 1 号：土地，建物および設備の会計：以下補

足意見書第 1 号とする）と A Discussion of Various Approaches to Inventory Measure-

ment : Supplementary Statement No.2（補足意見書第 2 号：棚卸資産測定法に関する議

論：以下補足意見書第 2 号とする）の 2 つの補足意見書を公表し，棚卸資産と有形固定資

産についてカレント・コストによる測定を要求した。 

 そこで，本章では，草創期におけるカレント・コスト会計の論拠を明らかにすることを

目的としている。草創期において，どのような問題意識のもとでカレント・コスト会計が

                                                   
(1) 本章では，カレント・コストによる測定を中心に議論を行うため，一般物価水準による

修正など物価変動に関する議論は検討していない。 
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提唱され，どのような主張がされたのかを明らかにする。そのため，Edwards and Bell，

Sprouse and Moonitz および AAA の補足意見書のカレント・コスト会計を整理し，その

論拠を明らかにする。検討した結果，カレント・コスト会計の草創期における論拠は，①

投資意思決定，②企業業績評価，③比較可能性，④企業活動の継続性，⑤営業能力維持の

5 つであることを明らかにする。 

本章の構成は次の通りである。第 1 節ではカレント・コスト会計を会計制度全体への適

用を検討した Edwards and Bell を取り上げ，第 2 節では個別資産の測定基準としてカレ

ント・コストを要求した Sprouse and Moonitz を，第 3 節では基準の出発点としてカレン

ト・コストの測定を導入したAAAの補足意見書第 1号および第 2号をそれぞれ検証する。

その上で，第 4 節ではそれぞれのカレント・コスト会計を比較したうえで，草創期におけ

るカレント・コスト会計の論拠を明らかにする(2)。 

 

第 1節 Edwards and Bell のカレント・コスト会計 

 

Edwards and Bell は，著書において過去の事実を示す会計学と未来の意思決定を取り

扱う経済学との間の重要な関係を明らかにし，それを手掛かりに会計資料の果たす役割を

考えた上で，伝統的な会計制度の修正案とその機能について検討している（Edwards and 

Bell［1961］pp.1-2）。その結果としてカレント・コスト会計を提唱している。そこで本節

では，Edwards and Bell が提唱したカレント・コスト会計の概要およびカレント・コスト

の論拠について，彼らの学説をもとに明らかにしていく。 

 

 1 伝統的な会計への批判 

Edwards and Bell は，伝統的な会計制度である歴史的原価会計に基づいて作成された

会計資料は経営者の意思決定に役立つものではないと批判している。伝統的な会計制度は，

貨幣額で測定し，貨幣価値の変動は認識せず，利益も発生主義ではなく，実現主義に基づ

いて認識され，減価償却や引当金などの見積りは大雑把なものであることを認めるもので

あり，会計資料の範囲と信憑性に限定をつけるような慣習に基づいて成立している

（Edwards and Bell［1961］pp.9-10）。 

このような伝統的な会計制度では，価格変動の影響が認識されないという問題を指摘で

きる。伝統的な会計制度では，資産が販売，または生産に使用されるまで価格変動の影響

が認識されないため，利益が過小表示される。2 期以上にわたり価格上昇した資産が当期

                                                   
(2)  カレント・コスト会計についての先行研究は多くの文献が存在する。カレント・コス

ト会計の論理について検討したものとして上野［2014］があげられる。さらに，Edwards 

and Bell を取上げた主なものとして石川［1992］や上野［2005］・［2014］があげられ

る。Sprouse and Moonitz については市川［2015］が体系的にまとめている。また，AAA

と Edwards and Bell を比較したものとして，多賀［1997］がある。 
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に販売される場合には，前期までの価格変動の影響が当期に認識されるため，利益が過大

表示される。また，貸借対照表上の価値は現在の状態を示すことができず，歪められるこ

とになる。さらに，価格変動により生じる利得は，資産の使用ではなく保有した結果生じ

る利益であるが，営業利益の一部に含まれることになる（Edwards and Bell［1961］pp.10-

11）。 

このような伝統的な会計制度の問題に対して，①一般物価水準により修正する方法と，

②経済的利益に置き替える方法が主張されている。Edwards and Bell はいずれも適切で

はないと否定している。一般物価水準により修正する方法は，経営者の意思決定を評価す

ることができない。経営者の意思決定は，諸資源の配分に関することであるため，一般物

価水準の変動ではなく，個別価格水準の変動が会計資料に組み入れられるべきである。ま

た，一般物価水準による修正は，歴史的原価を現在の購買力単位に評価替えしただけであ

り，歴史的原価会計の範疇に含まれる（Edwards and Bell［1961］pp.17-18）。 

一方，経済学者らは会計利益を Hicks の経済的利益に置き換えるべきであると主張して

いる。Hicks の経済的利益とは，「ある人の所得が，彼のその週の間に消費することができ，

しかも週末において週初と同じ裕福さであると期待することができるもの」（Hicks［1946］

p.176）である。この利益概念を会計の問題として捉えるならば，利益は，配当や出資を除

き，その期末に経営者が企業の純資産をもとに稼得すると期待されるキャッシュ・フロー

の現在価値の合計から，期首時点の現在価値を控除することで測定される（Edwards and 

Bell［1961］p.24）。つまり，経済学者が主張してきた利益概念とは期末と期首の現在価値

の差額として測定される利益概念である。 

しかしながら，現在価値は，その時点において期待される将来キャッシュ・フローの割

引現在価値として算定されるため，経済的利益概念は意思決定がすでになされたという仮

定に基づいて算定される主観的利益である。一方，会計が意味を持つ利益とは，事後的な

概念であり，過去の意思決定を評価し改善できるような，真実を測定している利益が望ま

しいといえる（Edwards and Bell［1961］pp.24-28）。 

Edwards and Bell は，経済学者と同様に Hicks の経済的利益概念を理想としつつも，

カレント・コストによる測定を要求している。Edwards and Bell は，市場価格の変動が適

切に認識されるならば，Hicks の経済的利益概念の最適な値になると主張している。なぜ

なら，経営者が行った意思決定は，最終的に市場で評価されるため，市場価格の変動額を

利益として示すことにより，経営者の意思決定の評価に役立つ情報を提供することができ

るためである（Edwards and Bell［1961］pp.24-28）。 

 

 2 会計の機能と 2つの利益 

Edwards and Bell によると，企業の目的は利益を最大化することである。この目的を達
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成するために経営者(3)は企業の資源をいかに配分すべきかについて意思決定(4)を行う。経

営者は意思決定を行うにあたり，事前に将来の期待値を有し，利益を最大化するために行

動する。しかし，将来は不確実であり，期待通りに目的を達成できないため，意思決定を

評価する必要がある。さらに，会計資料は業績の評価手段として役立てられ，「⑴当期の生

産過程を統制し，⑵未来のよりよい意思決定を立案し，そして⑶経営者の意思決定過程の

改善に寄与することである」（Edwards and Bell［1961］p.4）。したがって，Edwards and 

Bell における会計は経営者の意思決定評価機能および改善機能を有している。 

過去の意思決定の結果は会計資料に反映されるため，意思決定の評価には会計資料が必

要となる。意思決定の評価は，ある期間に実際に生じた諸事象の記録を期待値と比較する

ことにより可能となる。比較するためには，期待値と同じ構成要素や範囲でなければなら

ない。そのため，会計資料は特定の期に生じたものを反映させる必要がある。このことか

ら，会計資料が有用であるか否かは比較可能性を満たすかどうかに依存している。 

 Edwards and Bell は，適切な意思決定の評価のために，企業の利益獲得活動を次の 2 つ

に区分している（Edwards and Bell［1961］p.36）。 

 

① 生産要素の価値を超える販売価値を有する生産物にするために，生産要素を変化ま

たは結合することにより利益を生み出す活動 

 ② 企業が資産や負債を保有している間に，その資産価格の上昇または負債価格の下落

により利得を生み出す活動 

 

営業活動と保有活動はいずれも重要な活動である。企業にとって，「使用を通じて生じる

利益の方がより重要なものであるし，また，明らかに社会的により望ましい利益である…

中略…しかし，保有活動ないし投機活動も重要なものである。なぜなら，その種の利益も

また，企業が最大化しようとする努力の目標となるからである。ただし，これら両者の活

動の性格と，それぞれに対する意思決定は，関連はあるが，非常に異なるものであるため，

意思決定の評価のためには，両者を分離することが必要である」（Edwards and Bell［1961］

p.36）と述べている。つまり，営業活動の成果と保有活動の成果は，いずれも企業活動の

結果として生じるものであるが，利益獲得要因がそれぞれ異なるため，意思決定を評価す

る観点から企業活動を 2 つに区分表示している。 

                                                   
(3) Edwards and Bell は，主な会計情報利用者として経営者をあげているが，投資家など

の外部利用者も対象としている。外部利用者も経営者と同じように業績評価を行うため，

同一の会計諸原則を，企業の内部者のためにも，また外部の利用者のためにも，適用す

ることは可能である（Edwards and Bell［1961］p.5）。 
(4) 経営者の意思決定は，「⑴ある時点にいくらの価値の資産を保有するか（拡張の問題），

⑵これらの保有する資産をどのような形とするか（構成の問題），⑶資産を保有するため

にどのように資金調達をするか（財務の問題）の 3 つがある」（Edwards and Bell［1961］

p.2）。 
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Edwards and Bell は，営業活動から生じる利益として当期営業利益（current operating 

profit）を示し，保有活動から生じる利得として実現可能原価節約（realizable cost saving）

を示している。これらを合算したものが経営利益である（Edwards and Bell［1961］p.115）。 

 

① 当期営業利益とは，ある期にアウトプットのカレント・バリューが，それに関連する

インプットのカレント・コストを超過する分である。 

 ② 実現可能原価節約(5)とは，企業が，その会計期間に資産を保有している間に，その資

産のカレント・コストが増減した分である。 

 

当期営業利益は，カレント・バリューがカレント・コストを超過する部分であり，実現

可能原価節約は，歴史的原価とカレント・コストの差額，または期首と期末のカレント・

コストの差額により算定される。 

 

 3 Edwards and Bellにおけるカレント・コスト会計の論拠 

⑴ 価値概念 

Edwards and Bell は価値概念を購入価値と販売価値に区分し，全部で 18 個の価値概念

(6)を示しているが，表 1-1 に示した 6 つの価値概念について議論を展開している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
(5) 物価水準の変動は，会計上の測定と解釈に影響を与え，実質資本の維持や比較可能性

に問題が生じる。そのため，Edwards and Bell は物価水準の変動について修正を加えて

いる。当期営業利益は，カレント・バリューがカレント・コストを超過した部分であり，

当期の購買力を示すため，物価水準の変動を加味していないが，実現可能原価節約は物

価水準の変動を加味している。 
(6) Edwards and Bell は価値概念として，①形態の違い（はじめてのインプット，現在

の形態，最終の形態），②時の違い（過去，現在，将来），③市場（購入市場，販売市

場）の 3 つを組み合わせて 18 個の価値概念を示している。表 1-1 に示された価値概念

以外は，測定基準として不適格な価値概念であるとして棄却している。 
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表 1-1  6つの価値概念とその概要 

購 入 / 販 売 価 値 概 念 概  要 

購入価値 

(entry values) 

歴史的原価 

（historic costs） 

その資産を現在の形にまで生産するのに，企業

が実際に使用したインプットの取得時の原価 

現在原価 

（present costs） 

その資産を現在のままの形で取得するための

原価 

カレント・コスト 

(current costs) 

その資産を現在の形にまで生産するのに使用

したインプットを，現在取得するための原価 

販売価値 

(exit values) 

期待売価 

(expected values) 

企業の計画どおりにアウトプットが販売され

るならば，将来受け取ると期待される価値 

カレント・バリュー 

(current values) 

財またはサービスの販売の対価として，当期中

に実際に実現する価値 

機会原価 

(opportunity costs) 

もしも資産（完成品，仕掛品，原材料のいずれ

か）を，直ちに得られる最高の価格で，企業外

部に（それ以上加工せずに）売却したとすれば，

現在得られる価値 

（出典：Edwards and Bell［1961］p.79 を参考に作成） 

 

購入価値は歴史的原価，現在原価，カレント・コストの 3 つの価値概念に分類できる。

歴史的原価とは実際に支払われる購入価格であり，現在原価とは資産を現在の形態で適当

な市場で取得するための原価を意味している。また，カレント・コストとはインプットに

ついて現在成立している価格を意味している（Edwards and Bell［1961］p.78）。 

販売価値は期待売価，カレント・バリュー，機会原価の 3 つの価値概念に分類できる。

期待売価とは将来企業が販売することにより受け取る将来の価格であり，機会原価はもし

現在の状態で売却するとすれば受け取るであろう最高の価格である。また，カレント・バ

リューは完成した製品を販売時に受け取る価格である（Edwards and Bell［1961］p.78）。 

 

⑵ カレント・コストの選択 

Edwards and Bell は，購入価値，特にカレント・コストによる測定を要求している。こ

こで問題となるのは，なぜ販売価値ではなく購入価値を選択したのか，そしてなぜ購入価

値の中でカレント・コストを選択したのかである。Edwards and Bell が示した販売価値と

購入価値の相違点を示すと以下の表 1-2 となる。 
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表 1-2 購入価値と販売価値の相違点 

 販売価値 購入価値 

測定基準 機会原価 カレント・コスト 

当期営業

利益の 

認識基準 

実現可能主義 実現主義 

利益概念 
実現可能利益 

(実現可能営業利益と実現可能資本利得) 

経営利益 

(当期営業利益と実現可能原価節約) 

利益の 

発生原因 
資産の使用または保有の結果 資産の販売および保有の結果 

測定基準

の意味 
会社の所有者から経営者への投資額 生産諸要素のカレント・コスト補償額 

企業の 

継続性 
継続しない 継続する 

利益概念

の意味 
営業活動の廃止，清算 現在の営業活動の遂行 

（筆者作成） 

 

販売価値および購入価値は，当期営業利益の認識時点に違いがある。販売価値では，生

産過程にある資産の販売価値が資産を構成するインプットの販売価値合計を超過した時点

で利益を認識する。そのため，実現可能利益（realizable profit）は実現可能主義により認

識される。一方，購入価値は資産の販売時点で利益を認識するため，営業利益は実現主義

により認識される（Edwards and Bell［1961］pp.79-80）。ただし，実現可能原価節約は

実現可能主義により認識される。そのため，経営利益は実現主義と実現可能性主義に基づ

いて認識される利益であるといえる。 

販売価値は全資産に適用される必要があるため，測定基準として機会原価が選択される。

機会原価は現在流通している価格であり，少なくとも理論的にすべての資産に適用でき，

本来客観的なものであるため，販売価値の重要な測定基準となる。しかし，カレント・バ

リューは販売された資産以外に適用できず，期待売価は将来の主観的な価格であるため，

当期の期待値の評価手段として利用できない（Edwards and Bell［1961］pp.80-81）。 

機会原価による測定では，実現可能利益が示される。実現可能利益は資産の使用または

保有の結果生じる利益であり，機会原価の期首と期末の差額として算定される。機会原価

により測定された資産は，経営者に委託した価値であり，企業への投資額を示している。

そのため，機会原価により測定は 1 回限りの投資を前提としており，実現可能利益は資産

の継続使用を考慮しない短期的利益であるといえる。 
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一方，Edwards and Bell は次の判断基準に基づいて購入価値を検討している（Edwards 

and Bell［1961］p.90）。 

 

① 勘定に記録される諸事象は，当期の客観的な事象のみでなければならない。 

② 営業利益は，資本利得から慎重に分離しなければならない。 

③ 記録される諸事象は，実際の企業活動に関連しなければならない。 

 

歴史的原価は，それ自体有用な測定基準であるが，取得時の企業活動に関連するもので

あり，当期の事象を記録する手段として適切ではなく，当期の事象を示さない。さらに，

歴史的原価に基づく評価では，営業活動による成果と保有活動による成果に分離すること

はできない（Edwards and Bell［1961］p.91）。したがって，歴史的原価は①と②の要件

を満たすことができない。 

現在原価は，カレント・コストと同様に現在を示す測定基準であるが，現在の形態で取

得するための原価を意味している。これは，「もし仕掛品や製品を評価するならば，それを

競争企業から購入するための原価は，その資産のカレント・コストを超過すると仮定され

る」（Edwards and Bell［1961］p.91）と述べるように，現在原価には営業活動の成果が

含まれている。現在原価による測定は，最終販売前に当期営業利益が認識されるため，実

現主義を逸脱してしまう。そのため，厳密に当期営業利益と実現可能原価節約を区分でき

ない。したがって，現在原価は②と③の要件を満たすことができない。 

カレント・コストは 3 要件を満たすことができる。カレント・コストは現在の生産過程

におけるインプット時の価格であるため，現在の事象を示す測定基準である。カレント・

コストで測定することにより，当期の営業活動の成果と保有活動の成果を示すことができ

る。これにより，当期の企業活動の成果を示すことでき，当期営業利益と実現可能原価節

約に区分表示することができる。 

当期営業利益は，収益からカレント・コストで測定した費用を控除することで算定され

る。当期営業利益は当期の収益が，生産に使用された生産諸要素のカレント・コストを補

償するのに十分か否かを示しており，当期の営業活動の成果を示している。カレント・コ

ストは営業活動に必要な生産要素を得るために支払う金額であるため，現在の生産過程が

継続することを前提としており，資産の継続的な使用を考慮した長期的利益である

（Edwards and Bell［1961］pp.98-99）。 

したがって，機会原価とカレント・コストの違いは，営業活動の評価ができるか否かの

点で異なっている。機会原価は，所有者が経営者に拠出した資本額を意味し，１回限りの

投資を前提とするため，営業活動の継続よりも廃止や清算を明らかにすることができる

（Edwards and Bell［1961］p.98）。一方，カレント・コストは，当期の営業活動と保有

活動の成果を区分することができ，当期の企業活動の成果が明らかにすることができる。

その上，カレント・コストは生産要素の補償額であることから，営業活動の継続性を示す
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ことができる。そのため，機会原価は営業活動の廃止を前提とする一方で，カレント・コ

ストは営業活動の遂行を前提としているといえる。 

 

⑶ カレント・コスト会計の論拠 

Edwards and Bell におけるカレント・コスト会計の論拠は，第 1 に利益を当期営業利

益と実現可能原価節約に区分することにより，経営者の意思決定に有用な情報を提供する

ことである。カレント・コスト会計の目的は，経営者の意思決定評価・改善機能を果たす

利益を示すことであった。カレント・コストにより費用を測定することにより，企業活動

を営業活動と保有活動に区分でき，当期営業利益と実現可能原価節約を示すことができる。

これは，当期の純粋な営業活動の成果と資産を安く購入した保有活動の成果を示しており，

利益発生原因が異なる利益を区分表示することにより，経営者の意思決定評価・改善機能

を果たすことができる。 

第 2 に，カレント・コストで測定することにより，会計資料の比較可能性を確保される

ため，企業業績評価に役立つことである。つまり，カレント・コストによる測定は，当期

に発生した事象が認識され，当期においてすべて報告される。そのため，企業間比較や期

間比較が改善され，比較可能性が向上することにより，企業業績評価に役立つ情報を提供

することができる。 

第 3 に，企業活動の継続性を明らかにすることである。当期営業利益は，現在の生産過

程における生産諸要素のカレント・コストを維持したうえで生じる利益である。カレント・

コストは現在の生産過程を維持するうえで必要となる金額を意味するため，現在の生産過

程の継続性を示すことができる。そのため，カレント・コストによる測定は経営者に対し

て現在の営業活動の継続性を明らかにすることにより，営業活動の意思決定に役立つ情報

を提供することができる。 

 

第 2節 Sprouse and Moonitzにおけるカレント・コスト 

 

本節では Sprouse and Moonitz の ARSNo.3 の概要およびカレント・コスト（current

（replacement）costs）(7)の論拠について明らかにする。Sprouse and Moonitz は，すべ

ての項目ではなく，一部の項目に対してカレント・コストを適用する。ここでは特に，複

数の測定基準が認められる中でのカレント・コストの論拠を明らかにする。 

 

 1 Sprouse and Moonitzにおける資産と交換価格 

Sprouse and Moonitz は，会計の目的を次のように示している（Sprouse and Moonitz

［1962］p.1）。 

                                                   
(7) 本章では replacement cost は取替原価ではなく，カレント・コストと訳出している。 
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 ① 会計は，経営者がその委託を受けている資源を有効かつ生産的に統制し管理するた

めに必要な包括的で信頼し得る資料の大部分を提供するものである。 

 ② 会計は，経営者が，所有者，債権者，政府ならびにその他の正当な利害関係者に報

告する責任を果たすために必要な資料を提供するものである。 

 ③ 所有者，債権者，政府ならびにその他の利害関係者の側では，経営者の業績や企業

組織を判定し評価するために，会計報告書を手掛かりとしている。 

 

Sprouse and Moonitz において会計は①内部管理，②外部への情報提供，③業績評価の

3 つの目的を有しており，すべての利害関係者を利用者としている。 

Sprouse and Moonitz によると，「資産は期待される将来の経済的便益（future economic 

benefit）を表し，当期もしくは過去の取引の結果，企業によって取得された権利」（Sprouse 

and Moonitz［1962］p.20）と定義される。資産の定義は将来の経済的便益という資産の

性格に依存しており，将来の経済的便益が重要な要素となる。そのため，資源が将来の経

済的便益を有する場合にのみ資産となる。 

資産の測定は将来の経済的便益を測定することである。測定するためには，資産の将来

の経済的便益を把握することが重要である。Sprouse and Moonitzでは，資産を「⑴将来

のサービスが実際に存在するかどうかを決定し，⑵サービスの量を推定する。そして，⑶2

つのもとで算定されたサービスの量を価格づける方法，基準あるいは方式を選択すること」

（Sprouse and Moonitz［1962］p.23）により測定する。⑶において選択される測定基準

は，①過去の交換価格，②現在の交換価格，③将来の交換価格の3つの交換価格(8)からなる

（Sprouse and Moonitz［1962］pp.23-24）。 

 

① 過去の交換価格とは，歴史的原価もしくはその他の原初基礎価額などがあげられる。

この測定基準では，利益は売却等企業外部に移転するまでは認識されない。つまり，

実現主義に基づいて利益が計上されることとなる。 

② 現在の交換価格とは，カレント・コストがあげられる。この測定基準では，利益は

2 つに区分し認識される。第 1 段階では，取得時から使用または処分時までの段階で

利益の一部を認識し，第 2 段階では，売却時または処分時に残りの利益を認識する。

この方法は依然として原価法であり，現在の交換価格による測定される資産は，処分

を待つコスト要素として扱われる。 

③ 将来の交換価格とは，予想売却価格等があげられる。この測定基準のもとでは，利

益は測定時に認識されることとなる。 

 

                                                   
(8) 交換価格とは，交換において与えられた対価または費やされた犠牲を意味している

（Moonitz［1961］p.29 ）。 
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以上をまとめると次の表 1-3 のようになる。 

 

表 1-3 交換価格の評価基準と利益認識 

交換価格 評価基準 利益の認識 

過去 歴史的原価・その他の原初基礎価額 売却時等 

現在 カレント・コスト 
①取得時から使用その他処分時まで 

②売却もしくは他への移転時 

将来 予想売却価格，正味実現可能価額 測定時 

（出典：Sprouse and Moonitz［1962］pp.23-24 を参考に作成） 

 

Sprouse and Moonitz によると，利益は純資産の変動により算定されるため，「会計の主

たる任務は，すべての資源とこれらの変動を認識すること」（Sprouse and Moonitz［1962］

p.11-12）である。Sprouse and Moonitz において純利益は，「物価水準の変動，もしくは

追出資から生ずる当該期間中の変動，ならびに所有主への分配以外の，所有主持分の増加

額」（Sprouse and Moonitz［1962］p.45）と定義される。純利益は，主に財またはサービ

スの提供により生じるものであり，収益および費用と結びつく。しかし，それ以外にも価

格変動も純利益に影響を与える。そのため，Sprouse and Moonitz は，財務諸表の比較可

能性を高めるために，損益を収益，費用，利得(9)，損失(10)の 4 つに区分している。 

Sprouse and Moonitz において利益は実現主義ではなく，発生主義的思考により認識さ

れる。なぜなら，実現主義は未実現項目の区別に主眼を置いており，会計の本質を示すも

のではないためである。実現主義による利益認識は，すべての企業活動における利益認識

基準として満足な結果とならないこと(11)や，価格変動の影響は実現まで認識されないとい

う問題が生じる。この問題を解決するために，利益は販売時ではなく，価格変動時に認識

すべきである。 

 

 2 カレント・コストの適用範囲 

資産の測定は，資産の将来の経済的便益に依存するため，将来の経済的便益の見積りの

困難さにより資産の測定基準が異なる。Sprouse and Moonitz では資産を貨幣または貨幣

性資産とその他の資産に区分している。 

                                                   
(9) 利得は「①棚卸資産以外の資産の簿価以上での売却や，②棚卸資産の時価の上昇や，

③負債の簿価以下での決済により生じる」（Sprouse and Moonitz［1962］p.46）。 
(10) 損失は，「①棚卸資産以外の資産の簿価以下での売却や，②棚卸資産の時価の下落，③

使用もしくは売却以外の原因による資産の減少または除去，④簿価以下の対価による負

債の決済，もしくは⑤負債の強制的な発生から生じる」（Sprouse and Moonitz［1962］

p.46）。 
(11) 例えば工事完成基準をあげることができる。 
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貨幣または貨幣性資産は，換金額，すなわち将来の交換価格の割引額を基礎として測定

される。一方，その他の資産は，換金が間接的であり，貨幣または貨幣性資産に比べ不確

実な性格を有しているため，過去および現在の交換価格により測定される。その他の資産

には棚卸資産や有形償却資産(12)，土地，無形資産等が示されており，棚卸資産と有形償却

資産は現在の交換価格により測定し，それ以外の資産は過去の交換価格により測定される。 

棚卸資産(13)は，依然として処分を待っているコストの範疇（in the category of costs）

に属することから，過去および現在の交換価格のいずれかを選択することになる（Sprouse 

and Moonitz［1962］p.28）。棚卸資産はまだ販売が確定しておらず，将来のコストとなる

資産であるため，予想売却価格により測定することはできない。歴史的原価による測定で

は売却までに発生した利得または損失が繰り延べられる。そのため，棚卸資産はカレント・

コストにより測定される。 

有形償却資産は，①売却目的ではなく，最後まで使用する目的で取得・保有され，②特

有なものであり，他の資産に容易に転換できないという 2 つの特性を有しているため，現

在の市場価格は存在しない（Sprouse and Moonitz［1962］p.30）。しかし，歴史的原価に

よる測定では，取得時と使用時の間の価格変動に起因する利得と，営業活動に起因する利

益を区分することができない。これでは「利益の一部が安く買って大事に使っている結果

という事実」（Sprouse and Moonitz［1962］p.31）が明らかにならない。そのため，有形

償却資産は価格変動の影響を明らかにするためにカレント・コストによる測定を要求して

いる。 

棚卸資産や有形償却資産は，価格変動の影響を利益から区分表示させるために，カレン

ト・コストによる測定を要求している。価格変動の影響を区分表示することにより，利益

の一部が資産を安く購入した結果として示すことができる。そのため，Sprouse and 

Moonitz は，保有利得または損失（holding gain or loss）(14)を利益計算に不可欠な一部分

として利益に含めており，次のような理由から保有利得または損失と当期営業利益は区分

される（Sprouse and Moonitz［1962］p.30）。 

① 価格変動が生じ，これが客観的に把握され，かつ会計実体がはっきりとその影響を

受けていることが明らかとなる。さらに，カレント・コストは正常利益額だけ売価を

                                                   
(12) 有形償却資産とは，「耐用年数が有限で，しかも企業が財務および用役の創造ならび

に分配に役立てるために保有している有形資産を意味している」（Sprouse and Moonitz

［1962］p.30）ため，有形償却資産には土地が含まれていない。そのため，本章におい

て，有形償却資産は有形固定資産と同等の意味で使用している。 
(13) 棚卸資産のうち最終手取額が確定できる場合には，正味実現可能価額（将来の交換価

格）による測定を要求している。しかし，多くの場合には販売時期が不確定であるため，

適用は限られる。 
(14)  holding gain or loss は保有利得または損失として訳している。これは原価節約を意

味しているが，本章では原文通りに保有利得または損失と訳出している。そのため，本

章では，保有利得は原価節約と同じ意味で使用している。 
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下回るので，究極的な実現（ultimate realization）が合理的に保証される。 

② 保有利得と販売利益を区別し明瞭に表示することは経営成績を分析し，また解釈す

る場合に有意義である。 

③ 未実現要素の金額は，法人税との関係において有意義であり，また配当政策の法的

な側面とも関連性をもっている。 

 

 3 Sprouse and Moonitzにおけるカレント・コストの論拠 

Sprouse and Moonitz におけるカレント・コストの論拠として 3 つあげることができる。

第１の論拠は，利益を営業利益と保有利得に区分することにより，企業業績評価や利用者

の意思決定に役立つことである。カレント・コストにより費用を測定することで，企業活

動が営業活動と保有活動に区分され，利益が営業利益と保有利得に分離される。これによ

り，当期の純粋な営業活動の成果と資産を安く購入したことにより生じる保有活動の成果

が区分表示されるため，企業業績評価や利用者の意思決定に役立つ情報を提供することが

できる。 

第 2 の論拠は，カレント・コストで測定することにより，当期の事象がすべて報告され，

会計処理方針が統一されるため，比較可能性が向上することである。カレント・コストは

現在の価格であるため，期首との比較により当期に生じたすべての事象が報告される。ま

た，売上原価や減価償却費など原価配分に関しても，カレント・コストの変動により算定

されるため，会計処理方針が統一される。その結果，企業間比較や期間比較が改善され，

比較可能性が向上することになる。 

第 3 の論拠は，企業活動の継続性を示すことである。カレント・コストは現在の交換価

格であり，棚卸資産や有形償却資産の再調達原価や再生産原価を示している。これは，営

業活動を継続するために必要最低限な価格を表しているため，カレント・コストによる測

定は，営業活動の継続性を示しているといえる。 

 

第 3節 AAAの補足意見書におけるカレント・コスト 

 

AAA は，1936 年に企業会計原則試案を公表し，歴史的原価会計に基づく会計原則を示

した。しかし，1957 年に公表した Accounting and Reporting Standards for Corporate 

Financial Statements 1957（企業財務諸表に関する会計および報告基準：以下 1957 年改

訂会計原則とする）において時価測定の可能性が示され，補足意見書でカレント・コスト

による測定が要求された。本節では，補足意見書におけるカレント・コストの論拠を明ら

かにする。 

 

 1 1957年改訂会計原則 

1957 年改訂会計原則では，「財務諸表は，投資家たちが，投資上の決定を下し，また経
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営者に対して統制するに当たりこれを利用するという事実を第 1 に重視する必要がある」

（AAA［1957］p.544）ことが示されている。この中で，会計の役割は企業活動の理解に

必要な情報の収集と伝達である（AAA［1957］p.536）。そのため，1957 年改訂会計原則

における会計の目的は，企業情報を提供することにより，投資家の意思決定に役立つこと

である。 

 

⑴ 資産の定義および測定 

資産とは，「特定の会計的実体の中で企業の目的に充てられた経済的資源であり，サービ

ス・ポテンシャル（service potentials）の総計額」（AAA［1957］p.538）である。そのた

め，資産の測定はサービス・ポテンシャルの総計額を測定することである。通常，サービ

ス・ポテンシャルの総計額は現在価値として測定されるが，客観的に測定することは困難

であるため，実践的な方法により測定される。 

1957 年改訂会計原則では資産を貨幣性資産と非貨幣性資産に区分し，それぞれ測定基

準を定めている。貨幣性資産は，回収可能性が高く，金額も相当程度確実に把握できるた

め現金受領予想額により測定される。一方，非貨幣性資産は，「貨幣性資産ほど正確に金額

的測定は期待できないため，歴史的原価あるいはそれにより派生する，何らかの額」（AAA

［1957］p.539）により測定される。なぜなら，非貨幣性資産は，資産のサービス・ポテン

シャルを正確に測定できないが，歴史的原価は取引の客観的かつ確定的結果であるため，

サービス・ポテンシャルの近似値となるからである。 

 

⑵ 時価による測定可能性 

1957 年改訂会計原則では，歴史的原価による測定を原則としつつも，時価測定の可能性

が示された。その根拠として，理想的な売上原価の測定方法が示されたことと，財務諸表

の比較可能性をあげることができる。 

最も企業に影響を与える費用が売上原価である。理想的には，売上原価の測定は次の相

互に関連ある３つの目的を達成すべきである（AAA［1957］p.541）。 

 

① 当期中に顧客に提供された製品およびサービスの原価を，当期の諸条件に基づき報

告する。 

② 当期の諸条件に基づいて期末の棚卸高中に含まれている原価を報告する。 

③ 価格変動から生じた利得または損失を区分明示する。 

 

これらの目的を達成するためには時価により測定を行う必要がある。これらの要件は歴

史的原価では満たすことができない。歴史的原価は取得時の価格であり，過去の条件を含

むため，売上原価や棚卸資産は現在の条件を示すことができない。また，歴史的原価は価

格変動の影響を認識できない。そのため，時価による測定可能性が示されたといえる。 
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投資家にとって財務諸表の効果的な利用方法は財務諸表を比較することであり，財務諸

表には比較可能性が重要となる。しかし，1957 年改訂会計原則では比較可能性を阻害する

問題として価格変動をあげている。そのため，歴史的原価を修正する原則が受け入れられ

るまでは，投資家が価格変動の影響についての評価を助ける補足的資料を提供することを

示している。資産の修正にはカレント・コストまたは個別価格指数を利用することが述べ

られている。つまり，財務諸表の比較可能性を改善するために，カレント・コストによる

測定を要求しているといえる。 

 

 2 補足意見書第 1号「土地，建物および設備の会計処理」 

補足意見書第 1 号は，1957 年改訂会計原則の補足的，部分的修正である。これは主に固

定資産を扱っているが，財務会計全般に適用できる基礎を示しているものである。 

財務諸表の目的は投資家の意思決定に役立つことであり，財務諸表の機能は，⑴当期利

益の測定および報告が将来利益を予測するための基礎となること，⑵貸借対照表は資産構

成および資本構成を表すことの 2 つである（AAA［1964a］p.693）。⑴を達成するために

は，利益を①正常営業活動の結果，②災害損失と資産の発見，③保有利得または損失の 3

つに区分表示する必要がある（AAA［1964a］p.693）。これらは，それぞれ発生原因が異

なるため，損益計算書で区分表示される。つまり，保有利得または損失は，当期営業利益

を改善し，将来利益の予測に役立つために区分されている。 

補足意見書第 1 号は，1957 年改訂会計原則の資産の定義を引き継いでいる。これは，サ

ービス・ポテンシャルが，資産評価の概念的基礎であることを意味している。理想的には，

将来の市場価格の現在価値により測定されるべきであるが，客観的に測定できない場合に

サービス・ポテンシャルの近似値として同等のサービスを獲得するために必要なカレント・

コストにより測定される（AAA［1964a］p.694）。資産のサービス・ポテンシャルは，取

得日の歴史的原価と一致すると考えられるため，資産は取得時の歴史的原価により測定さ

れる。しかし，取得日以降においては，同じサービスを得るために要するカレント・コス

トが取得日と同様に資産評価の基礎とされなければならない(15)（AAA［1964a］p.695）。 

取得日以降に歴史的原価とカレント・コストが相違する要素として次の 2 つが考えられ，

これらは別個に測定する必要がある（AAA［1964a］p.695）。 

 

 ① 購入時に予測された使用，物理的変化，陳腐化から生じる資産のサービス・ポテン

シャルの費消（つまり，減価償却費である。） 

 ② 購入時に予測されていない需要または技術の変動および一般物価水準の変動（つま

り，保有利得または損失である。） 

                                                   
(15) ただし，カレント・コストを客観的に測定できない場合には，歴史的原価から減価償

却累計額を控除した額により測定される。 
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補足意見書第 1 号では，正常営業利益（income from ordinary operations）(16)と純利益

の 2 つの利益を示している。正常営業利益とは，「災害損失や資産の新発見が生じない場

合，営業能力（operating capacity）を縮小することなく企業外部に分配できる金額，換言

すれば，留保により営業能力の拡張に利用できる金額を現在のドル価値で表したもの」

（AAA［1964a］p.695）である。一方，純利益は，「期中に資本取引が発生しない場合，

期首の株主持分額を減少することなく，企業外に分配できる最高額で，正常営業利益と対

比されるもの」（AAA［1964a］p.695）である。したがって，正常営業利益とは，営業能

力を維持したうえで分配できる営業活動から生じる成果であり，純利益とは保有利得を含

めた企業全体に生じた一期間の成果である。 

正常営業利益を測定するためには，減価償却費が重要な要素となる。減価償却費は固定

資産のサービス・ポテンシャルの減少額を示している。営業能力を維持し，企業活動を継

続するためには，減少したサービス・ポテンシャルを回復させる必要がある。カレント・

コストは，資産を再購入するために必要となる価格を意味している。サービス・ポテンシ

ャルの減少を示す減価償却費をカレント・コストで測定することにより，サービス・ポテ

ンシャルの回復させるための金額を示すことができる。そのため，正常営業利益を示すた

めには，減価償却費をカレント・コストで評価する必要がある（AAA［1964a］p.695）。 

伝統的に保有利得または損失は，取引発生時まで利益の認識が延期される。この慣習は，

資産の価格変動と無関係に利益が認識されることから，利益が歪められ，投資家に誤解を

生じさせる。そのため，価格変動を保有利得または損失として認識する必要がある。保有

利得および損失は，取引に関係なく，客観的に決定されるならば，①貸借対照表と減価償

却費の測定が現在の基礎を示しており，②実際に価値の変化が生じたときにタイムリーに

識別するという 2 つの目的を達成できる。特に②は実現主義ではなく，発生主義の論理的

な拡張であるといえる。 

保有利得および損失は，①技術や需要の変化を反映した特定の価格変動と，②一般物価

水準の変動の 2 つの要因により生じる。ただし，これらの要因は，客観性と検証可能性を

満たす証拠が得られた時に，純利益に含められる。保有利得が分配された場合には，営業

能力は減少し，保有損失が分配された場合には，営業能力の減少が必ずしも生じない。そ

のため，保有損失は純利益に含まれる（AAA［1964a］p.698）。 

 

 3 補足意見書第 2号「棚卸資産測定法に関する議論」 

補足意見書第 2 号は，1957 年改訂会計原則の棚卸資産の測定方法に関する補足的意見

書である。結論として，この補足意見書では，棚卸資産測定方法としてカレント・コスト

が最良のものであり，歴史的原価と共に 1 つの財務諸表に表示する（単一財務諸表方式）

                                                   
(16) income from ordinary operations は正常営業利益と訳出しているが，これは営業利

益と同じ意味である。そのため，本章では原文通りに正常営業利益として訳出している。 
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(17)方法を示している。 

補足意見書第 2 号では，「棚卸資産の測定は，貸借対照表と損益計算書を緊密に結びつ

け，期待されるサービス・ポテンシャルを数量的に表示すること」（AAA［1964b］p.702）

を目的としている。サービス・ポテンシャルは，理想的には将来キャッシュ・フローの現

在価値により測定されるが，実践的には歴史的原価により測定される。これは，歴史的原

価が客観的かつ検証可能であるため，取得時のサービス・ポテンシャルを表すのである。 

棚卸資産は販売までの期間が短く，価格変動の影響を受けにくいため，価格変動時でも

歴史的原価による測定が認められている。また，棚卸資産は収益性の低下が生じている場

合には低価法が用いられる。しかし，急激な価格変動時には，歴史的原価による測定では

価格変動の影響が認識されない。さらに，低価法では保有損失のみが認識され，保有利得

は認識されないため，棚卸資産や利益が過小評価される結果となり，基本的な首尾一貫性

がないという問題がある。 

この問題点を解消するために，カレント・コストにより測定を行う。カレント・コスト

による測定は，利益を「保有損益（棚卸資産計画設定および統制意思決定）と売買損益（財

貨サービスのカレント・コスト水準での交換）」（AAA［1964b］p.706）に区分する。企業

活動の成果を 2 つに区分することは，「企業の現在の業績および将来の予測のため」（AAA

［1964b］p.706）に重要となる。つまり，棚卸資産をカレント・コストで測定することに

より，保有活動と営業活動の成果が区分され，歴史的原価による問題点を解消できるとと

もに，現在の業績や将来利益の予測に役立つのである。 

補足意見書第 2 号では，カレント・コストが本来の棚卸資産の評価方法であると考えて

いる（AAA［1964b］p.706）。つまり，低価法は収益性の低下という確定的かつ客観的な

事象の結果として損失が計上されるが，同様の事象が生じた場合に利得の計上を排除する

理由はないため，カレント・コストによる測定が一般的であるといえる。 

上記のことから，カレント・コストによる測定は概念的に優れた測定方法であると考え

られ，歴史的原価はこれを補足するものとして報告すべきである。さらに，1957 年改訂会

計原則における売上原価の理想的な方法も達成できる。 

 

 4 補足意見書におけるカレント・コストの論拠 

補足意見書におけるカレント・コストの論拠は，第 1 に利益を正常営業利益と保有利得

に区分し，当期利益を改善することで，投資家の将来利益の予測に役立つことである。歴

史的原価による測定では，価格変動の影響が変動時とは異なる時期に損益に反映されるた

め，利益が歪められ財務諸表利用者の意思決定を誤導する可能性がある。そのため，カレ

ント・コストで測定することにより，当期の純粋な営業活動の成果が示される。保有利得

                                                   
(17) 補足意見書第 2 号では，このほかに少数派の意見として複数組財務諸表方式（歴史的

原価による一組の財務諸表とカレント・コストによる一組の財務諸表をそれぞれ作成す

る方式）が示されている。 
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は当期の価格変動により生じるものであり，次期以降においても同額の利益が生じるとは

限らない。これらのことから，当期営業利益と保有利得を区分表示することにより，当期

利益が改善され，将来利益の予測に有用な情報を投資家に提供することができる。 

 第 2 にカレント・コストによる測定では原価配分方法の仮定が不要になり，当期に発生

した事象がすべて当期に認識されるため，比較可能性が向上することである。カレント・

コスト会計では売上原価や減価償却費は期首と期末の差額として算定されるため，原価配

分の仮定が不要となり，会計方針が統一される。また，カレント・コストで測定すること

により，当期に生じた事象がすべて当期において認識される。これにより，期間比較や企

業間比較が改善され，比較可能性が向上することになる。 

第 3 に営業能力水準を維持することである。正常営業利益は，営業能力を維持したうえ

で分配できる営業活動の成果を示している。営業能力とは，企業が一定水準の営業活動の

継続に必要な能力である。営業活動を継続するためには，一定の棚卸資産や固定資産を維

持する必要がある。収益から控除される売上原価や減価償却費は，サービス・ポテンシャ

ルの消費額であり補充額を意味するため，カレント・コストによる測定は，サービス・ポ

テンシャルの減少を示すとともに，サービス・ポテンシャルの回復も示す。その結果算定

される正味営業利益は，営業能力の維持を示している。したがって，カレント・コストに

よる測定は営業能力を維持し，営業活動の継続性を明らかにすることができる。 

 

第 4節 草創期におけるカレント・コスト会計の異同点とその論理 

 

これまで，Edwards and Bell，Sprouse and Moonitz と AAA の補足意見書のカレント・

コスト会計について，どのような論理が内在しているのかを検討した。そこで，本節では

これら３つのカレント・コスト会計を比較し，異同点を明らかにしたうえで，草創期にお

けるカレント・コスト会計の論拠を明らかにする。 

 

 1 カレント・コスト会計の比較 

Edwards and Bell，Sprouse and Moonitz と AAA の補足意見書の論理について検討し

た結果を示すと，次の表 1-4 になる。 
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表 1-4 カレント・コスト会計の比較 

 Edwards and Bell Sprouse and Moonitz 補足意見書 

問題意識 

価格変動の影響が

利益に反映されて

おらず，経営者等

の意思決定に適切

な会計利益概念の

構築のため 

会計実務や理論が問

題の都度，その局面に

対する見解を示すの

みであり，全体的な会

計実務と理論の再検

討のため 

価格変動の影響が利

益から区分されてお

らず，投資家の意思決

定に役立たないため 

会計の目的 情報提供 情報提供 情報提供 

会計の役割 

意思決定評価機能 

意思決定改善機能 

資産および負債と，  

これらの変動の認識 

企業の諸活動の理解

に不可欠な情報の収

集・伝達 

報告対象 経営者 
経営者・株主など 

利害関係者 
投資家 

測定基準 カレント・コスト 

適用範囲 すべて 
棚卸資産 

有形償却資産 

棚卸資産 

有形固定資産 

資産 － 将来の経済的便益 サービス・ポテンシャル  

生産と保有の区分 生産活動と保有活動を区分表示する 

当期営業利益 現在の条件のもとで営まれる営業活動の成果 

価格変動の影響 

原価節約 外的要因 

資産を安く購入した結果生じたもの 
経営者がコントロー

ルできないもの 

（筆者作成） 

 

Edwards and Bell，Sprouse and Moonitz および AAA の補足意見書は，歴史的原価会

計では，財の価格は一定であると仮定しており，価格変動の影響を財務諸表に反映できな

いという問題意識からカレント・コスト会計を提唱している。特に Edwards and Bell は，

理想的な利益概念として Hicks の経済的利益概念を示し，経営利益が最も近似するもので

あると主張し，カレント・コスト会計学説を構築している。 

Edwards and Bell，Sprouse and Moonitz および AAA の補足意見書のカレント・コス

ト会計は，経営者や投資家の意思決定に役立つ情報を提供することを目的としている。こ

の目的を達成するために，カレント・コストにより費用を測定し，利益を当期営業利益と

実現可能原価節約（または保有利得）に区分表示している。カレント・コスト会計は，こ

の点に特徴があるといえる。これは，営業活動と保有活動はそれぞれ利益獲得要因が異な
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るためである。営業活動は資産の使用により生じる利益であり，保有活動の成果は資産の

保有により生じる利益である。そのため，利益が区分表示されないならば，会計情報利用

者が企業活動の成果を正しく認識することができず，意思決定を歪めてしまう可能性があ

る。この利益の区分表示の考え方は，Edwards and Bell において主張されたものであり，

Sprouse and Moonitz や AAA の補足意見書において継承されている。 

しかしながら，Edwards and Bell，Sprouse and Moonitz および AAA の補足意見書は

すべて共通しているのではなく，次の 3 つの相違点が存在している。第 1 に，価格変動の

影響の捉え方が異なっている点である。Edwards and Bell や Sprose and Moonitz では，

価格変動の影響を，資産を安く購入した結果生じたものであると捉えており，実現可能原

価節約として認識している。この考え方は Edwards and Bell が提唱し，Sprouse and 

Moonitz に引き継がれている。一方，AAA の補足意見書では，価格変動は技術革新や需要

の変化など外的要因により生じるものであると捉えている。つまり，経営者がコントロー

ルすることができない要因により生じた利益である。保有利得は，当期のみの外的要因に

より生じる利益であり，次期以降においても同様の保有利得を獲得できるとは限らない。

そのため，将来利益の予測に役立つために，営業活動以外の成果である保有利得を利益か

ら区分している。このような変化は，会計が過去の事実を反映するものから，将来の予測

を反映するものへと変化したためであると考えられる。 

第 2 に，会計情報利用者が異なっている点である。Edwards and Bell は経営者を対象

とし，Sprouse and Moonitz では経営者や投資家を含むすべての会計情報利用者を，AAA

の補足意見書では投資家を対象としている。このように，カレント・コスト会計の情報提

供先は企業内部者から徐々に企業外部者へと変化している。経営者と投資家では情報に対

する関心が異なっている。経営者は自身の意思決定が適切であったかに関心を有している

のに対して，投資家は将来利益の予測について関心を有している。価格変動の捉え方の変

化は，会計情報利用者の情報ニーズが変化したことにより変化したと考えられる。 

第 3 に，カレント・コスト会計の適用範囲が異なっている点である。Edwards and Bell

ではすべての資産・負債であったが，Sprouse and Moonitz や AAA の補足意見書では棚

卸資産や有形固定資産のみであった。Edwards and Bell では当期の事象を示すためカレ

ント・コストによる測定を要求しているが，Sprouse and Moonitz や AAA の補足意見書

では，資産の定義により依存し測定基準が要求されている。この適用範囲の変化は収益費

用観から資産負債観へと会計観が変化したものとして捉えることができる(18)。 

 

 2 草創期におけるカレント・コスト会計の論拠 

ここでは，Edwards and Bell，Sprouse and Moonitz および AAA の補足意見書が示し

                                                   
(18) これは，資産負債観を構成する要素として中核をなす考え方であり，現代会計におけ

る資産負債観の原型であると捉えてよい（市川［2015］128 頁）。 
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た論拠から草創期におけるカレント・コスト会計の論拠を明らかにする。彼らの論拠を示

すと表 1-5 となる。これらを集約すると，草創期におけるカレント・コスト会計の論拠は，

①投資意思決定，②企業業績評価，③比較可能性の向上，④企業活動の継続性，⑤営業能

力維持の 5 つをあげることができる。 

 

表 1-5 カレント・コスト会計の論拠 

 Edwards and Bell Sprouse and Moonitz 補足意見書 

投資意思決定 〇 〇 〇 

企業業績評価 〇 〇 － 

比較可能性 〇 〇 〇 

企業活動の 

継続性 
〇 〇 〇 

営業能力維持 － － 〇 

（筆者作成） 

 

カレント・コスト会計は経営者や投資家の意思決定に有用な情報を提供することができ

る。カレント・コストで測定することにより，利益が当期営業利益と実現可能原価節約（ま

たは保有利得）に区分される。当期営業利益は資産を使用し，販売することにより利益を

獲得するのに対して，実現可能原価節約（または保有利得）は資産を保有することにより

利益を獲得する。これら 2 つの利益は利益獲得要因が異なるため，それぞれを区分しなけ

れば，いずれの活動により生じた利益であるか明らかにならない。そのため，企業活動を

区分表示することにより，経営者は意思決定の評価や改善を行うことができる。一方，投

資家は，経営者のコントロール外にある価格変動の影響を保有利得として区分表示するこ

とにより，当期営業利益が当期の純粋な営業活動の成果を示すことができるため，将来利

益の予測を改善できる。したがって，利益の区分表示は，経営者および投資家の意思決定

に有用な情報を提供することができるといえる。 

カレント・コストで測定することにより，企業間比較や期間比較が向上し，企業業績評

価に役立つことができる。歴史的原価により測定された当期の売上原価や減価償却費には，

過去の事象が当期に含まれているため，利益が必ずしも当期の企業活動の成果を示してい

るとはいえない。カレント・コストは，当期の購入市場における価格であるため，当期の

事象のみを反映するため，比較可能性が向上する。さらに，カレント・コストにより測定

することで，会計方針が統一されることにより，比較可能性が高まるといえる。例えば，

売上原価は期末カレント・コストに販売数量を乗じることにより算定されるため，先入先

出法や後入先出法のような売上原価算定の仮定を置く必要がなくなる。 

当期営業利益は，企業活動の継続性の良否を示す利益であり，営業能力資本を維持した
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上で生じる利益である。カレント・コストにより測定された費用は，現在の営業活動にお

いて使用された生産要素を再調達するために必要となる金額である。つまり，カレント・

コストは現在の営業活動を維持するために回復しなければならない金額を示している。そ

のため，カレント・コストにより費用を測定することで，当期営業利益は企業活動の継続

性が明らかにすることができるとともに，営業能力資本を維持することができる。 

 

おわりに 

 

カレント・コスト会計は，歴史的原価会計では価格変動の影響が認識されず会計情報利

用者の意思決定に有用な情報を提供することができないという問題意識のもとで主張され

た会計であった。一方，Edwards and Bell は，会計理論を構築するにあたり，理想的な利

益概念として Hicks の経済的利益概念を示し，最も近似する利益概念が経営利益概念を根

拠として，カレント・コスト会計を主張している。このように，カレント・コスト会計は，

価格変動の影響を認識することに加えて，会計理論の再構築の観点から主張された。 

本章では，Edwards and Bell，Sprouse and Moonitz および AAA の補足意見書を用い

て，草創期におけるカレント・コスト会計の論拠について検討を行った。その結果，草創

期におけるカレント・コスト会計の論拠は，投資家や経営者などの会計情報利用者に対し

て，利益を当期営業利益と実現可能原価節約（または保有利得）に区分表示することによ

り，意思決定に有用な情報を提供することである。カレント・コストにより測定すること

により，当期の事象がすべて反映されるため，企業間比較や期間比較が容易となり，比較

可能性が高まり，企業業績評価に役立つ情報を提供できる。さらに，カレント・コストは，

現在の生産要素を再調達するために必要な金額であるため，将来再販売することにより現

在の利益を獲得できると考えられる。そのため，カレント・コストで測定することにより

企業活動の継続性を示すことができると考えらえる。 

 しかしながら，Edwards and Bell，Sprouse and Moonitz および AAA の補足意見書に

おいて示されたカレント・コスト会計は，会計情報利用者や価格変動の影響の捉え方，適

用範囲が変化している。特に，価格変動の影響の捉え方が，原価節約として捉える考え方

から，将来利益の予測を改善するために，経営者のコントロールができない外的要因とし

て捉える考え方へと変化している。これは，会計が過去の事実から将来の予測を組み入れ

るように変化したためだと考えられる。このように，Edwards and Bell，Sprouse and 

Moonitz や AAA の補足意見書では，カレント・コスト会計が大きく変化しているにもか

かわらず，その論拠に違いはほとんど生じていない。したがって，カレント・コスト会計

の特徴である利益の区分表示は，会計観が変化したとしても，会計情報利用者に対して意

思決定に有用な情報を提供することができると考えられる。 
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第 2章 カレント・コストと将来キャッシュ・フローの関連性                          

―ASOBAT以降の米国におけるカレント・コスト概念の変化を中心として― 

 

はじめに 

 

第 1 章では，Edwards and Bell［1961］，Sprouse and Moonitz［1962］や AAA［1964a・

b］を取り上げ，カレント・コスト会計の草創期における論拠を明らかにした。その後もカ

レント・コスト会計の議論は行われ，AAA は 1966 年に A Statement of Basic Accounting 

Theory（基礎的会計理論：以下 ASOBAT とする）を公表した。ここでは投資家の意思決

定有用性が強調され，歴史的原価とカレント・コスト（current cost）の 2 元的評価報告が

提唱されたが，会計基準として実務に適用されるまでには至っていなかった。米国におい

てはじめてカレント・コスト情報の開示を義務付けたものが，1976 年に Securities and 

Exchange Commission（米国証券取引委員会：以下 SEC とする）が公表した Accounting 

Series Release No.190（会計連続通牒第 190 号：以下 ASR No.190 とする）である。ASR 

No.190 は，一定規模の SEC 登録企業に補足情報としてカレント・コスト情報の開示を義

務付けたものである。その後，FASB は 1979 年に Statements of Financial Accounting 

Standards No.33: Financial Reporting and Changing Prices（財務会計基準書第 33 号：

財務報告と価格変動：以下 SFAS No.33 とする）を公表し，米国においてはじめてカレン

ト・コスト会計が基準化され，実務において適用された。 

ASOBAT，ASR No.190 および SFAS No.33 は，投資家の意思決定有用性の観点からカ

レント・コスト会計が議論されたものであり，投資家の将来キャッシュ・フローの評価に

役立つ情報を提供すべきことが主張されている。カレント・コストは，現在，財を購入す

るために支払う金額を意味しており，キャッシュ・アウト・フローである。一方，将来キ

ャッシュ・フローは，将来投資家が受け取ると予想される金額であり，キャッシュ・イン・

フローである。カレント・コストと将来キャッシュ・フローは異なる概念であり，その関

係性については明らかとはなっていない。 

そこで，本章では，ASOBAT 以降の米国におけるカレント・コスト会計を検討(1)し，そ

の論拠を明らかにした上で，カレント・コストと将来キャッシュ・フローとの関連性を明

らかにすることを目的としている。そのため，第 1 節では ASOBAT，第 2 節では ASR 

No.190 および第 3 節では SFASNo.33 を検討する。そして第 4 節では，これらの意見書お

よび会計基準の相違点を明らかにし，カレント・コストが大きく変化していることを示す。

その上で，米国におけるカレント・コスト会計の論拠として価格変動に関する情報は，将

来キャッシュ・フローの評価に役立つため，投資家の意思決定に有用であることを明らか

にする。これらのことから，カレント・コストは資産の使用により生じる将来キャッシュ・

フローの正味現在価値の保守的な測定値であり，正味現在価値の代替値であることを明ら

かにする。 

                                                   
(1) 米国におけるカレント・コスト会計に関する先行研究は数多く存在している。主なも

のとして，上野［2014］，加古［1981］，火原［1981］等をあげることができる。 
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第 1節 ASOBATにおけるカレント・コスト会計 

 

AAA は，1936 年から 1964 年にかけて米国における体系的な会計原則の確立を目指し

て 4 つの報告書(2)を公表し，会計理論を発展させてきた。この中で，ASOBAT は，「教育

者や会計士，その他会計に関連する人々に指針として役立つ，基礎的な会計理論の総合的

報告書を作成すること」（AAA［1966］p.ⅲ）を目的として AAA が公表したものである。

ASOBAT は，意思決定有用性アプローチ(3)のもとで，歴史的原価とカレント・コストによ

る 2 元的評価報告書の作成を提唱している。本節では，ASOBAT におけるカレント・コス

ト会計の論拠について検討していく。 

 

 1 4つの基本的基準 

ASOBAT において会計とは，「情報の利用者(4)が事情に精通して判断や意思決定を行う

ことができるように，経済的情報を識別し，測定し，伝達するプロセスである」（AAA［1966］

p.1）と定義されている。会計の目的は，次のように示されている（AAA［1966］p.4）。 

 

① 限りある資源を利用することについて意思決定を行うこと。これは最も重要な意思

決定の領域を確定し，また目的や目標を決定することを含んでいる。 

② 組織内にある人的資源および物的資源の効率的な指揮，統制を行うこと。 

③ 資産を保全し，その管理について報告すること。 

④ 社会的な機能および統制を容易にすること。 

 

ASOBAT は，会計を財務会計と管理会計に区別しておらず，利用者への会計情報の提供

の観点から統合し，利用者指向として特徴づけられる。そのため，会計は利用者の意思決

定に有用な情報を提供することを目的としている。 

                                                   
(2) AAA が 1936 年以降講評した 4 つの報告書は次のとおりである。 

1936 年：A Tentative Statement of Accounting Principles Affecting Corporate Reports 

1941 年：Accounting Principle Underlying Corporate Financial Statement 

1948 年：Accounting Concepts and Standards Underlying Corporate Financial State- 

ment, 1948 Revision 

 1957 年：Accounting and Reporting Standards For Corporate Financial Statement, 

1957 Revision 
(3) 井尻は，「会計の目的は投資家から預かった資金を責任をもって運営するという，1930

年代の会計責任やスチュワードシップの考え方は次第に忘れられ，会計の目的は投資家

の意思決定に有用な情報を提供することであるという考え方が 1960 年代から盛んにな

ってきた」（井尻［2003］14 頁）その主なものとして ASOBAT をあげている。また，

久保田は，「ASOBAT の貢献は，会計を情報システムとして位置付け，伝統的な解釈か

ら解き放つことにより，その領域拡大の可能性を示して点である」（久保田［1994］75

頁）と述べている。2 人の主張は一見すると相違するように見えるが，ASOBAT が会計

思想を意思決定有用性へと転換したものとして重要である点では一致している。 
(4) ASOBAT において情報の利用者は外部利用者と内部利用者の両方を想定しているが，

本章においてはカレント・コスト会計の利用者として外部利用者についてのみ取り上げ

ている。 
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会計情報利用者にとって有用な会計情報の評価基準として次の基本的基準(5)（basic 

standards）を示している。 

 

① 目的適合性（relevance） 

② 検証可能性（verifiability） 

③ 不偏性（freedom from bias） 

④ 量的表現可能性（quantifiability） 

 

① 目的適合性の基準 

目的適合性の基準とは，情報を促進することが意図されている活動または生ずることが

期待される結果と関連をもつか，またはそれらと有効に結びついていなければならないと

いう基準である（AAA［1966］p.9）。これは，情報が利用者の用途に影響を与えるか，ま

たは影響する可能性があるものを意味している。そのため，会計情報に対する利用者の要

求が明らかであるか，もしくは想定できていることが重要である。したがって，会計は，

ある特定の用途に対して高い適合性があり，その他の用途にはほとんど適合しない情報を

提供することが必要である。 

 

② 検証可能性の基準 

検証可能性の基準とは，2 人以上の適格者が同じ資料を調査した結果，本質的に類似し

た数値または結論が得られなければならないという基準である（AAA［1966］p.7）。検証

可能性は，基本的にデータの妥当性を証明する証拠の有効性と適切性に関連を有している

（AAA［1966］p.10）。この基準は，利用者が情報の信頼性を確信するために要求される。

なぜなら，基準を満たさない場合には，重要な事実と個人的・組織的偏向を取り違える可

能性があるためである。 

 

③ 不偏性の基準 

不偏性の基準とは，事実を偏らずに決定し報告しなければならないという基準である

（AAA［1966］p.7）。会計は多くの利用者の様々な用途に利用される。この基準は偏向の

ある情報の提供を排除するために要求される。偏向とは，検証可能性の基準を満たす場合

でも，不適切な会計処理や個人的性格により生じるものである（AAA［1966］p.11）。特に

偏向は外部利用者への会計情報の提供にあたり避ける必要がある。 

 

④ 量的表現可能性の基準 

量的表現可能性の基準とは，情報に数を割り当てることを意味している（AAA［1966］

p.7）。元来，会計は企業活動を貨幣額により表現しているが，この基準は，企業活動を貨

幣額のみならず，貨幣額を含む数と結びつけることを意味している。数を使用する場合に

                                                   
(5) 基礎的基準は①会計方法の適切性または妥当性を情報作成者側から評価するための基

礎を構成すること，②特定の用途に関連した情報に要求される基準への遵守の程度を決

定するための機構を提供することの 2 つの目的に役立つことができる。 
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問題となるのは，測定対象と測定基準をどのように選択するかである。この基準では，測

定対象や測定基準を 1 つに限定する理由はないと考えている。最も考えられるのは，会計

は様々な測定基準を，たとえば測定基準のベクトルなどの体系的な形式で用いることであ

り，取引や事象を複数の測定基準で表すことである（AAA［1966］p.29）。つまり，この

基準では単一の測定基準に固執するのではなく，情報を数値化するにあたり様々な測定基

準の使用を認めることを意味している。 

 

これら 4 つの基本的基準は，潜在的な会計情報の評価基準である。4 つの基準をすべて

満たす場合には，その情報は投資家にとって有用な会計情報であることを意味している。

4 つの基本的基準を満たす場合とは，基本的基準のいずれか 1 つまたはすべてに完全に固

執することを意味しない。用途が異なれば，基準を遵守する程度も異なることになる。遵

守の程度は，他の諸基準を満足させる程度により決定される。また，基本的基準間の重要

性は，情報の性質や情報が意図している用途により異なり，基準に要求される最小限の合

致の度合いや 4 つの基準相互間のトレードオフなどの状況により異なる。そのため，会計

情報の有用性を判断するためには，4 つの基本的基準をすべて同時に結び付けて考慮する

必要がある（AAA［1966］pp.8-10）。 

 

 2 ASOBATの論拠 

ASOBAT は，「様々な時価概念の中で 4 つの基本的基準に最も適合すると考えられるも

のは，当該資産またはサービスを再調達するためのカレント・コストである」（AAA［1966］

p.34）と述べている。そのため，カレント・コストを採用した論拠として，4 つの基本的

基準を満たすことがあげられる。以下では，4 つの基本的基準に合致するか否かを検討す

る。 

目的適合性の基準は，会計情報に対する利用者の要求を明確にすることが重要である。

利用者は主に将来を予測するために会計情報を利用している。そのため，目的適合性とは，

会計情報が利用者の予測に役立つか否かにより判断することができる。主たる利用者であ

る投資家は，投資から生じる将来純収入(future net receipts）の現在価値を知りたがって

いる（AAA［1966］p.34)。この情報を得るためには，企業の全期間における収支の流れを

明らかにする必要があるが，このような情報を提供することはできない。しかし，価格変

動に関する情報はこのような収支の流れを的確に予測するために役立つと考えられる。 

測定基準が提供できる情報はそれぞれ異なっている。歴史的原価は完了した取引の結果

に関する情報を提供でき，カレント・コストは取引完了後に生じた環境の変化に関する情

報を提供できる。つまり，歴史的原価は過去の結果に関する情報であり，カレント・コス

トは現在の情報を示しているため，歴史的原価とカレント・コストの差額を示すことによ

り，過去から現在までの情報を示すことができる。ASOBAT では，投資家に価格変動など

の環境の変化に関する情報を提供することにより，将来キャッシュ・フローの予測に役立

つため，カレント・コストは目的適合性を満たすことができる。 

検証可能性の基準は会計情報の外部報告に重要なものである。なぜなら，基準を満たさ

ない場合，利用者の信頼性を失い，最終的には会計報告の有用性を減少させるためである。

ASOBAT は，歴史的原価の検証可能性は非常に高いが，時価が検証可能である場合には，
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財務諸表を時価で示すことができると述べている。検証可能性は資産の性質，用途および

経済的環境などにより異なる。この意味で耐用年数の見積りに基づいて歴史的原価による

減価償却費を計算することと変わらない。そのため，いくつかの時価の見積りが検証不能

であることを理由に会計目的のために時価評価を行うべきでないとする考えは支持できな

い（AAA［1966］p.28）。したがって，検証可能であるカレント・コストの評価は否定さ

れず認めることができる。 

不偏性の基準は，外部利用者への情報提供のために最低限満たす必要がある。ASOBAT

では，個人的な偏向と財務報告の偏向の 2 つの偏向が示されている。個人的な偏向とは，

意図的な会計処理により生じる偏向であり，財務報告の偏向とは，インフレーション時に

歴史的原価により測定することで生じる資産の過小表示や利益の過大表示，保守主義や経

営者の判断により生じる偏向を意味している。個人的な偏向は検証可能性の基準を満たす

ことにより排除できるが，財務報告の偏向は排除できない。しかし，カレント・コストに

よる測定は，財務報告の偏向の排除に貢献できる。これは特に会計情報作成に使用した測

定基準に対して責任をもつ場合に顕著である（AAA［1966］p.29）。したがって，カレン

ト・コストは不偏性の基準を満たすことができる。 

量的表現可能性の基準は，情報に数を割り当てることを意味している。伝統的な会計は，

単一の測定基準を要求している。しかし，会計測定の多くは正確性を将来の活動に依存し

ており，会計担当者が区間推定や確率分布の方法で報告してはならない必然的な理由は存

在しない。換言すれば，会計担当者は，これまでは量的表現可能性の基準の遵守について

あまりにも偏狭すぎる見解を要求していたということになる（AAA［1966］p.29）。ただ

し，これまで区間推定や確率分布を用いて測定が行われたことはない。会計の測定は歴史

的原価による測定に固執しているため，単一の測定基準が要求されていたが，量的表現可

能性の基準は，情報を最も良く表現する数を割り当てる基準であり，必ずしも単一の測定

基準に固執していない。 

これらのことからカレント・コストによる測定は，4 つの基本的な基準を総合的に満た

すことができ，これをカレント・コストによる測定の論拠としてあげることができる。 

 

第 2節 ASRNo.190におけるカレント・コスト 

 

SEC は，1976 年に ASR No.190 を公表するとともに，「財務諸表規則」に規則 3－17 を

新設した。さらに，ASR No.190 の具体的な実施方法や疑問点，解釈を明確にするために，

Staff Accounting Bulletin（スタッフ会計公報）が公表された。ASR No.190 は，米国にお

けるカレント・コスト情報の部分開示という形で，はじめて制度化されたものとして評価

することができる。本節では，SEC の公表した ASR No.190 におけるカレント・コスト情

報開示の概要とその論拠について検討する。 

 

 



33 

 

 1 カレント・コスト情報の部分開示 

ASR No.190 は，一定範囲のカレント・コスト情報(6）を注記（footnote）に開示するこ

とを要求している。ASR No.190 ではカレント・コスト情報を提供するための目的として

次の 2 点が示されている（SEC［1976a］p.244）。 

 

① 歴史的原価による財務諸表のみでは得ることのできない企業状況に関するカレン 

  ト・コストを理解する上で必要な情報を投資家に提供することである。 

② 貸借対照表日に存在する資産を現在の経済的投資で測定するものとして，棚卸資産

 や生産設備のカレント・コストを判定できる情報を投資家に提供することである。 

 

ASR No.190 は，全面的なカレント・コスト情報の開示を要求しているわけではなく，

棚卸資産と生産設備(7)（productive capacity）のカレント・コスト情報のみの開示を要求

している。これは，投資家に対して他の方法では得られない企業状況に関する情報を，歴

史的原価情報の補足情報として提供するためである。棚卸資産や生産設備は，多くの企業

にとって主要な営業資産であり，企業が開示する以外に投資家がインフレーションの影響

を把握することができないため，これらの項目を開示することが要求されている。 

ASR No.190 においてカレント・コストとは，「通常の営業過程で同等の営業あるいは生

産上の能力をもつ新しい資産を入手するために支払わなければならない金額のうち最低額」

（SEC［1976b］p.295）と定義されている。カレント・コストと再生産コスト（reproduction 

cost）は明確に区分されており，技術革新の影響を考慮するか否かにより異なる。つまり，

カレント・コストとは，技術革新の影響を反映した保有資産と同等の生産能力を有する新

規代替資産を取得するために支払う金額を意味する。カレント・コストの測定は企業構造

を考慮する必要があるため，企業にとって最適な測定方法を選択すべきである。ASR 

No.190 では，一般的に適用可能な測定方法として，指数法，直接評価法，単位評価法およ

び機能的評価法の 4 つが示されている。 

ASR No.190 は，直近の会計年度における期首貸借対照表上の棚卸資産と生産設備（減

価償却累計額控除前）の合計額が，次の基準に該当する SEC 登録企業に適用される（SEC

［1976a］p.244）。 

 

① 棚卸資産および生産設備の合計額が 1 億ドルを超え，かつ， 

② その合計額が総資産の 10％を超える企業 

 

ASR No.190 では，次の情報を，財務諸表の注記または注記に続く財務諸表に設けた別

                                                   
(6) 本章では，current replacement cost も current cost と同様にカレント・コストと訳

出している。 
(7) 生産設備とは，企業の生産活動，分配活動に関する能力の測定値をいう。例えば，製

造業者の生産設備は，特定の時間枠において，現に生産し，分配することができる単位

数によって測定する。（SEC［1976］p.295）。具体的には，生産設備は，無形固定資産や

建設仮勘定等の生産工程において費消されないものは含まれない。そのため，本章では，

生産設備を有形固定資産と同様の意味で使用する。 
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個のセクションに記載しなければならない（SEC［1976a］p.244）。 

 

① 貸借対照表日における棚卸資産を現在取替えるのに要するカレント・コスト 

② 貸借対照表日における生産設備を取替えるのに要するカレント・コストおよび減価

償却累計額控除後の金額（企業の主要事業部門でも，現存する資産の経済的耐用年数

が到来すれば打ち切る意向のものについては②と④の開示は不要） 

③ 直近 2 年間の決算年度において，販売時点における財またはサービスのカレント・

コストを推定して測定された売上原価の概算額 

④ 直近 2 年間の決算年度において生産設備を現在の平均カレント・コストに基づいて

推定した場合の減価償却費 

⑤ カレント・コストを確定するために用いた算定方法 

⑥ 上記の情報が誤解させることにならないようにするのに必要と考えられる経営者が

知りうる追加的な情報 

 

以上が ASR No.190 の要求するカレント・コスト情報の開示である。 

 

 2 ASR No.190の論拠 

ASR No.190 では，カレント・コスト情報を注記において開示することを要求している。

先に述べたように ASR No.190 の目的は，インフレーション時において，歴史的原価に基

づく財務諸表よりも，より一層の現在の企業状況に関する適切な情報を投資家に提供する

ことである（SEC［1976a］p.244）。SEC は，インフレーション時では，一般物価水準の

変動よりも個別価格水準の変動の方が企業に影響を与えるため，企業の財またはサービス

の価格変動に関する情報として，カレント・コスト情報の開示を要求している。 

ASR No.190 は，貸借対照表日における資産の現在の経済的投資を測定するためにカレ

ント・コストによる測定を要求している。SEC は，カレント・コストの測定は主観的であ

るが，企業が開示する以外に投資家が入手する方法がないと考えている。つまり，投資家

は貨幣資産のインフレーションの影響や有価証券の市場価格等は他の資料から入手可能で

あるが，カレント・コストは多くの仮定や推定が必要であり，企業により異なるため，企

業が開示する以外に入手することは困難である。そのため，カレント・コスト情報を開示

することにより，投資家等の意思決定に影響を与えることができる。 

したがって，ASR No.190 は，インフレーションにより生じた棚卸資産や生産設備の価

格変動が企業に与える影響を，投資家に対して提供することにより，彼らの意思決定を改

善することを意図している。棚卸資産や生産設備は企業により資産の状況や仮定が異なる

ため，企業自身が開示する以外に，投資家が価格変動の影響を把握することができない。

そのため，ASR No.190 においてカレント・コスト情報を開示する論拠として，投資家が

入手できない新たな情報を提供することで，投資家の意思決定に役立つことがあげられる。 
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第 3節 SFAS No.33におけるカレント・コスト会計 

 

FASB は，1979 年に SFAS No.33「財務報告と物価変動」(8)を公表した。この基準は，

価格変動の影響を報告することを目的としており，米国におけるカレント・コスト会計の

議論が基準として集約したものと位置付けられる。そこで，SFAS No.33 を検討すること

により，米国におけるカレント・コスト会計の論拠を明らかにする。 

 

1 カレント・コスト会計の部分適用 

企業の経済活動の不可欠な特徴として，財またはサービスの価格変動があげられる。価

格変動は企業に重大な影響を与えるが，歴史的原価に基づく財務諸表では，価格変動の影

響が明らかにならないため，投資家等に対して十分な情報を提供できない（FASB［1979］

paras.88-92）。そこで，SFAS No.33 は価格変動に関する情報を提供することにより，投

資家の意思決定に役立つことを目的としている。 

SFAS No.33 は，財務諸表を米国で一般に認められた会計原則に準拠して作成し，かつ

事業年度の期首時点で，財務諸表が次のいずれかに該当する公開企業に適用される（FASB

［1979］para.23）。 

 

① 棚卸資産および有形固定資産の合計額が 1 億 2500 万ドルを超える，または， 

② 総資産の合計額が 10 億ドルを超える 

 

SFAS No.33 では，カレント・コスト(9)を財務諸表ではなく，補足的報告書で示すことを

要求している。財務諸表本体は歴史的原価に基づいて示される。カレント・コストによる

補足報告書の開示は，歴史的原価に基づく財務諸表では，価格変動の影響が認識されず，

利用者に十分な情報が提供されないため，カレント・コストによる測定を要求している。 

SFAS No.33 では，棚卸資産や有形固定資産，売上原価，減価償却費がカレント・コス

トにより測定される。これらの資産は歴史的原価とカレント・コストが異なる可能性が高

いためである（FASB［1979］para.200）。これら以外の資産や負債等については歴史的原

価により測定が行われる。 

SFAS No.33 において「カレント・コストは，保有資産の営業上の有利または不利を考

慮した価値を修正した後の保有資産の取替原価に等しい」（FASB［1979］para.99）と定

義される。つまり，カレント・コストは取替原価に営業上の変化を反映したものである。

そのため SFAS No.33 では，取替原価とカレント・コストは区別されており，前者は新規

代替資産の測定に焦点を当てるのに対し，後者は保有資産に具現化されたサービス・ポテ

                                                   
(8) SFAS No.33 では，個別価格変動と一般物価変動の両者を扱っているが，本章ではカ

レント・コストを中心に論じているため一般物価変動に関しては深く言及しない。 
(9) SFAS No.33 においてカレント・コストは，カレント・コストまたはより低い回収可能

額により測定される。これは，「企業にとっての価値」概念と同じ概念である。しかし，

回収可能額は，カレント・コストよりも著しくかつ永続的に低いと判断される場合にの

み適用されるため，ほとんど必要とされない。そのため，本章ではカレント・コストと

して取り扱う。 
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ンシャルの測定に焦点を当てる点で異なっている。したがって，カレント・コストとは，

保有資産と同等の将来キャッシュ・フロー生成能力を有する資産を取得するために現在支

払う金額を意味している。 

カレント・コストの測定基準は，企業の状況に最も適切なものと考えられる取得方法を

反映するように測定される（FASB［1979］paras.57-58）。具体的には，棚卸資産は財の取

得または生産に要するカレント・コストから選択され，有形固定資産は資産により具現化

されるのと同等のサービス・ポテンシャルを取得するために必要なカレント・コストで測

定される。 

SFAS No.33 では，補足的情報として次の事項の開示が要求される（FASB［1979］

para.30）。 

 

① カレント・コストによる当該事業年度の継続的事業活動からの利益に関する情報 

② 当該事業年度末における棚卸資産および有形固定資産のカレント・コスト 

③ 当該事業年度における棚卸資産および有形固定資産に係る一般物価変動調整後のカ

レント・コストの増加または減少 

ただし，上記③は，継続的事業活動からの利益に含めてはならない。 

 

さらに企業は，補足的情報に対する注記として次の事項を開示しなければならない

（FASB［1979］para.34）。 

 

① 棚卸資産，有形固定資産，売上原価および減価償却費，減耗償却費ならびに償却費

のカレント・コストを計算するために用いた情報の主要な種類 

② 一般物価変動会計による減価償却計算とカレント・コストによる減価償却計算に用

いた資産の減価償却方法，見積耐用年数および見積残存価額，ならびに基本的財務諸

表の減価償却計算に用いた方法および見積りとの間の相違 

③ 基本的財務諸表で行った法人税の調整あるいは配分に関し，補足的情報計算からの

除外(10) 

 

企業は，直近 5 年間の事業年度について次の情報を開示することが要求される（FASB

［1979］para.35）。 

 

① 売上高およびその他の営業収益 

② 歴史的原価／恒常ドル情報 

1) 継続的事業活動からの利益 

2) 普通株 1 株当たりの継続的事業活動からの利益 

3) 事業年度末における純資産額 

                                                   
(10) 法人税額は基本的財務諸表の利益が負担した額でなければならず，カレント・コスト

により測定した結果生じる差異については調整してはならない（FASB［1979］para.54）。

つまり，法人税は，カレント・コスト情報からではなく，基本的財務諸表から算定され

る。 
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③ カレント・コスト情報 

1) 継続的事業活動からの利益 

2) 普通株 1 株当たりの継続的事業活動からの利益 

3) 事業年度末における純資産額 

4) 棚卸資産および有形固定資産の価格変動の影響を控除した後のカレント・コスト

額の増加または減少 

 

以上が，SFAS No.33 におけるカレント・コスト会計の概要である。 

 

2 SFAS No.33の論拠 

SFAS No.33 では，カレント・コスト情報は主に⑴将来キャッシュ・フローの評価，⑵

企業業績評価，⑶営業能力水準の維持の 3 つの点で利用者に役立つことを意図している

（FASB［1979］para.3）。 

 

（1）将来キャッシュ・フローの評価 

カレント・コストにより測定する結果として，企業活動が営業活動と保有活動に区分さ

れ，継続的事業活動からの利益とカレント・コスト額の増加または減少が示される。SFAS 

No.33 によると，カレント・コストによる測定は，企業活動の区分と正味現在価値の部分

的認識，そして歴史的原価よりも新しい情報を含むことを根拠として将来キャッシュ・フ

ローの評価に役立つと考えている。 

「継続的事業活動からの利益は，製品の販売価格が販売日のカレント・コストと密接に

関連するならば，将来キャッシュ・フローの評価に役立つであろう。…中略…将来キャッ

シュ・フローの評価には，企業が属する業界に影響を与える経済状況の変化を考慮する必

要がある」（FASB［1979］para.117）と述べている。すなわち，継続的事業活動からの利

益は，収益とカレント・コストにより測定された費用を厳密に対応させた純粋な事業活動

の利益を示すとともに，経済状況の変化を反映することで将来キャッシュ・フローの評価

に役立つのである。また，資産のカレント・コスト額の増加または減少は，資産を好条件

で購入する機会を利用した結果生じるものである。FASB は，これを継続的事業活動の成

果と区分することにより将来キャッシュ・フローの評価が改善されることを主張している

（FASB［1979］para.118）。つまり，継続的事業活動からの利益と保有活動の成果は異な

る傾向を有しており，将来キャッシュ・フローの評価に異なる影響を与えるため，将来キ

ャッシュ・フローの評価が改善される。 

さらに，カレント・コストの測定は資産の使用から得られる将来キャッシュ・フローの

正味現在価値（net present value）を部分的に認識しているとみなすことができる（FASB

［1979］para.120）。正味現在価値は，資産の購入に関し最高の価値を示しており，カレ

ント・コストは資産の購入に関して正味現在価値の保守的な価値を示している。つまり，

企業は，資産を購入額以上のキャッシュ・フローの獲得を期待して購入するため，正味現

在価値以上の金額を支払うことはない。そのため，カレント・コストは回収できる可能性

が高く，将来キャッシュ・フローの保守的な測定尺度となる。 

投資家らが将来キャッシュ・フローの評価を行う場合，継続的事業活動からの利益より
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も資産や負債などの項目に着目する場合がある。カレント・コストに基づく売上原価や減

価償却費は，企業の利用する資源の価格に関して新しい情報を組み入れることができる。

そのため，歴史的原価よりもカレント・コストの方が将来キャッシュ・フローの評価に対

する有用な基準を与えることができる（FASB［1979］para.123）。 

これらのことから，カレント・コストによる測定は将来キャッシュ・フローの評価に役

立つといえる。 

 

（2）企業業績評価 

カレント・コストの主たる利用目的は，企業業績の包括的な測定のための基準を提供す

ることである。投資家や債権者は，後述する営業能力よりもキャッシュ・フローや投資収

益を生み出す能力を企業が持っているかどうかという点に関心を有している。企業業績を

評価するために，継続的事業活動からの利益とカレント・コストの増加または減少が示さ

れる。 

企業業績は，ある期間における資産の価値の変化により測定される。資産は，将来キャ

ッシュ・フローを生み出す範囲で価値を有するため，資産の理想的な測定尺度は，将来キ

ャッシュ・フローの正味現在価値で測定することである。しかし，正味現在価値は信頼性

をもって測定できず，個々の資産よりも企業全体価値の測定に適しているため，財務諸表

で報告されるものではない。そのため，FASB は正味現在価値の一般的利用を否定し，そ

の代替値としてカレント・コストにより測定を行うことが示された。なぜなら，正味現在

価値は企業が資産を取得のために支払う最高額であり，カレント・コストと関係を有する

と予測されるためである（FASB［1979］para.133）。資産の購入は，購入額以上のキャッ

シュ・フローの流入が期待される場合に行われるため，カレント・コストと同額のキャッ

シュ・フローを回収する可能性が高い。したがって，カレント・コストは正味現在価値の

代替的方法としてみなすことができ，将来キャッシュ・フローを測定するための有用な基

準となる。 

このように，カレント・コストが正味現在価値の代替的方法とみなされるならば，期中

の企業業績はカレント・コストの変動を反映する利益尺度により提供される（FASB［1979］

para.134）。そのため，企業業績評価に役立つためには継続的事業活動からの利益とカレン

ト・コスト額の増加または減少を示す必要がある。継続的事業活動からの利益とカレント・

コストの増加または減少はそれぞれ変動パターンが異なるため，利益を区分表示すること

により，それぞれの要因を考慮する必要がある。特に，市場価格の変動は，カレント・コ

ストの変動が，予想される将来キャッシュ・フローの変動と関連する範囲に影響を及ぼす

ため，市場価格が変動する要因を考慮する必要がある（FASB［1979］para.136）。 

 

（3）営業能力水準の維持 

SFAS No.33 は，営業能力水準の維持を評価するに当たって，継続的事業活動からの利

益に関する情報を利用することを重視している。継続的事業活動からの利益は，会計情報

利用者に分配可能利益を評価するための基準を提供できる。継続的事業活動からの利益を，

営業能力水準が低下することなく分配できる金額であると定義することにより，分配可能

利益の概念と結びつけることができる（FASB［1979］para.124）。 
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営業能力水準の維持とは，一定の財およびサービスの供給という企業を維持するために

必要な資産を取得する十分な貨幣的資源を留保することである。カレント・コストで測定

することにより，営業能力水準の維持に必要となる貨幣額を示すことができる。そのため，

継続的事業活動からの利益は営業能力水準を維持できたか否かの評価基準となる。 

 

以上のことから，SFAS No.33 では，カレント・コストの主たる利用目的として⑴将来

キャッシュ・フローの評価，⑵企業業績評価，⑶営業能力水準の維持をあげており，これ

をカレント・コスト会計の論拠として示すことができる。 

 

第 4節 カレント・コストの変化と将来キャッシュ・フローの関連性 

 

これまで，ASOBAT，ASR No.190 および SFAS No.33 についてそれぞれの論拠を検討

した。本節では，3 つの意見書および会計基準を比較し，主な相違点としてカレント・コ

ストの変化を指摘するとともに，将来キャッシュ・フローとの関連性を明らかにする。 

 

1 米国におけるカレント・コスト会計の論拠とカレント・コスト概念 

3 つの意見書および会計基準の主な相違点を示すと次の表 2-1 のようになる。 
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表 2-1 3つの意見書および会計基準の相違点 

 ASOBAT ASR No.190 SFAS No.33 

問題意識 

会計に関連する

人々の指針として

役立つ基本会計理

論と総合的報告書

を作成すること。 

投資家が価格変動の

影響を理解するため

の情報が提供されて

いない。 

企業に影響を与える価

格変動の影響が財務諸

表に反映されておらず，

投資家らの意思決定を

誤導する可能性がある。 

目的 投資家の意思決定に有用な情報の提供 

適用範囲 すべて 棚卸資産と生産設備 棚卸資産と有形固定資産  

適用企業 すべて 

棚卸資産と生産設備

の合計額が 1 億ドル

を超え，かつ，総資

産が 10 億ドルを超

える企業 

棚卸資産と有形固定資

産の合計額が 1 億 2500

万ドルを超えるか，また

総資産が 10 億ドルを超

える企業 

表示方法 2 元的評価報告書 注記等 補足的報告書 

カレント・コスト

の定義 

当該資産またはサ

ービスを再調達す

るための原価 

通常の営業過程で同

等の営業あるいは生

産上の能力をもつ新

しい資産を入手する

のに支払わなければ

ならない金額のうち

の最低額 

保有資産の営業上の有

利または不利を考慮し

た価値を修正した後の

保有資産の取替原価に

等しい 

カレント・コスト

の意味 

保有資産と同一の

資産を再取得する

ために支払う金額 

保有資産と同等の生

産能力を有する新規

代替資産を取得する

ために支払う金額 

保有資産と同等の将来

キャッシュ・フローの生

成能力を有する資産を

取得するために支払う

金額 

（筆者作成） 

 

3 つの報告書および会計基準は，投資家の意思決定有用性の観点からカレント・コスト

会計が提唱されたものである。カレント・コスト会計は，会計理論の再構築や歴史的原価

会計では価格変動の影響を反映できず，企業の現在の状況を把握することができないとい

う問題意識のもとで議論されたものであり，投資家の意思決定に有用な情報を提供するこ

とを目的として要求されたものである。 
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表 2-2 3つの意見書および会計基準の論拠 

    論拠 ASOBAT ASR No.190 SFAS No.33 

目的適合性 〇 〇 〇 

検証可能性 〇 － － 

不偏性 〇 － － 

量的表現可能性 〇 － － 

企業業績評価 － － 〇 

営業能力水準の維持 － － 〇 

（筆者作成） 

 

3 つの報告書および会計基準におけるカレント・コスト会計の論拠は，SFAS No.33 の

論拠に集約できる。ASOBAT のカレント・コスト会計の論拠は，目的適合性・検証可能性・

不偏性・量的表現可能性の 4 つの基本的基準であった。会計情報が有用であるためには 4

つの基準を満たす必要があるが，「目的適合性は 4 つの基本的基準のうち最も有用な基準

である」（ＡＡＡ［1961］p.9）。つまり，目的適合性は会計情報の有用性に関する十分条件

ではないが，必要条件である。そのため，目的適合性が会計情報の有用性の判断基準とし

て最も重要となる。ASR No.190 は投資家の意思決定に役立つ情報を提供することを目的

としており，ASOBATと同様に目的適合性が論拠となるといえる。SFAS No.33によると，

投資家は将来キャッシュ・フローの評価に関する情報を必要としており，この情報を提供

することにより投資家の意思決定に役立つことができると考えている。そのため，

ASOBAT や ASR No.190 で示された目的適合性は，SFAS No.33 の将来キャッシュ・フロ

ーの評価と結びついている。加えて，SFAS No.33 は企業業績評価と営業能力水準の維持

をあげている。これらのことから，3 つの意見書および会計基準におけるカレント・コス

ト会計の論拠は，①将来キャッシュ・フローの評価，②企業業績評価，③営業能力水準の

維持であるといえる。これを示したものが表 2-2 である。 

しかしながら，ASOBAT から SFAS No.33 にかけてカレント・コスト会計は大きく変化

している。適用範囲はすべての資産や負債から棚卸資産や有形固定資産に集約されている。

さらに，適用対象企業は縮小しており，表示方法が財務諸表への計上から注記・補足的情

報としての開示となっている。このような中で，特に重視する必要があるのが，カレント・

コスト概念の変化である。これを示したものが表 2-3 である。 
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表 2-3 カレント・コスト概念の変化 

 
意味 測定対象資産 資産の性質 

技術 

革新 

営業上

の変化 

ASOBAT 

保有資産と同一の資産を

再取得するために必要な

金額 

保有資産 同一資産 × × 

ASR 

No.190 

保有資産と同等の生産能

力を有する新規代替資産

を取得するための金額 

新規代替資産 生産能力 〇 × 

SFAS 

No.33 

保有資産と同等の将来キ

ャッシュ・フローの生成

能力を有する資産を取得

するための金額 

保有資産 
キャッシュ・  

フロー生成能力 
〇 〇 

（筆者作成） 

 

これらの 3 つの意見書および会計基準を比較すると，カレント・コスト概念は，現在，

資産を取得するために支払う金額である点は共通するが，どのような資産を取得するかの

点で異なっている。具体的には①測定対象資産，②資産の性質，③技術革新・営業上の変

化を反映するか否かの点で異なっている。そのため，カレント・コスト概念は徐々に変化

しているといえる。ASOBAT においてカレント・コストとは「当該資産またはサービスを

再調達するための原価である」（AAA［1966］p.31）と定義されており，保有資産と同一

の資産を取得するために支払う金額を意味している。ASRNo.190 においてカレント・コス

トとは「通常の営業過程で同等の営業あるいは生産上の能力をもつ新しい資産を入手する

のに支払わなければならない金額のうちの最低額をいう」（SEC［1976b］p.295）と定義

され，保有資産と同等の生産能力を有する新規代替資産を取得するために支払う金額を意

味している。SFASNo.33 においてカレント・コストとは，「保有資産の営業上の有利また

は不利を考慮した価値を修正した後の保有資産の取替原価に等しい」（SFAS［1979］

para.99）と定義され，保有資産と同等の将来キャッシュ・フロー生成能力を有する資産を

取得するために支払う金額を意味している。 

ASOBAT と ASRNo.190 は技術革新を反映する点で異なっている。ASOBAT では技術

革新の影響を反映しないため，同一資産を再調達するために必要な金額を意味するのに対

して，ASRNo.190 では，技術革新の影響を反映するために新規代替資産を取得するために

必要な金額を意味している。保有資産と同一の資産ではなく，技術革新の影響が考慮され

た新規代替資産の価格を用いていることにより，カレント・コストに技術革新の影響を反

映させている。つまり，ASRNo.190 におけるカレント・コストは技術革新の影響を反映さ

せるため，発展したものであるといえる。 

ASRNo.190 と SFASNo.33 は，技術革新に加え，営業上の変化など企業内外の環境の変

化を反映する点で異なっている。営業上の変化とは，多くの営業費用がかかる場合や低品

質の製品を生産する場合における資産の陳腐化の影響などがあげられる（FASB［1979］

para.99）。これは，資産の捉え方が変化したためであると考えられる。ASRNo.190 までは
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資産の機能など資産の実体に着目していたが，SFASNo.33 では資産が生み出すキャッシ

ュ・フローに着目している。SFASNo.33 では，同一の将来キャッシュ・フローを生み出す

資産と取り替えることを意図している。そのために，資産が生み出す将来キャッシュ・フ

ローに影響を与えるであろう技術革新や営業上の変化を反映している。 

以上のことから，3 つの意見書および会計基準では主にカレント・コストが大きく変化

しており，カレント・コストは企業内外の環境の変化を反映することにより，資産の再取

得のための金額から資産の有する将来キャッシュ・フロー生成能力を表すように発展して

いるといえる。 

 

2 カレント・コストと将来キャッシュ・フローの正味現在価値との関連性 

これまで ASOBAT，ASRNo.190 および SFASNo.33 におけるカレント・コスト会計の

論拠を明らかにしてきた。その結果，SFASNo.33 の論拠に集約することができた。しかし

ながら，3 つの報告書および会計基準に統一する論拠は，投資家の意思決定有用性の観点

から，将来キャッシュ・フローの予測に役立つ情報を提供することであった。また，カレ

ント・コスト概念も将来キャッシュ・フローの観点から定義づけられている。このように，

カレント・コストは将来キャッシュ・フローとの関連性があると考えられる。しかしなが

ら，ASOBAT や ASRNo.190 では将来キャッシュ・フローの予測に役立つことが述べられ

ているにとどまっており，その関連性が明確ではなかったが，SFASNo.33 においてカレン

ト・コストと将来キャッシュ・フローとの関連性が明らかにされた。 

SFASNo.33 によるとカレント・コストは資産の使用から生じる将来キャッシュ・フロー

の正味現在価値の保守的な代替値であると述べている。これは，資産の投資意思決定の考

え方に基づいている。企業は資産を購入する場合，資産の購入金額と資産の使用から生じ

る将来キャッシュ・フローの正味現在価値と購入金額を比較する。この時，将来キャッシ

ュ・フローの正味現在価値が資産の購入金額を超える場合には，資産を購入する。つまり，

正味現在価値がプラスもしくはゼロの場合には資産を購入し，マイナスとなる場合には資

産を購入しない。企業は資産を購入する場合には，カレント・コストを超える将来キャッ

シュ・フローを獲得できると考えている。そのため，資産の購入という観点に基づくなら

ば，資産の使用から生み出されるキャッシュ・フローの正味現在価値は資産の購入におけ

る最高額を意味しており，カレント・コストは正味現在価値の保守的な代替値であるとい

える。この意味においてカレント・コストと将来キャッシュ・フローは関連性を有してい

ると考えられる。これを示すと図 2-1 の通りである。 
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図 2-1 将来キャッシュ・フローとカレント・コストの関係性 

（筆者作成） 

 

おわりに 

 

本章では，投資家の意思決定有用性の観点からカレント・コスト会計を提唱した ASO-

BAT，ASRNo.190 および SFASNo.33 の意見書および会計基準を取り上げ，それぞれの論

拠を明らかにし，カレント・コストと将来キャッシュ・フローとの関連性について検討を

行った。 

その結果，3 つの意見書および会計基準におけるカレント・コスト会計の論拠は

SFASNo.33 の論拠に集約できることが明らかとなった。カレント・コスト会計の論拠とし

て，ASOBAT では目的適合性，検証可能性，不偏性，量的表現可能性が，ASRNo.190 で

は目的適合性が，SFASNo.33 では，将来キャッシュ・フローの評価，企業業績評価，営業

能力水準の維持が明らかとなった。ASOBAT や ASRNo.190 の論拠である目的適合性は，

SFASNo.33 の論拠である将来キャッシュ・フローの評価に集約できる。そのため，米国に

おけるカレント・コスト会計の論拠は，投資家の意思決定に役立つために，価格変動に関

する情報を提供することで，将来キャッシュ・フローの評価に役立つこと，企業業績評価

に役立つこと，営業能力水準の維持に役立つことであるといえる。 

しかし，ASOBAT から SFASNo.33 にかけてカレント・コスト会計は大きく変化してい

る。主な相違点としてカレント・コスト概念の変化をあげることができる。ASRNo.190 で

は，カレント・コストは技術革新の影響を反映するために新規代替資産に着目していた。

SFASNo.33 では，カレント・コストは企業内外の環境の変化を反映することにより，資産

の使用から生じる将来キャッシュ・フローと関連付けるように発展していた。 

カレント・コストと将来キャッシュ・フローとの関連性は ASOBAT や ASRNo.190 では

明確ではなかったが，SFASNo.33 において明らかとなった。資産の投資意思決定の観点に

基づくならば，資産の使用から生じる将来キャッシュ・フローの正味現在価値はカレント・

コストの最高額を示しているため，カレント・コストは将来キャッシュ・フローの正味現

在価値の保守的な測定値であり，正味現在価値の代替値であるといえる。この意味におい

てカレント・コストと将来キャッシュ・フローは関連性を有しているといえる。 

しかしながら，カレント・コストと将来キャッシュ・フローとの関係性ついては明らか

になったが，どの程度関係しているのか，証明されたわけではない。この点について検討

した論者として Revsine を挙げることとができる。そのため第 3 章においては Revsine 学

説について検討する。 

将来キャッシュ・フローの現在価値 

カレント・コスト 

カレント・コスト 
購入しない 

購入する 

将来キャッシュ・フローとして最低限回収できる。 

【正味現在価値の保守的な代替値】 
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第 3章 Revsine のカレント・コスト会計理論の検討             

―経済的利益に対する経営利益の代替性について― 

 

はじめに 

 

第 1 章と第 2 章では米国におけるカレント・コスト会計を検討してきた。米国では 1960

年代から 70 年代にかけてカレント・コスト会計の議論が展開されている。これは，歴史的

原価会計では価格変動の影響を利益に反映することができず，利用者の判断を誤らせると

いう主張を背景として議論されている。米国では主に業績評価の観点から議論が行われて

おり，主な論者として Edwards and Bell［1961］や Sprouse and Moonitz［1962］，AAA

［1964］，SFASNo.33［1979］があげられる。 

カレント・コスト会計の論者は，カレント・コストは現在価値の近似値であることを根

拠として，カレント・コスト会計が歴史的原価会計よりも有用であると主張している（AAA

［1964］，FASB［1979］，Sandilands 報告書［1975］など）。しかしながら，カレント・

コスト会計の議論の中では，カレント・コストがどの程度現在価値と近似しているかにつ

いて証明されていなかった。このような問題意識を背景として，カレント・コストと現在

価値の関係について，利益の観点から証明を行った論者として Revsine をあげることがで

きる(1)。Revsine は，議論を簡略化するために，利用者を長期資本投資家（long-term equity 

investors）に限定し，この観点からカレント・コスト会計の有用性を検討している。その

結果，経営利益と経済的利益の関係について証明を行い，経営利益は先行指標として長期

資本投資家の意思決定に有用であることを主張している。 

これまで，Revsine 学説の研究は，主に経営利益と経済的利益の関係について検討されて

いる(2)。Revsine 学説を検討したものとして，Barton［1974］，Cook and Holzman［1976］，

羽野［1976］，Friedman and Selto［1981］，玉田［1982］，石川［1992］，上野［1995］

らをあげることができる。 

Barton［1974］や Cook and Holzman［1976］は，カレント・コストと現在価値の関

係について検討している。Barton［1974］は，現在価値とカレント・コストは購入時には

一致するが，使用するにつれて乖離することを示している。その上で，現在価値とカレン

ト・コストはお互いに異なる概念であるため，異なる目的を達成するものであることを指

摘している。一方，Cook and Holzman［1976］は，現実的な状況おいて，経営利益と経

済的利益の関係がどのような影響を受けるかについて固定資産を取り上げて検討を行って

いる。その結果，不完全競争経済下においても経営利益と経済的利益が潜在的に近似する

ことを指摘している。 

羽野［1976］や Friedman and Selto［1981］は，将来予測の手段である先行指標法の

                                                   
(1) Magee and Zeff［2016］や Whittington［2015］らは，Revsine を情報特性に基づい

たカレント・コスト会計を提唱した論者として紹介している。 
(2) さらに，Revsine 学説は，測定プロセスを検討したものや研究方法について検討した

ものがある。前者について検討したものとして西山［2014］・西山［2006］があげられ，

後者について検討したものとして林［1975］・藤田［1975］をあげることができる。 
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観点から Revsine 学説を検討している。羽野［1976］は，完全競争経済下では経済的利益

と経営利益は一致するが，不完全競争経済では近似値であるため，会計情報利用者に提示

することには問題があることを指摘している。さらに，Friedman and Selto［1981］は，

先行指標としての経営利益と経済的利益の関係についてシミュレーション実験を行ってい

る。その結果，経営利益は支払の頻度と時期が経済的利益と同一の場合のみ，経営利益は

先行指標として役立つことを指摘している。 

玉田［1982］は，Revsine 学説の理論的な基礎を批判的に検討している。その結果，

Revsine 学説では経済的減価償却概念適用によりカレント・コスト会計から離脱すること

を指摘している。石川［1992］は，Revsine 学説における先行指標法や外挿法の位置付け

や実現可能原価節約の性質について Revsine 学説を用いて検討を行っている。その結果，

先行指標法では，経営利益が有用性を持つかどうかは，市場価格の変動と将来営業フロー

がどのように推移するかに依存している。一方，外挿法では，営業利益が将来の配当額の

予測情報として有用である。さらに，実現可能原価節約は様々な解釈が存在するが，

Revsine は資産の使用により生み出される将来の貨幣収入の増加を間接的に示しているこ

とを示している。上野［1995］は，Revsine 学説の経営利益概念について批判的に検討し

ている。その結果，Revsine 学説の問題点としてカレント・コスト会計への経済的減価償

却概念の適用と市場価格と将来キャッシュ・フローの共通変動の仮定を指摘している。そ

の上で，経営利益概念の先行指標としての論拠は成立しない可能性があると指摘している。 

 Revsine 学説について先行研究を分析した結果，主に経営利益と経済的利益の関係につ

いて研究が行われており，完全競争経済では一致する関係にあるが，不完全競争経済にお

いては近似する関係にあることが指摘されている。しかしながら，経済的利益と経営利益

がどの程度近似するかは明らかではない。そこで，本章では，Revsine 学説を用いて，経

営利益と経済的利益がどの程度近似するかについて検討を行うことを目的としている。検

討の結果，不完全競争経済では企業が成長・発展しない企業ほど，経営利益と経済的利益

が近似する程度は増加し，企業が成長・発展しているほど経済的利益と経営利益は近似す

る程度は低下することが明らかにした。 

本章の構成は次の通りである。第 1 節では，Revsine の研究の方法論を示し，投資家の

意思決定ニーズをもとに意思決定モデルを明らかにする。その上で，投資家の意思決定に

役立つ情報を提供する方法を明らかにする。第 2 節では，経営利益と経済的利益の関係に

ついて完全競争経済と不完全競争経済の前提に基づいて明らかにする。第 3 節では，完全

競争経済から不完全競争経済に移行することで生じる価値概念の変化を示し，数値例を用

いて経済的利益と経営利益の近似性の程度について検討する。 

 

第 1 節 Revsine の方法論 

 

Revsine は，長期資本投資家の意思決定有用性の観点からカレント・コスト会計の有用

性を評価している。本節では，まず Revsine が示した方法論を概観し，長期資本投資家の

意思決定モデルを明らかにする。その上で，長期資本投資家の予測能力に役立つ情報提供

方法を明らかにする。 
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1 方法論 

Revsine は，会計測定の有用性を評価する方法論として，実証的アプローチ（empirical 

approaches）と規範的アプローチ（normative approaches）を示している。このうち，

Revsine は規範的アプローチを基礎とした特定利用者アプローチ（specific users ap-

proaches）を採用している。 

実証的アプローチとは，実際のデータを使用し，ある命題または信念を厳密に検証する

方法である。このアプローチは，検証可能な仮説を設定し，実際のデータを用いて，実証

的フレームワークに基づいて処理した後に，結果を評価するものである。もし結果が仮説

と一致するならば，その仮説は支持される。このアプローチは，検証結果から理論の妥当

性を確認することができるが，Revsine はカレント・コスト会計の領域では，実証的なア

プローチを行うための仮説を導出する理論的な基礎が存在しないため，適用することがで

きないと主張している（Revsine［1973］pp.2-3）。 

規範的アプローチとは，「あるべき特徴や諸関係および諸行動」（Revsine［1973］p.3）

を検討する方法である。このアプローチは実証的な基礎を必要とはせず，人間行動もしく

は予測された行動の結果の妥当性について理論的に分析するものである。基礎的理論につ

いての知識が制限され，実証的な検証ができない場合には有用な方法である（Revsine

［1973］pp.3-4）。 

さらに，規範的アプローチは，一般目的アプローチ（general purpose approaches），デ

ータ拡大アプローチ（data expansion approaches），特定利用者アプローチに分類される。

一般目的アプローチとは，ある会計システムが，幅広い利用者に適合するか検討するもの

である。伝統的な会計理論では，単一の財務諸表は様々な利用者の情報ニーズを同時に満

たすことができると考えており，このアプローチが採用されている。しかしながら，利用

者はそれぞれ異なる意思決定モデルを有しており，単一の情報がすべての意思決定モデル

に適合するとは限らない。むしろ，利用者が意思決定に必要となる情報は異なるはずであ

る。そのため，Revsine は一般目的アプローチを否定している（Revsine［1973］p.5）。 

データ拡大アプローチとは，利用者に利用可能なデータを提供するために，データの範

囲と品質を拡大させる方法である。会計情報は利用者の意思決定モデルや情報ニーズに基

づいて決定される。しかし，利用者の意思決定モデルや情報ニーズは多様であり明確では

なく，測定基準により提供される情報内容も異なる。そのため，様々な利用者に有用な情

報を提供するため，データを拡大することが考えられた。しかしながら，Revsine は，過

度のデータの拡大は意思決定の有効性の低下を招くと主張している。これは，人間のデー

タ処理能力には限界があり，ある時点を超えて，利用者が追加のメッセージに反応するこ

とは物理的に不可能であるためである。ただし，Revsine は，データ拡大アプローチは測

定基準の変更よりも望ましいとして評価をしているが，データ拡大基準が欠如しているた

め，これを否定している（Revsine［1973］pp.15-19）。 

これらのことから，Revsine は特定利用者アプローチを採用している。特定利用者アプ

ローチとは，ある特定の利用者に対する情報提供を前提とするものである。このアプロー

チは，単一の測定システムが様々な利用者に関連する必要はないという考え方に基づいて

いる。利用者は様々な意思決定モデルを有しており，ある利用者に関連する情報は他の利

用者には関連がないと考えられる。そのため，Revsine は会計情報の有用性を検討するた
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めに，特定利用者アプローチを採用している。Revsine の方法論を示すと次の図 3-1 とな

る。 

 

  実証的アプローチ   

方法論    一般目的アプローチ 

  規範的アプローチ  データ拡大アプローチ 

    特定利用者アプローチ 

図 3-1 Revsineの研究方法論 

（筆者作成） 

 

2 長期資本投資家の意思決定モデル 

Revsine は特定利用者アプローチを採用しており，利用者として長期資本投資家をあげ

ている。長期資本投資家は，企業の規模や数に関して，外部利用者の中で最も重要であり，

情報入手先として財務諸表に最も依存している。また，長期資本投資家は，予測データに

関する情報ニーズを有している（Revsine［1973］p.29）。 

長期資本投資家は，「主に将来キャッシュ・フローの時期と水準」（Revsine［1973］p.31）

に関心を有している。株価が将来利益または配当を割引率で割り引いた現在価値により示

されるためである。長期資本投資家は，株式の選択に関する意思決定を行っている。株式

の選択は，過去の企業業績ではなく，将来の収益性の見込みに基づいて行われる。過去の

企業業績は，以前の予測を確認するための証拠を提供するにすぎない。長期資本投資家は，

許容可能なリスクの程度が同じ場合には，より高いリターンを獲得できる株式を購入する

選択を行う。したがって，長期資本投資家の情報ニーズは将来の予測に関する情報である

といえる。 

これらのことから，Revsine は投資家の規範的な情報ニーズを満たす意思決定モデルと

して次のものを示している（Revsine［1973］p.33）。 

 

    V0 = ∑
𝐷𝒾𝛼𝒾

(1 + 𝛽)𝒾

ｎ

𝑖=1

+
𝐼𝑛𝛼𝑛

(1 + 𝛽)𝑛
− 𝐼0 

 

V0：ある期（0 期）に株式を市場価格 I₀により購入した場合における 1 株当たりの主観的

な正味現在価値 

𝐷𝒾：会計期間（i 期）に予測される 1 株当たり配当額 

𝛼𝒾：投資家に𝐷𝒾と安全な現金フロー総額𝐷𝒾𝛼𝒾との間の関係を中立にする確実性等価因子（投

資家がリスク回避の場合，0<𝛼𝒾<1） 

β：安全資産投資の機会収益率（容易に予測するため，常に一定であると仮定する） 

In：保有期間末（n 期）に予測される市場価格 

この意思決定モデルを前提とすると，長期資本投資家は①投資から予測される将来配当

フローの見積りと②フローに内在するリスクの見積りに関する情報を必要としていること

がわかる。そのため，会計情報の有用性を判断するためには，将来配当フローとそのリス
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クを見積るために合理的な基礎を提供できるか否かが問題となる。これが，カレント・コ

スト会計情報の有用性を判断する基準となる。 

意思決定モデルでは将来配当フローを見積ることが重要であるが，配当は様々な要因(3)

により決定されるため，正確に予測することは困難である。この要因のうち，正味営業フ

ローは，安定的な営業活動から生じるキャッシュ・フローである。そのため，長期的に安

定してキャッシュ・フローを生み出すことができると考えられる。したがって，将来配当

フローの見積りにあたっては，正味営業フローが最も重要な要因となると考えられる。経

営者は株価が低下するため，配当率の減少を避ける傾向にある。正味営業フローは配当の

支払いに必要な大量の総資源フローを生み出すため，配当水準を維持することを望む経営

者は，正味営業フロー水準を維持するはずである。つまり，経営者は配当の原資となる正

味営業フローを維持することを望むため，正味営業フローを予測することは容易であると

考えられる（Revsine［1973］p.34）。 

正味営業フローは，①将来の物的営業水準と②将来のインプットとアウトプットの価格

水準により決定される（Revsine［1973］p.34）。しかし，将来のインプットとアプトプッ

トの価格水準は，外部事象により決定されるため，経営者がコントロールすることは困難

であるが，物的営業水準はコントロールすることが可能である。Revsine は将来の物的営

業水準を維持した上で，配当可能な営業フローを配当可能営業フロー（distributable op-

erating flows）と定義している（Revsine［1973］pp.34-35）。これは，配当の原資であり，

経営者は配当率を一定とするため，配当可能営業フローを正確に予測することができる限

り，将来配当の予測能力は高まることになる。 

配当可能営業フローは経営者により監視され，最終的な配当意思決定の重要な要素であ

る。これは，次のように表現できる（Revsine［1974］p.182）。 

 

    𝐷𝑖 = 𝑓(𝐷𝑜, 𝑋) 

 

𝐷𝑖：将来の配当 

𝐷𝑜：将来の配当可能営業フロー 

𝑋：他の配当変数のベクトル列 

 

経営者の配当モデルと長期資本投資家の意思決定モデルから，長期資本投資家は企業の

配当可能営業フローの将来水準の予測に関心を有していることがわかる。つまり，長期資

本投資家は配当フローに関心を有しており，配当可能営業フローは配当フローに大きな影

響を与えるため，将来配当の予測は配当可能営業フローの予測能力を高めることで改善す

ることになる（Revsine［1974］p.182）。 

 

                                                   
(3) Revsine は，配当の支払能力の決定要因として，①正味営業フロー，②正味非営業フ

ロー，③投資家と債権者による投資と消費，④資産の投資と消費からのフロー，⑤ラン

ダムイベントからのフロー，⑥経営者の配当方針をあげている。(Revsine［1973］p.34) 
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3 長期資本投資家への情報提供方法 

長期資本投資家は，自身の意思決定に役立てるため配当可能営業フローの予測が容易と

なる情報を必要としている。つまり，会計情報からの予測能力が焦点となる。予測に役立

つ情報を提供する方法は，直接的な予測情報を提供する方法と間接的な予測情報を提供す

る方法が考えられる。間接的な予測情報を提供する方法は外挿法と先行指標法に区分でき

る。これを示すと図 3-2 のようになる。 

 

 

予測情報の提供方法 
 ・直接的な予測情報  

・外挿法 
 ・間接的な予測情報  

・先行指標法 
    

図 3-2 予測情報の提供方法 

（筆者作成） 

 

直接的な予測情報を提供する方法とは，経営者が予測情報を利用者に提供する方法であ

る。これは，財務諸表に加えて，経営者が作成した予算案を提供することで達成される。

しかしながら，直接的な予測情報の提供は，数字の信頼性が確保できないばかりか，予算

案の開示は企業内部情報を提供することとなるため企業間競争を阻害することになる。ま

た，予測可能な見積りや監査手続きが存在しない。そのため，直接的な予測情報を提供す

ることは不可能であるとして，Revsine はこれを否定している（Revsine［1973］pp.37-

38）。 

間接的な予測情報を提供する方法とは，利用者が財務諸表を用いて自ら予測を行うこと

である。これは，将来フローの予測に役立つ過去の事象に関する情報を提供することによ

り達成される。この目的は，様々な財務事象のよりよい予測を提供することである。その

ため，データの提供は，利用者が容易に予測することができるような方法により行われる。

Revsine は間接的な予測情報の提供方法を採用している。 

間接的な予測情報の提供方法は，外挿法と先行指標法の 2 つの方法がある。外挿法とは，

過去のデータの趨勢分析により識別された関係を将来に外挿し，将来のフロー見積額を算

定する方法である。つまり，現在と過去の関係が将来においても生じると仮定し，これま

での関係から将来を予測する方法である。この方法は，会計学研究の中で受け入れられて

いる。しかしながら，外挿法は，予測が「独立変数と従属変数との間に観察された過去の

関係」（Revsine［1973］p.39）に依存しているため，外挿法は，突然または動的に変化す

る可能性（turning point：転換点）があるダイナミックな環境のもとでは有用な方法とは

ならない。つまり，外挿法は安定的な環境においてのみ有効な方法である。そもそも，安

定的な環境では，関係は変化しないため予測する必要もなくなる（Revsine［1973］p.39）。 

先行指標法とは，将来において企業に影響を与えると期待される要因をあらかじめ指示

するような一定の外部諸事象を測定システムに組み入れる方法である。これは，現在の情

報を将来の先行指標であると捉えるものである。この方法は，「予測が必要とされる変数に

関連すると考えられる独立変数」（Revsine［1973］p.39）である。外挿法と比較するなら
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ば，先行指標法の長所は，効果的な先行指標が従属変数の変化をあらかじめ明らかにする

ことができる点である。したがって，先行指標法では外挿法の欠点が生じないことになる

（Revsine［1973］p.39）。そのため，Revsine は先行指標法を採用している。 

 

第 2 節 予測情報としてのカレント・コスト会計情報 

 

Revsine は，長期資本投資家の意思決定に役立つ情報として配当可能営業フローの予測

に関する情報を提供するために先行指標法を採用した。そのため，経営利益が経済的利益

の予測に役立つか否かが問題となる。そこで，Revsine は，経済的利益と経営利益の関係

を証明している。ここでは，まず完全競争経済における 2 つの利益の関係について明らか

にする。その後，完全競争経済の前提を取り除き，不完全競争経済における 2 つの利益の

関係について検討する。 

 

1 カレント・コスト利益と先行指標法 

これまでのカレント・コスト会計の研究では，カレント・コスト利益と経済的利益が代

理関係にあることを根拠として，カレント・コスト会計の妥当性が主張されている。経済

的利益とは，資産の経済的便益の変化を示しており，投資家が理想とする利益と考えられ

ている。資産の経済的便益は資産の生み出す将来キャッシュ・フローの現在価値により測

定される。そのため，経済的利益は将来の配当可能営業フローの先行指標となる。もしも，

経営利益が経済的利益を代理するならば，経営利益は将来の配当可能営業フローの先行指

標となる。したがって，先行指標法に基づいてカレント・コスト会計の有用性を検証する

ためには，経済的利益と経営利益の代理関係を明らかにする必要がある（Revsine［1973］

p.93）。 

 

現在    将来 

経済的利益    配当可能営業フロー 

     

     

経営利益     

図 3-3 先行指標法に基づくカレント・コスト会計の予測 

（出典：Revsine［1973］p.93 を参照し著者作成） 

 

2 完全競争経済における関係 

Revsine は完全競争経済として 2 つの前提を示している。第 1 に，完全な資源移動性が

存在することである。この仮定は，すべての企業が，市場の変化に応じて，直ちに資本水

準を調整できることを意味している。第 2 に，期間 i の期首時点における資産の価格（𝑃𝒾）

は，期間 i の期首時点において資産の運用により生み出されると予想される正味キャッシ

ュ・フローの割引現在価値（𝑉𝒾）と等しいことである。これを示すと(1)式の通りである

（Revsine［1973］pp.95-96）。 

𝑃𝒾 = 𝑉𝒾                               (1)  

【先行指標】 

【代理関係】 

【先行指標】 
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経済的利益は，企業の資産価値の変化額として測定される。ある時点における企業の資

産価値は，資産の運用から生じると予想される正味キャッシュ・フローを市場リターンで

除したものに，資産の清算価値を加えたものとして計算される。また，経済的利益は①配

当可能営業フロー（予想される利益）と②期待外利益の要素に分類することができる(4)。

配当可能営業フローは，資産の運用により生み出される資源の最大値を表しており，将来

の物的営業水準を損なうことなく配当できる金額を意味している。そのため，配当可能営

業フロー（𝐷𝑓）は，期首時点 i の資産の正味現在価値（𝑉𝒾）に市場リターン（r）を乗じる

ことにより算定される。期待外利益は，偶発的に期待される将来営業フロー水準が変化し

た結果として生じる正味現在価値の増加と等しくなる。これを示すと，(2)式の通りである

（Revsine［1973］pp.97-98）。 

  

   𝐷𝑓 = 𝑟𝑉𝒾                                  (2) 

 

                                                   
(4) Revsine は配当可能営業フローと期待外利益の分類を次のように示している。単純化

のために，キャッシュ・フローは各期間の最終日に発生すると仮定するならば，経済的利

益は次のように定義される。 

 
(𝑌𝑒)𝒾 = 𝑉𝒾+1 − 𝑉𝒾  

 
 (𝑌𝑒)𝒾は i 期における経済的利益を示しており，𝑉𝒾は i 期の期首時点における企業資産の

価値を示している。𝑉𝒾+1は i+1 期の期首時点における企業資産の価値を示している。企業

資産は，資産の運用により生じる正味キャッシュ・フローの割引現在価値と清算価値によ

り算定される。そのため，𝑉𝒾は次のように示すことができる。 

    𝑉𝒾 = ∑
𝐹𝒿(𝒾)

(1 + 𝑟)𝒿+1−𝒾

𝑛

𝒿=𝒾

+ 𝐿𝒾                         (𝑎) 

 

 𝐹𝒿(𝒾)は，i 期の期首において予想された j 期の予想正味キャッシュ・フローを表し，r は

市場リターン率を示している。n は計画期間を，L は i 期の期首時点における清算価値を

表している。同様に，𝑉𝒾+1は次のようになる。 

       

    𝑉𝒾+1 = ∑
𝐹𝒿(𝒾) + 𝛥𝐹𝒿(𝒾 + 1)

(1 + 𝑟)𝒿−𝒾

𝑛

𝒿=𝒾+1

+ 𝐿𝒾(1 + 𝑟) + 𝑅𝒾                   (𝑏) 

 

 ∆𝐹𝒿(𝒾 + 1)は i+1 期の期首に予想された i 期の正味キャッシュ・フローの変化を示し，

𝑅𝒾は i 期に実際に実現したキャッシュ・イン・フローを示している。その上で，(b)式か

ら(a)式を控除すると次のようになる。 

  

     (𝑌𝑒)𝒾 = ∑
𝐹𝒿(𝒾)

(1 + 𝑟)𝒿−𝒾

𝑛

𝒿=𝒾+1

− ∑
𝐹𝒿(𝒾)

(1 + 𝑟)𝒿+1−𝒾

𝑛

𝒿=𝒾

+ 𝐿𝒾𝑟 + 𝑅𝒾                  (𝑐) 

 

 この利益の 2 分類化は，𝑅𝒾が i 期の期首時点に予想されたインフロー𝐹𝒿(𝒾)が実際に生じ

る場合にのみ適切である。しかしながら，もしも𝑅𝒾が𝐹𝒿(𝒾)と異なる場合には，(c)式は異な

ることになる。 
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一方，経営利益は，当期営業利益と実現可能原価節約により構成される。当期営業利益

は，ある期間の収益と収益を生み出すために消費された資産のカレント・コストの差額と

して算定される。もしも，固定資産の減価償却費を測定するために経済的減価償却費概念

を用いるならば，企業の営業活動から生じる実際の収益率は，次のように示される。 

 

    𝑟𝒶 =
𝐶𝒾

𝑃𝒾
                                                             (3) 

 

(3)式において𝑟𝒶は営業収益率を示している。𝐶𝒾は当期営業利益を，𝑃𝒾は資産の市場価格

を示している。完全競争経済において，raと r は均衡状態となる。これを示すと次の(4)式

となる。 

 

    𝑟𝒶 = 𝑟                                              (4) 

 

(3)式に(1)式および(4)式を加えると，次の(5)式となる。 

 

    𝐶𝒾 = 𝑟𝑉𝒾                                                 (5) 

 

(5)式と(2)式の比較をすると，次の(6)式となる。 

 

    𝐶𝒾 = 𝐷𝑓                                                                 (6) 

 

(6)式で示したように，完全競争経済を前提とすると，配当可能営業フローと当期営業利

益は等しくなることが明らかとなった。このことから，当期営業利益は，将来の物的営業

水準を減少させることなく配当することができる金額を示しており，企業の営業活動から

生み出される資源の最大値であることが明らかとなった。一方，実現可能原価節約は，期

待外利益と直接対応している(5)。実現可能原価節約は資産の保有期間における資産価格の

                                                   
(5) Revsine は 2 式も証明を行っている。分配可能営業フローは(c)式を参照している。 

 

    𝐷𝑓 = ∑
𝐹𝒿(𝒾)

(1 + 𝑟)𝒿−𝒾

𝑛

𝒿=𝒾+1

− ∑
𝐹𝒿(𝒾)

(1 + 𝑟)𝒿+1−𝒾

𝑛

𝒿=𝒾

+ 𝐿𝒾𝑟 + 𝑅𝒾                   (𝑐′) 

 

さらに，支持された控除を行うと次の通りである。 

 

    𝐷𝑓 = ∑
(1 + 𝑟)𝐹𝒿(𝒾) − 𝐹𝒿(𝒾)

(1 + 𝑟)𝒿+1−𝒾

𝑛

𝒿=𝒾+1

−
𝐹𝒿(𝒾)

(1 + 𝑟)
+ 𝐿𝒾𝑟 + 𝑅𝒾                (𝑑′) 

 

 𝐹𝒿(𝒾)は𝑅𝒾と等しいため，(𝑑′)式の𝑅𝒾に𝐹𝒿(𝒾)を代入し，簡略化すると次の通りである  

𝐷𝑓 = ∑
𝑟𝐹𝒿(𝒾)

(1 + 𝑟)𝒿+1−𝒾

𝑛

𝒿=𝒾+1

−
𝐹𝒿(𝒾)

(1 + 𝑟)
+ 𝐿𝒾𝑟 + 𝐹𝒿(𝒾)        
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変化として認識される。期待外利益は偶発的な正味現在価値の変化として認識される。完

全競争経済の前提では，(1)式が示すように，予測されるキャッシュ・フローの変化は，資

産の市場価格を直接変化させる。そのため，実現可能原価節約は，経済的利益の期待外利

益要素と等しくなる（Revsine［1973］pp.99-100）。 

上述したように，経営利益の要素である当期営業利益と実現可能原価節約は，経済的利

益の要素である配当可能営業フローと期待外利益に直接対応していることが明らかとなっ

た。そのため，完全競争経済を前提とすると，経営利益は，経済的利益と等しくなるとと

もに，将来の配当可能営業フローの先行指標となることが明らかとなった。具体的には，

正味現在価値に資産の市場収益率を乗じることにより，将来における配当可能営業フロー

を見積ることができる。これは，カレント・コストにより評価した貸借対照表の資本は，

将来キャッシュ・フローの正味現在価値と等しくなるためである（Revsine［1973］p.100）。 

 

3 不完全競争経済における関係 

Revsine は，より現実的な議論に展開するために，不完全競争経済を前提とする議論を

展開している。不完全競争経済を前提とすると，不完全な資源移動性が認められると共に，

他の市場不完全性が経済に組み入れられることになる。これらを前提とすると，(1)式およ

び(4)式は同値ではなく近似値に変化することになる。つまり，経済的利益と経営利益は直

接対応するのではなく，近似値となるのである。不完全競争経済の前提を含めると(5)式は

次の(7)式となる。 

 

    C𝒾 =̃ 𝑟𝑉𝒾                                               (7) 

 

(7)式から明らかなように，不完全競争経済では，当期営業利益と将来配当可能営業フロ

ーは近似値になるだけではなく，実現可能原価節約と期待外利益の関係も近似値となる。

これは，不完全競争経済では，企業により単価や販売量などが異なるため製造原価や収益

も異なるためである。さらに，企業環境やリスクも企業により異なるために，割引率も変

化することなる。そのため，すべての企業でキャッシュ・フローや割引率が等しくなると

いう仮定は，不完全競争経済では適切ではない。 

このような状況下では，資産価格と資産から生み出される将来キャッシュ・フローの割

引現在価値は一致する関係から近似する関係に変化することになる。そのため，(1)式は次

の(8)式となる（Revsine［1973］pp.104-107）。 

 

                                                   

𝐷𝑓 = ∑
𝑟𝐹𝒿(𝒾)

(1 + 𝑟)𝒿+1−𝒾

𝑛

𝒿=𝒾

+ 𝐿𝒾𝑟 

𝐷𝑓 = 𝑟 ⌈∑
𝐹𝒿(𝒾)

(1 + 𝑟)𝒿+1−𝒾

𝑛

𝒿=𝒾

+ 𝐿𝒾⌉ 

ここに(a)式を代入すると，(2)式のようになる。 

𝐷𝑓 = 𝑟𝑉𝒾  
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     𝑃𝒾 =̃ 𝑉𝒾                                                                    (8) 

 

(8)式は，𝑉𝒾と𝑃𝒾の合理的な代理関係（直接的な関係）を示しているのではなく，単なる

代理関係（間接的な関係），つまり近似していることを示している。さらに，(5)式および

(6)式も近似することとなる。したがって，不完全競争経済では，当期営業利益と配当可能

営業フローは単なる代理関係にあることを意味している。この関係は，実現可能原価節約

においても生じる。不完全競争経済でも，資産価格は正味現在価値の平均に近似する

（Revsine［1973］p.107）。理論的には，潜在的な営業フローの変化は，価格の変化を引

き起こす。先行指標法の支持者は，「資産の市場価格が資産の正味現在価値に関連するため，

資産の市場価格の変化額は資産の正味現在価値の変化額に関連する」（Revsine［1973］

p.107）と主張している。したがって，資産価格の変化額として認識される実現可能原価節

約は，偶発的な正味現在価値の変化額を示す期待外利益の代理であると考えられる。 

上述したように，不完全競争経済では，当期営業利益と配当可能営業フローは間接的な

関係にあり，実現可能原価節約と期待外利益も間接的な関係となることが示された。これ

らのことから，不完全競争経済では，経営利益と経済的利益は近似する関係にあることが

明らかとなった。これは，不完全競争経済における先行指標法の考え方に基づく主張であ

る。 

この不完全競争経済において経営利益と経済的利益の間に想定された関係は，資産価格

の変化と営業フローの変動の関係に依存しているといえる。不完全競争経済において経営

利益と経済的利益が他の利益よりも近似するためには，資産価格の変動と営業フローの変

化が同じ方向に変動しなければ，経営利益を用いて長期資本投資家は適切な意思決定を行

うことができない。しかしながら，資産価格の変動と営業フローの変化の関係については

以下の 3 つの可能性が考えられる（Revsine［1973］p.108）。 

 

① 資産の運用から生じる将来営業フローは，資産の価格変動と同じ方向に変動する。

（以下，Type A） 

② 将来営業フローは一定である。（以下，Type B） 

③ 将来営業フローは反対の方向に変動する。（以下，Type C） 

 

もしも，経済的利益と経営利益が密接に関係するならば，各変動額の間には間接的な関

係が保たれる必要がある。つまり，経営利益と経済的利益が代理の関係にあるためには

Type A が支配的である必要がある（Revsine［1973］p.108）。しかしながら，からなずし

も Type A の価格変動のみが生じるとは限らない。むしろ Type B や C の価格変動が生じ

る可能性は十分ある。そのため，経営利益が Type B や C の変動において先行指標として

役立つために経営利益を修正する必要がある。 

Revsine は，固定資産と棚卸資産について検討を行い，経済的減価償却概念を用いて経

営利益を修正する方法を提唱している。Type B や C の価格変動が生じる時には，実現可

能原価節約が利益として認識される一方で，将来営業フローは減少するかまたは一定とな

る。このとき，市場の価格変動が企業の将来キャッシュ・フローに与える影響について十

分な情報が提供されていないならば，市場は利益情報を正しく理解することが困難となる。



56 

 

そのため，このような状況下で報告された経営利益の増加についての情報は，利用者の誤

解を招く可能性がある。この誤解を解消するために望ましい方法は，「将来に期待される営

業フローの変動と一致する価格変動は利益に含めるが，将来に期待される営業フローの変

動を反映しない価格変動は除外すること」（Revsine［1973］p.144）である。これを実現

する方法として，Revsine は，経済的減価償却概念を減価償却の計算方法として導入する

ことを主張している。一方で，棚卸資産は回転率が早いほど，Type B や C の価格変動に

より生じる実現可能原価節約の割合は高くなるが，同時に売上原価が増加するため，全体

利益に与える影響は相殺される。そのため，棚卸資産については修正する必要はない

（Revsine［1973］pp.144-149）。 

しかしながら，経済的減価償却概念を用いることには問題がある。経済的減価償却概念

は現在価値を測定する必要があるため，測定者の主観性が高いことや，当期営業利益と実現

可能原価節約が区分できず，カレント・コスト会計から乖離することが指摘できる。つまり，

経済的減価償却概念が「元来経済的利益概念において採用されたものであり，これを経営利益

の算定のために採用することは，経営利益概念の放棄」（上野［1995］18 頁）を意味している。

また，Revsine は自身が示した数値例において現在価値とカレント・コストの算定に同じ割引

率が用いており，数値例の結果自体にも疑問が残っている。 

 

第 3 節 不完全競争経済における経営利益の修正 

 

Revsine は完全競争経済では経済的利益と経営利益は一致するが，不完全競争経済では

経済的利益と経営利益は近似することを明らかにした。不完全競争経済において経営利益

先行指標として有用であるためには，Type A の価格変動が支配的である必要であるが，

Type B および Type C の価格変動が生じる可能性がある。本節では，Type A，Type B 及

び Type C の価格変動が生じた場合に，経済的利益と経営利益がどの程度近似するか数値

例を用いて検討する。 

 

1 不完全競争下における価値概念の整理 

Revsine は不完全競争経済では，経済的利益と経営利益は近似する関係にあることを示

した。これは，現在価値と市場価格は近似することを意味している。そこで，完全競争経

済から不完全競争経済に変化することにより，価値概念がどのように変化するかを示す。 

完全競争経済とは，①情報の完全性，②取引費用がゼロ，③多数の取引主体の存在の 3

要件を満たす経済をいう（倉澤［1992］172-173 頁）。完全競争経済では，取引に参加する

主体が，取引される財・サービスの内容について，完全な知識を有しており，取引費用が

ゼロであると仮定される。また，同質の財やサービスの買い手や売り手が多数存在するた

め，各主体の取引量が市場全体の取引量に比べて非常に小さくなる。 

不完全競争経済では，完全競争経済の 3 要件を満たすことができない。そのため，財や

サービスに関する情報量が取引に参加する主体により異なるため，財やサービスに関する

情報を完全には有しないことになる。また，取引に参加する主体間で取引費用が存在し，

買い手や売り手が少数となる場合もある。 

不完全競争経済では，現在価値と市場価格は一致しない。完全競争経済では情報がすべ
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て提供されるため，将来キャッシュ・フローと割引率は取引に参加する主体間で等しくな

ることから，現在価値と市場価格は一致する。しかし，不完全競争経済においては，情報

は不完全であり，取引に参加する主体間で有する情報量が異なるため，将来キャッシュ・

フローや割引率が異なることになる。そのため，不完全競争経済で現在価値と市場価格は

一致しないことになる。 

将来営業フローは，資産の運用により生じるキャッシュ・フローであり，割引率で除す

ることにより計算されるのが将来営業フローの割引現在価値である。不完全競争経済下で

は，取引に参加する主体間で有する情報量が異なるため，将来キャッシュ・フローと割引

率が異なる。しかしながら，市場参加者よりも経営者の方が将来営業フローを予測するこ

とは容易である。そのため，経営者が予測する将来営業フローの割引現在価値は，現在価

値と一致するといえる。 

 これらのことから，完全競争経済から不完全競争経済に移行することにより，現在価値

と市場価格は一致しないが，市場参加者よりも経営者の方が将来営業フローに関する情報

を有しているため，将来営業フローの割引現在価値は現在価値と一致するといえる。 

 

2 固定資産の価格変動のパターンと利益の関係性の検討 

Revsine は不完全競争経済において，将来営業フローと市場価格の関係について Type 

A，Type B および Type C の 3 つのパターンをあげている。これら 3 つのパターンは，い

ずれも生じる可能性があり，どれが支配的であるか明確ではない。ここでは，経済的利益

と経営利益がどの程度近似するかを，Revsine の数値例を参考に，3 つのパターンについ

て数値例を用いて検討する。 

企業は，固定資産（耐用年数 3 年，残存価額ゼロ）のみを有していると仮定する。不完

全競争経済であるため，固定資産から生み出される将来キャッシュ・フローは経営者と市

場参加者である投資家の間では異なるため，×1 年では将来キャッシュ・フローを 150，カ

レント・コストを 100 と仮定している。×1 年以降は，どの様に価格が変動するか明確では

ないため，価格上昇時と下落時の動きを示している。これらを示したものが次の表 3-1 で

ある。さらに，不完全競争経済では割引率も経営者と投資家では異なるため，経営者の割

引率を 5%，投資家の割引率を 2%と仮定している。 

 

表 3-1 キャッシュ・フローとカレント・コストの推移 

 将来キャッシュ・フロー   カレント・コスト 

 ×1 年 ×2 年 ×3 年  ×1 年 ×2 年 ×3 年 

増加 150 160 170 上昇 100 110 120 

安定 150 150 150 安定 100 100 100 

減少 150 140 130 下落 100 90 80 

（筆者作成） 

 

Revsine は，将来キャッシュ・フローと市場価格の関係について 3 つのパターンを示し

ている。将来キャッシュ・フローの変動とカレント・コストの変動の組み合わせは，全部
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で 9 つのケースを考えることができる。しかし，Revsine の示した 3 つのパターンに基づ

くならば，将来キャッシュ・フローが増加または減少し，カレント・コストが安定してい

る 2 つのケースは，Type B や C には該当しないため除外できる。また，将来キャッシュ・

フローとカレント・コストがいずれも安定しているケースはType AとBで考えられるが，

同じ結果となるため，Type A のみを取り上げることとする。これらのことから，将来キャ

ッシュ・フローとカレント・コストの変動の組み合わせは次の 7 ケースが考えられる。こ

れを示すと次の表 3-2 となる。 

 

表 3-2 3つのパターンの分類 

 将来キャッシュ・フロー カレント・コスト ケース 

Type A 

増加 上昇 ケース① 

減少 下落 ケース② 

安定 安定 ケース③ 

Type B 安定 
上昇 ケース④ 

下落 ケース⑤ 

Type C 
増加 下落 ケース⑥ 

減少 上昇 ケース⑦ 

（筆者作成） 

 

これらの仮定に基づき，7 ケースの経済的利益と経営利益の利益計算書を示すと次の表

3-3 から表 3-9 である。なお，計算に当たっては小数点第 3 位以下を四捨五入している。 
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表 3-3 キャッシュ・フローとカレント・コストが共に増加する場合 

ケース① ×1 年 ×2 年 ×3 年 

配当可能営業フロー 20.42(6) 14.88(7) 8.10(8) 

期 待 外 利 益  18.59(9)  9.52(10)  0.00  

120.10(11) 138.69 0.00 9.52 0.00 0.00 

経 済 的 利 益  159.11 24.40 8.10 

 

 ×1 年 ×2 年 ×3 年 

キャッシュ・イン・フロー  150.00 160.00 170.00 

減 価 償 却 費  96.13(12) 106.79(13) 117.65(14) 

当期営業利 益  53.87 53.21 52.35 

実現可能原価節約 21.31(15) 10.87(16) 0.00 

経 営 利 益  75.18 64.08 52.35 

（筆者作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
(6) (150/1.05＋150/1.052+150/1.053)×5%＝20.42 
(7) (160/1.05＋160/1.052)×5%＝14.88 
(8) (170/1.05)×5%＝8.10 
(9) (160－150)/1.05+(160－150)/1.052＝18.59 
(10) (170－160)/1.05＝9.52 
(11) 現在価値とカレント・コストの差額を認識する。×1 年であれば，{150/1.05＋150/1.052

＋150/1.053}－{100/1.02＋100/1.022＋100/1.023}により算定される。 
(12) ×1年の減価償却費である。{100/1.02＋100/1.022＋100/1.023}÷3年＝96.13 となる。 
(13) ×2 年の減価償却費である。{110/1.02＋110/1.022}÷2 年＝106.79 となる。 
(14) ×3 年の減価償却費である。{120/1.02}÷1 年＝117.65 となる。 
(15) ×1 年の実現可能原価節約である。実現可能原価節約は，期末のカレント・コストと

（帳簿価額－減価償却累計額）の差額として計算される。×1 年の実現可能原価節約は，

213.57－192.26＝21.31 となる。 
(16) ×2 年の実現可能原価節約であり，117.65－(213.57－106.79)＝10.87 となる。 
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表 3-4 キャッシュ・フローとカレント・コストが共に減少する場合 

ケース② ×1 年 ×2 年 ×3 年 

配当可能営業フロー 20.42 13.02(17) 6.19(18) 

期 待 外 利 益  ‐18.59(19)  ‐9.52(20)  0.00  

120.10 101.51 0.00 ‐9.52 0.00 0.00 

経 済 的 利 益  121.93             3.50 6.19 

 

 ×1 年 ×2 年 ×3 年 

キャッシュ・イン・フロー  150.00 140.00 130.00 

減 価 償 却 費  96.13 87.37(21) 78.43(22) 

当期営業利 益  53.87 52.63 51.57 

実現可能原価節約 ‐17.51(23) ‐8.94(24) 0.00 

経 営 利 益  36.36 43.69 51.57 

（筆者作成） 

 

表 3-5 キャッシュ・フローとカレント・コストが一定の場合 

ケース③ ×1 年 ×2 年 ×3 年 

配当可能営業フロー 20.42 13.95(25) 7.14(26) 

期 待 外 利 益  0.00  0.00  0.00  

120.10 120.10 0.00 0.00 0.00 0.00 

経 済 的 利 益  140.52 13.95 7.14 

 

 ×1 年 ×2 年 ×3 年 

キャッシュ・イン・フロー  150.00 150.00 150.00 

減 価 償 却 費  96.13 97.08 98.04 

当期営業利 益  53.87 52.92 51.96 

実現可能原価節約 1.90 0.96 0.00 

経 営 利 益  55.77 53.88 51.96 

（筆者作成） 

                                                   
(17) (140/1.05＋140/1.052)×5%＝13.02 
(18) (130/1.05)×5%＝6.19 
(19) (140－150)/1.05+(140－150)/1.052＝‐18.59 
(20) (130－140)/1.05＝‐9.52 
(21)  ×2 年の減価償却費の計算であり，(90/1.02＋90/1.022）÷2 年＝87.37 となる。 
(22)  ×3 年の減価償却費の計算であり，(80/1.02)÷1 年＝78.43 となる。 
(23)  ×1 年の実現可能原価節約は，174.74(=90/1.02＋90/1.022)－192.25(=288.38－96.13)＝ 

‐17.51 となる。 
(24) ×2 年の実現可能原価節約は，78.43(=80/1.02)－87.37(=174.74－87.37)＝‐8.94 となる。 
(25)  (150/1.05＋150/1.052)×5%＝13.95 
(26)  (150/1.05)×5%＝7.14 
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表 3-6 キャッシュ・フローが一定でカレント・コストが増加する場合 

ケース④ ×1 年 ×2 年 ×3 年 

配当可能営業フロー 20.42 13.95(27) 7.14(28) 

期 待 外 利 益  0.00  0.00  0.00  

120.10 120.10 0.00 0.00 0.00 0.00 

経 済 的 利 益  140.52 13.95 7.14 

 

 ×1 年 ×2 年 ×3 年 

キャッシュ・イン・フロー  150.00 150.00 150.00 

減 価 償 却 費  96.13 106.79 117.65 

当期営業利 益  53.87 43.21 32.35 

実現可能原価節約 21.31 10.87 0.00 

経 営 利 益  75.18 54.08 32.35 

（筆者作成） 

 

表 3-7 キャッシュ・フローが一定でカレント・コストが減少する場合 

ケース⑤ ×1 年 ×2 年 ×3 年 

配当可能営業フロー 20.42 13.95 7.14 

期 待 外 利 益  0.00  0.00  0.00  

120.10 120.10 0.00 0.00 0.00 0.00 

経 済 的 利 益  140.52 13.95 7.14 

 

 ×1 年 ×2 年 ×3 年 

キャッシュ・イン・フロー  150.00 150.00 150.00 

減 価 償 却 費  96.13 87.37 78.43 

当期営業利 益  53.87 62.63 71.57 

実現可能原価節約 ‐17.51 ‐8.94 0.00 

経 営 利 益  36.36 53.69 71.57 

（筆者作成） 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
(27) (150/1.05＋150/1.052)×5%＝13.95 
(28) (150/1.05)×5%＝7.14 
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表 3-8 キャッシュ・フローが増加でカレント・コストが減少する場合 

ケース⑥ ×1 年 ×2 年 ×3 年 

配当可能営業フロー 20.42 14.88 8.10 

期 待 外 利 益  18.59  9.52  0.00  

120.10 138.69 0.00 9.52 0.00 0.00 

経 済 的 利 益  159.11 24.40 8.10 

 

 ×1 年 ×2 年 ×3 年 

キャッシュ・イン・フロー  150.00 160.00 170.00 

減 価 償 却 費  96.13 87.37 78.43 

当期営業利 益  53.87 72.63 91.57 

実現可能原価節約 ‐17.51 ‐8.94 0.00 

経 営 利 益  36.36 63.69 91.57 

（筆者作成） 

 

表 3-9 キャッシュ・フローが減少しカレント・コストが増加する場合 

ケース⑦ ×1 年 ×2 年 ×3 年 

配当可能営業フロー 20.42 13.02 6.19 

期 待 外 利 益  

 

‐18.59  ‐9.52  0.00  

120.10 101.51 0.00 ‐9.52 0.00 0.00 

経 済 的 利 益  121.93 3.50 6.19 

 

 ×1 年 ×2 年 ×3 年 

キャッシュ・イン・フロー  150.00 140.00 130.00 

減 価 償 却 費  96.13 106.79 117.65 

当期営業利 益  53.87 33.21 12.35 

実現可能原価節約 21.31 10.87 0.00 

経 営 利 益  75.18 44.08 12.35 

（筆者作成） 

 

これらのことから，不完全競争経済において経済的利益と経営利益は一致しないことが

わかる。Revsine は不完全競争経済において経済的利益と経営利益は近似する関係にある

と主張している。経済的利益と経営利益がどの程度近似しているかを明らかにするために

は，経済的利益と経営利益の差額を計算する必要がある。しかしながら，経済的利益と経

営利益の全体利益は一致するため，差額を合計してもゼロとなる。そこで，各期の経済的

利益と経営利益の差額の絶対値を計算し，どの程度近似しているかを明らかにする。その

結果を示したものが，表 3-10 である。 

表 3-10 によると，経済的利益と経営利益の差が最も小さいものはケース⑦であり，次が

ケース④とケース①であった。一方，経済的利益と経営利益の差が最も大きいものがケー
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ス⑥であり，次がケース③とケース⑤，ケース②であった。表 3-2 と表 3-10 を比較する

と，カレント・コストが増加する場合には，経営利益と経済的利益が近似する程度が高ま

る一方で，カレント・コストが減少する場合には，経営利益と経済的利益が近似しなくな

ることがわかる。 

 

表 3-10 経済的利益と経営利益の差の絶対値 

 Type A Type B Type C 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ ケース⑥ ケース⑦ 

差額 167.86 171.14 169.50 130.68 208.33 245.51 93.49 

（筆者作成） 

 

さらに，Type A，Type B および Type C の価格変動が生じる市場の状況を踏まえ，具体

的にどのような市場において経済的利益と経営利益が近似するかについて検討する。Type 

A が生じる市場は，企業が独自技術を有しており、固定資産の稼働率を高めることにより

収益性が改善する経営計画や有形固定資産の陳腐化などの情報を経営者のみならず、長期

資本投資家も有する市場であると考えられる。この場合には，有形固定資産について経営

者と長期資本投資家は同じ評価を行うことができ、その結果として将来営業フローとカレ

ント・コストが同じ方向に変化すると考えられる。Type B や Type C が生じる市場は、有

形固定資産について経営者と長期資本投資家の間に情報の非対称性が生じている市場であ

ると考えられる。つまり、企業が独自技術を有しており、有形固定資産の稼働率を高める

経営計画などについて経営者のみが情報を有しているため、経営者は有形固定資産を高く

評価するが、長期資本投資家は有形固定資産に関する情報を有していないため、将来予測

を低く評価する可能性がある。また，その逆が生じる可能性もある。このように，Type B

や C では，経営者と長期資本投資家の間に情報の非対称性があるため、将来営業フローと

カレント・コストはそれぞれ異なる方向に変化すると考えられる。 

したがって，経済的利益と経営利益が最も近似する場合とは，有形固定資産の稼働率が

低下し，収益性が悪化している場合や，資産の陳腐化などによる経営計画の変更など有形

固定資産から生み出される将来キャッシュ・フローを低く評価する情報を経営者のみが有

しており，長期資本投資家はその情報を有しておらず，有形固定資産を高く評価している

場合であるといえる。一方，経済的利益と経営利益が最も近似しない場合とは，企業が独

自技術を有しており，有形固定資産の稼働率が上昇し，収益性が高まるなどの有形固定資

産から生み出される将来キャッシュ・フローを高く評価する情報を経営者のみが有してお

り，長期資本投資家が有形固定資産を低く評価している場合であるといえる。 

さらに，長期資本投資家の観点からは，有形固定資産により生じる将来キャッシュ・フ

ローを高く評価する場合には，カレント・コストが上昇し，経済的利益と経営利益が近似

するのに対して，有形固定資産により生じる将来キャッシュ・フローを低く評価する場合

にはカレント・コストが減少し，経済的利益と経営利益が近似しないことになる。 

これらを踏まえると，経済的利益と経営利益は，カレント・コストが増加するほど近似

するが，有形固定資産が生み出す将来キャッシュ・フローの予測が低下する情報を経営者

が有しており，有形固定資産を低く評価するほど，近似することになるといえる。一方で，
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経済的利益と経営利益は，カレント・コストが減少し，有形固定資産が生み出す将来キャ

ッシュ・フローの予測を高める情報を経営者が有している場合に，近似しなくなる。その

ため，不完全競争経済において経済的利益と経営利益が近似するのは特殊な場合であると

いえる。 

 

おわりに 

 

本章では，不完全競争経済において経済的利益と経営利益がどの程度近似するかについ

て検討を行うことを目的としている。Revsine 学説は完全競争経済において経済的利益と

経営利益は一致するが，不完全競争経済においては近似値となることを明らかにしている。

不完全競争経済において経営利益が先行指標として有用であるためには，将来キャッシュ・

フローと市場価格が同じ方向に変化する（Type A）必要があることを指摘している。しか

しながら，不完全競争経済では必ずしも将来キャッシュ・フローと市場価格が同じ方向に

変化するわけではない（Type B や Type C）。これまでの，Revsine 学説の研究からは，経

済的利益と経営利益が不完全競争経済においても近似することが明らかとなっていたが，

どの程度近似するかは明確ではなかった。 

そこで，本章では経済的利益と経営利益がどの程度近似するか数値例を用いて検討した。

その結果，経営者のみが有形固定資産が生み出す将来キャッシュ・フローの予測に関する

情報を有しており，有形固定資産を低く評価するのに対して，長期資本投資家がこれらの

情報を有しておらず，有形固定資産を高く評価する場合には，経済的利益と経営利益が近

似する程度が高まることが明らかとなった。また，長期資本投資家の観点からは，カレン

ト・コストが増加する場合には，経済的利益と経営利益が近似する程度が高まるが，カレ

ント・コストが減少する場合には，経済的利益と経営利益が近似しなくなることが明らか

となった。 

したがって，不完全競争経済において経済的利益と経営利益は，カレント・コストが増

加するほど近似するが，経営者のみが固定資産が生み出す将来キャッシュ・フローが低下

する情報を有する場合に，最も近似することが明らかとなった。これは，有形固定資産の

価値が低下している情報を経営者のみ有しており，長期資本投資家に対して有形固定資産

の評価に役立つ情報が提供されておらず，有形固定資産の価値が過大に評価されている場

合であると考えられる。そのため，不完全競争経済において経済的利益と経営利益が最も

近似する場合は，特殊な状況においてのみであると考えられる。 

ただし，これらの結果からカレント・コストが現在価値と関連性を有しておらず，会計

情報として有用でないというわけではない。Revsine によると経営利益は配当可能営業フ

ローの先行指標となることを指摘している。投資家は意思決定を行うために配当に関する

情報を必要としている。つまり，Revsine は企業の物的営業水準を維持した上で配当でき

る利益を重視している。正確な配当可能利益はカレント・コストにおいてのみ示すことが

できる。売却時価に基づく利益は価格変動の影響を示しており，歴史的原価に基づく利益

では企業の物的資本を維持する利益を示すことができない。この配当可能利益の考え方は

営業能力資本維持概念に結び付くことができる。そこで，次章では営業能力資本を中心と

したカレント・コスト会計を議論した英国のカレント・コスト会計を検討する。   
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第４章 英国のカレント・コスト会計における                            

「企業にとっての価値」概念の再評価 

 

はじめに 

 

英国では 1960 年代後半から生じたインフレーションや価格変動等の経済環境の変化に

対して，歴史的原価会計ではこの影響を財務諸表に反映することができないため，新たな

会計制度が模索されていた。このような中で，Accounting Standards Steering Committee

（会計基準起草委員会：以下 ASSC とする）は，1974 年に Provisional Statement of 

Standard Accounting Practice No.7: Accounting for Change in the Purchasing Power of 

Money（暫定会計実務基準書第 7 号貨幣購買力変動会計：以下 SSAP 第 7 号とする）を公

表し，一般物価変動会計の導入を試みた。 

しかし，一般物価指数による修正では，資産の個別価格変動の影響が認識されないと主

張し，一般物価変動会計ではなくカレント・コスト会計の導入を勧告したのが，1975 年 9

月に公表された Inflation Accounting－Report of the Inflation Accounting Committee－

（インフレーション会計－インフレーション会計委員会報告書－：以下 Sandilands 報告

書(1)とする）である。Sandilands 報告書は英国政府が公表した政策提言書であるが，英国

ではじめてカレント・コスト会計を提唱したものとして位置づけることができる。そのた

め，Sandilands 報告書はその後の英国におけるカレント・コスト会計の特徴となっている。 

Sandilands 報告書の提言を受けて，英国ではカレント・コスト会計の導入について議論

が行われた。その結果として，1980 年 3 月に英国の The Institute of Chartered Account-

ants in England and Wales（イングランド・ウェールズ勅許会計士協会：以下 ICAEW と

する）が Current Cost Accounting, Statement of Standard Accounting Practice No.16

（会計実務基準書 No.16 カレント・コスト会計：以下 SSAPNo.16 とする）を公表し，英

国においてもカレント・コスト会計が基準化された。 

英国におけるカレント・コスト会計は，測定基準として「企業にとっての価値」（value 

to the business）を用いる点に特徴がある。企業にとっての価値概念とは，カレント・コ

ストと回収可能価額（正味実現可能価額と現在価値のいずれか高い方）のいずれか低い金

額を測定基準として選択するものであり，3 つの測定基準からなる複合的測定基準である。

これは，企業の保有する資産や負債が剝奪された場合に企業に生じる最低の損失額を意味

している。 

現在の会計制度ではカレント・コスト会計が適用されておらず，測定基準として企業に

とっての価値が使用されているわけではないが，英国のカレント・コスト会計を検討する

上で，企業にとっての価値概念を取りあげる必要がある。後述するが，これまで企業にと

っての価値概念に関する研究は，概念の妥当性や測定基準の選択方法について検討したも

                                                   

 (1) Sandilands を委員長としたインフレーション会計委員会がまとめた報告書であるた

め，本章では Sandilands 報告書と訳出している。 
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のに限定されており，企業にとっての価値概念により測定した結果生じる利益について検

討したものは確認できなかった。 

そこで，本章では，企業にとっての価値概念を基礎とした利益について再評価を行うこ

とを目的としている。そのため，英国ではじめて企業にとっての価値概念を提唱した

Sandilands 報告書と，これを基礎として作成された SSAPNo.16 を用いて，英国のカレン

ト・コスト会計を検討する。その上で，企業にとっての価値概念が英国のカレント・コス

ト会計の特徴であることを示し，企業にとっての価値概念に基づいて算定された利益につ

いて再評価を行う。現在，会計の議論は投資家の意思決定有用性の観点から行われており，

この目的を達成する 1 つの条件として，投資家の将来キャッシュ・フローの予測に役立つ

情報を提供することが示されている(2)（IASB［2018］para.1.2-1.4）。そのため，本章では

意思決定について扱うファイナンス論の考え方を援用し，投資家の意思決定有用性の観点

から，企業にとっての価値概念により算定される利益について再評価を行う。 

検討した結果，カレント・コスト利益は，Ohlson［1995］の残余利益（residual income）

と近似しており，投資家らの企業価値評価に役立つ情報を提供できることが明らかとなっ

た。一方で，正味実現可能価額や現在価値では営業利益が算定されないが，資産価値の低

下を保有損失として適時に認識されることが示された。そのため，企業にとっての価値概

念により算定された利益について再評価した結果，投資家の意思決定有用性の考え方とも

整合するものであるとして評価できることが明らかとなった。 

本章の構成は次の通りである。第 1 節ではこれまでの英国におけるカレント・コスト会

計の議論を概観する。その上で，第 2 節では Sandilands 報告書を，第 3 節では SSAPNo.16

を検討する。第 4 節では，Sandilands 報告書と SSAPNo.16 の異同点を明らかにし，英国

におけるカレント・コスト会計の特徴として企業にとっての価値概念を示す。その上で，

第 5 節ではファイナンス論を援用し，企業にとっての価値概念により算定される利益につ

いて再評価する。 

 

第１節 英国のカレント・コスト会計を巡る議論 

 

英国のカレント・コスト会計に関する研究は，計算構造に関する研究と企業にとっての

価値概念に関する研究に大きく分類できる(3)。計算構造に関する研究は，Sandilands 報告

書に関する研究と SSAPNo.16 に関する研究に区分される。 

Sandilands 報告書に関する先行研究は次のものがあげられる。加古［1981］は英国のカ

レント・コスト会計制度の変遷から利益計算構造について検討を行っている。その結果，

                                                   
(2) IASB の概念フレームワークによると，財務報告の目的は「現在および潜在的な投資家，

融資者および他の債権者が，企業へ資源を提供する際に有用な，報告企業に関する財務

情報を提供すること」（IASB［2018］para.1.2）と示されている。そのため，現在の会

計の議論は投資家の意思決定有用性の観点から行われている。IASB［2018］では会計の

目的を達成する条件として投資家の将来キャッシュ・フローの予測に役立つ情報とスチ

ュワードシップに役立つ情報が示されているが，本章では前者について検討をしている。 
(3)  このほかに，英国におけるカレント・コスト会計の変遷を検討したものとして大矢知・

佐々木［1955］，植野［1978］，斎野［2006］がある。 
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Sandilands 報告書のカレント・コスト会計は，購買力の変動を考慮外に置いた純粋なカレ

ント・コスト会計である点は評価できるが，保有利得の取り扱いが明確でないことや名目

貨幣単位を適用することには問題があると指摘している。さらに，植野［1977］は，資本

維持概念の観点から Hicks の経済的利益と時価評価の関係について検討している。その結

果，Sandilands 報告書は会計利益を Hicks の経済的利益に近似したものであると考えて

おり，時価評価の導入と実体資本維持概念に即した利益概念を採用していると評価してい

る。 

SSAPNo.16 に関する先行研究は次のものがある。Board and Walker［1985］は，カレ

ント・コスト会計情報の公表時における市場反応について年次異常リターンを用いて検討

している。その結果，SSAPNo.16 におけるカレント・コスト会計による情報は追加的な情

報内容を有していないことを明らかにしている。また，壹岐［1992］や山口［1994］は営

業能力資本維持概念について検討している。SSAPNo.16 において営業能力とは，保有資産

が生み出す財やサービスの量を意味しており，保有資産を維持することにより営業能力が

維持されると考えている。しかし，彼らは保有資産の維持により保有資産から生み出され

る財やサービスの量が維持されるわけではなく，生産される財やサービスの品質や種類の

変化に耐えることができないと指摘している。一方で，内藤［2010］は IASB の財務諸表

表示プロジェクトの観点から SSAPNo.16 の段階的利益表示について検討を行っている。

その結果，SSAPNo.16 の段階的利益表示は，企業業績ごとに表示し，経営者の利益操作を

排除していることを明らかにしている。この考え方は，情報セットアプローチと同じ考え

方であり，正常な企業活動の成果のみを示し，経営者の利益操作の可能性がある異常項目

は財務諸表外に表示するという IASB の財務諸表表示プロジェクトの傾向の萌芽であると

評価している。 

英国のカレント・コスト会計は，測定基準として企業にとっての価値を提唱している。

企業にとっての価値概念は，Bonbright［1937］が提唱した「所有者にとっての資産の価

値」（value of an asset to its owner）概念を基礎としており，これまで様々な論者により

主張されている（Solomons［1966］，Baxter［1971，1975］，Stamp［1971，1975］）。企

業にとっての価値概念の検討にあたり問題となるのは，概念の妥当性や測定基準の選択で

ある。 

企業にとっての価値概念の妥当性については Chambers［1970・1971］，Wright［1971］，

Yosihda［1973］，Ronald［1976］，石川［1992］，川島［2008］が検討している。Chambers

［1970・1971］や石川［1992］によると，Bonbright［1937］の概念は，保険や訴訟の評

価に関する概念であり，会計に適用できるものではない。さらに，資産の剝奪が生じるこ

とは稀であり，これを基礎として測定基準を選択することは適切ではない。また，企業に

とっての価値概念自体が何を意味しているのか不明確であると指摘している。このような

指摘に対して，Wright［1971］は Chambers の企業にとっての価値概念に対する解釈は

異なっていると指摘している。企業にとっての価値概念は機会価値を意味しているが，

Chambers は期待利益の現在価値と同義であると捉えているため，解釈が異なっていると

指摘している。さらに，Yosihda［1973］や Ronald［1976］は企業にとっての価値概念の

解釈や適用可能性について検討している。その結果，企業にとっての価値概念は資産評価

基準として適切ではなく，適用可能性に問題があると指摘している。これは，会計は企業
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に影響を与えた事象について記録するものであり，資産の剝奪という予測に基づいた事象

を反映すべきではないためである。さらに，企業にとっての価値概念は現在価値によって

も測定されるが，現在価値による測定は企業全体の評価であり，個別資産の評価に適用で

きないと指摘している。一方で，川島［2008］は，英国のカレント・コスト会計学説やコ

メントレター分析を行い企業にとっての価値概念について検討している。その結果，企業

にとっての価値概念は会計情報利用者の情報要求を満たすために提唱されたものであり，

主観的な現在価値を回避する方法として定着したと指摘している。 

測定基準の選択方法については Gray and Wells［1973］，Popoff［1977］，Gee and 

Peasnell［1977］，Stark［1997］，Zijl and Whittington［2006］が検討している。Popoff

［1977］や Gee and Perasnell［1977］は後述の表 4-1 におけるケース 2（NRV＞RC＞

PV）についてカレント・コストによる評価の妥当性について議論している。Popoff［1977］

は正味実現可能価額が現在価値を上回る場合，企業は再取得することはなく，即座に販売

するという仮定も適切ではないため，カレント・コストではなく，正味実現可能価額で評

価すべきであると指摘している。これに対して，Gee and Perasnell［1977］は，Popoff

［1977］は再販の解釈が異なっていると指摘している。再販とは，即座に販売するのでは

なく，適度な遅れがなく販売することを意味しているため，カレント・コストによる評価

が望ましいと指摘している。 

一方で，Gray and Wells［1973］，Stark［1997］，Zijl and Whittington［2006］は

Sandilands 報告書で示された測定基準の選択方法は現実的ではないと指摘しており，そ

の改善を図っている。Gray and Wells［1973］は，資産の保有目的の観点から改善を図っ

ている。企業は資産を取替目的ではなく，利用または販売目的で保有するため，カレント・

コストではなく正味実現可能価額または現在価値による測定が望ましいと考えている。ま

た，Stark［1997］は測定基準の選択において，経営者の意思決定の際に考慮されるタイ

ミングオプション(4)が加味されておらず，これを加味すべきであると述べている。さらに，

Zijl and Whittington［2006］は，正味実現可能価額とカレント・コストの差額は再開発や

配置転換の経済的機会の価値を示しており，正味実現可能価額がカレント・コストを上回

る場合にカレント・コストを選択することは適切ではなく，正味実現可能価額で測定すべ

きであると指摘している。 

以上をまとめると，英国のカレント・コスト会計の研究からは，資本維持概念について

は疑問視される一方で，利益概念に関しては評価されている。さらに，企業にとっての価

値概念に関しては，概念の妥当性に関する評価は明確ではなく，測定基準の選択方法につ

いては様々な改善方法が示されている。しかしながら，これまでの英国のカレント・コス

ト会計の研究では利益概念と企業にとっての価値概念が別々に検討されている。測定基準

により利益概念が異なるため，両者は共に検討されるべきである。そのため，企業にとっ

ての価値概念を利益の観点から検討を行う必要があると考えられる。 

現在の会計は，投資家の意思決定有用性の観点から議論が展開されている。この目的を

達成するための条件の 1 つとして，投資家は株価や配当などの株式リターンを左右させる

ための情報として，企業の将来キャッシュ・フローの評価に役立つ情報を必要としている

                                                   
(4) タイミングオプションとは，投資を行う時期を延期することができる権利である。  
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（IASB［2018］OB3）。つまり，投資家らは株価との関連性を有する情報を要求しており，

Barth［1994］などに見られるように利益情報と株価との関連性に着目した実証研究も行

われている。そのため，会計情報が企業価値評価に役立つ情報を提供できているかという

観点から検討する必要がある。 

そこで，本章では，Sandilands 報告書と SSAPNo.16 の利益計算構造を全体として検討

した上で，企業にとっての価値概念により算定される利益について投資家の意思決定有用

性の観点から検討を行うことで，企業にとっての価値概念により測定される利益について

再評価を行う。 

 

第２節 Sandilands 報告書のカレント・コスト会計 

 

英国では，1960 年代後半に生じた急激な価格変動の影響を，歴史的原価会計で捉えるこ

とができず営業利益の減少と企業資金の低下を招いていた。この中で，ASSC は一般物価

変動会計の導入を検討した。しかしながら，一般物価変動会計では企業の個別資産の影響

を反映できないとしてこれを否定し，英国でカレント・コスト会計の導入を勧告したのが

Sandilands 報告書である。そこで，本節では英国のカレント・コスト会計の萌芽である

Sandilands 報告書を検討する。 

 

1 Sandilands 報告書の会計システム 

Sandilands 報告書によると，会計システムは，⑴使用される測定単位（unit of measure-

ment），⑵資産・負債の測定に適用される基礎，⑶特定期間の総利得（total gain）のうち

利益とみなされる範囲の 3 つの要素により決定される。詳しくは後述するが，Sandilands

報告書では，測定単位として貨幣単位を用いて，企業にとっての価値概念により測定し，

利益としてカレント・コスト利益を表示するカレント・コスト会計を提唱している。 

 

⑴ 使用される測定単位 

Sandilands 報告書では，測定単位として貨幣単位（monetary unit）と現在購買力単位

（current purchasing power unit）の 2 つ(5)を示しており，それらの是非について以下の

5 要件に照らして検討されている（IAC［1975］para.203）。 

 

① 測定単位は，すべての会計情報利用者にとって等しく有用であるべきである。 

② 測定単位は，毎年変化すべきではない。 

③ 測定単位は，財務諸表においてすべての企業と同一にすべきである。 

④ 測定単位は，会計情報利用者によって交換されるもの（physical object）であるべき

である。 

⑤ 測定単位は，時を通じて変化しない価値を示すべきである。 

                                                   
(5) 測定単位とは企業活動を捉える基礎となる単位を意味している。貨幣単位とは金額に

より捉えることを意味しており，現在購買力単位とは指数により捉えることを意味して

いる。 
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貨幣単位は，①から④の要件を満たすが，⑤の要件を満たすことができない。貨幣単位

は，すべての利用者や企業に等しく，時が経過しても変化しないものであり，経済全体で

交換の媒体として利用される物理的なものである。しかしながら，貨幣単位は常に価値を

表示するわけではない。貨幣単位の場合，価値は購買力などに関連させて測定されるが，

購買力の価値は一定ではないため，⑤の要件を満たすことはできない（IAC［1975］

para.206）。 

現在購買力単位はすべての要件を満たすことができない。現在購買力単位は，ある一定

の財またはサービスの購買力を基礎として算定される。これは，毎年変更され，測定日に

より購買力が異なるため，すべての利用者や企業に等しく役立つわけではない。また，現

在購買力単位の算定に用いられる財またはサービスは常に変更されるため，現在購買力単

位が価値を表すとは限らない。さらに，現在購買力単位自体が抽象的な概念であり，自由

に交換できる物的対象ではない（IAC［1975］paras.409-413）。 

このように，いずれの測定単位も 5 つの要件を満たすことはできないが，貨幣単位は従

来から会計の基礎として使用されており，これよりも有利な点を示さない限り，新たな測

定単位を採用することはできない。そのため，Sandilands 報告書では，測定単位として貨

幣単位を用いることを要求している（IAC［1975］para.149）。 

 

⑵ 資産・負債の測定に適用される基準 

Sandilands 報告書では，資産および負債を企業にとっての価値概念により測定すること

を要求している(6)。企業にとっての価値概念とは，カレント・コストと回収可能価額（正

味実現可能価額と現在価値のいずれか高い金額）のいずれか低い方を測定基準とするもの

である。これは，資産が剝奪された場合に企業が被るであろう損失の最低額を計算しよう

とするものである（IAC［1975］paras.214-217）。企業にとっての価値概念が単一の測定

基準ではなく，複合的な測定基準であるのは，いずれの測定基準も特定の目的に対しての

み有用であり，すべての会計情報利用者に有用な測定基準とはならないためである（IAC

［1975］para.528）。 

Sandilands 報告書は，棚卸資産と有形固定資産に対してのみ企業にとっての価値概念に

より測定することを要求している。これは，貨幣資産などは時の経過によっても不変であ

り固定されているため，帳簿価額が実質的に企業にとっての価値概念により測定した場合

と同額になるためである（IAC［1975］para.86）。 

 

⑶ 特定期間の総利得のうち利益とみなされる範囲 

Sandilands 報告書は，一期間の純資産の変動として総利得を示している。総利得とは

「一期間に生じた資本取引を除く期首の純資産と期末の純資産の差額」（IAC［1975］

para.66）として定義される。これは，営業利益（operating gain），異常利得（extraordinary 

                                                   
(6) ただし，負債については保有利得の取扱い等に議論の余地が残されているため，これ

以上の具体的な提言はなされていない（IAC［1975］para.531）。 
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gain），保有利得（holding gain）の 3 つに区分できる(7)。営業利益とは「企業のアウトプ

ットにより実現した金額と，それらの金額を創出するために企業により使用されるインプ

ットの企業にとっての価値との差額」である（IAC［1975］para.71）。また，異常利得と

は「企業のアウトプットを形成しない項目が実現した金額と売却時の企業にとっての価値

の差額」である（IAC［1975］para.72）。さらに，保有利得とは「企業によって購入され

た資産の歴史的原価とある時点において測定された企業にとっての価値との差額」である

（IAC［1975］para.70）。 

総利得のうちいずれの部分を利益とするかは明確ではない。様々な利益概念が考えられ

るためである。この中で，Sandilands 報告書は理想的な利益として Hicks［1946］の経済

的利益を示している。しかし，経済的利益は将来キャッシュ・フローや割引率を客観的に

測定できないため，経済的利益と最も近似する利益概念を検討している。その結果，カレ

ント・コスト利益（current cost profit）を提唱している。これは，企業にとっての価値概

念により測定された資本を維持した上で分配できる金額である（IAC［1975］para.128）。

つまり，総利得のうち保有利得以外の利益がカレント・コスト利益となる(8)。 

価格変動の影響を示す保有利得は資本に計上される。これは，利益としてカレント・コ

スト利益を示し，企業にとっての価値概念により測定された資本を維持するためである。

Sandilands 報告書によると，「企業の利益として望ましいものはカレント・コスト利益で

あるが，保有利得や異常利得も会計情報利用者に有用な情報を提供できるため，区分する

ことが重要である」（IAC［1975］para.199）と指摘している。その上で，Sandilands 報

告書は資本維持概念として企業にとっての価値により測定される資本を維持することを要

求している。そのため，会計情報利用者に有用な情報を提供するために，利益を 3 つに区

分し，保有利得は資本を維持するために資本に計上され，残高が利益として算定される。 

これらのことから，Sandilands 報告書において提唱されたカレント・コスト会計は，測

定単位として貨幣単位を用いて，企業にとっての価値により測定し，カレント・コスト利

益を示す会計システムであるといえる。さらに，資本維持概念として企業にとっての価値

により測定された資本を示している。 

 

2 企業にとっての価値概念 

Sandilands 報告書が提唱したカレント・コスト会計は，資本維持概念として企業にとっ

ての価値により測定された資本を示し，この資本を維持した上でカレント・コスト利益が

示されるものである。これは，資本維持概念と利益概念を企業にとっての価値により測定

することで示される。そのため，Sandilands 報告書におけるカレント・コスト会計の特徴

として，企業にとっての価値概念をあげることができる。そこで，Sandilands 報告書によ

り提唱された企業にとっての価値概念を検討する。 

まず，Sandilands 報告書は資産の測定基準として次の 9 つをあげている（IAC［1975］

para.88）。 

                                                   
(7)  総利得は，実現利得と未実現利得にも区分することができる（IAC［1975］paras.68-

69） 
(8)  Sandilands 報告書において異常利得は詳細に検討されていないが，保有利得以外が利

益として計上されるため，異常利得はカレント・コスト利益に含まれると考えられる。 
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① 現在取替原価（current replacement cost），すなわち現有資産と同種の資産を現在

購入するために支払う金額 

② 償却費控除後取替原価（written down replacement cost），すなわち現有資産と同

種の資産を現在購入するための支払金額から，現有資産の減価償却費の累計額を控除

した金額 

③ 現在の公開市場における資産の売却価値（sale value） 

④ 資産の強制売却価値（forced sale value），すなわち資産が販売者に好ましくない状

況で市場に提供される場合に，資産の売却から手に入れられると考えられる金額 

⑤ 資産の正味実現可能価値（net realizable value），すなわち資産と引き換えに実現

するであろう額から，その資産の販売までに生じた費用を控除した金額 

 ⑥ 資産から将来予測されるすべての収入の現在価値（これは，資産の割引現在価値や

経済価値と呼ばれている） 

⑦ 現在の使用価値（existing use value），すなわち所有者の現在の使用目的に役立つ

資産の価値 

⑧ 代替的使用価値（alternative use value），すなわち現在の使用目的以外の目的に役

立つと期待される資産の価値 

⑨ 継続企業価値（going concern value），すなわち企業が継続企業として事業を継続

していく仮定のもとでの企業にとっての資産の価値 

 

①・②の測定基準は，カレント・コストとして統合され，③・④・⑤の測定基準は，正

味実現可能価額として統合される。これらに⑥の測定基準である現在価値を含めることに

より，次の 3 つの一般的測定基準に集約される。 

 

 1）カレント・コスト（replacement cost ：以下 RC(9)とする） 

 2）正味実現可能価額（net realizable value：以下 NRV とする） 

 3）現在価値（economic value：以下 PV(10)とする） 

 

この 3 つの一般的測定基準は，資産の購入，売却，保有という資産の評価目的のすべて

を表現している。一方，⑦・⑧・⑨の測定基準は，1）・2）・3）の測定基準を選択する場合

に依拠すべき基準を示したものである（IAC［1975］para.89）。 

次に，企業にとっての価値概念を説明するために，Sandilands 報告書は，Bonbright

（1937）の「所有者にとっての資産の価値」概念を取り上げている。所有者にとっての資

産の価値概念とは「もし所有者の財産が奪われたならば，所有者が被るであろうと予測さ

れる，直接的または間接的な損失の反対の金額と等しい」（Bonbright［1937］p.71）と定

                                                   
(9) Sandilands 報告書ではカレント・コストとして replacement cost と current cost の

いずれの用語も使用されている。これは，replacement cost は 1 つの測定基準を意味す

るのに対して，current cost は企業にとっての価値を基礎とする英国のカレント・コス

ト会計を意味していると考えられる。 
(10)  Sandilands報告書では economic valueと記述されているが，PVと省略されている。

そのため，本章においても Sandilands 報告書と同様に PV と記載している。 



73 

 

義される。この概念は経済学における機会原価概念(11)（opportunity cost）の反対の概念

を意味している。Sandilands 報告書では，Bonbright が提唱した所有者にとっての資産の

価値概念に照らして，3 つの一般的測定基準の金額の大小により 6 つのケースに区分し，

企業にとっての価値概念を導き出している。これを示すと表 4-1 となる。 

 

表 4-1 企業にとっての価値概念の決定プロセス 

 ケース 企業にとっての価値 

1 NRV ＞ PV ＞ RC RC 

2 NRV ＞ RC ＞ PV RC 

3 PV ＞ RC ＞ NRV RC 

4 PV ＞ NRV ＞ RC RC 

5 RC ＞ PV ＞ NRV PV 

6 RC ＞ NRV ＞ PV NRV 

（出典：IAC［1975］p.59 を参考に著者作成） 

 

RC が回収可能価額よりも低い場合（ケース 1~4）には RC が企業にとっての価値概念

となる。これは，資産が剝奪されたとしても，同種の資産を再調達することで資産の売却

や使用によって利益を獲得できるためである。そのため，企業が被るであろう最大の損失

額は RC となる。 

一方，RC が回収可能価額よりも高い場合（ケース 5~6）には， NRV か PV のいずれか

高い金額が企業にとっての価値となる。これは，資産が剝奪された場合，同種の資産の再

調達にかかる金額が資産の売却または使用により得られる金額を上回るため，資産を取替

えないことを選択することになる。そのため，この場合に企業が被るであろう最大の損失

額は回収可能価額となる。 

したがって，企業にとっての価値概念は RC と回収可能価額（NRV と PV のいずれか高

い金額）のいずれか低い金額となる。この関係を示すと次の図 4-1 である。企業にとって

の価値は，多くの場合には RC が選択されるが，NRV や PV も選択される(12)。このよう

に，Sandilands 報告書では企業にとっての価値を測定基準としたカレント・コスト会計を

提唱している。 

                                                   
(11) Sandilands 報告書以前に，企業にとっての価値概念を経済学における機会原価概念

の逆の概念であると捉えた論者として Wright［1964］をあげることができる。Wright

は機会原価の逆概念を機会価値（opportunity value）として捉えている。機会原価とは，

放棄された代替案のうち最も価値があるものにより測定されるのに対して，機会価値は

資産を所有することにより避けられた代替案のうち最も少ないものにより測定される

（Wright［1964］p.82）。つまり，機会価値とは現在保有していないことで被る損失や

コストの最低額を意味している。 
(12)  企業にとっての価値概念は表 4-1 に示した 6つのケースに基づいて測定基準が選択さ

れる。しかし，6 つのケースの発生確率は等しくはなく，50%の確率でケース 3 が生じ，

ケース 5~6 は生じる可能性が低いため，多くの場合にはカレント・コストが企業にと

っての価値として選択される（IAC［1975］para.222）  
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 NRV   PV 

   

RC  回収可能価額 

  

企業にとっての価値  

 

図 4-1 企業にとっての価値概念 

（出典：Baxter［1975］p.138 を参考に著者作成） 

 

3 企業にとっての価値と会計情報利用者の情報ニーズ 

上述したように，企業にとっての価値は，カレント・コスト，正味実現可能価額，現在

価値の 3 つの測定基準からなる複合的な測定基準である。これは会計情報利用者の情報ニ

ーズを満たすために要求されている。Sandilands 報告書は，株主，債権者，経営者，従業

員など様々な会計情報利用者の情報ニーズを検討している。その結果，彼らは企業の業績

や将来利益の予測，支払能力，資本維持などに関心があることが明らかとなった（IAC

［1975］paras.151-192）。しかし，単一の測定基準ではこれらの情報ニーズを満たすこと

ができないため，複合的測定基準である企業にとっての価値による測定が要求されている。 

企業にとっての価値は複合的な測定基準であるため，企業にとっての価値が何を意味し

ているかが問題となる。Sandilands 報告書によると，企業にとっての価値は，「企業によ

り生み出されるリターンの評価を可能にし，企業継続することを評価することができる企

業資産の価値」（IAC［1975］para.157）を示している。つまり，企業にとっての価値は企

業活動の継続・非継続を示す測定基準である。これは，企業にとっての価値では多くの場

合には RC により測定されることからも明らかである（IAC［1975］para.222）。つまり，

RC が回収可能価額を下回る場合には，企業は引き続き利益を獲得できるため，資産を取

替ることで企業活動を継続するが，RC が回収可能価額を上回る場合には，企業は利益が

獲得できないため，企業活動を継続せず資産を処分することを選択する。経営者や株主は，

企業活動を継続し，利益を獲得することを望んでいるため，RC による測定が要求されて

いると考えられる。さらに，企業にとっての価値概念の判断基準として継続企業価値が示

されていることからも明らかである（IAC［1975］paras.88-89）。したがって，企業にと

っての価値概念は，複合的な測定基準であるが，企業活動の継続に加えて，非継続も含め

ている概念である。 

 

第３節 SSAPNo.16 におけるカレント・コスト会計 

 

Sandilands 報告書で提唱されたカレント・コスト会計は，その後導入に向けて様々な議

論が行われた。その結果，ICAEW が 1980 年に SSAPNo.16 を公表し，英国においてカレ

ント・コスト会計がはじめて基準化された。そこで，本節では英国においてはじめて基準

【高い金額】 

【低い金額】 
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化された SSAPNo.16 を取り上げ，これを検討する。 

 

1 目的と資本維持 

SSAPNo.16 の目的は，企業の経営者，株主およびその他の人々の意思決定に役立つ情報

を提供することである。そのため，SSAPNo.16 は，歴史的原価情報に加えてカレント・コ

スト情報を提供することを要求している(13)。カレント・コスト情報は，「正味営業資産(14)

の営業能力の維持に必要な資金額に与える財またはサービスの価格変動の影響を明らかに

するため」（ICAEW［1980］para.4）に要求されている。 

SSAPNo.16のカレント・コスト会計は，「正味営業資産により表される資本概念を基礎」

（ICAEW［1980］para.3）としており，利益は資本を維持した上で算定される。正味営業

資産により示される資本は企業の営業能力を示している。営業能力とは「事業がその現存

の諸資源を持って関係する期間に提供することができる財またはサービスの量」（ICAEW

［1980］para.39）を意味している。そのため，SSAPNo.16 は営業能力資本維持概念を基

礎としたカレント・コスト会計を主張している。 

 

2 2 つの利益概念 

SSAPNo.16 では利益をカレント・コスト営業利益（current cost operating profit）とカ

レント・コスト株主帰属利益（current cost profit attributable to shareholders）の 2 段

階で表示することを要求している。 

第 1 にカレント・コスト営業利益とは，「資金調達方式を考慮せず，現行の事業を継続

し，その営業能力の維持に必要な資金に与える価格変動の影響を控除した後の当期の正常

な営業活動から生じる剰余額」（ICAEW［1980］para.40）である。言い換えると，総資本

の営業能力を維持した上で生じる分配可能利益である。これは，利息・税金控除前の歴史

的原価会計に基づく営業利益に対して，減価償却修正，売上原価修正および貨幣運転資本

修正を行うことにより算定される。これらの正味営業資産の修正額はカレント・コスト剰

余金（current cost reserve）として資本に計上される。第 2 にカレント・コスト株主帰属

利益とは，「株主の営業能力資本維持に必要な資金に与える価格変動の影響を控除した後

の剰余額」（ICAEW［1980］para.41）である。言い換えると，株主資本の営業能力資本を

維持した上で生じる利益である。これは，カレント・コスト営業利益にギアリング調整

（gearing），利息，税金および異常損益を加減することにより算定される。 

                                                   
(13) SSAPNo.16 における財務諸表の開示方式は以下の 3 つがある（ICAEW［1980］

para.48）。 

① カレント・コスト情報を主要財務諸表とし，歴史的原価情報を補足財務諸表として

 開示する方法 

② カレント・コスト情報を主要財務諸表とし，歴史的原価情報を補足情報として開示

 する方法 

③ 歴史的原価会計の利益情報の開示を前提に，カレント・コスト情報のみを財務諸表

として開示する方法 
(14) 正味営業資産（net operating assets）とは，固定資産，棚卸資産および貨幣運転資本

（営業債権から営業債務を控除）から構成される（ICAEW［1980］para.3）。正味営業

資産は借入金と資本金から調達される。 
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減価償却修正（depreciation adjustment）とは，減価償却費の算定に当たり固定資産に

生じた価格変動の影響を控除するために行う修正である。これは，歴史的原価を基礎とす

る減価償却費と企業にとっての価値を基礎とする減価償却費の差額として算定される。そ

のため，修正後の減価償却費は，収益獲得のために消費された固定資産の企業にとっての

価値を示すことになる（ICAEW［1980］para.9）。 

売上原価修正（cost of sales adjustment）とは，棚卸資産に与える価格変動の影響を控

除するために行う修正である。その修正額は，歴史的原価に基づく売上原価と企業にとっ

ての価値にもとづく売上原価の差額として算定される。そのため，修正後の売上原価は，

収益獲得のために消費した棚卸資産の企業にとっての価値を示すことになる（ICAEW

［1980］para.10）。 

貨幣運転資本修正(monetary working capital adjustment)とは，売上原価修正を補完し，

貨幣運転資本(15)に与える価格変動の影響を控除するために行う修正である。これは，「事

業で使用し，調達する財およびサービスのインプット価格変動の結果として生じる貨幣運

転資本に必要とされる追加の資金調達額」（ICAEW［1980］para.11）を表している。つま

り，売上原価修正では販売時までの価格変動の修正しか反映されず，販売時から現金回収

時までの価格変動が反映されないため，企業は追加的な資金調達を行う必要に迫られる。

そこで，貨幣運転資本修正により現金回収時までの価格変動を反映することで，正味営業

資産を維持することができる。 

カレント・コスト株主帰属利益を算定するためにはギアリング調整を行う必要がある。

ギアリング調整とは，正味営業資産の修正額（減価償却費修正，売上原価修正，貨幣運転

資本修正の合計額）のうち正味負債額(16)（主に借入金）により調達された資産割合の部分

を，株主の利益として戻し入れるために行われる修正である。正味営業資産のうち資本に

より調達された資産割合の価格変動は，株主の営業能力資本を維持するために資本に計上

されるが，借入金の返済額は固定されているため，借入金により調達された資産に対する

価格変動は，株主の利益として戻し入れる必要がある。そのため，ギアリング調整は「借

入金により調達された正味営業資産の範囲内で当期に実現した株主の利益またはコスト」

（ICAEW［1980］para.18）を示している。 

ギアリング調整は企業間の比較可能性を確保するために算定方法が示されている。ギ

アリング調整は，正味営業資産の修正額にギアリング比率を乗じることにより算定され

る。これを示すと次の式となる。（ICAEW［1980］para.114）。 

 

                                                   
(15) 貨幣運転資本は，①売掛金，前払金および受取手形に，②売上原価修正を行わない，

期中に販売されず在庫として存在している棚卸資産を加算し，③買掛金，未払金および

支払手形を控除した額として算定される（ICAEW［1980］para.44）。 
(16) 正味負債額とは次の（a）が（b）を超過する分であり，期中平均をとる（ICAEW［1980］

para.45）。 

（a）貨幣金額が固定した全負債と引当金の合計。ただし，貨幣運転資本に含まれるものと

実質的に資本に含まれるものは除外される。 

（b）全流動資産の合計。ただし，売上原価修正を行った棚卸資産と貨幣運転資本に含まれ

る資産は除外される。 
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    ギアリング調整＝ギアリング比率 × 正味営業資産の修正額 

 

ギアリング比率は次の算式を用いて算定される（ICAEW［1980］paras.112-11）。 

 

    ギアリング比率＝
正味負債額

正味負債額＋株主資本
 

 

以下では SSAPNo.16 で示された数値例を用いてギアリング調整の手続きを説明する。

表 4-2 は損益計算書を，表 4-3 は貸借対照表を示している。 

 

表 4-2 損益計算書 

  1979 年   1980 年 

売上高    18,000    20,000 

取得原価基準による営業利益    2,420    2,900 

現在原価修正         

 減価償却修正  850    950   

 売上原価修正  400    460   

 貨幣運転資本修正  70  1,320  100  1,510 

カレント・コスト営業利益    1,100    1,390 

ギアリング調整（利益）  (170)    (166)   

支払利息  180  10  200  34 

税引前利益    1,090    1,356 

法人税等    610    730 

カレント・コスト株主帰属利益    480    626 

配当金    400    430 

留保利益    80    196 

         

（出典：ICAEW［1980］Appendix を参考に著者作成） 
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表 4-3 貸借対照表 

 1979.12.31 

流 動 資 産     社 債 1,950 

 貨 幣 運 転 資 本  700   そ の 他 流 動 負 債 600 

 棚 卸 資 産  3,200   未 払 配 当 金 400 

固 定 資 産 （ 純 額 ）  18,130   資 本 金 3,000 

      カレント・コスト剰余金 12,350 

  

 
  

 
 留 保 利 益 3,730 

  22,030    22,030 

 

 1980.12.31 

流 動 資 産     社 債 2,000 

 貨 幣 運 転 資 本  800   そ の 他 流 動 負 債 570 

 棚 卸 資 産  4,000   未 払 配 当 金 430 

固 定 資 産 （ 純 額 ）  19,530   資 本 金 3,000 

     カレント・コスト剰余金 14,404 

     留 保 利 益 3,926 

  24,330    24,330 

（出典：ICAEW［1980］Appendix を参考に著者作成） 

 

ギアリング調整を計算するためには，まずギアリング比率を計算する必要がある。ギア

リング比率は，正味負債額と株主資本から計算される。正味負債額は負債総額から未払配

当金を控除した金額であり，株主資本は資本と未払配当金を合計した金額である。数値例

によると，1980 年の正味負債額は 2,570 であり，株主資本は 21,760 である。SSAPNo.16

は，正味負債額および株主資本の期中平均額を用いている。1979 年の正味負債額と株主資

本は，それぞれ 2,550 と 19,480 であった。ギアリング比率は次の通りである。 

 

    ギアリング比率＝
(2,550＋2,570)/2

(2,550 + 19,480) + (2,570 + 21,760)/2
＝11％ 

 

    ギアリング調整＝1,510 × 11％＝166 

 

数値例から明らかなようにギアリング調整は，現在の資本と負債の割合を維持すること

を前提としている。保有利得のうち株主に帰属する部分はギアリング比率で決定される。

ギアリング比率は，企業が調達した資金を現在の資本構成に比例して投下すると仮定して

いる。そのため，保有利得を資本と負債に区分することができる。これらのことから，

SSAPNo.16は，現在の資本と負債の比率を維持することを前提としていると考えられる。 
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3 SSAPNo.16 の特徴 

SSAPNo.16 におけるカレント・コスト会計の特徴は 3 点あげることができる。第 1 に，

貨幣運転資本修正である。貨幣運転資本修正は売上原価修正を補完し，価格変動を率先し

て認識しようとしているものである。SSAPNo.16 では営業能力資本維持概念を基礎とし

たカレント・コスト会計を提唱している。企業活動を継続するために必要となる資本は，

財の購入時から販売時までの価格変動に加えて，販売時から現金回収時までの価格変動を

認識しなければ維持することができない。さらに，貨幣運転資本修正は一般物価指数では

なく，企業が購入する財やサービスの個別価格指数に基づいて修正される（ICAEW［1980］

Appendix）。そのため，貨幣運転資本修正は売上原価修正等と共に個別価格変動を認識す

るものである。これらのことから，SSAPNo.16 では，固定資産や棚卸資産の価格変動に加

え貨幣運転資本の価格変動を認識することで，次期以降の企業活動を継続するために必要

となる営業能力資本を維持できるため，貨幣運転資本修正を行っていると考えられる。 

第 2 にギアリング調整を行うことである。上述したように，ギアリング調整とは，正味

営業資産に生じた価格変動のうち，借入金により調達された割合を株主の利益として振り

戻す処理であり，カレント・コスト株主帰属利益を算定するために行われる。借入金は固

定されており，帳簿価額を下回らない限り，返済することができる。そのため，借入金に

より調達された資産の価格変動は，資産の売却または使用により実現するため，株主の利

益として認識すべきである（ICAEW［1980］para.16）。SSAPNo.16 は保有利得を借入金

によるものと，株主資本によるものに区別できると考えている。ギアリング調整を行うこ

とにより，価格変動のうち株主資本によるもののみを保有利得に計上することができる。

したがって，ギアリング調整はカレント・コスト株主帰属利益を算定されるために導入さ

れたものである。 

第 3 にカレント・コスト営業利益とカレント・コスト株主帰属利益を段階的に表示する

ことである。カレント・コスト営業利益は企業の営業能力資本を維持した上で算定される

利益であり，当期の企業活動の成果を示している。一方，カレント・コスト株主帰属利益

は株主の営業能力資本を維持した上で算定される利益であり，株主の成果を示している。

このように，SSAPNo.16 の段階的な利益表示は，企業活動の成果を示し，株主の成果を示

す構造となっている。 

SSAPNo.16 はカレント・コスト会計の目的を達成するために利益を段階的に表示して

いると考えられる。SSAPNo.16 のカレント・コスト会計は，会計情報利用者に対して①事

業の財務的妥当性や②ギアリング調整，③投資収益率，④価格方針・原価統制・配当決定

に関する情報について歴史的原価情報より有用な情報を提供することを目的としている

（ICAEW［1980］para.5）。カレント・コスト営業利益は，企業の営業能力資本を維持し

た上で示される当期の企業活動の成果である。これは，収益からカレント・コストにより

測定された費用を控除することにより算定される。カレント・コスト営業利益は現在の営

業活動を維持し，継続することができる金額を示しており，企業活動の財務的妥当性や企

業の投資収益率を明らかにできる。さらに，カレント・コスト営業利益は価格変動の影響

が控除されているため，経営者の価格方針や原価統制について歴史的原価情報よりも有用

な情報を提供できる。 

一方，カレント・コスト株主帰属利益はカレント・コスト営業利益から，利息・税金を
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控除し，ギアリング調整を行うことにより算定される。これは，株主の営業能力資本を維

持した上で算定される利益である。そのため，カレント・コスト株主帰属利益は株主の成

果を示しており，ギアリング調整に関する情報と株主の投資収益率に関する情報を提供す

ることができる。カレント・コスト株主帰属利益は配当可能利益を示すことができる。た

だし，配当決定は利益のみならず様々な情報により判断される。カレント・コスト株主帰

属利益を全額配当した場合には，企業の営業能力資本が維持されないため，カレント・コ

スト株主帰属利益をただちに配当することができるわけではない。しかし，企業や株主に

対して配当決定に役立つ情報を提供することができるといえる。（ICAEW［1980］para.23） 

このように SSAPNo.16 ではカレント・コスト会計の目的を達成するために利益が段階的

に表示されているといえる。 

 

第４節 英国におけるカレント・コスト会計の特徴 

 

これまで，Sandilands 報告書と SSAPNo.16 に基づいて英国のカレント・コスト会計を

検討した。そこで，本節では，Sandilands 報告書と SSAPNo.16 の異同点を示した上で，

英国のカレント・コスト会計の特徴を明らかにする。Sandilands 報告書と SSAPNo.16 の

議論を比較したものが次の表 4-4 になる。 

 

表 4-4 英国のカレント・コスト会計の異同点 

 

 
Sandilands 報告書 SSAPNo.16 

測定単位 貨幣単位 

測定基準 企業にとっての価値 

利益概念 
カレント・コスト利益 

（営業利益・異常利益） 

カレント・コスト営業利益 

カレント・コスト株主帰属利益 

ギアリング調整 × 〇 

適用範囲 

棚卸資産 

有形固定資産 

棚卸資産 

有形固定資産 

貨幣運転資本 

資本維持概念 営業能力資本維持 

保有利得の表示区分 資本計上 

利用者 すべての利用者 

（筆者作成） 

 

Sandilands 報告書と SSAPNo.16 は多くの点で共通している。表 4-4 によると，

Sandilands 報告書と SSAPNo.16 は，測定単位として貨幣単位を，測定基準として企業に

とっての価値を適用する点で共通している。さらに，資本概念として営業能力資本維持概

念を適用している。Sandilands 報告書では，企業にとっての価値により測定された資本を

維持すると述べるに留まっていたが，SSAPNo.16 において営業能力資本維持概念として
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明示された。これは，いずれの資本概念も，企業にとっての価値により測定し，利益とし

てカレント・コスト利益が計上され，保有利得を資本に計上する点で共通しているため，

同一のものと考えられる。 

しかし，Sandilands 報告書と SSAPNo.16 は 2 つの点で異なっている。第 1 に貨幣運転

資本修正が企業にとっての価値の適用範囲に加えられたことである。貨幣運転資本修正は

Sandilands 報告書では含められておらず，SSAPNo.16 において含められている。貨幣運

転資本修正は売上原価修正を補完するものとして位置づけられており，販売時から現金回

収時までの価格変動を認識するものである。このため，貨幣運転資本修正は企業に生じる

価格変動の影響を積極的に認識するために適用範囲に含まれているといえる。Sandilands

報告書では，当期の企業活動の成果を示すために，価格変動の影響は保有利得として利益

から除外され，次期以降の企業活動を継続するために資本に計上されている。したがって，

貨幣運転資本修正は Sandilands 報告書の考え方を継承し，発展させたものであるといえ

る。 

第 2 に利益概念が異なることである。Sandilands 報告書ではカレント・コスト利益が示

され，SSAPNo.16 ではカレント・コスト営業利益とカレント・コスト株主帰属利益が示さ

れている。カレント・コスト利益とカレント・コスト営業利益は貨幣運転資本修正が加え

られるか否かにより異なる。しかし，上述したように，貨幣運転資本修正は売上原価修正

を補完するものであり，価格変動の影響を積極的に認識しようとするものである。さらに，

いずれの利益も資本維持概念として営業能力資本維持概念を採用している。したがって，

カレント・コスト利益とカレント・コスト営業利益は，営業能力資本を維持した上で算定

される利益であり，価格変動の影響を除外した当期の企業活動の成果を示しているため，

いずれも同一の利益概念であると捉えることができる。 

そのため，Sandilands 報告書と SSAPNo.16 の利益概念は，カレント・コスト株主帰属

利益に違いがあることがわかる。カレント・コスト株主帰属利益はカレント・コスト営業

利益にギアリング調整を行い，支払利息や税金など株主以外への支払いを控除することで

算定される株主の成果を示している。Sandilands 報告書で要求されたカレント・コスト利

益は企業活動の成果を示すが，株主の成果は示すことができない。つまり，借入金により

調達された正味営業資産に生じた価格変動は株主の成果であると考えており，ギアリング

調整を行うことにより株主の成果として利益に振り戻しているといえる。ギアリング調整

は SSAPNo.16 において示されており，Sandilands 報告書におけるカレント・コスト会計

の考え方とは異なるものであるといえる。 

SSAPNo.16 は，利益をカレント・コスト営業利益とカレント・コスト株主帰属利益の 2

段階で算定する構造となっている。これは 2 つの資本を維持した上で算定される。カレン

ト・コスト営業利益は，総資産からなる営業能力資本を維持した上で算定される利益であ

り，カレント・コスト株主帰属利益は，株主資本を維持した上で算定される利益である。

カレント・コスト営業利益は，貸方合計を資本と捉えており，企業全体で獲得した利益を

計算する。その上で，ギアリング調整を行い，株主資本を維持した上で獲得される利益を

計算している。このように SSAPNo16 では，企業全体の利益を計算した後に，株主の利益

を計算する利益計算体系を示している点に特徴がある。また，2 段階利益表示では，ギア

リング調整を通じて保有利得の取り扱いが資本から利益に変化している。 
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Sandilands 報告書では，株主，債権者，経営者，従業員など様々な会計利用者をあげて

おり，必ずしも特定の会計情報利用者を示しているわけではないが，彼らに有用な利益概

念としてカレント・コスト利益をあげている。SSAPNo.16 でも株主や経営者などを会計情

報利用者としており，特定の会計情報利用者を示しているわけではない。しかし，

SSAPNo.16 では株主の成果を示すカレント・コスト株主帰属利益を示すためにギアリン

グ調整を行っている。そのため，SSAPNo.16 では株主に対する情報提供の重要性が高まっ

ていると考えられる。 

これらのことから，英国におけるカレント・コスト会計の特徴として次の 3 点があげら

れる。第 1 に，測定基準として企業にとっての価値を用いることである。企業にとっての

価値概念はカレント・コストと回収可能価額のいずれか低い金額を測定基準とするもので

あり，3 つの測定基準からなる複合的な測定基準である。この概念は，会計情報利用者の

情報要求を満たすために Sandilands 報告書においてはじめて提唱された概念であり，

SSAPNo.16 に継承されている。これは，企業活動の継続・非継続を前提とする測定基準で

ある。 

第 2 に，利益概念としてカレント・コスト利益が示されている点である。これは会計情

報利用者の情報ニーズを満たすために要求されている。会計情報利用者は，意思決定を行

うために企業活動の成果に関する情報を必要としている。歴史的原価会計では利益に保有

利得が含められるため，企業活動の成果を把握することができず，会計情報利用者の意思

決定を誤導する可能性がある。そのため，価格変動の影響を保有利得として区分し，企業

活動の成果としてカレント・コスト利益を示すことにより，会計情報利用者の意思決定に

役立つ情報を提供することができる。さらに，SSAPNo.16 では，カレント・コスト株主帰

属利益が示されている。これは，株主や投資家への情報提供が重視されているためである。

そのため，英国のカレント・コスト会計は，すべての会計情報利用者を対象としているが，

次第に株主や投資家への情報提供の重要性が高まっていると考えられる。 

第 3 に，資本維持概念として営業能力資本維持概念を示している点である。英国のカレ

ント・コスト会計では，営業能力資本を維持するために，保有利得は資本に計上されてい

る。これは，保有利得が配当された場合には，資本の社外流出を招き，営業能力資本を維

持することができないためである。また，営業能力資本維持概念は企業にとっての価値に

より測定される。企業にとっての価値概念は，企業活動の継続・非継続を前提としている

ため，営業能力資本維持概念は企業活動を継続するために必要な資本を維持することを重

視しているといえる。 

これらのことから，英国におけるカレント・コスト会計は，その理論的基礎が Sandilands

報告書において提示され，それらが SSAPNo.16 に引き継がれていることがわかる。英国

のカレント・コスト会計は，測定基準として企業にとっての価値を採用することにより，

カレント・コスト利益や営業能力資本維持概念の議論を行うことができる。そのため，英

国におけるカレント・コスト会計の最大の特徴は企業にとっての価値概念であるといえる。 

 

第５節 企業にとっての価値概念の再評価 

 

これまで，英国におけるカレント・コスト会計を利益計算構造の観点から検討した。そ
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の結果，英国のカレント・コスト会計の最大の特徴は企業にとっての価値概念であること

が明らかとなった。これまで，企業にとっての価値概念に関する研究は，概念の妥当性や

測定基準の選択方法を検討したものに限定されており，結果として算定される利益につい

て検討した研究は行われていない。現在，利益情報は投資家の将来キャッシュ・フローの

予測に役立つ情報であると理解されている。そこで，本節ではファイナンス論の評価方法

の考え方を用いて，企業にとっての価値概念を再評価する。 

 

1 カレント・コスト，正味実現可能価額，現在価値の再解釈 

RC と NRV と PV の関係について検討するために，ファイナンス論の評価方法を参考に

する(17)。市場において財を売買する場合には，財の価格に加えて仲介手数料や輸送費など

財の価格以外の費用（取引コスト：以下 TC とする）がかかるが，まずは議論を簡略化す

るため完全競争経済を前提とする。この前提では，取引コスト（TC）は存在せず，裁定取

引の機会が認められる。そのため，財の価格（P）は一般的に財が生み出すと期待される将

来キャッシュ・フローの現在価値の和として以下のように表される。 

 

    財の価格(P)𝑡 =
𝐸[𝐶𝐹]𝑡+1

(1 + 𝑟)
+

𝐸[𝐶𝐹]𝑡+2

(1 + 𝑟)2
+ ⋯ +

𝐸[𝐶𝐹]𝑡+𝑛

(1 + 𝑟)𝑛
 

= ∑
𝐸[𝐶𝐹]𝑡+𝑛

(1 + 𝑟)𝑛
                                        (1) 

 

E［CF］tは当該財から一般的に生じると期待される将来キャッシュ・フローを表してお

り，r は割引率を示している。裁定取引の機会が認められるならば，このような財の価格

は世界中どこの市場においても成り立つため，世界中で財の価格は単一に決定される（一

物一価の法則）。 

しかし，現実では市場は購入市場と売却市場に区分される。2 つの市場は取引コスト(TC)

により区分することができる（Edwards and Bell［1961］p.76）。そこで，購入市場にお

いて取引コストを負担すると仮定する。この場合，t 期における財の価格（P）により市場

で販売することができるため，売却市場の価格（正味実現可能価額：NRV）は，(1)式によ

り表すことができる。 

そこで，当該財から一般的に生じると期待される将来キャッシュ・フローと割引率を一

定とし，キャッシュ・フローが永久的に発生すると仮定すると，財の価格は次の(2)式のよ

うに簡略化できる。 

 

    𝑃𝑡 =
𝐸[𝐶𝐹]𝑡

𝑟
                                  (2) 

                                                   
(17) ここで検討する財の価格は，株式などの証券価格の評価方法と同様に行っている。た

だし，棚卸資産や有形固定資産などのコモディティーは単に保有するだけでは，キャッ

シュ・フローを生まないため，実務的には先物価格やコンビニエンスイールド（現物を

保有することにより得られるメリット）を勘案して価格が決定されることが多い（岩壺

等［2016］11 頁）。 
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また，個別企業にとっての財の現在価値は，当該企業が当該財を所有することによって

生み出すと期待される将来キャッシュ・フローの現在価値の和として表される。   

 

    個別企業 i にとっての財の価格(PV)𝑡 =
𝐸[𝐶𝐹𝑡+1]𝑖

(1 + 𝑟)
+

𝐸[𝐶𝐹𝑡+2 ]𝑖

(1 + 𝑟)2
+ ⋯ +

𝐸[𝐶𝐹𝑡+𝑛]𝑖

(1 + 𝑟)𝑛
 

= ∑
𝐸 [𝐶𝐹𝑡+ｎ]

𝑖

(1 + 𝑟)𝑛
                                   (3) 

 

なお，E［CFt+n］iはその企業 i が財を所有することで生じると期待される将来キャッシ

ュ・フローを表している。ここで，購入市場において取引コストを負担する場合には，NRV

と PV の差は一般的な財の将来キャッシュ・フロー獲得能力と，個別企業の超過的な将来

キャッシュ・フロー獲得能力との違いを表している。 

一方，購入市場では取引コスト（TC）を負担するため，財の価格（P）と取引コスト（TC）

を加えた金額が RC となる。そのため，t-1 期に購入した t 期末の財の RC は，購入時点の

財の価格に取引コストを加えたものに，財の個別価格変動（1+割引率(18)）を掛け合わせた

金額として，次のように表すことができる。 

 

    財の価格(RC)𝑡 = (𝑃𝑡−1 + 𝑇𝐶𝑡−1) × (1 + 𝑟) 

= ( ∑
𝐸[𝐶𝐹]𝑡−1+𝑛

(1 + 𝑟)𝑛
+ 𝑇𝐶𝑡−1) × (1 + 𝑟) 

= (
𝐸[𝐶𝐹]𝑡−1

𝑟
+ 𝑇𝐶𝑡−1) × (1 + 𝑟)              (4) 

 

以上のことから(1)式，(3)式，(4)式を比較すると，NRV と PV は，技術革新等により発

生する財の一般的な将来キャッシュ・フローの変化や当該財が企業により保有されること

により生じる超過的な将来キャッシュ・フロー獲得能力の差により異なり，NRV や PV と

RC は取引コストにより差が生じることがわかる。 

 

2 企業にとっての価値概念と企業価値評価 

英国におけるカレント・コスト会計の特徴として，企業にとっての価値概念により評価

する点があげられる。企業にとっての価値概念は RC，NRV，PV の複合的な測定基準であ

る。ここでは上記の RC，NRV，PV の考え方を用いて企業にとっての価値概念を再評価す

る。 

企業にとっての価値概念は図 4-1 に示したように，RC と回収可能価額のいずれか低い

金額により決定される。多くの場合には RC が測定基準として選択される。そこで最初に

RC により測定する場合について検討する。検討に当たっては，Sandilands 報告書や

                                                   
(18) 個別価格変動は，前期と当期の差額として計算されるため，現在と過去の変化率によ

り表すことができる。そのため，個別価格変動は割引率に等しいと仮定する。 
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SSAPNo.16 でも取り上げられている棚卸資産を例にあげて考えることにする(19)。 

第 t-1 期に棚卸資産を購入し，第 t 期に棚卸資産を売却した場合に期待されるカレント・

コスト利益は，NRV（売上高）から RC（売上原価）を控除して算定される。これを(2)式

および(4)式を用いて示すと，次の(5)式のように表すことができる。 

 

    カレント・コスト利益 = 𝑁𝑅𝑉𝑡 − 𝑅𝐶𝑡 

= 𝑃𝑡 − (𝑃𝑡−1 + 𝑇𝐶𝑡−1) × (1 + 𝑟) 

=
𝐸[𝐶𝐹𝑡]

𝑟
− (

𝐸[𝐶𝐹𝑡−1]

𝑟
+ 𝑇𝐶𝑡−1) × (1 + 𝑟)                     (5) 

 

 さらに，SSAPNo.16 では，ギアリング調整が行われ，カレント・コスト株主帰属利益が

算定される。上述したように，ギアリング調整（以下 G とする）とは，正味営業資産の修

正額にギアリング比率を乗じたものにより算定される。ギアリング比率は正味負債額（以

下，L とする）を正味負債額と株主資本（以下 E とする）の合計額である総資本合計（以

下，TA とする）により除して算定されるため，ギアリング比率を
𝐿

𝑇𝐴
と仮定する。これを(5)

式に加えると次の式となる。 

 

    カレント・コスト株主帰属利益 

    = 𝑁𝑅𝑉𝑡 − 𝑅𝐶𝑡 + 𝐺 

= 𝑃𝑡 − (𝑃𝑡−1 + 𝑇𝐶𝑡−1) × (1 + 𝑟)＋(𝑃𝑡−1 + 𝑇𝐶𝑡−1) × (𝑟 ×
𝐿

𝑇𝐴
)       

=
𝐸[𝐶𝐹𝑡]

𝑟
− (

𝐸[𝐶𝐹𝑡−1]

𝑟
+ 𝑇𝐶𝑡−1) × (1 + 𝑟) + (

𝐸[𝐶𝐹𝑡−1]

𝑟
+ 𝑇𝐶𝑡−1) × (𝑟 ×

𝐿

𝑇𝐴
)        (6) 

 

このように，(6)式は，右辺第 1 項は売却価格を，右辺第 2 項はカレント・コストを示し

ている。右辺第 3 項はギアリング調整を示している。 

(5)式または(6)式の右辺第 1 項および第 2 項は，Ohlson［1995］において定義された残

余利益と近似することになる(20)。残余利益とは，当期利益から第 t-1 期における資本に利

子率を乗じたものを控除したものとして定義される。これを示すと次の(7)式となる。𝑥𝑡
𝑎は

残余利益を，𝑥𝑡は当期利益を示しており，𝑟𝑏𝑡−1は期首の投下資本に割引率を乗じたもので

ある。 

   

    𝑥𝑡
𝑎 ≡ 𝑥𝑡 − 𝑟𝑏𝑡−1                               (7) 

                                                   
(19) 固定資産についても同様に説明することができる。ただし，継続して使用することに

より固定資産から発生するキャッシュ・フローと減価償却費との対応で考えることがで

きるので，単純な売買ではなく，毎期獲得されるキャッシュ・フロー（売上高）と償却

するキャッシュ・フロー（費用）で考える必要がある。 
(20) 厳密には割引率が当該企業の資本コストとなるので，営業利益と残余利益が異なる場

合がある。 
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ここでは，第 t-1 期に購入した資産は第 t 期に売却することを想定しているため，(7)式

の bt-1 は期首における資産の購入価格を意味している。さらに，利益は売却価格から費用

を控除したものとして算定される。これを踏まえて(7)式の残余利益を展開すると次の(8)式

となる。 

 

    𝑥𝑡
𝑎 = 𝑥𝑡 − 𝑟𝑏𝑡−1 

=
𝐸[𝐶𝐹𝑡]

𝑟
− (

𝐸[𝐶𝐹𝑡−1]

𝑟
+ 𝑇𝐶𝑡−1) − (

𝐸[𝐶𝐹𝑡−1]

𝑟
+ 𝑇𝐶𝑡−1) × 𝑟 

=
𝐸[𝐶𝐹𝑡]

𝑟
− {(

𝐸[𝐶𝐹𝑡−1]

𝑟
+ 𝑇𝐶𝑡−1) + (

𝐸[𝐶𝐹𝑡−1]

𝑟
+ 𝑇𝐶𝑡−1) × 𝑟} 

=
𝐸[𝐶𝐹𝑡]

𝑟
− (

𝐸[𝐶𝐹𝑡−1]

𝑟
+ 𝑇𝐶𝑡−1) × (1 + 𝑟)                                                     (8) 

 

(8)式を(6)式と比較すると，(6)式の右辺第 1 項および第 2 項と等しくなる。つまり，RC

により評価することで算定されるカレント・コスト利益は Ohlson［1995］が示した残余

利益と近似すると考えられる。 

Ohlson［1995］らの残余利益評価モデルが示すように，残余利益の増加は企業価値の増

加をもたらす(21)。残余利益評価モデルは，クリーンサープラス関係を前提としている。こ

の関係は英国におけるカレント・コスト会計でも成立する。なぜなら，保有利得は利益で

はなく資本に計上されるため，配当をゼロと仮定した場合，カレント・コスト利益は期末

純資産と期首純資産の差額として算定されるためである。これらのことから，RC により

算定されたカレント・コスト利益は，残余利益と近似するため，企業価値の増減を直接捉

えることができる。この意味において現在の会計システムに基づく利益よりも有用である

といえる。 

ただし，ギアリング調整を利益に含めてしまうと，Ohlson［1995］の残余利益と近似し

ないため，企業価値評価に役立つことができない。そのため，ギアリング調整は SSAPNo.16

が示したように区分しておく必要がある。したがって，ギアリング調整は資本構成に依存

しており，企業のリスク評価に役立つ情報を提供できるが，企業価値評価の観点からは区

分しておくことが必要である。 

次に，NRV や PV により測定する場合について検討する。まず，NRV について先ほど

と同様に 2 期間の営業活動を仮定すると(9)式のように表すことができる。 

 

    営業利益 = 𝑁𝑅𝑉𝑡 − 𝑁𝑅𝑉𝑡 = 0                       (9) 

                                                   
(21)  Ohlson［1995］が示した残余利益評価モデルとは次のものである。 

Vt = 𝑏𝑡 + ∑ Et [
𝑥𝑡+𝜏

𝑎

(1 + 𝑟)𝜏
] 

∞

𝜏=1

 

 Vt とは時点 t における企業価値を示しており，bt とは簿価を示している。𝑥𝑡+𝜏
𝑎 は残余利

益を示している。bt が 0 以上であるとき，分子である利益が増加すると企業価値が増加

し，利益が減少すると企業価値が減少することがわかる。 
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このように，資産を NRV で評価した場合には，売上高と売上原価の期待値は等しくな

るため，期待される営業利益はゼロである。ここから，NRV を資産評価として用いた場合

には，実現した営業利益は期待値との誤差でしかなく，第 t-1 期の NRV や歴史的原価との

差額は保有利得として資本に計上される。ただし，NRV による評価は，NRV が RC より

低い場合に用いられるため，RC で評価されていた資産が NRV に評価替えされることに注

意が必要である。RC から NRV への価値の減少は，保有損失として資本の減少へとつなが

る。これは，貸借対照表上において資産価値の低下した時点で即時に認識される。なお，

これらの NRV に関する議論は PV を用いた場合でも同様の議論が成立する(22)。 

これらのことから，英国のカレント・コスト会計は，RC を多くの資産評価に用いるこ

とで，個別資産の価格変動を資産価額に反映できるのみならず，結果的に損益計算書の営

業利益において企業価値評価に通じる利益計算を行っていることがわかる。一方で，当該

資産を再調達しない場合には，RC で評価されていた資産を NRV や PV に評価替えするこ

とにより，その評価損は保有損失として資本に計上されるため，価格変動を貸借対照表に

反映させることができる。これは，企業の収益性の低下を素早く財務諸表に反映させる適

時開示の概念に通じるものがあるといえる。 

したがって，企業にとっての価値概念を再評価した結果，カレント・コスト利益は企業

価値評価に役立つ情報を損益計算書で提供し，かつ資産が RC から NRV や PV に評価替

えされる場合には評価損を開示する仕組みになっていることが明らかとなった。 

 

おわりに 

 

これまで，企業にとっての価値概念を取り扱った研究は数多く存在しているが，概念の

妥当性や測定基準の選択方法について検討されたものであり，結果として算定される利益

の観点から検討した研究は確認されていない。そこで，本章は，英国におけるカレント・

コスト会計の萌芽として位置づけられる Sandilands 報告書と，これを基礎として基準化

された SSAPNo.16 を取り上げ，英国におけるカレント・コスト会計を検討し，企業にと

っての価値概念についてファイナンス論の評価方法の考え方を援用し再評価を行った。 

英国におけるカレント・コスト会計は，測定基準として貨幣単位を用いて，企業にとっ

ての価値概念により測定し，カレント・コスト営業利益を示す会計システムであり，資本

維持概念として営業能力資本維持概念を採用している。これは，企業にとっての価値で測

定することにより，カレント・コスト営業利益と営業能力資本維持の議論が展開されてい

るといえる。つまり，英国におけるカレント・コスト会計は「企業にとっての価値」概念

によって特徴づけられることを確認した。 

その上で，企業にとっての価値概念をファイナンス論の評価方法を援用し再評価を行っ

た。その結果，RC により測定した場合には，資産に個別価格変動を反映させるだけでは

なく，結果として計算される営業利益が Ohlson［1995］の残余利益と近似するため，損

益計算上では企業価値評価に直結する計算を行っていることが明らかになった。これは，

                                                   
(22)  棚卸資産の場合，一般的に NRV と PV が等しいと考えられる。固定資産の場合には

NRV と RV が異なる場合があるが，その時の議論は注 19 と同様となる。 
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残余利益を計算することなく，直接カレント・コスト利益を用いることで企業価値評価を

行えることを意味している。さらに，この関係は RC により測定した場合のみに生じる関

係である。一方，資産評価の点に着目した場合，NRV や PV により測定を行った場合には，

損益計算上，営業利益は誤差として計算されるものの，資産評価の観点からは資産の価値

の低下を早期に資本に反映させる特徴があることが明らかとなった。したがって，企業に

とっての価値概念を利益の観点から再評価した結果，企業にとっての価値概念は，投資家

の企業価値評価に役立つ情報を提供することができるため，現在の投資意思決定有用性の

考え方に整合するものとして評価することができる。 
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第５章 価格変動と技術革新下における                              

営業能力資本維持とカレント・コスト利益                    

―Gynther 学説の再評価― 

 

はじめに 

 

資本と利益は表裏一体の関係にある。なぜならば，資本を維持したうえで利益が計算さ

れるためである。つまり，利益額はどの資本維持概念を採用するかにより変化することに

なる。そのため，利益概念の議論を行うためには，まず資本維持概念について検討する必

要がある。 

しかし，現在，資本維持概念についての議論はあまり行われていない。IASB では，資本

維持概念として貨幣資本維持概念と実体資本維持概念の 2 つの資本維持概念を取上げてい

るが，いずれの資本維持概念を選択するかは，財務諸表利用者のニーズ(1)により判断され

ると述べているに留まっている（IASB［2018］para.8.3-8.9）。 

資本維持概念と利益概念を一体として検討した学説として Gynther をあげることがで

きる。Gynther は，1960 年代に生じた急激な価格変動の影響を歴史的原価会計では測定

することができないため，正常な利益を示すことができず，投資家や経営者に対して意思

決定に役立つ情報が提供できていないとして，価格変動の影響を会計システムに反映させ

るべきであると主張している（Gynther［1966］pp.1-4）。Gynther は，この問題を解決す

るために，資本維持概念と利益概念(2)を一体として議論を行っている。 

上述したように，資本維持概念と利益概念は一体として議論すべきであるが，現在では

利益概念の議論が中心であり，資本維持概念の議論がなされていない。そこで，資本維持

概念と利益概念を相互に検討した Gynther 学説を検討する必要がある。 

Gynther は，はじめて利益計算の中で会計主体論と資本維持概念を結びつけた論者とし

て評価されている（Whittington［1983］p.158：辻山［2003］180 頁）。これまで，Gynther

を取り上げた先行研究としては，上野［1997］，菊谷［1997］，山谷［1998］や壹岐［2015］

ら(3)があげられる。 

上野［1997］は，Gynther 学説の中で主にカレント・コスト利益概念について検討して

                                                   
(1) 財務報告に関する概念フレームワークによると，財務諸表利用者が名目投下資本の維

持または投下資本の購買力に関心を有する場合には，貨幣資本概念を採用し，企業の操

業能力に関心がある場合には実体資本維持概念を採用すると述べられている（IASB

［2010］para.4.58）。そのため，利用者のニーズは利用者が資本維持概念にどのような

関心を有するのかに依存している。 
(2) Gynther は著書において利益を profit としているが，本章では現行制度上の利益と区

別するために，上野［1997］を参考にしてカレント・コスト利益と訳出している。 
(3) この他に Gynther 学説を取り上げたものとして，菊谷［1979］，石川［1992］，壹岐

［2016］があげられる。菊谷［1979］は資本維持概念の観点から，石川［1992］は会計

主体論と利益計算の観点から検討している。また，壱岐［2016］は，Gynther のカレン

ト・コスト会計の構造の観点から検討を行っている。 
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いる。その結果，企業主体理論は人間を度外視しており妥当な理論ではなく，保有資産は

既に購入されたものであり，カレント・コストによる測定も適切ではないと指摘している。

つまり，企業主体理論や営業能力資本維持概念はカレント・コスト利益概念の論拠とはな

らないため適切な利益概念ではなく，カレント・コストによる評価も事実に反すると結論

づけている。さらに，菊谷［1997］は，Gynther 学説の中で主に資本維持概念について検

討している。その結果，Gynther の営業能力資本維持概念は，利益を営業利益と保有利得

に区分表示することにより，意思決定に有用であるのみならず，保有利得を資本計上する

ことで資本維持を行っているため，ドイツの実体資本維持会計論と米国における意思決定

会計論が結びついており，理論面からも実践面からも有用であると評価している。 

また，山谷［1998］は，Gynther の著書や主要な論文を取り上げ，その問題点を示して

おり，Gynther 学説の全般的な検討を行っている。しかし，山谷［1998］は資本維持概念

や利益概念の問題点を指摘するに留まっており，総括的な評価がなされていない。壹岐

［2015］は，はじめて会計主体論と資本維持概念の論理的整合性の観点から Gynther 学

説を検討している。その結果，企業主体理論と営業能力資本維持概念は企業活動の継続性

により結びつくことを明らかにした。 

さらに，Gynther の示した営業能力についての検討も行われている。後述するが，

Gyntherは 3つの営業能力を示しているが，いずれの営業能力を採用するか述べていない。

そのため，菊谷［1997］，山谷［1998］，壹岐［2015］は Gynther の営業能力資本維持概

念について検討しているが，それぞれ営業能力の解釈が異なっている。 

これらのことから，Gynther は，会計主体論から資本維持概念を展開し，利益概念まで

の議論を行っているが，先行研究では，資本維持概念と利益概念は別々に検討され，会計

主体論や資本維持概念の関連性のみが明らかとなっている。そのため，Gynther の資本維

持概念と利益概念を相互に検討した議論はまだ行われていない。さらに，Gynther の示し

た営業能力の解釈も異なっている。 

そこで，本章では，Gynther の示した営業能力を明らかにしたうえで，資本維持概念と

利益概念との関係を明らかにするために Gynther 学説の再評価を行う。検討した結果，営

業能力資本維持概念とカレント・コスト利益概念は，カレント・コスト会計を適用するこ

とで表裏一体の関係となっており，カレント・コスト会計は価格変動と技術革新の影響を

反映し，企業を生存し発展していくための最適な会計であることが明らかとなった。この

意味において Gynther 学説を評価することができる。 

本章の構成は次の通りである。第 1 節では営業能力資本維持概念を検討し，第 2 節では

Gynther の示した数値例を用いてカレント・コスト利益を計算する。第 3 節では Gynther

学説における営業能力資本維持概念とカレント・コスト利益概念の関係を明らかにする。 

 

第１節 営業能力資本維持概念 

 

Gynther によれば，価格変動会計の議論は，利益計算や資産測定など多くの問題が絡み

合っており，問題の解決が困難になっているが，資本維持概念はこの問題を解消する鍵と

される（Gynther［1970］p.712）。そして，Gynther は会計主体論を判断基準として，資

本維持概念のうち営業能力資本維持概念を選択している。本節では，先行研究で解釈の異
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なる Gynther の提唱した営業能力資本維持概念について明らかにする。 

 

1 会計主体論 

会計主体論とは，企業の本質をとらえる企業観に関するものであり，所有主理論

（proprietorship theory）と企業主体理論（entity theory）の 2 つに区分される（Gynther

［1967］p.274）。Gynther は，会計主体論を会計の基本的概念として重視しており，2 つ

の会計主体論について議論を行っている。 

所有主理論では，企業は 1 組のパートナーまたは複数の株主から構成される所有主によ

り保有されているとみている(4)。そのため，企業が保有している資産や負債は，所有主の

財産や債務を意味しており，その差額である正味財産は所有主の財産を示している。また，

企業の収益および費用は，所有主の財産の増加または減少を表している。利益は企業が稼

得した時点で所有主の利益となる。つまり，所有主理論では，所有主が利害の中心であり，

会計の主要な目的は企業の諸記録の中で所有主の財産を説明することとなる。ここでは貸

借対照表を総資産－総負債＝正味財産とみている（Gynther［1970］p.713）。 

一方，企業主体理論では，企業を所有主とは別個の存在として認識している。企業が保

有する資産や負債は，所有主ではなく企業自身に帰属する。利益は企業が稼得した時点で

企業の利益となり，その利益が配当された時にのみ所有主の利益となる。つまり，企業主

体理論では，企業が利害の中心であり，会計の主要な目的は企業自体の利害について説明

することとなる。ここでは貸借対照表を総資産＝総持分とみており，総持分が資金の調達

源泉を示し，総資産が資金の運用形態を示している（Gynther［1970］p.713）。 

いずれの会計主体論を用いるかにより，価格変動の影響を認識する方法が異なる。

Gynther によれば，所有主理論は一般物価指数と結びつき，企業主体理論は個別価格指数

と結びついている。一般物価指数は，すべての財やサービスの価格変動を平均化した指数

であり，個別価格指数は，個々の財やサービスごとの価格変動を示す指数である。もしす

べての指数が同じ価格変動率であるならば両者とも同じ指数となるが，需要関係や技術革

新の変化が生じるため同率では変動しない（Gynther［1962］p.561）。 

所有主理論では，「払込資本が常に株主自身の手に戻されるものとして考えている。その

ため，所有主理論の論者はインフレーション時に，貨幣の一般購買力と歩調を合わせるた

め，株主の払込資本が増加するものと考えている。払込資本が株主の手に戻るのであれば，

株主は以前と同じ購買力をもつことを確認しようとする。株主の主要な関心は彼らの払込

資本の購買力の維持である」（Gynther［1962］p.561）。つまり，所有主理論によると，所

有主は払込資本に関心があり，価格変動時には払込資本の購買力を維持するため，一般物

価指数による修正を要求している。 

一方，企業主体理論では，「株主を意識していない。企業主体理論の論者は，毎期継続さ

れる企業実体における資産の物的在高をみようとする。そのため，個別価格指数が使用さ

れる。彼らは企業の資産の価格上昇と歩調を合わせるために，毎期増加した資本をみる。

                                                   
(4) 所有主理論論者では，所有主を誰と見なすかについて議論がある。Husband［1954］

と Staubus［1959］は普通株主を所有主とみている。Lorig［1964］は普通株主と優先

株主を所有主とみている。 
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主要な関心は企業それ自体の資産である」（Gynther［1962］p.561）。つまり，企業主体理

論によると，企業は保有資産の維持に関心を有しており，価格変動時には保有資産を維持

するため，個別価格指数による修正を要求している。会計主体論の相違点を示すと表 5-1

のようになる。 

 

表 5-1 会計主体論の相違点 

 所有主理論 企業主体理論 

主体 所有主 企業自体 

資産・負債 所有主に帰属 企業自体に帰属 

利益 稼得時点に所有主に帰属 稼得時点に企業に帰属 

会計等式 総資産－総負債＝正味財産 総資産＝総持分(負債＋資本) 

価格変動の処理 一般物価指数で修正 個別価格指数で修正 

（筆者作成） 

 

これらのことから，所有主理論と企業主体理論は，企業の本質を所有主の集合と捉える

のか，所有主から独立した別個の存在として捉えるかにより異なっている。この会計主体

論の違いは，利息，税金，配当に異なる会計処理方法(5)を導くことになる。 

 

2 資本維持概念 

伝統的に資本維持概念は，名目資本維持概念，実質資本維持概念，実体資本維持概念の

3 つに分類される（森田［2001］506-507 頁）。名目資本維持概念とは，維持すべき資本を

貨幣の名目額により測定する資本維持概念であり，実質資本維持概念とは，維持すべき資

本を貨幣の購買力により測定する資本維持概念である。一方，実体資本維持概念は，企業

の物財や給付能力を維持する資本維持概念である（壹岐［2001］499 頁）。Gynther は資

本維持概念を会計主体論に基づいて 5 つに分類している。ただし，Gynther は，価格変動

の影響を反映させるため，名目資本維持概念を否定(6)し，実質資本維持概念と実体資本維

持概念について議論を行っている。 

所有主理論では，所有主が企業へ拠出した払込資本の一般購買力（general purchasing 

power）または消費者購買力（consumer purchasing power）の維持に焦点が置かれてい

るため，資本維持概念として一般購買力資本維持概念と消費者購買力資本維持概念に分類

される（Gynther［1970］p.713）。これらの資本維持概念は，貨幣の購買力の維持に着目

                                                   
(5) 所有主理論と企業主体理論では利子・税金・配当の捉え方が異なっている。所有主理

論では利子や税金は費用として認識され，配当は利益の分配として捉えられている。一

方，企業主体理論では論者により利子・税金・配当を費用または利益の分配と捉えるかは

異なっている。Gynther は，利子・税金・配当を費用として捉えている。（Gynther［1967］

pp.275-277） 
(6)  Gynther は名目資本維持概念を否定している。なぜならば，名目資本維持は購買力の

変動が考慮されず，所有主により拠出された貨幣の維持を要求しているに過ぎないため，

外部報告財務諸表において名目資本維持を用いることは問題があるからとされている

（Gynther［1970］p.714）。 
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しており，一般物価指数により修正される。そのため，所有主理論に基づく資本維持概念

は実質資本維持概念に分類される。 

一般購買力資本維持概念とは，一般購買力(7)により修正した資本を維持したうえで，利

益計算を行う考え方である。この考え方は，経済上のすべての財やサービスの価格変動に

従って，貨幣資本の購買力を維持するものである。一方，消費者購買力資本維持概念とは，

消費者物価指数により修正した資本を維持したうえで，利益計算を行う考え方である。こ

の考え方は，消費者が購入する可能性のある財の価格変動に従って，貨幣資本の購買力を

維持するものである（Gynther［1970］p.714）。 

企業主体理論では，企業資産の維持，すなわち企業の投資購買力（investment purchas-

ing power）または営業能力（operating capacity power of firm）の維持に焦点が置かれ，

資本維持概念として投資購買力資本維持概念と営業能力資本維持概念に分類される

（Gynther［1970］p.713）。これらの資本維持概念は，個別財に着目しており，個別物価

指数により修正される。そのため，企業主体理論に基づく資本維持概念は実体資本維持概

念に分類される。 

投資購買力資本維持概念とは，企業の投資購買力を維持したうえで利益計算を行う考え

方である。これは，長期資本(8)が投資購買力を示す指数により修正され，その差額が資本

剰余金に計上される。一方，営業能力資本維持概念とは，企業の営業能力を維持したうえ

で利益計算を行う考え方である。これは，すべての長期資本が購入市場価格(9)により修正

され，その差額を資本剰余金に計上することにより再表示される。資産によって価格変動

率が異なるため，個別資産ごとに修正記録がなされる。 

伝統的資本維持概念と Gynther の資本維持概念の関係を示すと次の図 5-1 のようにな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
(7) 一般購買力資本維持概念では，GNP デフレータ（gross national product implicit price 

deflator index）により修正される。これは，名目国民総生産を実質国民総生産に修正す

る物価指数である。GNP とは国内外問わず，国民が生み出した付加価値の合計を意味し

ている。 
(8) 長期資本とは株主資本と長期負債により構成される。Gynther は長期負債（社債や借  

入金など）を株主資本と同様に取り扱っている。長期負債は，価格変動時には利得・損

失を認識されないばかりか，もし企業が同じ量を維持することを望むならば，長期負債

の償還時に，株主資本または新たな長期負債により同額の資金を調達することになるた

めである（Gynther［1966］p.140.149）そのため，Gynther は長期負債を株主資本と同

様に取り扱っている。  
(9) 個別資産の価格変動として購入市場価格が利用できない場合には，特殊価格指数を使

用することを認めている（Gynther［1970］p.716）。 
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名目資本維持概念 実質資本維持概念 実体資本維持概念 

  

名 目 額 購 買 力 個 別 財 

  

 一 般 物 価 指 数 個 別 価 格 指 数 

  

名目資本 

維持概念 

一般購買力 

資本維持概念 

消費者購買力 

資本維持概念 

投資購買力 

資本維持概念 

営業能力 

資本維持概念 

     

所 有 主 理 論 企業主体理論 

 

図 5-1 伝統的資本維持概念と Gynther の資本維持概念 

（出典：Gynther［1970］p.713 を参考に著者作成） 

 

3 Gynther の営業能力資本維持概念 

⑴ 企業主体理論の採用根拠 

Gynther は会計主体論として所有主理論ではなく，企業主体理論を選択している。これ

は，Gynther の過去の実務経験を踏まえたものであるが，その根拠として次のことがあげ

られている。（Gynther［1967］pp.289-290） 

 

① 企業に関心を有する利害関係者の利害は企業の成果とその生存に依存し，また焦点

はある特定のメンバーや利害関係者ではなく，企業それ自身のうえにある。 

② 株主の利益の記録は，株主自身の私的な会計記録の中にある。株主は企業とは別個

の実体であり，株主の記録には資産や負債とともに企業への投資も含むべきである。

株式が上場されている時，株主は企業の行う投資を評価できない。さらに，株主は企

業の運営について，自分の意見を持つことは困難である。 

③ 設備投資は，主に会計資料に基づいて行われる。そのため，資源の最適な配置は会

計資料に示された結果の健全性（soundness）の度合いに依存している。会計資料が

株主の価値や原価ではなく，企業自体を表現するならば企業の行う投資は健全である

といえる。 

④ 会計報告が，企業の観点を反映し，企業自体以外の損益を含まないならば，株主が

有価証券の購入・保有または売却を決定するために，はるかに良い状態にあるといえ

る。企業自体以外の損益が配当されるならば，株主は誤った投資意思決定をするかも

しれない。さらに，株主が価格上昇時に長期負債の保有利得の分配を主張するならば，

これは今後の彼ら自身の長期的利益となるので，営業能力や企業の存続に悪影響を与

えることになる。 

⑤ 企業主体理論は，すべての種類の経済的または政治的体系におけるあらゆる形の組

織に適用する会計の一般理論のための基礎を形作ることができ，私的企業と同様に非

営利組織，信託組織，政府組織のための基礎を形作る。 
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⑥ 最後に，企業家の私的利益と企業利益の区分があいまいなのは，所有主理論が企業

家の時代から持ち越されてきたためである。企業が徐々に制度化されるにつれて，わ

れわれの文化内にも信念や観点の変化が生じている。これは，企業家の私的利益と企

業利益との間に区分を生じさせ，所有主の見方を変えることになると思われる。 

 

このように，Gynther は会計主体論として所有主理論を否定し，企業主体理論を選択し

たため，資本維持概念として一般購買力資本維持概念と消費者購買力資本維持概念は否定

される。 

 

⑵ 営業能力資本維持概念の選択 

Gynther は会計主体論として，企業主体理論を主張している。また，彼によれば通常企

業は清算することを望むのではなく，存続や発展，成長することを望んでいる（Gynther

［1966］pp.46-47）。Gynther によると，「企業はある特定の産業内に留まる傾向があり，

企業は一定の資産と在庫品（stocks）を使用し，同種の資産や在庫品を取替える傾向にあ

る」（Gynther［1962］p.562）と述べている。つまり，Gynther によると，企業は資産を

取替えることで，企業活動を継続するものであると考えている。そのため，企業活動の継

続性は，個別資産の維持に注目しているため企業主体理論と結びついているといえる。 

企業主体理論では，投資購買力資本維持概念と営業能力資本維持概念の 2 つの資本維持

概念があげられる。 

上述したように，投資購買力資本維持概念とは，企業の投資購買力を維持したうえで利

益計算を行う考え方である。企業の投資購買力については，主に次の 3 つの購買力指数が

示されている。（Gynther［1970］pp.715-716） 

 

① 一般投資購買力（general investment purchasing power） 

これは，企業が購入する可能性のあるすべての投資財の価格変動を反映する指数を使

用することを要求している。 

② 産業別投資購買力（industry investment purchasing power） 

これは，特定の産業に属する企業が購入する可能性のあるすべての投資財の価格変動

を反映する産業別の指数を使用することを要求している。 

③ 企業活動に関連する投資購買力（investment purchasing power relating to the ac-

tivities of each firm） 

これは，企業が購入する可能性のある特定の投資財の価格変動を基礎としており，各

企業によって異なる指数を使用することを要求している。 

 

投資購買力資本維持概念は，投資財の価格変動を反映する指数を使用するため，一般購

買力資本維持概念や消費者購買力資本維持概念と同様に指数で修正を行う資本維持概念で

ある。しかしながら，一般投資購買力資本維持概念や消費者購買力資本維持概念とは，維

持すべき資本の範囲が異なっており，投資購買力資本維持概念では企業の長期資本を維持

しようとする。 

さらに，Gynther は投資購買力資本維持概念について，「ある 1 つの投資購買力を使用
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し，資本維持を主張する企業主体理論の論者は，長期負債や優先株式残高に関する保有利

得を計算しない。これは，企業主体理論と相容れないばかりか，この目的にこのような指

数を使用することは内部矛盾となる」（Gynther［1970］p.716）と述べている。つまり，

投資購買力は投資財に対する購買力のみを表しており，総資産の購買力を示すことができ

ない。これでは，総資産の価格変動がすべて資本として認識されないばかりか，投資購買

力指数と個別価格との差額(10)が利益に計上される。そのため，企業主体理論とは首尾一貫

性を有しないことになる。 

投資購買力資本維持概念では 3 つの投資購買力が示されている。これらの投資購買力は，

一般的な投資財から企業が購入した特定の投資財へと範囲が異なっている。そのため，あ

る 1 つの投資購買力は企業活動の継続性の考え方とは整合しないことになる (11)。なぜな

ら，Gynther によると，企業はある産業に属し，資産と在庫品を取替えることで継続する

と捉えているためである。つまり，企業が投資購買力として一般投資購買力を採用する場

合，他の産業に関する資産の投資購買力が含まれ，他の産業への移転を容認することにな

るため，企業活動の継続性の考え方とは矛盾することになる。 

これらのことから，投資購買力資本維持概念は否定され，営業能力資本維持概念が採用

される。上述したように，営業能力資本維持概念は，企業の営業能力を維持したうえで利

益計算を行う考え方である。ここでの営業能力は資産合計額と等しいものと考えられる。

営業能力については，主として次の 3 つが示されている。（Gynther［1970］pp.716-717） 

 

① 当該期間に存在したものと同一の営業能力 

これは，資本維持目的のために，資産の耐用年数を通じて実際に所有している資産の

現在の購入市場価格の変化を考慮に入れたものである。 

② 現在の保有資産により製造されている財やサービスと同じ量を生産するために必

要な最新の設備や他の資産（合体や技術革新など）を基礎とした営業能力 

これは，資本維持目的のために，最新の設備の現在の購入市場価格を考慮に入れるこ

とになる。ただし，企業がすでに最新の設備を保有しているならば，この営業能力は①

と同じになる。 

③ 現在の保有資産により製造されている財やサービスと同じ価値を生産するために

必要となる最新の設備等を基礎とする営業能力 

これは，資本維持目的のために，最新の設備の現在の購入市場価格と，技術が向上し

た設備により製造した財やサービスの現在販売単位の低下分を考慮に入れたものであ

る。もし企業がすでに最新の設備を保有しているならば，①と同じになる。 

 

これらの営業能力をまとめると次の表 5-2 のようになる。①は，保有資産を現在市場

価格で評価したものである。①に技術革新の影響を考慮したものが②と③であり，保有

                                                   
(10) 投資購買力資本は歴史的原価を投資購買力により修正するため，歴史的原価との差額

が保有利得として認識されるが，個別価格との差額は利益として計算される。 
(11) 山谷［1998］も，「この概念は，維持すべき投資財の範囲が三種類あり，広範囲にわ

たる。したがって，資本維持の範囲が当該企業そのものの資本維持から当該企業の他産

業への移転まで及ぶことになる」（山谷［1998］131 頁）と同様の指摘をしている。 
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資産とは異なる最新の資産を購入市場価格で評価したものである。これに加えて③は，

最新の設備を使用することにより生じる販売単価の割引額を控除したものである。ただ

し，現在，企業が保有している資産が最新の設備であれば，3 つの営業能力は①と等し

いものとなる。 

 

表 5-2 営業能力の分類 

 資産の形態 技術革新 販売価格単位の割引 

① 保有資産 × × 

② 新規資産 ○ × 

③ 新規資産 ○ ○ 

（筆者作成） 

 

Gynther によると営業能力資本維持概念を使用することは，「保有資産や改良資産の取

替を暗に意味するのではない。営業能力資本維持概念の目的は，企業の現在の状態や利益

を報告することであり，各資産の存続する間，経営者が資産の取替を要求するならば，資

産を取替えることができる方法により維持される」（Gynther［1970］p.717）と述べてい

る。つまり，営業能力資本維持概念の目的は，企業の状態や利益を報告することであり，

それに加えて資産を取替えるために必要となる資本を維持することである。 

営業能力資本維持概念は企業活動の継続性とも整合する。営業能力は企業の保有する資

産の組み合わせから生じる能力である。つまり，営業能力は保有資産と同等または同質の

資産により構成されるものである。企業活動の継続性は，ある産業に属し，同種資産に取

替えることにより達成させるものであった。企業が同じ産業に属し，企業活動を継続する

ためには，現在の保有資産と異なる資産や他の産業に属する資産と取替えることは考えに

くい。そのため，営業能力は，投資購買力と異なり他の産業に属する資産は含まれないた

め，Gynther の主張する企業活動の継続性と整合することになる。したがって，Gynther

は企業主体理論と企業活動の継続性の観点から営業能力資本維持概念を導き出している。 

 

第２節 資産評価とカレント・コスト利益概念 

 

Gynther は資本維持概念として営業能力資本維持概念を提唱した。本節では，営業能力

資本維持概念と表裏一体の関係にある利益概念について明らかにするために，Gynther の

示した数値例を用いて検討する。 

 

1 利益概念とカレント・コスト 

Gynther によれば，「経済学者は，利益を期末の純資産の価値が期首の純資産の価値を

超過するうち，配当や新たな資本拠出を除いたものである」（Gynther［1966］p.38）と捉

えている。この利益は Hicks［1946］の利益概念に基づくものであり，純資産の価値は将

来キャッシュ・フローの現在価値により算定される。しかし，現在価値の測定は客観性に

問題があるため，適用することは困難である。 

そこで，「会計人は，長年にわたって対応概念により利益を認識する方法を採用」
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（Gynther［1966］p.39）している。そのため，理論的には同一の価格水準の収益と費用

を対応させた利益が望ましいといえる。Gynther は対応概念により利益を算定することを

重視している。 

しかし，歴史的原価会計では，費用が歴史的原価で測定されるため，理論的に望ましい

利益を示すことができない。価格変動時においては，この問題はより深刻なものとなる。

そこで，費用をカレント・コストで測定することにより，利益計算過程において収益と費

用を同一の価格水準で対応させることができる。したがって，Gynther は理論的に望まし

い利益を示すために，カレント・コストによる測定を要求している(12)。 

 Gynther によると，「ある期間における企業の利益は，その期間に追加投資がないなら

ば，営業能力を損なうことなく受益者に企業から分配できる金額で表示された最大額であ

る」（Gynther［1966］p.69）と述べている。つまり，Gynther の利益概念は企業の営業能

力資本を維持した上での分配可能利益であるといえる。営業能力資本を維持すべき資本と

考える営業能力資本維持概念は企業主体理論に基づくものである。そのため，Gynther の

主張する利益概念は企業主体理論に基づく利益であるといえる。 

また，保有利得は一期間における個別資産の価格変動の結果として生じるものであり，

歴史的原価とカレント・コストの差額として測定される。Gynther は保有利得を資本とし

て資本剰余金に計上する。保有利得は，価格上昇の結果として生じる利得であり，実質的

な資産の増加を意味するのではなく，むしろ企業活動を継続するために，現在よりも保有

利得相当額だけ多くの資本が必要となることを意味している。もし保有利得を利益計上し

たならば，配当等により資本が社外に流出してしまい，資産の取替に必要となる資本が維

持できない。また，保有利得を利益計上すると利益が過大表示されるため，企業の状況を

適切に示すことができない。これらのことから，保有利得は利益ではなく資本に計上され

る（Gynther［1966］pp.70-73）。 

 

2 カレント・コスト利益の測定 

⑴ 棚卸資産と売上原価 

Gynther は，棚卸資産を原則として継続記録法（perpetual inventory systems）により

記録することを提案しており，棚卸資産は期末のカレント・コストにより測定し，売上原

価は期中平均カレント・コストにより測定することを要求している。期中平均カレント・

コストにより測定することで，収益と費用を同一の価格水準で対応させることができるた

め，利益の過大表示を防ぐことができる。さらに，カレント・コストによる測定は，資産

の現在の価格を示すことができるため，適切な経営状況の把握や資本利益率の算定を行う

ことができる。その結果，利用者に対して企業の状況に関する適正な情報を提供すること

                                                   
(12) Gynther のカレント・コストによる測定は，資産評価の観点からも要求される。Gyn-

ther は資産の性質を用役潜在力と捉えており，理想的には資産は将来キャッシュ・フロ

ーの現在価値により測定すべきであるが，客観性に問題があるため，カレント・コスト

による測定を要求している。これは，「カレント・コストによる測定は，現時点における

将来の純利益を割り引いて得られる価値に近い価値を資産に与える」（Gynther［1966］

p.64）と考えているためである。つまり，Gynther はカレント・コストを現在価値の近

似値と捉えている。 
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ができる（Gynther［1966］pp.85-86）。 

棚卸資産をカレント・コストで測定することにより保有利得が認識される。理論的に望

ましい利益を示すためには販売日ごとに利益を算定すべきであるが，すべての企業が行う

ことは困難であるため，期中平均カレント・コストによる測定を要求している。そのため，

理論的には価格変動時に保有利得を認識すべきであるが，Gynther は実務面を考慮し，各

月の期中平均カレント・コストで再評価し，保有利得を棚卸資産再評価剰余金に計上する。

たとえば，後述する数値例の一部であるが，2/1 に 484 単位の棚卸資産を＠100 から 1 月

中の平均カレント・コストである＠101 に評価替えを行うとすると次の仕訳となる。 

 

2/1 (借) 棚 卸 資 産  484 (貸) 棚卸資産再評価剰余金  484 

 

⑵ 固定資産と減価償却費 

固定資産は期末のカレント・コストにより測定し，減価償却費は期中平均カレント・コ

ストにより測定される（Gynther［1966］p.115）。減価償却費は，一期間を通じて生じる

費用であるため，期中平均カレント・コストで測定することが望ましいといえる。これは，

一期間を通じて生じる売上高と減価償却費を同一の価格水準で対応させ，理論的に望まし

い利益を示すためである。一方で，固定資産は期末のカレント・コストにより再評価され，

差額は固定資産再評価剰余金として資本に計上される。後述する数値例の一部であるが，

期首の簿価が 200,000（取得原価 400,000，減価償却累計額 200,000，耐用年数 40 年，期

首時点で 20 年経過）の建物を保有しているが，当期中にその価格が 5%上昇しており，期

末（12/31）に減価償却（償却率：年 2.5％）を行うものとする。 

 

12/31 (借) 建 物 20,000 (貸) 建物再評価剰余 金  20,000 

(借) 建 物 減 価 償 却 費  10,250 (貸) 建物減価償却累計額 10,250* 

*{(400,000+420,000)÷2}×2.5％＝10,250 

 

固定資産が再評価されることにより，歴史的原価による減価償却累計額の償却不足額が

生じる。さらに，Gynther は固定資産を期末カレント・コストにより測定し，減価償却費

を期中平均カレント・コストにより測定するため，減価償却累計額に差額が生じる。これ

は当期における減価償却累計額の償却不足額である。Gynther はこれらの減価償却累計額

の償却不足額を遡及的修正（retrospective approach）として処理する。 

遡及的修正には，損益に計上する方法と資本に計上する方法の 2 つが考えられる。遡及

的修正を損益に計上する方法はバックログとも呼ばれるが，Gynther は，遡及的修正の金

額を資本に計上することを主張する。これは，遡及的修正の金額を損益に含めると，収益

に対して過大な費用を計上することになり，当期の損益計算が不明確となるためである。

費用はその期に獲得した収益に対する資産のカレント・コストで賦課すべきである。つま

り，利益は収益と収益獲得のために使用した資産のカレント・コストによって測定された

費用を対応させて算定すべきであるため，遡及的修正の金額は資本に計上される（Gynther

［1966］p.122）。 

先ほど説明した建物について，歴史的原価による減価償却累計額の不足額と当期の減価
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償却による不足額の決算整理における修正の仕訳を示せば次のようになる。 

 

12/31 (借) 建物再評価剰余 金  10,000 (貸) 建物減価償却累計額 10,000* 

(借) 建物再評価剰余 金  250 (貸) 建物減価償却累計額 250** 

*   400,000×5%－200,000×5%=10,000 

**  {(400,000＋420,000)÷2}×2.5%－(420,000×2.5%)＝250 

 

なお，遡及的修正を損益として計上する方法は，期末のカレント・コストにより減価償

却累計額を修正することで，保有資産と同等の資産の取替に必要となる資金を維持しよう

と考えている。つまり，この方法は，耐用年数到来時に，保有資産の取替に必要となる資

金を，減価償却費を通じて回収しようしている。そのため，当期の利益が遡及的修正の金

額により修正され，理想的な利益が歪められるため，Gynther は損益に計上する方法を否

定している。 

減価償却が「固定資産の取替のための資金を準備するという事実は，まさについでであ

る。これが実際に行われるかどうかは経営者の能力や再投資意思決定，技術変化，および

当該企業の産業の展望に依存している。さらに，保有資産を取替えるならば，カレント・

コストによる減価償却費によって，企業に留保されるべき資金が同じ割合の価値で評価さ

れる他の物的資産に再投資されるならば，その場合，取替のための十分な資金が企業内に

留保される」（Gynther［1966］pp.123-129）。これらのことから，Gynther はカレント・

コストによる減価償却費や遡及的修正の計算は，主に当期の利益計算を適正に行うための

処理であり，資産を取替えるための資金留保を行うための処理ではないと考えていること

がわかる。 

 

⑶ 貨幣項目 

Gynther は貨幣項目(13)（monetary items）の価格変動を反映することを提唱している

（Gynther［1966］p.137）。歴史的原価会計ではこれらの項目の価格変動が考慮されず，

貨幣項目の購買力利得（または購買力損失）が利益に含められるため，利益額が過大（ま

たは過小）表示される。真実の利益や経営者の努力を適切に評価しようとするならば，貨

幣性資産や貨幣性負債に生じる利得（または損失）を計上する必要がある。そのため，

Gynther は貨幣項目の価格変動を反映し，その保有利得を資本として計上する。 

貨幣項目の価格変動を考慮する場合，①貨幣項目の保有利得の実現時期，②利用すべき

指数，③保有利得の算定方法の 3 つが問題となる。 

①貨幣項目の保有利得の実現時期は，債権者への支払時や債務者からの返済時または仕

入時など現金の移動時と，価格変動時の 2 つが考えられる。このうち Gynther は後者の時

点で貨幣項目の保有利得が実現したとみなしている。これは，貨幣項目は価格が変動した

時点でその影響を受けるため，客観的な証拠があれば，その都度，保有利得を計上すべき

である。 

                                                   
(13) Gynther は，預金・現金・買掛金や支払手形，売掛金や受取手形，前払金，未収金や

未払金などを貨幣項目として示している（Gynther［1966］p.135）。 
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②利用すべき指数について，貨幣項目の保有利得を算定するために指数が使用される。

指数は，各々の貨幣項目の状況が分析され，注意深く思考された後に選択される（Gynther

［1966］p.158）。企業は様々な理由により貨幣項目を保有している。例えば，売上債権や

仕入債務は商品の購入や販売により生じ，現金は資産の購入，負債や費用の支払いに用い

られる。つまり，現金で購入する資産や支払いの対象となる項目に関する指数が選択され

る。 

③貨幣項目の保有利得は，貨幣項目の開始残高とその当該期間における変動分を考慮し

て算定される。これは，貨幣項目は，売掛金勘定や買掛金勘定などを通じて変動するため，

貨幣項目の保有利得を期首と期末の差額だけで算定することは不正確であるためである。

そのため，貨幣項目の価格変動に関連する指数を使用し，貨幣項目の開始残高の利得また

は損失を計上し，その月間中に生じた貨幣項目残高の純変動を計上することにより算定さ

れる。貨幣項目に負債よりも資産が多く含まれる場合には，価格上昇により貨幣購買力が

減少して損失が生じるため，貨幣項目保有損失が計上される。逆に，価格下落時には利得

が計上される。 

後述する数値例の一部であるが，貨幣項目として現金預金 31,000（2/1 残高，以下同じ），

売掛金 26,000，買掛金 20,500 を保有している。これらの価格が期首の 1/1 から 2/1 まで

の間に 1%上昇していたため，これらの価格変動による購買力利得を計上する。そのため

の仕訳は次のようになる。 

 

2/1 (借) 貨幣項目保有損 失  365 (貸) 貨幣項目再評価剰余金  365* 

*（31,000+26,000－20,500）×1%＝365 

 

3 具体的計算例 

ここでは，Gynther の示した具体的な計算例を用いて，カレント・コスト利益の導出過

程を明らかにする。ただし，当期には技術革新が生じておらず，企業が保有する資産は最

新の資産であると仮定している。カレント・コスト会計に基づく期首の貸借対照表を示す

と次の表 5-3 のようになる。 
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表 5-3 期首貸借対照表  

現 金 預 金    26,000     買 掛 金   20,000 

売 掛 金    25,000     税 金 引 当 金    10,000 

棚 卸 資 産    50,000     配 当 引 当 金    10,000 

建 物 400,000        社 債   70,000 

減価償却累計額 200,000  200,000           

設 備 25,000        資 本 金   120,000 

減価償却累計額 12,500  12,500     資 本 準 備 金    143,500 

土 地    80,000     留 保 利 益   20,000 

     393,500       393,500 

         

（出典：Gynther［1966］p.186 を参考に著者作成） 

 

当期の取引の結果として生じる売上債権・仕入債務と現金収支は表 5-4 と表 5-5 に示し

た通りである。なお，期中の仕入・売上取引はすべて掛により行われており，仕入債務勘

定や売上債権勘定への記入は月ごとに行われているものとする。 

 

表 5-4 売上債権勘定と仕入債務勘定 

 売上債権    仕入債務  

日付 売上 回収 残高  日付 支払 仕入 残高 

1/1 
  

25,000  1/1     20,000 

1/31 22,000 21,000 26,000  1/31 14,500 15,000 20,500 

2/28 22,000 21,000 27,000  2/28 14,650 15,150 21,000 

3/31 22,000 21,000 28,000  3/31 14,650 15,150 21,500 

4/30 22,000 21,000 29,000  4/30 14,650 15,150 22,000 

5/31 22,000 22,000 29,000  5/31 14,800 15,300 22,500 

6/30 22,000 22,000 29,000  6/30 14,800 15,300 23,000 

7/31 23,000 22,000 30,000  7/31 19,900 20,400 23,500 

8/31 23,000 22,000 31,000  8/31 20,100 20,600 24,000 

9/30 23,000 22,000 32,000  9/30 20,100 20,600 24,500 

10/31 23,000 22,000 33,000  10/31 20,100 20,600 25,000 

11/30 23,000 22,000 34,000  11/30 20,300 20,800 25,500 

12/31 23,000 22,000 35,000  12/31 20,300 20,800 26,000 

合 

計 

270,000 260,000    合計 208,850 214,850   

（出典：Gynther［1966］p.198 を参考に著者作成） 
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表 5-5 現金収支 

日付 項目 収入 支出 残高  日付 項目 収入 支出 残高 

      7/31 AR 22,000   

1/1 残高     26,000    AP   19,900  

1/31 AR 21,000        A&S   1,500 34,050 

 AP   14,500    8/31 AR 22,000   

 A&S   1,500 31,000    AP   20,100  

2/28 AR 21,000        A&S   1,500 34,450 

 AP   14,650    9/30 AR 22,000   

 Dividends   10,000      AP   20,100  

 A&S   1,500 25,850    A&S   1,500 34,850 

3/31 AR 21,000      10/31 AR 22,000   

 AP   14,650      AP   20,100  

 Taxation   10,000      A&S   1,500  

 A&S   1,500 20,700  11/30 AR 22,000  35,250 

4/30 AR 21,000        AP   20,300  

 AP   14,650      A&S   1,500 35,450 

 A&S   1,500 25,550  12/31 AR 22,000   

5/31 AR 22,000       AP   20,300  

 AP   14,800      A&S  1,500 35,650 

 A&S   1,500 31,250    260,000 250,350  

6/30 AR 22,000          

 AP   14,800    AR ： 売掛金   

 Interest   1,500    AP ： 買掛金   

 A&S   3,500 33,450   A&S： 販売費と管理費  

（出典：Gynther［1966］pp.198-199 を参考に著者作成） 

 

 

当期の棚卸資産の数量（受入・払出・残高）を示すと表 5-6 のようになる。棚卸資産勘

定には，1/31，4/30，7/31，10/31，12/31 にそれぞれまとめて記入されている。また，棚

卸資産は 2/1，5/1，8/1，11/1 にそれぞれ価格が 1%上昇している。 
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表 5-6 棚卸資産 

日付 
受入 払出 残高 

(数量) (単価) (価額) (数量) (単価) (価額) (数量) (単価) (価額) 

1/1           500 @100 50,000 

1/31 150 @100 15,000 166 @100 16,600 484 @100 48,400 

2/1 
 

@101 に再評価 484 @101 48,884 

4/30 450 @101 45,450 500 @101 50,500 434 @101 43,834 

5/1 @102 に再評価 434 @102 44,268 

7/31 500 @102 51,000 500 @102 51,000 434 @102 44,268 

8/1 @103 に再評価 434 @103 44,702 

10/31 600 @103 61,800 500 @103 51,500 534 @103 55,002 

11/1 @104 に再評価 534 @104 55,536 

12/31 400 @104 41,600 334 @104 34,736 600 @104 62,400 

（出典：Gynther［1966］p.201 を参考に著者作成） 

 

また，減価償却は定額法により処理され，耐用年数は建物が 40 年（20 年経過，償却率：

年 2.5%）であり，備品が 10 年（5 年経過，償却率：年 10%）と仮定している。社債は年

5%の利息が計上されており，6/30 に現金で支払われている。 

Gynther は棚卸資産，固定資産，貨幣項目をカレント・コストにより評価している。そ

こで，これらの項目の再評価に関する仕訳と決算整理仕訳を示す。 

 

① 棚卸資産 

上述したように，当期の棚卸資産の増減について示すと表 5-5 のようになる。当期の価

格変動に関する仕訳を示すと下記の通りである。 

 

2/1 (借) 棚 卸 資 産 484 (貸) 棚卸資産再評価剰余金 484 

5/1 (借) 棚 卸 資 産 434 (貸) 棚卸資産再評価剰余金 434 

8/1 (借) 棚 卸 資 産 434 (貸) 棚卸資産再評価剰余金 434 

11/1 (借) 棚 卸 資 産 534 (貸) 棚卸資産再評価剰余金 534 

 

② 固定資産 

当期建物や土地の価格は 5%，備品の価格は 4%上昇している。減価償却費は価格変動を

反映した上で計算される。なお，資産を再評価することにより，過年度の減価償却累計額

に償却不足が生じるとともに，減価償却費を期中平均カレント・コストにより測定するた

め，当期末の減価償却累計額にも償却不足が生じる。まず建物について必要な仕訳を示せ

ば次のようになる。 

 

12/31 (借) 建 物 20,000 (貸) 建物再評価剰余金 20,000 

(借) 建 物 減 価 償 却 費 10,250 (貸) 建物減価償却累計額 10,250 

(借) 建物再評価剰余金 10,000 (貸) 建物減価償却累計額 10,000 

(借) 建物再評価剰余金 250 (貸) 建物減価償却累計額 250 
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次に備品について必要な仕訳を示すと次の通りとなる。 

 

12/31 (借) 備 品 1,000 (貸) 備品再評価剰余金  1,000 

(借) 備 品 減 価 償 却 費 2,250 (貸) 備品減価償却累計額  2,250* 

(借) 備品再評価剰余金 500 (貸) 備品減価償却累計額   500** 

(借) 備品再評価剰余金 50 (貸) 備品減価償却累計額 50*** 

*  {(25,000+26,000)÷2}×10％＝2,550 

**  25,000×4%－12,500×4%＝500 

*** (26,000×10%)－{(25,000+26,000)÷2}×10％＝50 

 

最後の土地について必要な仕訳を示すと次の通りである。 

 

12/31 (借) 土 地 4,000 (貸) 土 地 再 評 価 剰 余 金 4,000 

 

③ 貨幣項目 

当期は 2/1，5/1，8/1，11/1 に価格が 1%上昇しており，貨幣項目の変動を示すと表 5-7

のようになる。さらに，仕訳を示すと次の通りである。 

 

表 5-7 貨幣項目の価格変動 

 

（出典：Gynther ［1966］ p.200 を参考に著者作成） 

 

2/1 (借) 貨 幣 項 目 保 有 損 失 365 (貸) 貨幣項目再評価剰余金 365 

5/1 (借) 貨 幣 項 目 保 有 損 失 325.5 (貸) 貨幣項目再評価剰余金 325.5 

8/1 (借) 貨 幣 項 目 保 有 損 失 405.5 (貸) 貨幣項目再評価剰余金 405.5 

11/1 (借) 貨 幣 項 目 保 有 損 失 432.5 (貸) 貨幣項目再評価剰余金 432.5 

 

④ その他の項目 

当期，経営者は資本金の 10%に相当する金額を配当し，残額を留保利益に計上すること

を決定した。さらに，翌期支払予定の税金額を税金引当金として貸借対照表に計上してい

る。これらに必要な仕訳を示すと次の通りである。 

 

(借) カレント・コスト利益 12,836 (貸) 
配 当 引 当 金 12,000 

留 保 利 益 836 

(借) 税 金 引 当 金 繰 入 額 17,000 (貸) 税 金 引 当 金 17,000 

残高 利得・損失 残高 利得・損失 残高 利得・損失

2/1 31,000 310 26,000 260 20,500 205
5/1 25,500 255.5 29,000 290 22,000 220
8/1 34,050 340.5 30,000 300 23,500 235
11/1 35,250 352.5 33,000 330 25,000 250

1,258.5 1,180 910

日付
買掛金売掛金現金預金
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これまでの期中取引および決算整理仕訳を踏まえ，期末貸借対照表と損益計算書を示す

と次の表 5-8 および表 5-9 のようになる。 

 

表 5-8 期末貸借対照表 

現 金 預 金   35,650     買 掛 金   26,000 

売 掛 金   35,000     税 金 引 当 金   17,000 

棚 卸 資 産   62,400     配 当 引 当 金   12,000 

建 物 420,000       社 債   70,000 

減価償却累計額 220,500 199,500           

備 品 26,000       資 本 金   120,000 

減価償却累計額 15,600 10,400     資 本 剰 余 金   161,114 

土 地   84,000     留 保 利 益   20,836 

    426,950         426,950 

（出典：Gynther［1966］pp.187-189 を参考に著者作成） 

 

表 5-9 損益計算書 

売上高（2000 単位）    270,000 

売上原価：FIFO     

 166@100  16,600   

 500@101  50,500   

 500@102  51,000   

 500@103  51,500   

 334@104  34,736  204,336 

売上総利益    65,664 

 販管費  18,000   

 減価償却費-建物  10,250   

 減価償却費-備品  2,550   

 貨幣項目保有損失  1,528   

 税金引当金繰入額  17,000   

 社債利息  3,500  52,828 

 カレント・コスト利益    12,836 

（出典：Gynther［1966］pp.187-189 を参考に著者作成） 

 

営業能力資本を維持した上で生じる利益がカレント・コスト利益である。この点につい

て計算例を用いて確認する。表 5-3 によると，期首の営業能力資本は，353,500（資本

120,000，資本剰余金 143,500，留保利益 20,000，社債 70,000）であった。一方，表 5-8

によると，期末の営業能力資本は 371,950（資本 120,000，資本準備金 161,114，留保利益

20,836，社債 70,000）であった。そのため，期首と期末の営業能力資本の差額は 18,450

である。 
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しかし，営業能力資本を維持するためには，保有利得を資本に計上する必要がある。な

ぜなら，保有利得が利益に計上される場合には，配当により社外に流出するため，資産の

取替えに必要な資本を維持できないためである。さらに，配当時に，貨幣額が不足してい

る場合には，棚卸資産や有形固定資産などを売却する必要があり，営業能力資本が減少す

ることになる。そこで，期首の営業能力資本 353,500 に当期の保有利得 17,614（棚卸資産

再評価剰余金 1,886，建物再評価剰余金 9,750，備品再評価剰余金 450，土地再評価剰余金

4,000，貨幣項目再評価剰余金 1,528）を加えた 371,114 を維持する必要がある。そのため，

当期に維持すべき営業能力資本と期末の営業能力資本の差額は 836 となる。 

一方，カレント・コスト利益（12,836）は，当期の売上高（270,000）から，期中平均カ

レント・コストで算定された売上原価（204,336）や，減価償却費（12,800），貨幣項目保

有損失（1,528）などを控除して算定される。つまり，カレント・コスト利益は同一の価格

水準の収益と費用を対応させることにより算定される利益であり，当期の営業活動の成果

を示しているとされる。 

カレント・コスト利益は 12,836であり営業能力資本の差額である 836とは一致しない。

これは次期の配当として 12,000 が配当引当金に計上されたためである。そのため，配当

引当金を加味すると，当期の営業能力資本の差額はカレント・コスト利益の金額（12,836）

と一致することになる。これらのことから，営業能力資本を維持した上で計算される利益

がカレント・コスト利益であるといえる。表 5-10 は，当期の営業能力資本の変動を示して

いる。 

 

表 5-10 営業能力資本の変動要因 

 

（出典：Gynther［1966］p.200 を参考に著者作成） 

 

第３節 営業能力資本維持概念とカレント・コスト利益概念の有用性 

 

これまでの議論から Gynther 学説における営業能力資本維持概念とカレント・コスト利

益概念について明らかとなった。そこで，本節では，まず Gynther の示した営業能力を示

し，Gynther 学説における営業能力資本維持概念とカレント・コスト利益概念の関係性に

ついて明らかにする。 

353,500
① 12,836

② 配当引当金 △12,000

③ 保有利得

4,000
20,000

-減価償却累計額の修正 △10,000
-当年度の遡及的減価償却費修正 △250 9,750

1,000
-減価償却累計額の修正 △500
-当年度の遡及的減価償却費修正 △50 450

1,886
1,528

17,614
371,950

期首の営業能力資本

期末の営業能力資本

カレント・コスト利益

貨幣項目の保有損失
棚卸資産の再評価

備品の再評価

建物の再評価
土地の再評価



108 

 

1 Gynther の営業能力 

Gynther は営業能力資本維持概念を提唱している。第 1 節で示したように，Gynther は

営業能力として 3 つを示しているが，いずれの営業能力も選択していない。そのため，

Gynther の営業能力の解釈は先行研究でも異なる解釈が行われている。 

菊谷［1997］や壹岐［2015］は①「当該期間に存在したものと同一の営業能力」である

と述べている。これは費用収益対応の観点から考えると，収益獲得に使用した資産と同一

資産のカレント・コストを対応させることで，理論的に望ましい利益が算定されるためで

ある。また，山谷［1998］は③「現在の保有資産により製造されている財やサービスと同

じ価値を生産するために必要となる最新の設備等を基礎とする営業能力」であると述べて

いる。これは，「減価償却費は実際に使用中の設備資産のカレント・コストで算定されるが，

新しい設備資産への取替えが行われるならば，減価償却費が調整される。そのため，

Gynther は必ずしも同一資産を維持することを考えていないこと」（山谷［1998］132 頁）

を論拠としている。このように，Gynther の示した営業能力についてはまだ議論の余地が

あるといえる。 

そこで，Gynther の営業能力がいずれを意味しているのかを検討する。Gynther によれ

ば，営業能力は資産の組み合わせにより表現されるものであり，一定の資産に縛られるこ

となく，経営者の決定により一期間を通じて変化するものであるとされる（Gynther［1976］

p.58）。つまり，営業能力は経営者の決定によって変化するため，現在の保有資産により生

じる営業能力が最善のものとなっているはずである。それならば，現在の保有資産を維持

すべきである。 

しかしながら，前述したように Gynther は企業主体理論を採用しており，企業活動の継

続性を考慮している。企業活動の継続性の観点から考察すると，保有資産のみを維持する

ことには大きな問題がある。なぜならば，保有資産のみの維持では技術革新の影響が認識

されないためである。技術革新が生じた場合，保有資産は時代遅れとなり，企業活動の効

率性が低下するとともに，保有資産のカレント・コストが減少することで，企業規模が縮

小することになる。その結果，企業は前期と同様の企業活動を継続することが困難となる

かもしれない。したがって，技術革新を考慮した上で営業能力を維持するためには，保有

資産のみならず，新規資産もその構成要素に含めるべきである。 

Gynther は企業主体理論を支持しており，企業の観点を重視している。企業の観点から

考えると，企業は営業能力を用いて，財やサービスを生産し，それを販売することで利益

を獲得する。その結果，企業は存続することができる。つまり，企業の存続には生産のみ

ならず販売も重要である。そのため，営業能力を現在と同じ量の財やサービスを生み出す

生産設備であると捉えた場合，企業がすべての財やサービスを販売できるとは限らないた

め，問題があるといえる。これらのことから，Gynther の営業能力は，③「現在の保有資

産により製造されている財やサービスと同じ価値を生産するために必要となる最新の設備

等を基礎とする営業能力」であると解釈できる。 

 

2 営業能力資本維持概念とカレント・コスト利益概念の関連性 

Gynther が提唱した営業能力資本維持概念は企業主体理論を論拠としている。企業主体

理論は企業を所有主とは別個の存在として認識する会計主体論である。この考え方による
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と，企業は企業活動を遂行するために資産を使用しており，個別資産に着目している。そ

のため，資本維持概念として個別資産に着目した実体資本維持概念が選択される。しかし，

企業は通常個々に資産を使用するのではなく，資産を組み合わせて使用している。このこ

とから，企業主体理論では，資産の組み合わせから生じる営業能力を維持する営業能力資

本維持概念を提唱していると解釈できる。 

営業能力資本維持概念では，資産や負債の測定基準としてカレント・コストを結びつけ

ることができる。営業能力資本維持概念は，企業主体理論から導き出される資本維持概念

であるため，企業の観点から議論が展開されている。企業は，通常生存し，発展するもの

であるため，継続することを前提としている。Gynther によると，企業は資産を取替える

ことにより企業活動を継続するものであると考えている。さらに，企業活動を継続させる

ためには，価格変動や技術革新の影響を反映すべきである。そのため，最新の資産に取替

えるために必要となる価格であるカレント・コストを測定基準として選択しているのであ

る。したがって，営業能力資本維持概念は企業主体理論を論拠として，企業活動の継続性

と結びつけることによりカレント・コストによる測定を導き出している。 

営業能力資本を維持した上で生じる利益がカレント・コスト利益概念である。Gynther

は対応概念を用いて利益を測定することを重視している。これは，理想的に利益は現在価

値で測定すべきであるが，客観性の問題から適用することができないため，会計人たちは

対応概念を用いることで利益を算定してきたためである（Gynther［1966］p.39）。つまり，

理論的には収益と費用を同一の価格水準で対応させることにより算定される利益が望まし

いといえる。そのため，カレント・コストによって費用を測定することで，理論的に望ま

しい利益を算定することができる。 

これらのことから，カレント・コスト会計を用いることにより，営業能力資本が維持さ

れると共に，利益としてカレント・コスト利益が示される。このことは，Gynther が，損

益項目には期中平均カレント・コストを適用し，資産項目には期末のカレント・コストを

適用していることや，遡及的修正や保有利得を資本に計上することにより，営業能力資本

が維持され，カレント・コスト利益が算定されることからも明らかである。つまり，Gynther

はカレント・コスト会計を適用することにより，費用および資産がカレント・コストで測

定され，理論的に望ましい利益であるカレント・コスト利益が示されるとともに，企業活

動の継続に必要となる営業能力資本を維持することができる。したがって，営業能力資本

維持概念とカレント・コスト利益概念は，カレント・コスト会計を適用することにより一

体の関係になることが明らかとなった。この点において Gynther 学説を評価することがで

きる。 

 

おわりに 

 

Gynther は，資本維持と利益測定を一体として議論を展開している。しかし，これまで

の研究では，①資本維持概念，②カレント・コスト利益概念や③会計主体論と資本維持概

念の関連性にのみ焦点が当てられおり，資本維持概念と利益概念を一体となって検討した

研究は，これまで確認されていない。そこで，本章では，資本維持概念と利益概念を一体

のものとして検討した Gynther 学説について再評価を行った。 
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Gynther は，企業主体理論を論拠として営業能力資本維持概念を提唱した。企業主体理

論では，企業を所有主とは別個の存在として認識しており，企業の資産を用いて企業活動

を行っている。企業は，通常資産を組み合わせから生じる営業能力を用いて企業活動を行

っているため，営業能力を維持することに関心を有している。そのため，資本維持概念と

して営業能力資本維持概念を提唱している。 

Gynther は，企業はある産業内に留まり，資産を取替えることにより企業活動を継続す

ると考えている。企業が継続し，発展していくためには，価格変動や技術革新の影響を反

映することが必要である。そのため，最新の資産への取替に必要なカレント・コストによ

る測定を要求している。これにより，資産の取替に必要な資本である営業能力資本を維持

することができる。このような観点から Gynther は，企業主体理論を論拠として営業能力

資本維持概念を提唱し，企業活動の継続性と結びつけることによりカレント・コストによ

る測定を提案している。 

営業能力資本維持概念と結びつく利益概念がカレント・コスト利益概念である。Gynther

によると，理論的に利益は対応概念に基づいて算定されるべきであると考えている。その

ため，理論的にはカレント・コストにより費用を測定し，収益と対応させることにより利

益を算定することが望ましいといえる。また，カレント・コスト利益は対応概念に基づい

て算定されるため，収益費用観に基づいているといえる。このようなことから，Gynther

は対応概念に基づく利益を算定するために，費用を現在の価格であるカレント・コストに

より測定することを提案している。 

これらのことから，営業能力資本維持概念を主張するならば，利益概念としてカレント・

コスト利益が示されるため，Gynther はカレント・コスト会計を適用することを提唱して

いる。これは価格変動や技術革新を反映することにより，企業を継続し，発展させるため

に最適な会計であるといえる。したがって，カレント・コスト会計を適用することにより，

営業能力資本維持概念とカレント・コスト利益概念が表裏一体の関係となることが明らか

になった。このように議論を展開した Gynther 学説は評価することができる。
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第６章 当期営業利益と保有利得の区分表示の有用性 

 

はじめに 

 

カレント・コスト会計は 1960 年代から 80 年代にかけて生じた急激な価格上昇を背景

に，米国や英国圏を中心に議論が行われた会計であった。第 5 章までは Edwards and Bell

を嚆矢として，米国や英国圏を中心としたカレント・コスト会計学説および会計基準を検

討してきた。米国では主に業績評価の観点から行われ，英国圏では主に資本維持概念の観

点から議論が行われた。いずれの議論も最終的には基準化され，実務においても適用され

た。しかしながら，価格上昇の鎮静化により，カレント・コスト会計が任意適用となり，

最終的に廃止された。その結果，カレント・コスト会計にに関する議論・研究もまた終息

していった。その後，2018 年に IASB が公表した概念フレームワークにおいてカレント・

コストが測定基準の 1 つとして示されたが，会計基準としてカレント・コスト会計が再び

適用されたわけではない。 

現在カレント・コスト会計は実務において適用されていないが，現在においてもカレン

ト・コスト会計の議論を行う必要がある。景気循環の観点に基づくと，景気の波は数年か

ら数十年の周期性を持つことが知られている。例えば，日本の価格水準についても 1960-

70 年代に経験したような高い価格上昇期もあれば，近年では価格水準が下落するデフレー

ションを経験している。これまで価格の下落が会計数値に与える影響については十分に検

討されておらず，また，景気循環を前提とすれば，日本において再び高い価格上昇期が訪

れる可能性もある。比較的価格水準が安定している現在においてこそ価格変動に対応する

会計の仕組みについて議論すべきであると考えられる。 

 さらに，現在における会計の議論の観点からカレント・コスト会計を検討する必要があ

る。カレント・コスト会計の議論は 1980 年代以降に終息しており，議論が進展している

とはいえない。そこで，現在の会計の議論からカレント・コスト会計を再評価することに

より，現在における有用性を明らかにできる。現在，会計の議論は投資家の意思決定有用

性の観点から行われており，この目的を達成する 1 つの条件として，投資家の将来キャッ

シュ・フローの予測に役立つ情報を提供することが示されている(1)（IASB［2018］para.1.2-

1.4）。会計情報の有用性は，会計利益の持続性やそれを前提とした株価関連性により議論

が行われている（例えば Sloan［1996］）。利益の持続性とは現在利益と将来利益の関係性

を意味しており，t 期の利益と t+1 期の利益の自己相関として示される（大日方［2013］

341-342 頁）。会計利益の有用性に関する議論は，企業の過去の取引記録と将来業績の関係

（時系列性）を前提としている（Frank ［1969］）。しかし価格変動が生じると，財の価格

                                                   
(1) IASB の概念フレームワークによると，財務報告の目的は「現在および潜在的な投資

家，融資者および他の債権者が，企業へ資源を提供する際に有用な，報告企業に関する財

務情報を提供すること」（IASB［2018］para.1.2）と示されている。そのため，現在の会

計の議論は投資家の意思決定有用性の観点から行われている。IASB［2018］では会計の

目的を達成する条件として投資家の将来キャッシュ・フローの予測に役立つ情報とスチ

ュワードシップに役立つ情報が示されているが，本章では前者について検討をする。 
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変動とともに，過去と現在の貨幣価値の差が大きくなるため，会計利益と将来利益の関係

が弱くなる。カレント・コスト会計は，個別の価格変動（カレント・コスト）を資産価値

に反映させるとともに，企業の営業活動から生じる当期営業利益と，価格変動によって生

じる保有利得を区分表示することにより，価格変動による問題に対応しようとした会計の

概念である。 

 そこで本章では，当期営業利益と保有利得の区分表示の有用性について持続性の観点か

ら検証を行う。そのため，34 年間にわたる日本の個別財務諸表データを用いて，棚卸資産

や償却対象有形固定資産に着目することで当期営業利益と保有利得の持続性を観察する。

棚卸資産や償却対象有形固定資産は米国においてカレント・コストによる測定・評価の対

象となった資産であり，棚卸資産回転期間が長いほど，あるいは資産に占める償却対象有

形固定資産の割合が大きいほど，会計利益に分配される保有利得が大きくなると考えられ

る。 

分析の結果，価格変動期では保有利得を多く含む利益の持続性が高くなる一方で，価格

安定期では保有利得を多く含む利益の持続性は低下し，むしろ企業の営業活動から生じる

当期営業利益の持続性が高くなることが析出された。これらの結果は，当期営業利益と保

有利得の持続性が異なっていることを示しており，それらの利益を区分して表示すること

が価格安定期・変動期のどちらにおいても重要であることを示唆している。 

 

第１節 先行研究と検証課題 

 

カレント・コスト会計に関する実証研究は 1970-80 年代に行われており(2)，その焦点は，

主に営業活動による当期営業利益(3)の有用性と，価格変動による保有利得の有用性の 2 点

にあてられている。 

当期営業利益の有用性は，米国における ASRNo.190 や SFASNo.33 のイベントについ

て価格上昇期にあたる 1971 年から 1983 年を対象に分析されている。まず，Frank ［1969］

や Prakash and Sunder［1979］，Means［1979］は，当期営業利益の将来利益および将

来キャッシュ・フロー予測能力を検証しており，歴史的原価会計に基づく利益の方が将来

業績の予測能力が高いことを示した。一方，Easman et al.［1979］は当期営業利益と株価

収益率との関連性について分析しており，当期営業利益は歴史的原価会計に基づく利益よ

りも株価収益率との相関が高いことを示した。ただし，株価に影響する他の要因をコント

ロールした Beaver et al.［1982］，Beaver and Landsman［1983］，Bublitz et al. ［1985］

は，当期営業利益よりも歴史的原価会計に基づく利益の方が投資収益率との関連性を有し

ていることを示している。 

保有利得の有用性に関する先行研究について，保有利得と株価収益率との関係を分析し

た初期の研究（Beaver, Christie and Griffin［1980］，Gheyara and Boatsman［1980］，

Ro［1980］，Joo［1982］，Bao［1984］）では，保有利得が株価の追加的な説明力を有して

                                                   
(2) 先行研究の分析手法は須田（1986a，1986b，1987a，1987b，1989）が詳しい。  
(3) 本章では現行制度上の営業利益と区別するため Edwards and Bell ［1961］の営業利

益（operating profit）を当期営業利益，実現可能原価節約（realizable cost saving）を

保有利得としている。 



113 

 

いないとされた。しかし，株価に与えるその他の要因をコントロールした Beaver, Griffin 

and Landsman［1982］，Lustgarten［1982］，Beaver and Landsman［1983］，Goma

［1985］，Bublitz et al.［1985］，Haw and Lustgarten［1988］では，歴史的原価会計に

基づく利益に対して，保有利得は株価収益率に対する追加的な説明力を有していることが

示されている。 

以上をまとめると先行研究では，当期営業利益の有用性が疑問視される一方で，保有利

得に関してはその有用性が指摘されている。ただし，これらの研究は価格上昇期の検証で

あることに注意が必要である。カレント・コスト会計は急激な価格上昇を背景とする価格

変動期に議論が行われている。しかし，財・サービスの価格は価格変動期だけではなく，

価格安定期においても変化する。また，価格安定期には財・サービスの価格が安定するた

め，企業の営業活動の持続性にも変化が生じるかもしれない。このため，当期営業利益や

保有利得の有用性の検証には価格安定期における分析も必要であると考えられる。さらに

価格変動期でも，日本のように価格下落期の有用性について議論されていない。近年の日

本では前年比 1％以上のデフレーションを経験しており，価格下落期においてカレント・

コスト会計の有用性を再検証することは，当期営業利益や保有利得の有用性を再考するう

えで重要である。そこで本章では次の検証課題を提起し，カレント・コスト会計の有用性

について検証する。 

 

RQ1：当期営業利益と保有利得では，利益の持続性が異なる。 

RQ2：価格変動期と価格安定期では，当期営業利益と保有利得の持続性が変化する。 

 

第２節 分析方法 

 

1 変数の作成 

カレント・コスト会計は主に棚卸資産や有形固定資産に関する評価・測定と，当期営業

利益と保有利得の区分に焦点があてられている。そこで本章でも，棚卸資産と償却対象有

形固定資産に着目することで，保有利得の影響が小さいと考えられる企業とその他の企業

を識別する。 

棚卸資産は回転期間（棚卸資産 / ［売上原価/365］）に注目する。棚卸資産回転期間が長

い企業ほど保有利得の金額が大きくなり，短い企業ほど保有利得の金額が小さくなると考

えられる。償却対象有形固定資産については期首総資産に対する割合の大小により保有利

得の影響を判断する。この割合が大きい企業ほど保有利得の影響が大きくなり，小さな企

業ほど影響が小さくなると考えられる。以上から本章では，各期で棚卸資産回転期間が短

い企業かつ償却対象有形固定資産の割合が小さな企業を 0，その他を 1 とする保有利得ダ

ミー変数（HGD）を設定する。これらの区分を図示すると次の図 6-1 の通りである。 
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図 6-1 保有利得の影響が大きいグループと小さい企業の分類 

（筆者作成） 

（注）棚卸資産回転期間：棚卸資産÷（売上原価/365），償却対象有形固定資産の割合：償却対象有形固定

資産÷期首総資産。a は 20%，15%，10%を表しており，棚卸資産回転期間が短く，償却対象有形固定資

産の割合が小さな企業を 0，それ以外を 1 とする保有利得ダミー変数（HGD）を作成した。 

 

次に価格安定期と価格変動期の区分について，GDP デフレータ(4)の前年比変化率に着目

する。GDP デフレータは，消費者にとっての価格だけではなく企業にとっての価格も含む

総合的な指標であり，この前年比変化率は当該期間の価格の上昇・下落傾向を示す。分析

で用いる価格安定期ダミー変数（STBD）は，GDP デフレータ前年比変化率で 1%以下ま

たは－1%以上を価格安定期として 1，それ以外を価格変動期として 0 とする。 

 

2 分析モデル 

将来利益への持続性の検証と価格変動期と価格安定期における将来利益の持続性を検

証するために，次の回帰式を固定効果モデルにより推定する。 

 

    GIt+1 = α + α1GIt + α2HGD𝑡 + α3HGD𝑡 ∗ GIt 

            + α4STBDt + α5STBDt ∗ GIt + α6STBDt ∗ HGDt + α7STBDt ∗ HGDt ∗ GIt 

            + β YEAR + ε                          (1) 

 

添え字の t は事業年度を表しており，定数項 α は固定効果を表している。各変数の定義

                                                   
(4) 本検証では価格変動を認識するために GDP デフレータを用いている。GDP デフレー

タはすべての資産の価格変動の総和を意味しており，理論的に言えば一般物価指数であ

る。GDP デフレータによる修正は一般物価変動会計に該当するため，理論的に言えばカ

レント・コスト会計とは異なる。しかし，実際にデータとして使用する場合，個別の価格

変動を取得することができないため，本研究では全物価指数である GDP デフレータを用

いることとする。そのため，物価の修正に関しては個別価格を反映していてない点で，本

研究の解釈には注意が必要である。ただし，個別価格と一般物価を区別できないとして

も，企業が様々な資産を保有しているとすれば，個別価格変動の変化は全体平均の変化と

近似するため，結果については類似したものとなると考えられる。 

 

償却対象有形
固定資産の割合

棚卸資産回転期間

大

小

長 短

1-a(%)

a(%)

1-a(%) a(%)
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は以下のとおりである。 

 

GI： 売上総利益を表しており，期首総資産で基準化する。 

HGD： 保有利得の影響が相対的に小さいと考えられる企業（棚卸資産回転期間が短い企

業 10-20%かつ総資産対有形固定資産比率が小さい企業 10-20%）を 0，その他を

1 とするダミー変数である。 

STBD： GDP デフレータ前年比変化率で 1%以下または‐1%以上を価格安定期として 1，

それ以外を価格変動期として 0 とするダミー変数である。 

YEAR： 各期間を 1，その他を 0 とする年次ダミー変数である。 

 

α1は価格変動期における保有利得の影響が小さい企業の売上総利益（すなわち当期営業

利益）の持続性を示している。利益の持続性や株価関連性について検証した先行研究では，

会計利益はある程度持続することが知られている。このため，α1は正値になると考えられ

る。また α3は，価格変動期における保有利得の影響が大きい企業の売上総利益（すなわち

当期営業利益と保有利得）の持続性と，当期営業利益のみの持続性との差を示している。

RQ1 が示すように，当期営業利益と保有利得の持続性が異なるとき統計的に有意な α3 が

観察される。 

α5は，価格変動期に対して価格安定期における当期営業利益の持続性の増分を表してい

る。価格安定期においては，仕入・販売価格が安定しており，営業が容易となる可能性が

ある。一方，価格上昇期に多いと考えられる経済成長の影響で，むしろ価格変動期のほう

が，営業が容易となる可能性もある。このため α5の符号は予想できないが，当期営業利益

の持続性が価格安定期・変動期で異なる場合，統計的に有意な回帰係数が観察される。 

α7は，価格変動期に対する価格安定期の保有利得の持続性の変化と当期営業利益の持続

性の変化との差を表す。RQ2 のように，価格安定期と価格変動期において，保有利得の持

続性が当期営業利益の持続性とは異なる変化を示した場合，統計的に有意な α7が観察され

る。 

 

3 サンプルの状況 

本章で分析するデータは，財務データを Nikkei NEEDs Financial Quest より収集し，

GDP デフレータは国際通貨基金（IMF）から収集した。本章の分析対象となる期間は 1981

年(5)から 2014 年まで 34 年間であり，サンプルの選択基準は以下のとおりである。 

 

⑴ 銀行，証券，保険，その他金融を除く東証 1 部上場企業であること 

⑵ 12 か月決算であること 

⑶ 分析に必要な変数が欠損していないこと 

 

なお，分析期間が長期にわたるため，財務データには個別財務諸表のデータを使用する。

また各変数について，平均値±3 標準偏差を超えるものをはずれ値として除外した。これら

                                                   
(5) IMF のデータから GDP デフレータ変化率を計算できるのが 1981 年からである。 
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の要件を満たす最終的なサンプルは 43769 企業-年度（1702 企業，34 年間のアンバランス

ド・パネルデータ）であった。 

表 6-1 は分析に用いるデータの記述統計と相関係数を示している。保有利得の影響が大

きなグループ（HGD10％）の平均値は 0.827 であり，棚卸資産回転期間が短い 10%のグ

ループかつ償却対象有形固定資産の割合が小さな 10%のグループの 2 つを満たす保有利

得の影響が小さなグループは，全サンプルの約 17.3％（1－0.827）である。さらに，価格

安定ダミー（STBD）の平均値は 0.380 であり，34 年間の分析期間のうち 13 年間が価格

安定期，残りの 21 年間が価格変動期に分類される。 

 

表 6-1 記述統計と相関係数 

 

（筆者作成） 

 

第３節 分析結果 

 

1 期間ごとの分析結果 

主な分析を行う前に，予備的分析として保有利得の影響が大きなグループとその他のグ

ループについて年次別分析を行う。予備的分析では(2)式を年次ごとに最小二乗法によって

推定し，係数γ1の平均値を集計する。 

 

    GIt+1 = γ0 + γ1GIt + ε                                   （2） 

 

表 6-2 は(2)式の年次別回帰係数についての平均値と標準偏差をまとめている。パネル A

は保有利得の影響が大きなグループ（HGD=1）を 10%で区切った結果を示している。価

格安定期では，HGD=1 のグループにおける GI の係数の平均値は 0.934 であり，その他の

グループ（HGD=0）との係数の差は 0.014（t 値は 0.73）で統計的に有意な差は確認され

平均値 中央値 最小値 最大値 標準偏差

GI 0.273 0.205 -0.390 2.165 0.238

HGD(10%) 0.827 1.000 0.000 1.000 0.378

HGD(15%) 0.745 1.000 0.000 1.000 0.436

HGD(20%) 0.666 1.000 0.000 1.000 0.472

STBD 0.380 0.000 0.000 1.000 0.485

GI HGD(10%) HGD(15%) HGD(20%) STBD

GI 1.000 -0.005 -0.041 -0.064 -0.025

HGD(10%) 1.000 - - 0.001

HGD(15%) 1.000 - -0.001

HGD(20%) 1.000 -0.004

STBD 1.000
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なかった。一方，価格変動期では，HGD=1 グループにおける GI の回帰係数の平均値は

0.929 であり，HGD=0 グループの平均値は 0.859 であった。この差は 0.069（t 値は 3.20）

であり 1%水準で統計的に有意である。ここから，価格変動期において保有利得の影響が

大きなグループは，その他のグループより GI の持続性が高いといえる。 

この原因について，HGD=1 と HGD＝0 のそれぞれのグループについて価格安定期と価

格変動期の回帰係数を比較する。HGD=1 グループでは，価格安定期における GI の係数の

平均値は 0.934 であり，価格変動期の平均値と大きな差は見られない（GI の係数の平均値

の差は 0.005（t 値 0.34））。一方，HGD=0 グループにおいて，GI の係数の価格安定期に

おける平均値と，価格変動期における平均値の差は 0.060（t 値 2.35）であり，5%水準で

統計的に有意である。ここから，保有利得の影響が小さなグループの GI の持続性は，価

格変動期よりも価格安定期の方が高まるといえる。さらに，保有利得の影響が大きなグル

ープでは，回帰係数の平均値に差がないことから，保有利得の持続性が低下していること

が示唆される。したがって，当期営業利益と保有利得の持続性は価格変動期と価格安定期

では異なっていると考えられる。この結果は，保有利得の区分を変更したパネル B や C に

おいても同様である。 

図 6-2 は年次別回帰係数の時系列的傾向を示している。これは，HGD を 15%で区分し

たものを示している。年次回帰係数は，GDP デフレータがプラス（価格上昇時）の時と比

べて，マイナス（価格下落時）の時の方が自己回帰係数は安定しており，HGD=１のグル

ープの方が大きくなっている。価格下落時には価格上昇時とは逆の現象が生じており，保

有利得の水準が高い場合ほど利益の持続性が低下する傾向にあることが観察される。この

決果は，保有利得の区分を変更した 10%や 20%においても同様であった。 
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表 6-2 年次別回帰係数 

 

（筆者作成） 

（注）表 6-2 には(2)式の年次別推定結果をまとめている。***，**は統計的に 1％，5％水準で有意であ

ることを示す。 

定数項 GI Adj. R2 定数項 GI Adj. R2
GIの

係数の差
t値

価格安定期 平均値 0.016 0.934 0.93 0.013 0.919 0.92 0.014 0.73

n=13 標準偏差 0.016 0.036 0.02 0.012 0.061 0.02

価格変動期 平均値 0.012 0.929 0.90 0.025 0.859 0.87 0.069 3.20 ***

n=21 標準偏差 0.015 0.047 0.04 0.019 0.087 0.08

係数の差 0.005 0.060

t値 0.34 2.35 **

価格安定期 平均値 0.016 0.936 0.93 0.013 0.925 0.93 0.011 0.59

n=13 標準偏差 0.017 0.040 0.02 0.012 0.054 0.02

価格変動期 平均値 0.013 0.928 0.90 0.022 0.881 0.88 0.047 2.68 **

n=21 標準偏差 0.016 0.053 0.04 0.016 0.060 0.06

係数の差 0.008 0.044

t値 0.49 2.20 **

価格安定期 平均値 0.016 0.935 0.93 0.014 0.926 0.93 0.009 0.56

n=13 標準偏差 0.018 0.042 0.02 0.010 0.038 0.02

価格変動期 平均値 0.011 0.934 0.91 0.022 0.884 0.88 0.050 2.77 ***

n=21 標準偏差 0.017 0.055 0.04 0.017 0.062 0.06

係数の差 0.001 0.042

t値 0.05 2.44 **

保有利得が多いグループ
CSD(10%)=1

保有利得が少ないグループ
CSD(10%)=0

CSD(15%)=1 CSD(15%)=0

CSD(20%)=1 CSD(20%)=0
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図 6-2 年次別回帰係数の傾向 

（筆者作成） 

(注)図 6-2 は HGD を 15％の区分で作成した年次別回帰の傾向を示している。左縦軸は売上総利益の自

己回帰係数の大きさ，右縦軸は GDP デフレータ変化率を示している。なお HGD を 10％，20％で作成し

た場合でも同様の傾向が観察される。 

 

2 主な分析結果 

表 6-3 には，(1)式による主な分析結果をまとめている。model 1 は，保有利得を 10%で

区分した HGD を含むモデルの結果を示している。まず，価格変動期において保有利得が

小さい場合の GI の係数（t 値）は 0.649（31.08）である。また，保有利得の大きい企業と

の持続性の差（GI*HGD）を表す係数（t 値）は 0.054（2.73）であり，いずれも 1%水準

で有意である。ここから価格変動期では当期営業利益と保有利得の持続性は異なっており，

保有利得の持続性がより大きいといえる（RQ1）。 

次に，価格安定期の GI の係数の変化（STBD* GI）の係数（t 値）は 0.065（2.65）で

あり，統計的に 1%水準で有意である。ここから価格安定期では当期営業利益の持続性が

増加することがわかる。逆に保有利得を含む利益の持続性（STBD*GI*HGD）の係数（t

値）は，‐0.067（‐2.53）であり，当期営業利益とは反対に保有利得の持続性は減少して

いる。この結果は，価格変動期と価格安定期で，当期営業利益と保有利得の持続性の変化

が異なることを示唆している（RQ2）。これらの傾向は，HGD を変更した model 2 や model 

3 においても同様の結果であった。 
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表 6-3 主な分析結果 

 

（筆者作成） 

（注）固定効果のパネル推定による結果を示している。***，**，*は統計的に 1％，5％，10％水準で有

意であることを示す。なお，標準偏差は系列相関と不均一分散を考慮したロバスト推定（Arellano ［2003］）

による。 

 

おわりに 

 

本章では当期営業利益と保有利得の区分について，将来利益の持続性の観点から，カレ

ント・コスト会計の有用性について分析した。さらに，価格変動期に加え価格安定期にお

いても，当期営業利益と保有利得の有用性について分析した。分析の結果，当期営業利益

と保有利得の持続性はそれぞれ異なっており，また，当期営業利益と保有利得の持続性は，

価格安定期と価格変動期で異なる変化をすることが析出された。特に価格上昇時と価格減

少時では逆の現象が生じており，価格減少時の方が利益の持続性が高くなっている傾向に

ある。これらの結果は，価格安定期・変動期のいずれにおいても当期営業利益と保有利得

の区分表示が将来利益の予測に有用であることを示唆している。 

これまで，Edwards and Bell ［1961］等は，価格上昇という経済状況を背景としてカ

レント・コスト会計を提唱したが，価格上昇の沈静化とともにカレント・コスト会計の議

論は行われなくなった。そのため，カレント・コスト会計について検討した先行研究は価

格上昇期に限定されていた。しかし，本章の結果は価格変動期のみならず価格安定期にお

いても，カレント・コストによる測定・評価および表示方法が有用であることを示唆して

いる。特に，価格下落期においてもカレント・コスト会計の有用性が示唆された点には注

目すべきであろう。これらの点からカレント・コスト会計は価格上昇期に限定されたもの

ではなく，価格安定期や価格下落期を含むより，一般性の高い会計であるといえる。 

係数 t値 係数 t値 係数 t値

const 0.069 13.14 *** 0.066 13.36 *** 0.069 14.53 ***

GI 0.649 31.08 *** 0.663 35.17 *** 0.659 35.44 ***

HGD -0.008 -1.73 * -0.006 -1.26 -0.012 -2.96 ***

GI*HGD 0.054 2.73 *** 0.041 2.33 ** 0.058 3.53 ***

STBD -0.005 -0.91 0.000 -0.09 0.001 0.20

STBD*GI 0.065 2.65 *** 0.040 2.25 ** 0.037 2.50 **

STBD*HGD 0.016 3.05 *** 0.012 2.76 *** 0.012 3.10 ***

STBD*GI*HGD -0.067 -2.53 ** -0.040 -2.02 ** -0.042 -2.46 **

YEAR DUM yes yes yes

Within R2 0.61 0.61 0.61

obs. 43769 43769 43769

model 1

HGD:10%

model 3

HGD:20%

model 2

HGD:15%
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第 7章                                

営業能力資本維持概念からみるカレント・コスト会計の有用性 

 

はじめに 

 

本章ではカレント・コスト会計が営業能力資本維持に与える影響について検証する。カ

レント・コスト会計は 1960‐80 年代にかけて生じた急激な価格上昇を背景として議論が

行われた会計である。主に米国や英国において議論が行われており，米国では Edwards 

and Bell［1961］や Sprouse and Moonitz［1962］，SFASNo.33［1979］などがあげられ，

英国では Sandilands 報告書［1975］や SSAPNo.16［1980］があげられる。米国では主

に業績評価の観点から議論が行われており，英国を中心とする国々では主に資本維持概念

の観点から議論が行われている。 

これまでカレント・コスト会計の研究では，投資家の意思決定有用性の観点から当期営

業利益(1)と保有利得の有用性について検討が行われてきた。第 6 章では当期営業利益と保

有利得の持続性について検証し，価格変動期と価格安定期では当期営業利益と保有利得の

持続性が異なることを明らかにした。このように，カレント・コスト会計の研究は，価格

変動期における意思決定有用性の観点からの研究がほとんどであり，資本維持概念につい

ての検討は行われていない。 

そこで，本章ではカレント・コスト会計のもう 1 つの側面である資本維持について検証

を行う。英国を中心とする国々におけるカレント・コスト会計において主張された資本維

持概念が営業能力資本維持概念である。営業能力資本維持とは営業能力を維持したうえで

分配できる金額を利益として計算するものである。これを提唱したものとして，

Sandilands 報告書や SSAPNo.16 を示すことができるが，主な論者として Gynther をあ

げることができる。営業能力資本維持では資本を維持するために保有利得を利益ではなく，

資本に計上する点に特徴がある。 

本章では，1981 年から 2014 年の 34 年間を対象に，日本のデータを用いて，企業の営

業能力資本が維持されているかという点について検証した。Gynther の主張した営業能力

とは，「現在の保有資産により製造される財やサービスと同じ価値を生産するために必要

となる最新の設備等を基礎とする」（Gynther［1970］pp.716-717）ものであり，企業価値

を示していると考えられる。そのため，営業能力資本の代理変数としてトービンの q を用

いて分析を行っている。さらに，カレント・コスト会計は主に棚卸資産や有形固定資産に

着目している。そこで，棚卸資産回転期間と償却対象有形固定資産に着目することにより，

保有利得の大きな企業を抽出している。 

                                                   
(1) 本章では，現行制度上の営業利益と区分するために，Edwards and Bell［1961］の営

業利益（operating profit）と実現可能原価節約（realizable cost saving）を当期営業利

益と保有利得として訳出している。 
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分析の結果，Gynther の主張した営業能力資本維持概念は支持されないことが明らかと

なった。ただし，Gynther は保有利得が配当等として社外に流出することにより営業能力

資本が維持されないと考えている。そのため，配当政策に着目し，追加分析を行った結果，

保有利得の大きな企業は配当政策との関連が強いことが明らかになった。つまり，保有利

得が生じる状況になると，企業は配当を制限する傾向にあることが示された。そこで，企

業を有配企業と無配企業に区分し，再び営業能力資本と保有利得の関係について分析を行

った。その結果，有配企業では Gynther の主張と矛盾しなかったが，無配企業では Gynther

の主張は支持されなかった。これは，配当政策が経営者に委ねられており，株主と経営者

間で利害調整ができていないことを意味している。そのため，Gynther の営業能力資本維

持概念を用いることで，資本維持を前提とした配当可能利益が示されるため，経営者が適

切な配当政策を行うことできるといえる。 

本章の構成は次の通りである。第 1 節においてはカレント・コスト会計の先行研究と検

証課題を示し，第 2 節においては分析に使用する変数やサンプルの状況を示した上で，第

3 節において分析結果を示す。 

 

第 1 節 先行研究と検証課題 

 

1 先行研究 

カレント・コスト会計の研究は 1970‐80 年代にかけて行われている。特に ASRNo.190

や SFASNo.33 の公表を契機として多くの先行研究が存在している。その焦点は主に投資

家の意思決定有用性の観点から当期営業利益と保有利得の有用性の 2 つの点に当てられて

いる(2)。ここでは，当期営業利益の有用性と保有利得の有用性の先行研究を，ASRNo.190

や SFASNo.33 の基準公表前後に分類して示すことにする。 

当期営業利益の有用性に関する検証は，基準公表前後を対象として行われている。基準

公表前を対象とした研究として Frank［1969］，Easman et al.［1979］があげられる。

Frank［1969］は売上原価と減価償却費を価格指数により修正することで当期営業利益を

算定している。その上で，当期営業利益と歴史的原価会計に基づく利益の将来利益の予測

能力について検証を行っている。その結果，歴史的原価会計に基づく利益の方が将来利益

の予測能力が高いことを示した。一方，Easman et al.［1979］は，歴史的原価会計に基づ

く利益から実現保有利得を控除することで当期営業利益を算定している。その上で，株価

収益率との関連性について検証を行い，当期営業利益が歴史的原価会計に基づく利益より

も株価収益率との相関が高いことを示している。 

基準公表後を対象とした研究としては Means［1979］，Beaver et al.［1982］，Beaver 

                                                   
(2) 須田（1986a，1986b，1987a，1987b，1989）は，先行研究の分析方法について詳し

く述べている。 
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and Landsman［1983］，Bublitz et al.［1985］，Murdoch［1986］があげられる。彼らは，

ASRNo.190 や SFASNo.33 のデータを使用し，当期営業利益と歴史的原価会計に基づく利

益の将来キャッシュ・フロー予測能力や株価収益率について検証を行っている。Beaver et 

al.［1982］は，Easman et al.［1979］の研究を基準公表後のデータを用いて再検証し，

Easman et al.［1979］と同様の結果を示している。一方で，Means［1979］，Beaver and 

Landsman［1983］，Bublitz et al.［1985］，Murdoch［1986］らは，当期営業利益よりも

歴史的原価会計に基づく利益の方が投資収益率との関連性が強いという結果を示した。こ

れらのことから，検証結果は基準公表前後で大きな違いはなく，当期営業利益の有用性は

疑問視されている。 

保有利得の有用性の検証は，基準公表後を対象に保有利得と株価収益率の検証が行われ

ている。Gheyara and Bostsman［1980］，Beaver, Christie, and Griffin［1980］，Ro［1980］，

Joo［1982］，Bao［1984］らは，保有利得が株価収益率の追加的な説明能力を有していな

いことを示した。ただし，これらの検証は株価に影響を与える要因がコントロールされて

いない。そのため，Beaver ,Griffin and Landsman［1982］，Lustgarten［1982］，Beaver 

and Landsman［1983］，Goma［1985］，Bubliz et al［1985］，Haw and Lustgarten［1988］

らは，これらの要因をコントロールし検証を行っている。その結果，歴史的原価会計に基

づく利益の情報を既知としても，保有利得は株価収益率に対して追加的な情報内容を有し

ており，保有利得の有用性は確認されている。 

さらに，第 6 章では，当期営業利益と保有利得の区分について将来利益の持続性の観点

から検証を行った。その結果，当期営業利益と保有利得の持続性はそれぞれ異なることが

示され，価格変動期と価格安定期では当期営業利益と保有利得の持続性は異なることが示

された。 

これらのことから，カレント・コスト会計の先行研究では，当期営業利益と保有利得の

有する情報は異なっており，利益を区分表示することは投資家の意思決定に対して有用で

あることが指摘されている。しかしながら，これらの先行研究は投資家の意思決定有用性

の観点からの検証に焦点が当てられており，資本維持についての検証が行われていないと

いう点で課題がある。 

 

2 Gynther の営業能力資本維持概念 

英国におけるカレント・コスト会計では資本維持概念が重視されており，営業能力資本

維持概念が主張されている。これは Sandilands 報告書［1975］や SSAPNo.16［1980］

においても取り上げられており，主な論者として Gynther があげられる。Gynther は会計

主体論と資本維持概念を結びつけることにより議論を展開している。その結果として，企

業主体理論と営業能力資本維持概念を提唱しており，カレント・コストによる測定を要求

している。 
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会計主体論は主に所有主理論と企業主体理論の 2 つに区分される。所有主理論では企業

を 1 組のパートナー，または多数の株主から構成される所有主により保有されているとみ

ている。企業が保有している資産や負債は所有主に帰属し，差額は所有主の財産として示

される。そのため，所有主理論では正味財産（純資産）に焦点が当てられている。利益は

稼得した時点で所有主に帰属することになる。この考え方では所有主が会計の中心であり，

所有主の利害を説明することが会計の目的となる。一方，企業主体理論では，企業を株主

などの所有主とは別個の存在であると捉えている。企業の保有する資産や負債は所有主で

はなく企業自身に帰属する。そのため，企業主体理論では総資産に焦点が当てられている。

利益は稼得した時点で企業に帰属し，配当した場合にのみ所有主に利益が帰属することに

なる。この考え方では企業自身が会計の中心であり，企業自身の利害について説明するこ

とが会計の目的となる（Gynther［1970］p.713）。 

Gynther によると，利害関係者は主に企業の成果とその存続に関心を有しており，所有

主ではなく企業自体に焦点を当てている。また投資は会計資料に基づいて行われており，

会計資料が企業自身の資源の適切な配置を示しているならば投資は適切に行われると考え

られる。さらに，株主は企業とは別個の存在であり，株主と企業自体の利益計算は分けら

れ，企業への投資は株主の資産や負債と共に記録されるべきである。株式が上場されてい

るとき，企業の投資財について株主は評価できないし，株主は企業の運営について意見を

もつことは困難である。これらのことから，Gynther は自身の実務経験を踏まえつつ，所

有主理論を否定し企業主体理論を提唱している（Gynther［1970］pp.289-290）。 

Gyntherは企業主体理論と結びつく資本維持概念として営業能力資本維持概念を提唱し

ている。Gynther によると営業能力資本維持概念を用いることは，「保有資産や改良資産

に取替ることのみを暗に意味するのではない。営業能力資本維持の目的は，当該期間に企

業の方法により実際に存在している状態のままで会計報告を行うことである。各資産の存

続する間，経営者が資産の取替を要求するならば，資産を取替ることができる方法により

維持される」（Gynther［1970］p.717）。つまり，営業能力資本維持概念の目的は利益計算

を行うことであるとともに，資産の取替に資する資本を維持することである。 

なお，ここでいう取替られる資産は，現在の資産を保有し続けることに限定されていな

い。これは，保有資産を維持したとしても，技術革新や価値の低下が生じれば，企業の営

業能力は低下していくことになるためである。このため，資産の維持とは営業能力を維持

することを指している。すなわち，Gynther の営業能力は，「現在の保有資産により製造さ

れている財やサービスと同じ価値を生産するために必要となる最新の設備等を基礎とする

営業能力」（Gynther［1970］pp.716-717）を意味しているといえる。 

財の価格は常に変動するため，資産の取替には個別資産の価格を捉えるカレント・コス

トによる測定が必要である。カレント・コストで測定することで，利益を営業活動により

獲得した利益を表す当期営業利益と，資産の価格上昇により生じた利得を表す保有利得に

区分することができる。Gynther は，価格上昇時において営業能力資本を維持するために
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保有利得を資本に計上することを提唱した。Gynther によると，保有利得は単なる原価の

増加額であり，実際に資産が増加するわけではない。むしろ資産の再取得のために必要と

なる資本が増加することを意味している（Gynther［1966］pp.68-70）。つまり，保有利得

を利益として認識すると配当により企業外部に再取得のために必要となる資金が流出する

ことになる。そのため，Gynther は，保有利得が配当により企業外部に流出することを防

ぎ，次期以降に取替に必要となる資本額を維持することを目的として，保有利得を資本に

計上することを要請している。 

現在の会計制度では，投資家の意思決定有用性に主眼が置かれており，企業活動の継続

性は前提であるが目的とはされていない。基本的に資産は歴史的原価により測定されてお

り，保有利得も区分されておらず，利益に含められている。そのため，現在の会計制度の

もとでは，保有利得は利益に含まれ，価格上昇時には営業能力資本の維持に必要な資本が

維持されないおそれがある。以上のことから，次の仮説を提起する。 

 

仮説：償却対象有形固定資産が大きい場合や棚卸資産回転期間が長い場合に，価格上昇時

において営業能力資本は小さくなる。 

 

第２節 分析方法 

 

1 分析モデルと変数 

Gynther の提唱した営業能力資本維持概念について検証するために，次の回帰式を最小

2 乗回帰モデル（OLS）および固定効果モデル（FE）により推定する。 

 

   𝑞 = α + α1𝑔𝑝𝑝𝑒 + 𝛼2𝑖𝑛𝑣_𝑡𝑢𝑟𝑛 + 𝛼3𝑖𝑛𝑓𝑙 + 𝛼4𝑔𝑝𝑝𝑒 ∗ 𝑖𝑛𝑓𝑙 + 𝛼5𝑖𝑛𝑣_𝑡𝑢𝑟𝑛 ∗  𝑖𝑛𝑓𝑙 + 𝜀（1） 

 

各変数の定義は以下のとおりである。 

 

q        ： 期末株価×発行済株式総数＋負債総額を総資産で割ったものであり，営業能

力の代理変数である。 

gppe    ：償却対象有形固定資産を総資産で除したものである。 

inv_turn ：棚卸資産回転期間であり，棚卸資産を売上原価で除したものである。 

infl   ：GDP デフレータ(3)前年比変化率である。 

                                                   
(3) 本検証では価格変動を認識するために GDP デフレータを用いている。GDP デフレー

タはすべての資産の価格変動の総和を意味しており，理論的に言えば一般物価指数であ

る。GDP デフレータによる修正は一般物価変動会計に該当するため，理論的に言えばカ

レント・コスト会計とは異なる。しかし，実際にデータとして使用する場合，個別の価格

変動を取得することができないため，本研究では全物価指数である GDP デフレータを用
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Gynther は営業能力資本維持概念を提唱した。営業能力とは「現在の保有資産により製

造される財やサービスと同じ価値を生産するために必要となる最新の設備等を基礎とする

営業能力」（Gynther［1970］pp.716-717）である。これは，企業の総資産（総資本）を用

いて生み出される価値を意味している。企業は財やサービスを生産し，それを販売するこ

とによりキャッシュ・フローを得るため，企業が生み出す価値とは将来キャッシュ・フロ

ーの現在価値により表すことができる。つまり，Gynther の営業能力は企業価値を示して

いると考えられる。 

企業価値は株式時価総額に負債総額を加えたものとして示される。株式時価総額は株価

と株式数を掛け合わせることにより計算され，負債総額は帳簿価額により示される。MM

理論によると，企業価値は将来に至るネット・キャッシュ・フローの現在価値と等しくな

る。企業価値を総資産で割ったものがトービンの q であり，企業評価率とも呼ばれている

（小田切［2010］77 頁）。これは，企業の設備投資に関する指数であり，企業のインプッ

トとアウトプットの比で示される。そのため，トービンの q は，企業の生産能力を示して

いる。q>1 の場合には，企業価値が資産価値よりも高いことを意味しており，企業は生産

活動により価値を生み出しているといえる。一方，q<1 の場合には，企業価値が資産価値

よりも低いことを意味しており，企業は生産活動により価値を生み出せておらず，減少さ

せているといえる。Gynther の営業能力資本維持とは，企業の生み出す価値を維持するこ

とを意味するため，トービンの q が 1 に等しいか増加する場合には，営業能力資本が維持

されている状態を意味しており，q が低下する場合には，営業能力資本が維持されていな

いと考えられる。そこで，営業能力資本の代理変数としてトービンの q を用いる。 

カレント・コスト会計は主に棚卸資産や償却対象有形固定資産に関する測定と，当期営

業利益と保有利得の区分に焦点が当てられている。投資家の意思決定有用性について検証

した先行研究では，棚卸資産と償却対象有形固定資産に着目をしている（Frank［1969］，

Easman et al.［1979］，Means［1979］，Beaver et al.［1982］，Beaver and Landsman

［1983］，Bublitz et al.［1985］等）。そこで本章においても，棚卸資産と償却対象有形固

定資産に着目することで，保有利得の影響の大きいと考えられる企業を識別する。棚卸資

産は回転期間（棚卸資産 / 売上原価）に注目する。棚卸資産回転期間が長い企業ほど保有

利得の影響が大きくなり，短い企業ほど保有利得の影響が小さくなると考えられる。償却

対象有形固定資産については期首総資産に対する割合の大小により保有利得の影響を判断

する。この割合が大きい企業ほど保有利得の影響が大きくなり，小さな企業ほど影響が小

さくなると考えられる。 

次に価格変動率は，GDP デフレータの前年比変化率に着目して算定する。GDP デフレ

                                                   

いることとする。そのため，物価の修正に関しては個別価格を反映していてない点で，本

研究の解釈には注意が必要である。ただし，個別価格と一般物価を区別できないとして

も，企業が様々な資産を保有しているとすれば，個別価格変動の変化は全体平均の変化と

近似するため，結果については類似したものとなると考えられる。 
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ータは，消費者にとっての価格だけではなく企業にとっての価格も含む総合的な指標であ

り，この前年比変化率は当該期間の価格の上昇・下落傾向を示す。 

α₄は価格上昇率と償却対象有形固定資産の交差項の係数であり，α₅は価格上昇率と棚卸

資産回転期間の交差項の係数である。価格上昇時には，償却対象有形固定資産の金額が大

きいほど保有利得が大きくなり，棚卸資産回転期間が長いほど保有利得の金額が大きくな

る。保有利得が大きな企業は現在の利益に含まれる保有利得の割合が大きくなるため，す

べて配当した場合には営業能力資本が維持されていないと考えられる。そのため，α₄と α₅

が負値ならば仮説は支持される。 

 

2 サンプルの状況 

本章で分析するデータは，Nikkei NEEDs Financial Quest より収集し，GDP デフレー

タは国際通貨基金（IMF）から収集した。本章の分析対象は 1981 年(4)から 2014 年までの

34 年間であり，サンプルの選択は以下の基準に基づいている。 

 

⑴ 銀行，証券，保険，その他金融を除く東証 1 部上場企業であること。 

⑵ 12 ヵ月決算であること。 

⑶ 分析に必要な変数が欠損していないこと。 

 

なお，分析期間が長期に渡るため，財務データには個別財務諸表のデータを使用する。

また各変数について，平均値±3 標準偏差を超えるものははずれ値として除外している。以

上の要件を満たす最終的なサンプルは 36533 企業-年度（1646 企業×34 年のアンバランス

ド・パネルデータ）であった。 

表 7-1 は分析に用いるデータの記述統計と相関係数を示している。q の平均値は 1.342

であり，標準偏差は 0.629 であった。総資産のうち償却対象有形固定資産は約 15.8%であ

り，棚卸資産回転期間は約 0.165 であり，365 日のうち棚卸資産は 60.25 日で回転してい

た。価格上昇率の平均値（中央値）は‐0.003（‐0.007）であり，分析期間のうちで日本

は価格下落の傾向にあるといえる。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
(4) IMF のデータより GDP デフレータ変化率を計算することができるのが 1981 年から

である。 
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表 7-1 記述統計と相関係数（n=36533） 

  平均 中央値 最小値 最大値 標準偏差 

q 1.342 1.175 0.087 5.776 0.629 

gppe 0.158 0.140 0.000 0.531 0.104 

inv_turn 0.165 0.126 0.000 1.038 0.151 

infl ‐0.003 ‐0.007 ‐0.022 0.026 0.013 

            

  q gppe inv_turn infl   

q 1.000 ‐0.021 ‐0.005 0.266   

gppe   1.000 ‐0.078 0.029   

inv_turn     1.000 0.062   

infl       1.000   

（筆者作成） 

 

第３節 分析結果 

 

1 主な分析結果 

表 7-2 には，(1)式における主な分析結果が示されている。Gynther は資本維持概念とし

て営業能力資本維持概念を提唱しており，価格上昇時には保有利得の大きな企業は営業能

力資本が維持できないため，保有利得を資本に計上することにより営業能力資本を維持す

べきであると主張した。そのため，Gynther の主張に基づくならば，保有利得の大きな企

業は，価格上昇時に gppe と infl の交差項や inv_turn と infl の交差項の係数は負値となる

と考えられる。 

OLS の場合，価格上昇時において償却対象有形固定資産の金額が多い場合の gppe と

infl の交差項の係数（t 値）や棚卸資産回転期間が長い場合の inv_turn と infl の交差項の

係数（t 値）は，18.827（4.845）と 0.030（3.515）であり，いずれも 1%水準で有意であ

った。そのため，価格上昇時において保有利得の大きな企業は q が大きくなるといえる。

この結果は固定効果モデルの場合も同様の結果となっている。したがって，保有利得の大

きな企業において，営業能力資本は維持されており，Gyntherの主張は支持されなかった。 

なお，他の変数に着目すると，OLS では，償却対象有形固定資産が増加する場合の gppe

の係数（t 値）は‐0.108（‐1.371），棚卸資産回転期間が増加する場合の inv_turn の係数

（t 値）は‐0.058（‐0.976）であり，統計的に有意ではなかった。しかし，infl の係数（t

値）は 8.238（8.365）であり，1%水準で有意であった。一方，固定効果モデルの結果をみ

ると，償却対象有形固定資産が増加する場合の gppe の係数（t 値）は‐0.344（‐2.856）

であり，棚卸資産回転期間が増加する場合の inv_turn の係数（t 値）は‐0.378（‐5.097）
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であった。これらは 1%水準で統計的に有意である。また価格上昇を示す infl の係数（t 値）

は 11.281（13.750）であり，1%水準で有意であった。これらのことから，固定効果モデル

では償却対象有形固定資産や棚卸資産回転期間が増加すると q は低下する傾向があること

が示された。これは効率性が低下していることを意味しているかもしれない。 

 

表 7-2 主な分析結果 

  OLS   FE 

  係数 t 値     係数 t 値   

const 1.406 67.650 ***   1.501 63.840 *** 

gppe ‐0.108 ‐1.371     ‐0.344 ‐2.856 *** 

inv_turn ‐0.058 ‐0.976     ‐0.378 ‐5.097 *** 

infl 8.238 8.365 ***   11.281 13.750 *** 

gppe*infl 18.827 4.845 ***   10.182 3.113 *** 

inv_turn*infl 0.030 3.515 ***   0.026 3.498 *** 

                

Adj.R2 0.075       0.127     

標本数 36533       36533     

（筆者作成） 

（注）表中の***は統計的に 1%水準で有意であることを示す。なお，OLS については不均一分散を，FE

では不均一分散と系列相関を考慮したロバスト推定に基づく検定結果を示している。 

 

2 追加分析 

⑴ 配当政策 

主な分析結果からは，Gynther の主張した営業能力資本維持概念は支持されなかった。

そこで，なぜ Gynther の主張が支持されなかったかを明らかにするために追加分析を行

う。 

Gynther は保有利得を資本に計上することを主張している。Gynther によると保有利得

は単なる価格の増加額であり，むしろ資産の再取得のために必要となる資金の増加を意味

している（Gynther［1966］pp.68-70）。そのため，保有利得を利益として認識すると企業

外部に再取得に必要となる資金が配当等により流出することになる。したがって，Gynther

は，利益は配当等により社外に流出するため，保有利得を資本に計上することで，次期以

降に必要となる資本額を維持しているといえる。 

そこで，営業能力資本維持に直接に影響を与えるであろう配当政策に着目し追加分析を

行う。配当を行っている場合は 0 とし，配当を行っていない場合は 1 とする muhai 変数

を使用する。分析モデルは次の(2)式を使用する。 
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𝑚𝑢ℎ𝑎𝑖 = α + α1𝑔𝑝𝑝𝑒 + 𝛼2𝑖𝑛𝑣_𝑡𝑢𝑟𝑛 + 𝛼3𝑖𝑛𝑓𝑙 + 𝛼4𝑔ppe ∗ infl + 𝛼5𝑖𝑛𝑣_𝑡𝑢𝑟𝑛 ∗  𝑖𝑛𝑓𝑙 + 𝜀  (2) 

 

表 7-3 は(2)式のプロビット分析とロジット分析の結果を示している。プロビット分析の

結果は，価格上昇時において償却対象有形固定資産の大きい場合の gppe と infl の交差項

の係数（z 値）は 77.777（8.335）であり，1%水準で有意であった。また，価格上昇時に

おいて棚卸資産回転期間の長い場合の inv_turn と infl の交差項の係数（z 値）は 0.054

（3.103）で，1%水準で有意であった。一方，ロジット分析の結果でも同様の結果であっ

た。これらのことから，保有利得が大きい企業では，価格上昇時には無配当となる企業が

増加するという結果が示された。 

 

表 7-3 追加分析 

  Probit   Logit 

  係数 z 値     係数 z 値   

const ‐0.091 ‐4.293 ***   ‐0.173 ‐4.190 *** 

gppe 1.329 13.000 ***   2.842 13.580 *** 

inv_turn 0.644 9.220 ***   1.275 8.594 *** 

infl 55.311 30.300 ***   87.712 22.970 *** 

gppe*infl 77.777 8.335 ***   197.766 9.519 *** 

inv_turn*infl 0.054 3.103 ***   0.153 3.857 *** 

                

Pred.R2 0.281       0.288     

標本数 36533       36533     

（筆者作成） 

（注）表中の***は統計的に 1%水準で有意であることを示す。検定はロバスト推定に基づいて結果を示

している。 

 

⑵ 有配企業と無配企業の資本維持 

⑴の結果を受けて，企業を有配企業と無配企業に区分し，(1)式について分析を行った。

表 7-4 は有配企業と無配企業を対象とした分析結果をそれぞれ示している。 

有配企業を対象に OLS により分析した結果，価格上昇時に償却対象有形固定資産の金

額の大きい場合の gppe と infl の交差項の係数（t 値）は 0.200（0.052）であり，棚卸資

産回転期間が長い場合の inv_turn と infl の交差項の係数（t 値）は 0.005（0.684）であ

り，統計的に有意な結果ではなかった。この結果は固定効果モデルにおいても概ね同様の

結果であった。 



131 

 

一方，無配企業を対象に OLS で分析した結果，価格上昇時に償却対象有形固定資産が

大きい場合の gppe と infl との交差項の係数（t 値）は 15.827（3.200）であり，1%水準で

有意であった。また，価格上昇時に棚卸資産回転期間が大きい場合の inv_turn と infl の

交差項の係数（t 値）は 0.028（2.759）であり，1%水準で有意であった。この結果は固定

効果モデルでも同様の結果であった。 

これらのことから，有配企業では価格上昇時に償却対象有形固定資産が大きな場合や棚

卸資産回転期間が長い場合には統計的に有意な結果が示されなかったが，無配企業では価

格上昇時に償却対象有形固定資産が大きな場合や棚卸資産回転期間が長い場合には q は増

加することが示された。つまり，有配企業では営業能力資本が高められなかったが，無配

企業では営業能力資本を高める結果となっている。したがって，保有利得の大きな企業で

は，有配の場合には Gynther の主張と矛盾しなかったが，無配の場合には Gynther の主

張は支持されなかった。 
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表 7-4 有配企業と無配企業の追加分析 

  有配企業  

  OLS   FE   

  係数 t 値     係数 t 値     

const 1.320 53.070 ***   1.372 52.780 ***   

gppe ‐0.382 ‐3.983 ***   ‐0.596 ‐3.998 ***   

inv_turn ‐0.177 ‐2.483 **   ‐0.334 ‐3.999 ***   

infl 1.595 1.759 *   1.392 1.862 *   

gppe*infl 0.200 0.052     0.457 0.145     

inv_turn*infl 0.005 0.684     0.000 0.077     

                  

Adj.R2 0.007       0.006       

標本数 18767       18767       

                  

  無配企業   

  OLS   FE   

  係数 t 値     係数 t 値     

const 1.432 57.380 ***   1.608 42.230 ***   

gppe ‐0.108 ‐1.155     ‐0.510 ‐2.805 ***   

inv_turn ‐0.067 ‐0.963     ‐0.699 ‐6.187 ***   

infl 11.140 8.570 ***   13.691 12.070 ***   

gppe*infl 15.827 3.200 ***   7.880 1.820 *   

inv_turn*infl 0.028 2.759 ***   0.020 2.225 **   

                  

Adj.R2 0.092       0.148       

標本数 17766       17766       

（筆者作成） 

（注）表中の***，**，*は統計的に 1%，5%，10%水準で有意であることを示す。なお，OLS については

不均一分散を，FE では不均一分散と系列相関を考慮したロバスト推定に基づく検定結果を示している。 

 

おわりに 

 

本章では Gynther の主張した営業能力資本維持概念について検証を行った。分析の結

果，Gynther の主張は支持されなかった。そこで，配当政策に着目し，追加分析を行った

結果，保有利得の大きな企業では価格上昇時には無配当となる傾向にあることが明らかと
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なった。この結果から，企業を有配企業と無配企業に区分し，再検証を行った。その結果，

有配企業では Gynther の主張と矛盾しなかったが，無配企業では Gynther の主張が支持

されなかった。これらのことから，保有利得を有する企業は，保有利得の影響が大きい局

面において意識的に配当を行わないという意思決定を行っている可能性がある。つまり，

経営者や株主らは配当をコントロールすることにより，営業能力資本を維持している。こ

れは，実務において営業能力資本を維持することを考えていたといえる。 

これらの分析の結果は，株主と経営者の間での利害調整が不十分であるために生じたと

考えられる。これは，現在の会計制度の中では，維持すべき資本が制限されておらず，配

当可能利益を示すことができていない。そのため，経営者が自ら配当をコントロールする

ことにより，資本維持がなされている。その結果として，株主と経営者の間で利害対立が

生じているといえる。そこで，Gynther の営業能力資本維持概念を導入することにより，

保有利得が資本計上され，維持すべき資本が明らかとなるとともに，配当可能利益を示す

ことができる。これにより株主と経営者間の利害調整を会計制度に取り組みことができ，

現在の会計制度の問題に対して一定の示唆を与えることができる。
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第 8章 カレント・コスト会計の理想的モデルの検討 

 

はじめに 

 

カレント・コスト会計は，現在の購入市場価格であるカレント・コストに基づいて測定す

る会計であり，営業活動の成果と保有活動の成果が区分表示される点に特徴を有している。

カレント・コスト会計は，歴史的原価会計では価格変動の影響を財務諸表に反映することが

できず，会計情報利用者の意思決定に有用な情報を提供できていないという問題のみならず，

Hicks の経済的利益概念を理想とする会計理論の再構築という観点から主張されている。米

国や英国では一時的に会計基準として実務においても適用されていたが，インフレーション

の鎮静化に伴い会計基準は廃止された。その後，2018 年に IASB が公表した概念フレームワ

ークにおいて測定基準の 1 つとしてカレント・コストが示されたが，まだ会計基準として示

されたわけではない。このように，カレント・コスト会計は，価格変動の鎮静化に伴い議論

が終息したが，Hicks の経済的利益概念にもとづく会計理論の再構築の観点からはまだ議論

を行う余地はあると考えられる。 

これまでカレント・コスト会計学説は主に米国と英国圏を中心として議論が展開されてい

る。米国では，Edwards and Bell［1961］を萌芽として，Sprose and Moonitz［1962］や

AAA［1964a・b］，ASOBAT［1966］，SFASNo.33［1979］などが主張しており，主に業績

評価の観点から議論が行われている。一方，英国圏は，Gynther［1966］や Sandilands 報

告書［1975］，SSAPNo.16［1980］を中心に資本維持概念の観点から議論が行われている。

このように，カレント・コスト会計学説や会計基準は多くの論者により主張されてきたが，

それぞれ異なるカレント・コスト会計が提唱されている。しかしながら，いずれのカレント・

コスト会計が理想的なモデルであるかは明確ではない。 

そこで，本章の目的は，カレント・コスト会計学説や会計基準の変遷から，カレント・コ

スト会計の理想的な 1 つのモデルを明らかにすることである。検討の結果，カレント・コス

ト利益概念および営業能力資本維持概念からなる営業能力カレント・コスト会計が理論的な

1 つのモデルであることを明らかにする。 

本章の構成は次のとおりである。第 1 節ではカレント・コスト会計学説や会計基準の変遷

を明らかにし，第 2 節では，一般理論としてカレント・コスト会計を提唱した Edwards and 

Bell と Gynther を取りあげる。その上，第 3 節では，両者のカレント・コスト会計学説を比

較し，カレント・コスト会計が備えるべき要件を明らかにしたうえで，カレント・コスト会

計の理想的な 1 つのモデルおよびその数値例を示す。 
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第 1節 カレント・コスト会計学説等の変遷とその比較 

 

本章では，Edwards and Bell をカレント・コスト会計の萌芽と位置付け，まずは各章にお

いて取り上げたカレント・コスト会計学説および会計基準の変遷を明らかにする。その上で，

一般理論としてカレント・コスト会計学説を示したものとして，Edwards and Bell および

Gynther のカレント・コスト会計を指摘する。カレント・コスト会計学説および会計基準を

まとめたものが表 8-1 および表 8-2 であり，その変遷を示したものが図 8-1 である。
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表 8-1  カレント・コスト会計学説の比較 

（著者作成） 

論者 Edwards and Bell Sprouse and Moonitz AAA ASOBAT Revsine Gynther 

問題意識 

経営者等の意思決定に

資する価格変動の影響

を反映した利益概念の

再構築 

会計実務・理論の再

構築 

価格変動の影響が認

識されおらず，投資

家の意思決定を阻害

している 

会計理論の再構築 
経済的利益との関係性

の証明 

価格変動の影響が 

認識されない 

会計の目的 意思決定に有用な情報の提供 

主な利用者 経営者 経営者・投資家 投資家 投資家 長期資本投資家 経営者 

企業観 － － － － － 企業主体理論 

資産概念 ― 将来の経済的便益 サービス・ポテンシャル ― サービス・ポテンシャル 

測定基準 カレント・コスト 

利益概念 経営利益 カレント・コスト利益  

資本維持概念 

（名目資本/営業能力資本）  
名目資本維持 営業能力資本維持 

価格変動の影響 実現可能原価節約 保有利得 資本修正項目 

適用範囲 すべて 棚卸資産 

有形固定資産 

棚卸資産 

有形固定資産 

すべて 棚卸資産 

有形固定資産 

すべて 

開示方法 財務諸表 財務諸表 財務諸表 財務諸表 

(2 元的報告様式) 

財務諸表 財務諸表 

論拠 

意思決定有用性 意思決定有用性 意思決定有用性 目的適合性 目的適合性 目的適合性 

企業業績評価 企業業績評価 企業業績評価 検証可能性 

 

営業能力 

比較可能性 比較可能性 比較可能性 不偏性 

 企業継続性 企業継続性 企業継続性 量的表現可能性 

  営業能力  
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表 8-2 カレント・コスト会計基準の比較 

会計基準等 ASRNo.190 SFASNo.33 Sandilands 報告書 SSAPNo.16 

問題意識 価格変動の影響が認識されない 

会計の目的 意思決定に有用な情報の提供 

主な利用者 投資家 すべての利用者 

企業観 ― ― ― ― 

資産概念 ― サービス・ポテンシャル ― ― 

測定基準 カレント・コスト 企業にとっての価値 

利益概念 ― 経営利益 カレント・コスト利益 
カレント・コスト営業利益 

カレント・コスト株主帰属利益  

資本維持概念 

（名目資本/営業能力資本）  
― 名目資本維持 営業能力資本維持 

価格変動の影響 保有利得 カレント・コストの増加または減少 資本修正項目 

適用範囲 棚卸資産 

有形固定資産 

貨幣運転資本 

棚卸資産 

有形固定資産 

開示方法 注記 補足情報 財務諸表 

論拠 

目的適合性 将来キャッシュ・フローの評価 目的適合性 目的適合性 

 
企業業績評価 

 
営業能力 

営業能力  

（筆者作成） 
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図 8-1 カレント・コスト会計の変遷 

（筆者作成） 

資本修正説 

区分 

表示 

Edwards and Bell 

【1961】 

Sprouse and Moonitz 

【1962】 

SFASNo.33

【1979】 ASRNo.190

【1976】 

原価節約説 

Revsine 

【1973】 

 外的要因説  ASOBAT

【1966】 

AAA

【1964a】 

AAA 

【1964b】 

Gynther  

【1966】 

Sandilands 報告書 

【1975】 

 企業にとって

の価値 

SSAPNo.16 

【1980】 

営業能力     

 資本維持概念  

引用 

影響あり 

証明 
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カレント・コスト会計は，歴史的原価会計では価格変動の影響を反映することができな

いという問題を背景として 1960 年代ごろから議論が展開されてきた。さらに，Edwards 

and Bell や Revsine，Gynther，Sandilands 報告書らは，Hicks の経済的利益概念を理想

的な利益概念と位置付け，これに最も近似する利益概念がカレント・コスト会計で示され

る利益であると主張している。Revsine は，経済的利益と経営利益の関係について証明を

行っている。 

カレント・コスト会計の萌芽として Edwards and Bell をあげることができる。Edwards 

and Bell は，経営者の意思決定の評価および改善に有用な会計情報を提供するために，経

営利益概念と名目資本維持概念にもとづくカレント・コスト会計を提唱しており，利益を

当期営業利益と実現可能原価節約に区分表示する点に特徴がある。Edwards and Bell は，

企業活動を営業活動と保有活動に区分している。この利益の区分表示の考え方は，Sprouse 

and Moonitz，AAA，ASOBAT をはじめ，Gynther や Sandilands 報告書，SSAPNo.16 に

引き継がれている。そのため，カレント・コスト会計学説や会計基準における基本的な考

え方は，Edwards and Bell において構築されているといえる。 

Edwards and Bell の示したカレント・コスト会計に対して，批判を行った論者として

Gynther をあげることができる。Gynther は，実現可能原価節約の利益計上と歴史的原価

に基づく財務諸表の開示の 2 つの点について Edwards and Bell を批判している。そのう

えで，Gynther は，カレント・コスト利益と営業能力維持概念にもとづくカレント・コス

ト会計を提唱している。実現可能原価節約は実際に資産が増加したわけではなく，むしろ

単なる価格の変化であり，資産を再調達する際に必要となる資本が増加したことを意味し

ている。実現可能原価節約が利益計上された場合には，配当による社外流出により企業を

維持できない。そのため，価格変動の影響を資本計上すべきであると主張している。この

考え方は，Sandilands 報告書，SSAPNo.16 に引き継がれている。ただし，Sandilands 報

告書や SSAPNo.16 では，測定基準としてカレント・コストではなく，企業にとっての価

値を示している点で異なる。 

このように，カレント・コスト会計学説は Edwards and Bell 型のカレント・コスト会

計と Gynther 型のカレント・コスト会計に分類できる。この 2 つのカレント・コスト会計

学説は価格変動の影響を利益として計上するか，資本として計上するかの点で異なってい

る。これは，利益概念や資本維持概念による違いにより生じているといえる。 

カレント・コスト会計学説および会計基準において価格変動の影響の捉え方は，①原価

節約説，②外的要因説，③資本修正説，④混合説の 4 つの分類することができる。①原価

節約説とは，価格変動は資産を安く購入した結果として捉える考え方であり，Edwards 

and Bell により提唱され，Sprouse and Moonitz に引き継がれている。一方，②外的要因

説とは，価格変動は市場の需給や科学技術の発展など，経営者によりコントロールするこ

とができない要因により生じるものと捉える考え方であり，AAAやASOBAT，ASRNo.190

において主張されている。原価節約説から外的要因説への変化は，会計が過去指向である

か，現在・未来志向であるかにより異なっていると考えられる。Edwards and Bell による

と実現可能原価節約は，資産を安く購入した結果生じた利得であると捉えており，過去の

意思決定の結果を示している。しかし，AAA らによると保有利得は，将来利益の予測を改

善するために区分して表示すべきであることが示されている。将来利益は，過去の利益と
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現在の利益の関係のみで決まるのではなく，市場や経済環境や技術革新などの要因によっ

ても決まるため，価格変動を利益から区分表示することで，将来利益の予測に役立つと考

えている。 

①原価節約説と②外的要因説に対して，③資本修正説は価格変動の影響を利益ではなく

資本に計上する。③資本修正説は，価格変動は実際の資産が増加したわけではなく，再調

達するために必要となる資金が増加したことを意味すると捉える考え方であり，Gynther

により提唱され，Sandilands 報告書や SSAPNo.16 に引き継がれている。価格変動の影響

を利益に計上することは，企業継続に基づく企業の観点ではなく，株主の目を通して価格

変動を認識しようとするものであるためである（Gynther［1966］p.68）。保有利得が利益

計上され配当された場合，企業ではなく，株主が裕福になる。価格の上昇は，競合企業よ

りも有利になる点で明らかにすべきであるが，企業自身は利益的観点からは有利とはいえ

ず，むしろ現在よりも多くの資本が必要となるため，資本勘定に計上すべきである

（Gynther［1966］p.70）。 

①，②および③を含めたものが④混合説であり，SFASNo.33 において提唱されたもので

ある。SFASNo.33 では，実体資本維持概念と名目資本維持概念について検討した上で，「歴

史的原価とその資産の使用日または売却日におけるカレント・コストとの間の差額を記載

するためには，カレント・コストの増加または減少という中立的表現をもちいることが好

ましいと」（FASB［1979］para.135）結論づけている。ただし，原価節約説や外的要因説，

資本修正説が相互にどのように関連しているか示されていないため，カレント・コストの

増加および減少が何を意味しているかは明確ではない。 

これらのことから，カレント・コスト会計学説や会計基準の変遷は SFASNo.33 に集約

できる。しかしながら，SFASNo.33 をカレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルとす

ることはできない。SFASNo.33 は経営利益概念と名目資本維持からなるカレント・コスト

会計を提唱しており，価格変動の影響について混合説を採用している。これは，営業能力

資本維持概念と名目資本維持概念の考え方が含まれており，論理的に矛盾することになる。

さらに，SFASNo.33 では，測定対象が棚卸資産と有形固定資産に限定され，補足資料とし

ての開示にとどまっている。つまり，SFASNo.33 は全面カレント・コスト会計であるとは

言えない。本章では，カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルを明らかにすること

を目的としているため，全面カレント・コスト会計を検討すべきである。そこで，全面カ

レント・コスト会計が要すべき要件として次の 3 点をあげることができる。 

 

① 測定基礎として単一の測定基礎を用いていること。 

② すべての資産や負債を対象としていること。 

③ 単一測定基礎に基づいて財務諸表が示されること。 

 

これらの 3 要件に該当するカレント・コスト会計学説は Edwards and Bell と Gynther

である。そのため，本章では，Edwards and Bell と Gynther のカレント・コスト会計学

説の基本的な考え方をもとに，理想的な 1 つのモデルを検討する。 
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第 2 節 Edwards and Bell と Gynther のカレント・コスト会計学説 

 

前節においてカレント・コスト会計学説および会計基準はEdwards and BellとGynther

に集約できることを明らかにした。本節では，それぞれのカレント・コスト会計学説の概

要を示す。 

 

1 Edwards and Bell のカレント・コスト会計学説 

Edwards and Bell は，歴史的原価会計では個別価格変動の影響を反映できず，経営者の

意思決定に役立つ情報を会計資料が提供できないという問題に対して，Hicks の経済的利

益概念の観点から会計理論を構築しており，最も近似する会計してカレント・コスト会計

をあげている。つまり，Edwards and Bell は，経済学と会計学との関係から，企業利益に

関する理論を展開し，会計上の記録や報告に適用する方法を試みている（Edwards and 

Bell［1961］p.ⅱ）。これは，カレント・コストにより測定を行い，利益を当期営業利益と

実現可能原価節約に区分表示する点に特徴がある。 

Edwards and Bell によると経営者は，企業利益を最大化するために，資源をいかに配分

すべきかについて意思決定を行っている。この意思決定は，①ある時点においてどれだけ

の価値の資産を保有するか（拡張の問題），②それらの資産をどのような形で保有するか

（構成の問題），③資産を保有するための資金調達をいかにするか（財務の問題）に分類で

きる（Edwards and Bell［1961］p.2）。 

このような経営者の意思決定に対して会計資料は，経営者が行った意思決定を評価およ

び改善するために必要となる情報を提供すべきである。経営者は意思決定を行うために将

来の事象に関する期待値を有している。会計資料に求められる役割は，経営者が行った過

去の意思決定の結果を明らかにすることである。会計資料は過去の意思決定の結果が反映

されている。さらに重要なことは，会計資料が経営者の意思決定を評価手段として役立て

られることにより，「①当期の生産過程を統制し，②未来の意思決定をよりよいものとし，

また③意思決定の過程そのものを改善することに貢献すること」（Edwards and Bell［1961］

p.4）である。つまり，会計資料は経営者の意思決定評価機能および改善機能を有している。 

経営者の意思決定の評価および改善するために役立つ情報を会計資料が提供できるか否

かは比較可能性により判断できる。意思決定の評価や改善は，経営者の期待値と比較する

ことにより達成できる。ある期の事象を，比較することにより期待値の誤差を明らかにす

ることができる。そして，誤差を分析することにより，統制可能な場合には事象を変化さ

せ，できない場合には期待値を変更する。このように期待値を比較可能なものとするため

に，会計資料はできる限り特定の期に実際に生じた事象を測定する必要がある。そのため，

前期の事象と当期の事象を混同してはならないし，当期の事象をすべて認識する必要があ

る。そのため，比較可能性を満たすか否かが，会計原則の善し悪しを判断する上で役に立

つことになる（Edwards and Bell［1961］pp.4-5）。 

会計資料が経営者の意思決定を評価および改善するという目的を達成するために，組み

入れるべき情報は，個別的な価格変動でなければならない。過去の意思決定がどの程度正

しかったか，それとも誤りだったかを，真実にかつ写実的に測定することを通じて，新た

な意思決定の形成に役立つような利益概念が必要とされる。そして，意思決定の正しさも
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しくは誤りは，結局は市場において検証されるため，会計が対象とすべきものは，ある種

の市場価格の変動額である（Edwards and Bell［1961］p.19）。 

Edwards and Bell は，企業活動を①営業活動と②保有活動に区分している（Edwards 

and Bell［1961］p.36）。 

 

① 営業活動とは，生産諸要素を結合や移動させることにより，要素価値を超える販売

価値の生産物とすることにより，利益を獲得する活動である。 

② 保有活動とは，資産や負債を，その資産の価格が上昇，あるいは負債の価値が下落

する間保有することにより利益を獲得する活動である。 

 

営業活動の利益は生産過程を使用することにより生じ，保有活動の利益は生産要素また

め生産物を保有することにより生じる。営業活動の成果は営業利益として示され，保有活

動の成果は実現可能原価節約として示される。企業や社会にとって重要視される利益は当

期営業利益である。しかしながら，いずれの活動も企業利益の最大化に役立つ活動であり，

異なる意思決定の結果生じる成果である。そのため，意思決定を評価するためには適切に

利益を区分表示することが重要である。もしも営業活動の成果と保有活動の成果が区分さ

れない場合には，成果が混同されるため，適切な意思決定の評価を行うことができない

（Edwards and Bell［1961］pp.73-74）。 

Edwards and Bell は，営業活動と保有活動の成果を区分するために，カレント・コスト

により測定することを要求している。カレント・コストによる測定は，企業の現在の生産

過程で用いられる生産資源を測定するうえで最善の尺度である。カレント・コストにより

測定した結果，当期の収益と費用がカレント・コストにより測定され，利益が期間対応で

き，当期の営業活動の成果が示されると共に，期首の歴史的原価およびカレント・コスト

と期末のカレント・コストの差額が実現可能原価節約として区分表示される。当期営業利

益は実現基準により認識され，実現可能原価節約は実現可能性基準により認識される。

Edwards and Bell は，利益概念として当期営業利益と実現可能原価節約を合計した経営

利益概念を提唱している。 

さらに，カレント・コストによる測定は貸借対照表にも有用な情報を提供できる。資産

をカレント・コストで測定することにより，貸借対照表は，現在の状態にするために企業

が使用したインプットのカレント・コストにより示されることになる。そのため，貸借対

照表は，現在の営業活動を行うために必要となる資産を再調達した場合に係る金額を示し

ているといえる。 

 

2 Gynther のカレント・コスト会計学説 

Gynther は，価格変動会計の問題を解決する鍵として資本維持概念を示し，利益計算の

中において会計主体論と資本維持概念を結び付けた論者として評価されている。その上で，

会計主体論を判断基準として，企業主体理論と営業能力資本維持概念が結びつくカレント・

コスト会計を提唱している。 

会計主体論とは，企業の本質を捉える企業観に関するものであり，所有主理論と企業主

体理論に区分できる（Gynther［1966］p.274）。所有主理論とは，企業は所有主により保
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有されているとする考え方である。この考え方では，価格変動を認識するために一般物価

水準により修正を行う。価格変動時に株主は出資額が以前と同じ購買力であるかを確認し

ようとするため，一般購買力による修正を要求する。つまり，資本は株主に払い戻される

ことを前提としている。一方，企業主体理論とは，企業を所有主とは別個の存在として認

識する考え方である。この考え方では，価格変動を認識するために，個別価格指数により

修正を行う。個別価格指数は，毎期継続する企業実体のおける資産の有高をみようとする。

つまり，主な関心は企業自体の資産を維持することであるため，個別価格指数による修正

(1)を要求している。 

Gynther は，会計主体論として企業主体理論を選択している。会計情報利用者は，企業

が存続し発展することに関心がある。企業の設備投資は会計資料に基づいて行われており，

資源の最適な配置は会計資料に示された結果の健全性に依存している。そのため，会計資

料は株主の利益ではなく，企業自身の利益のみを示すべきである。会計資料に株主の利益

が含まれる場合には，経営者は設備投資について適切な判断ができないばかりか，株主が

株式の売買にあたって適切な判断をすることができない。また，企業の利益以外が配当さ

れた場合には，株主は誤った意思決定を行う可能性がある。このため，株主と企業の利益

は区分する必要がある。株主の私的利益と企業利益の区分が曖昧なのは，所有主理論が企

業家の時代から持ち越されてきたためである。企業が株式会社として制度化されるにつれ

て，所有者と経営者が分離してきた。これは，企業家の私的利益と企業利益との間で区分

を生じさせ，所有主の見方を変えることになる（Gynther［1966］pp.289-290）。これらの

ことから，Gynther は企業主体理論を採用している。 

Gynther は，企業主体理論と結びつく資本維持概念として営業能力資本維持概念をあげ

ている。企業は清算するのではなく，存続や発展，成長することを望んでいる（Gynther

［1966］pp.46-47）。そのような企業は「ある特定の産業内に留まる傾向があり，企業は一

定の資産と在庫品を使用し，同種の資産や貯蔵品を取替える傾向にある」（Gynther［1966］

p.562）と述べている。つまり，企業はある産業にとどまり保有資産を取替えることにより

企業を維持し，発展するものである。 

Gynther によると営業能力資本維持概念を使用することは，「保有資産や改良資産の取

替を暗に意味するのではない。営業能力資本維持概念の目的は，企業の今現在の状態や利

益を報告することであり，各資産の存続する間，経営者が資産の取替を要求するならば，

資産を取替えることができる方法により維持される」（Gynther［1970］p.717）と述べて

いる。つまり，営業能力資本維持概念の目的は，企業の状態や利益を報告することであり，

それに加えて資産を取替えるために必要となる資本を維持することである。 

営業能力資本は資産を取替えることにより資本が維持される。ただし，取替える資産は

現在の保有資産のみではない。技術革新や価値の低下が生じた場合には，同一の保有資産

を維持しても営業能力を維持することができない。そのため，営業能力には，技術革新の

                                                   
(1)  第 7 章では価格変動を認識するために一般物価指数を用いており，理論的に言えばカ

レント・コスト会計とは異なる。しかしながらが，実際にデータとして使用する場合，

個別価格指数を取得することが困難であるため，一般物価指数を用いている。ただし，

個別価格指数と一般物価指数を区別できないとしても，個別価格指数の変化は全体平均

の変化と近似するため，結果については類似したものとなると考えられる。 
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影響や最新の設備を使用することにより生じる販売単価の割引額などを反映する必要があ

る。つまり，Gynther が主張している営業能力資本とは，「現在の保有資産により製造され

ている財やサービスと同じ価値を生産するために必要となる最新の設備等を基礎とする営

業能力」（Gynther［1970］pp.716-717）を意味している。 

営業能力資本維持概念は企業活動の継続性とも整合する。営業能力は企業の保有する資

産の組み合せから生じる能力である。つまり，営業能力は保有資産と同等または同質の資

産により構成されるものである。企業活動の継続性は，ある産業に属し，資産を取替える

ことにより達成させるものであった。企業が継続するために現在の保有資産と異なる資産

や他の産業に関する資産と取替えることは考えにくい。営業能力は投資購買力と異なり他

の産業に属する資産は含まれないと考えられるため，Gynther の主張する企業活動の継続

性と整合することになる。したがって，Gynther は企業主体理論と企業活動の継続性の観

点から営業能力資本維持概念を導き出している。 

Gynther は営業能力資本維持概念に表裏一体となる利益概念としてカレント・コスト利

益概念を提唱している。Gynther は，理想的な利益概念として Hicks の利益概念をあげて

いるが，現在価値を客観的に測定できないため，会計学では利益を対応概念に基づいて認

識する方法を採用していると指摘したうえで，同一価格水準の収益と費用を対応させた利

益概念が望ましいと述べている。カレント・コストにより測定することで，同一価格水準

の収益と費用を対応させることができるため，カレント・コスト利益が理論的に望ましい

利益であると述べている。カレント・コスト利益とは，その期間に追加投資がないならば，

営業能力を損なうことなく受益者に企業から分配できる金額で表示された最大額である。

つまり，カレント・コスト利益は営業能力資本を維持した上で生じる利益であり，分配可

能利益を示していると考えらえる。 

保有利得は一期間における個別資産の価格変動の結果として生じるものであり，歴史的

原価または期首のカレント・コストと期末カレント・コストの差額として認識される。

Gyntherは保有利得を資本修正勘定として資本計上することを提唱している。保有利得は，

価格上昇の結果生じたものであり，実質的な現金や資産が増加するものではなく，むしろ

企業活動を継続するために，保有利得に相当する資金が新たに必要となる。保有利得が利

益計上された場合には，配当等により社外に資本が流出する可能性があることや，利益が

保有利得だけ過大表示されることになるため，企業の状況を適切に示すことができない。

したがって，Gynther は保有利得を利益ではなく資本に計上している。 

 

第 3 節 カレント・コスト会計の理想的なモデルと数値例 

 

これまで Edwards and Bell と Gynther のカレント・コスト会計学説を概観してきた。

ここでは，カレント・コスト会計の理想的なモデルが有すべき要件を 2 つの学説から抽出

する。その上で，カレント・コスト会計の理想的なモデルを明らかにしたうえで，その数

値例を示す。 
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1 カレント・コスト会計が有すべき要件 

Edwards and Bell と Gynther のカレント・コスト会計から，カレント・コスト会計の

理想的なモデルが有すべき要件を抽出する。先に結論を示すと，カレント・コスト会計の

理想的なモデルが有すべき基本的な要件は，①目的適合性，②検証可能性，③比較可能性

であり，企業の継続性がこれら 3 要件を支えているといえる。これを示すと次の図 8-2 と

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-2 理想的なカレント・コスト会計モデルの要件 

（筆者作成） 

 

⑴ 基本的な要件 

① 目的適合性 

目的適合性とは，会計情報利用者が意図している活動に合致する情報を提供すべきであ

ることを意味している。つまり，カレント・コスト会計は会計情報利用者の意思決定に有

用な情報を提供することを目的としている。ここでは，会計情報利用者がどのような情報

ニーズを有しているかを明確にする必要がある。 

Edwards and Bell や Gynther は主な会計情報利用者として経営者をあげている。Ed-

wards and Bellによると経営者は，常に企業に関する意思決定を行っている。会計資料は，

経営者の意思決定の評価および改善に役立つ情報を提供するべきである。この目的を達成

するために，カレント・コストで測定し，利益を当期営業利益と実現可能原価節約に区分

表示している。営業活動と保有活動は，それぞれ利益獲得要因が異なるため，区分しなけ

れば利益が混同され，経営者が適切な意思決定を行うことができない。つまり，Edwards 

and Bell によると経営者は企業活動の成果に関する情報を必要としている。 

一方，Gynther は企業主体理論に基づき，カレント・コスト利益と営業能力資本維持概

念を結び付けている。カレント・コスト利益は営業能力資本を維持した上で分配できる利

益である。営業能力資本とは，「現在の保有資産により製造される財やサービスと同じ価値

を生産するために必要となる最新の設備等を基礎とする営業能力」（Gynther［1970］

pp.716-717）を意味している。営業能力資本を維持するためには，価格変動の影響を利益

ではなく資本に計上する必要がある。価格変動は，単なる価格の変動分であり，実際に資

産が増加するわけではない。そのため，Gynther のカレント・コスト利益は，企業が次期

以降においても企業活動を継続するために必要となる資本を維持した後で計上される利益

であり，価格変動の影響を除いた一期間の純粋な営業活動の成果を示している。つまり，

Gynther も Edwards and Bell と同様に企業活動の成果に関する情報を示すことを要求し

ている。 

意思決定有用性 

検証可能性 目的適合性 比較可能性 

企業の継続性 
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Edwards and Bell や Gynther は，会計情報利用者として主に経営者の意思決定に有用

な情報を提供するため，カレント・コスト会計を提唱している。しかしながら，カレント・

コスト会計に関する情報が，投資家など外部の利害関係者の意思決定にまったく役立たな

いわけではない。経営者は，企業活動の成果を踏まえて，意思決定を評価し改善するのに

対し，投資家は企業活動の成果を踏まえて，株式の売買について意思決定を行っている。

つまり，経営者や投資家は企業活動の成果としてどの程度利益を獲得したのかに関心を有

している。この意味において，経営者も投資家も共に企業活動の成果を踏まえて，企業業

績評価を行っている。そのため，経営者の意思決定に有用な情報は投資家にとっても有用

な情報であるといえる。したがって，カレント・コスト会計は会計情報利用者に対して収

益性に関する情報を提供すべきである。 

 

② 検証可能性 

検証可能性とは，財務諸表に示されている数値を企業以外の第 3 者が本質的に類似する

数値を導くことができることを意味している。検証可能性を満たすことにより，会計情報

の信頼性が高まると考えられる。 

カレント・コストは現在の購入市場価格である。金融商品や商品など市場が存在する場

合には，現在の市場価格を反映することができる。しかしながら，必ずしもすべての資産・

負債に市場が存在するわけではない。むしろ存在する市場の方が少ないと考えられる。そ

のため，Edwards and Bell や Gynther は，カレント・コストを直接測定できない場合に

は，個別価格指数や，第 3 者による鑑定，直接購入先に問い合わせを行うなどの検証可能

な測定方法を示している。特に，個別価格指数は政府機関が毎月または毎年公表しており，

企業内部者以外のものが指数を作成するため客観的な指数であるといえる。これらのこと

から，個別価格指数を用いて計算されるカレント・コストは検証可能性を満たすと考えら

れる。 

 

③ 比較可能性 

比較可能性とは，同一時点における他企業との比較（企業間比較）や，同一期間におけ

る企業との比較（期間比較）が容易になる会計情報を作成することを意味している。 

Edwards and Bell によると，経営者の意思決定の評価および改善について有用な情報

を提供できるか否かは，比較可能性により判断することができると述べている。経営者は

意思決定を行うにあたり期待値を有している。経営者の意思決定の評価および改善するた

めには，彼らの期待値と比較可能性であることが必要である。つまり，比較可能性は，会

計資料の有用性に関する判断基準であり，目的適合性の必要条件であるといえる。経営者

の意思決定の評価や改善は，期待値と比較することにより行われるため，会計資料はでき

るかぎり特定の期間に生じた事象を反映しておく必要がある（Edwards and Bell［1961］

pp.4-5）。 

Gynther によると，最も理想的な利益は現在価値の差額により算定されるが，現在価値

は客観的に測定することができないため，会計の議論では対応概念に基づく利益概念を重

視していると述べている。さらに，減価償却累計額の償却不足額は，当期の損益計算が不

明確となることを理由に，利益ではなく資本に計上することを主張している。これらのこ



147 

 

とから，Gynther は企業の業績評価を行うためには，ある一定期間に生じた利益を示すべ

きであり，過去に生じた損益を含めるべきではないと考えている。つまり，比較可能性を

満たすことにより企業業績評価に役立つと考えているといえる。 

 

⑵ 概念的な基礎：企業の継続性 

企業の継続性とは，企業は清算や解散をするのではなく，維持し発展・成長するもので

あることを意味している。 

Edwards and Bell によると，当期営業利益は継続企業における長期的な利益を示して

おり，もしも現存の生産過程と，その生産過程の基礎となる条件が将来まで継続するなら

ば，予測の目的に用いることができると述べている。たとえ将来の生産過程に与える条件

が変化したとしても，企業にとって外在的な場合，他の生産過程にも同様に影響を及ぼす

ため，現在の生産過程が最も利益を最大化することができる。さらに，将来が不確実であ

る場合には，現在の生産過程を維持することが最も現実的である。そのため，当期営業利

益は，企業の継続事業として評価することができ利益であり，カレント・コストのみしか

示すことができないものである。（Edwards and Bell［1961］pp.99-100）。つまり，当期

営業利益は企業の継続性を評価することができる利益であり，Edwards and Bell におけ

るカレント・コスト会計は企業の継続性を考慮していたと考えられる。 

一方，Gynther は企業主体理論を採用している。Gynther によると，企業は「ある産業

内に留まる傾向にあり，企業は一定の資産と在庫品を使用し，同種の資産や在庫品を取替

える傾向」（Gynther［1966］pp.46-47）にある。投資家や経営者は企業の清算ではなく，

発展・成長することを前提としている。企業が存続し，利益を獲得することで，投資家は

リターンを獲得できる。経営者は業績評価を行うことで，企業をより成長させようとする。

つまり，投資家や経営者の意思決定は，企業活動を継続することにより満たすことができ

るため，カレント・コスト会計は企業の観点から議論を行うべきである。 

 

2 理想的なカレント・コスト会計のモデル 

本項では，前項で示されたカレント・コスト会計の理想的なモデルが有すべき要件を踏

まえ，カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルを明らかにする。 

カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルは，経営者や投資家の意思決定に有用な

情報を提供することを目的とする会計である。会計情報利用者は，企業活動の成果として

どの程度利益を獲得できたかという収益性に関する情報を必要としている。これは，Edw

ards and Bell が示したように，経営者の意思決定の評価や改善を行うために会計情報は

必要とされており，企業活動の成果を利益獲得要因ごとに区分表示することで達成される。

さらに，Gynther は営業能力資本を維持した上で分配することができる利益としてカレン

ト・コスト利益概念を示している。これは，企業が次期以降においても営業活動を維持す

るために必要な資本を維持した後に計算される分配可能利益であり，一期間の営業活動の

成果を示す利益である。このように，Edwards and Bell や Gynther は企業活動の成果を

示すことにより会計情報利用者に対して収益性に関する情報を提供している。 

企業は清算するのではなく，継続するものであると仮定する。Gynther は，企業をある

産業に属し，同一の資産を取替えることにより継続すると仮定している。しかしながら，
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同一の資産を維持したとしても企業を継続することはできない。なぜなら，時の経過とと

もに技術革新により新規資産が登場し，保有する資産の価値が低下するため，企業を成長・

発展することができず，維持することが困難となるためである。企業はある時点において

保有する資産を新規資産と取替えるはずである。したがって，企業が長期的に継続するな

らば，同一の資産ではなく，技術革新等を反映した同一の価値を生み出す資産を維持すべ

きである。さらに，企業は個別資産だけではなく，いくつかの資産を組み合わせて価値を

生み出している。これらのことから，資本維持概念として営業能力資本維持概念を採用し，

技術革新等の影響を反映するために資産を期末時点のカレント・コストで測定するべきで

ある。 

営業能力資本を維持するためには，保有利得を資本計上する必要がある。次期以降の営

業活動を継続するためには，資産を取替えるための資本を維持する必要がある。Gynther

が述べたように，保有利得は，単なる価格変動の結果であり，実際の現金や実物資産が増

減するわけではない。仮に保有利得が利益計上されると，配当される可能性があり次期以

降に維持すべき営業能力を維持することができなくなる。 

ここで問題となるものが社債や借入金の負債の取扱いである。営業能力資本維持概念は

総資産（総資本）を資本と捉えているため，社債や借入金などの負債（貨幣負債を除く）

も資本と同様に取り扱われる。Edwards and Bell は社債や借入金を資本ではなく負債と

して捉えており，期末時点にカレント・コストで測定し，差額を実現可能原価節約に計上

している。一方 Gynther は社債や借入金を資本の一部として捉えており，期末時点でカレ

ント・コストに評価替えを行わない。しかしながら，Gynther は Edwards and Bell と同

様に社債利息を費用計上している。社債や借入金を資本の一部であると捉えるならば，社

債利息は株主への配当と同様に利益処分として捉えるべきである。そのため，カレント・

コスト会計の理想的な 1 つのモデルでは，社債や借入金を資本として捉え，社債利息や支

払利息は費用計上するのではなく，利益処分として利益剰余金勘定から減額すべきである。 

資本維持概念と利益概念は表裏一体の関係にある。営業能力資本維持概念はカレント・

コスト利益概念と結びつくことができる。カレント・コスト利益は比較可能性の要件を満

たすことができる。カレント・コスト利益は，営業能力資本維持概念を維持した上で算定

される利益であり，同一の価格水準の収益と費用を対応させることにより算定される利益

である。Gynther は，対応概念に基づいて算定された利益が最も正確な利益を表している

と述べている。さらに，カレント・コスト利益は比較可能性の要件を満たすことができる。

カレント・コスト利益は，費用を期中平均カレント・コストで測定することにより算定さ

れるため，当期の事象のみが利益に反映される。そのため，カレント・コスト会計では対

応概念にもとづく利益概念が理想的であるといえる。したがって，カレント・コスト会計

の理想的な 1 つのモデルでは，費用を期中平均カレント・コストにより測定し，同一の価

格水準である収益と対応させることにより算定されるカレント・コスト利益が望ましいと

いえる。 

カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルでは，資産は期末カレント・コストで測

定し，費用は期中平均カレント・コストで測定される。この測定基準の違いはある問題を

引き起こすことになる。固定資産を例にあげると，固定資産は期末カレント・コストで算

定され，減価償却費は期中平均カレント・コストにより測定されるため，期末時点で減価
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償却累計額の不足額が生じることになる。これは，不足額を費用計上する方法（バックロ

グ）と資本計上する方法（遡及的修正）が考えられる。カレント・コスト会計の理想的な

モデルでは，利益は同一期間に生じた収益と費用の差額として計算されるべきである。そ

のため，減価償却累計額の不足額は資本計上すべきである。減価償却費は各期において正

しく計算されており，減価償却累計額の不足額は前期以前の事象に起因して発生したもの

であるため，費用計上してしまうと，カレント・コスト利益が歪められることになる。 

カレント・コスト会計では企業の継続性を重視しているといえる。企業を継続させるた

めには，現在企業が有している営業能力を維持することが重要である。これらのことから，

理想的に望ましいカレント・コスト会計は，営業能力資本維持とカレント・コスト利益か

らなる営業能力カレント・コスト会計である。このカレント・コスト会計を示すと，対応

概念に基づいて利益が計算されるため，損益計算書は期中平均カレント・コストを用いて

測定が行われ，貸借対照表は期末カレント・コストを用いて評価が行われる。ただし，ど

のような原因により価格変動の影響が生じたを明らかにするため，営業能力資本変動計算

書において営業能力資本の変動を示すべきである。カレント・コスト会計の理想的な 1 つ

のモデルを示すと表 8-3 となり，計算構造を示すと表 8-4 となる。 

このカレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルは，第 6 章および第 7 章の実証研究

の結果からも望ましいといえる。第 6 章ではカレント・コスト利益と保有利得の区分表示

の有用性について検証を行い，利益の区分表示は投資家の意思決定に有用であり，価格上

昇期のみならず価格安定期や価格下落期においても有用であることが明らかになった。た

だし，分析結果からは保有利得を資本と利益のいずれに計上すべきかまでは明らかとなっ

ていない。一方，第 7 章では Gynther の営業能力資本維持概念について検証を行った。そ

の結果，資本維持や配当は経営者に委ねられていることが明らかとなった。そのため，

Gynther の営業能力資本維持概念を会計制度として導入することにより，次期以降の営業

活動を継続するために必要な資本を維持した上で，分配可能利益を示すことができること

が示唆された。これらのことから，営業能力カレント・コスト会計は，経営者や投資家の

意思決定に有用であることに加えて，価格変動期のみならず価格安定期においても有用な

会計であるといえる。 

 

表 8-3 カレント・コスト会計の理想的なモデル 

 理想的なカレント・コスト会計 

会計の目的 経営者や投資家等に対して意思決定に有用な情報を提供する 

企業観 企業主体理論 

利害関係者 すべての利用者 

適用範囲 すべての資産（貨幣負債を含む） 

利益概念 カレント・コスト利益 

資本維持概念 営業能力資本 

保有利得 
資本計上 

遡及的修正 

（筆者作成） 
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表 8-4 カレント・コスト会計の理想的なモデルの計算構造 

計算構造 

貸
借
対
照
表 

資産 

貨幣資産 カレント・コスト＝歴史的原価 

棚卸資産 

期末カレント・コスト 
固定資産 

無形資産 

有価証券 

負債 貨幣負債 カレント・コスト＝歴史的原価 

損
益
計
算
書 

売上原価 

期中平均カレント・コスト 

減価償却費 

（筆者作成） 

 

3 カレント・コスト会計の理想的なモデルの数値例 

ここでは，上述したカレント・コスト会計の理想的なモデルについて，具体的な計算例

を用いて，その計算構造を明らかにする。期首の貸借対照表を示すと次の表 8-5 の通りで

ある。 

表 8-5 期首棚卸資産 

現 金  50,000  買 掛 金  40,000 

売 掛 金  30,000  社 債  100,000 

棚 卸 資 産  50,000  資 本 金  250,000 

有 価 証 券  70,000  資 本 剰 余 金  10,000 

建 物 400,000    利 益 剰 余 金  30,000 

減価償却累計額 △200,00

0 

 
200,000 

 
   

無 形 固 定 資 産  30,000     

  430,000    430,000 

（筆者作成） 

 

⑴  棚卸資産 

説明を簡単にするために，当社は単一商品の仕入・販売のみを行っており，仕入・売上

取引はすべて掛けにより行われたものと仮定している。表 8-6 は商品有高帳を示しており，

価格変動時にカレント・コストで評価替えを行っている。売上原価は先入先出法に基づい

て算定する。 
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表 8-6 商品有高帳 

 
仕入 販売 残高 

数量 単価 金額 数量 単価 金額 数量 単価 金額 

期首 500 個 @100 50,000    500 個 @100 50,000 

販売    300 個 @100 30,000 200 個 @100 20,000 

  @103 に再評価   200 個 @103 20,600 

仕入 300 個 @103 30,900    500 個 @103 51,500 

販売    300 個 @103 30,900 200 個 @103 20,600 

  @105 に再評価   200 個 @105 21,000 

仕入 300 個 @105 31,500    500 個 @105 52,500 

販売    300 個 @105 31,500 200 個 @105 21,000 

  @108 に再評価   200 個 @108 21,600 

仕入 900 個 @108 97,200    1,100 個 @108 118,800 

販売    900 個 @108 97,200 200 個 @108 21,600 

（筆者作成） 

 

① 当期仕入高 

(借) 棚 卸 資 産  159,600 (貸) 買 掛 金 159,600 

 

② 期首棚卸資産の評価替え 

(借) 棚 卸 資 産  1,600 (貸) 棚卸資産再評価剰余金  1,600* 

*(100－103)×200 個＝600，(103－105)×200 個＝400，(105－108)×200 個＝600 

 

③ 当期売上原価 

(借) 売 上 原 価  189,600 (貸) 棚 卸 資 産  189,600 

 

④ 当期売上高 

(借) 売 掛 金 270,000 (貸) 売 上 高 270,000 

 

⑤ 期末棚卸資産の評価替え 

(借) 棚 卸 資 産  400 (貸) 棚卸資産再評価剰余金 400* 

*(@110－@108)×200 個＝400 

 

 ⑵ 固定資産 

企業は 400,000 の建物（耐用年数 20 年，残存価額ゼロ，定額法）を保有している。建

物の価格上昇は，国土交通省が公表している不動産価格指数によると，期末に 2.5%の価格

上昇が生じている。なお，当期首時点で 10 年経過している。 

 

① 建物の評価替え 

(借) 建 物 10,000 (貸) 建物再評価剰余 金  10,000* 

*400,000×1.025＝410,000，410,000－400,000＝10,000 
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② 減価償却費の計算 

(借) 減 価 償 却 費 20,250 (貸) 減 価 償 却 累 計 額  20,250* 

*(410,000+400,000)÷2＝405,000，405,000÷20＝20,250 

 

③ 減価償却累計額の遡及的修正 

(借) 建物再評価剰余 金  5,000 (貸) 減 価 償 却 累 計 額  5,000* 

(借) 建物再評価剰余 金  250 (貸) 減 価 償 却 累 計 額  250** 

*410,000÷20 年×10 年＝205,000，205,000－200,000＝5,000 

**20,250－20,500＝500 

 

⑶ 有価証券 

企業は 70,000 の有価証券を保有しており，期末カレント・コストは 100,000 であった。 

 

① 有価証券の評価替え 

(借) 有 価 証 券  30,000 (貸) 有価証券再評価剰余金  30,000* 

*100,000－70,000＝30,000 

 

⑷ 無形固定資産 

企業は，特許権を保有している。特許権の取得原価は 30,000 であった。特許権の期末カ

レント・コストは 40,000 であった。なお，特許権は 5 年で償却している。 

 

① 特許権の評価替え 

(借) 特 許 権 10,000 (貸) 特許権再評価剰余金 10,000* 

*40,000－30,000＝10,000 

 

② 当期の償却額 

(借) 特 許 権 償 却 7,000 (貸) 特 許 権 7,000* 

*(40,000＋30,000)÷2＝35,000，35,000÷5 年＝7,000 

 

③ 当期の償却額の修正 

(借) 特許権再評価剰余金 1,000 (貸) 特 許 権 1,000* 

*40,000÷5 年＝8,000，8,000－7,000＝1,000 

 

⑸ 社債 

企業は社債を 100,000（利率 5%）で発行している。 

① 利息の支払い 

(借) 利 益 剰 余 金 5,000 (貸) 現 金 5,000* 

*100,000×5%＝5,000 
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表 8-7 期末貸借対照表 

現 金  45,000  買 掛 金  199,600 

売 掛 金  300,000  社 債  100,000 

棚 卸 資 産  22,000  資 本 金  250,000 

有 価 証 券  100,000  資 本 剰 余 金  55,750 

建 物 410,000    利 益 剰 余 金  78,150 

減価償却累計額 △225,50

0 

 
184,500 

 
   

無 形 固 定 資 産  32,000     

  683,500    683,500 

（筆者作成） 

 

表 8-8 損益計算書 

売 上 高   270,000 

売 上 原 価   189,600 

売 上 総 利 益   80,400 

減価償却費（建物） 20,250   

減価償却費（特許権） 7,000  27,250 

カレント・コスト利益   53,150 

    

（筆者作成） 

 

 

表 8-9 営業能力資本変動計算書 

期首営業能力資本  390,000 

カレント・コスト利益 53,150  53,150 

 再評価剰余金 

 棚卸資産再評価剰余金 2,000   

 建物再評価剰余金 4,750   

 特許権再評価剰余金 9,000   

 有価証券再評価剰余金 30,000  45,750 

社債利息 △5,000  △5,000 

期末営業能力資本  483,900 

（筆者作成） 

 

 カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルは，資本維持概念として営業能力資本維

持概念を，利益概念としてカレント・コスト利益概念を採用するものである。対応概念に

基づくカレント・コスト利益を示すために，貸借対照表項目は期末カレント・コストで評

価され，損益計算書項目は期中平均カレント・コストで評価される。ただし，営業能力資
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本維持概念では，総資本が資本と考えられるため，社債や借入金（買掛金は営業債権と相

殺）などの負債は歴史的原価で評価される。そのため，社債利息や支払利息等は費用では

なく，利益処分として利益剰余金から控除する。 

この計算構造について数値例を用いて確認する。表 8-5 によると期首の営業能力資本は

390,000 であった。一方，期末の営業能力資本は表 8-7 によると 483,900 であった。その

ため，一期間に増加した営業能力資本は 93,900 となる。しかしながら，次期以降における

企業活動を継続するために保有利得を資本再評価剰余金勘定に計上する。数値例では，棚

卸資産，建物，特許権，有価証券が期末カレント・コストで測定され，資本再評価剰余金

として 45,750 が計上されている。そのため，当期の営業能力資本の変動額は 48,150 とな

る。この金額は当期のカレント・コスト利益である 53,150 から社債利息 5,000 を控除し

た金額と一致する。したがって，カレント・コスト利益は当期の収益と費用を対応させて

算定される利益であり，当期の営業能力資本を維持したうえで配当することができる金額

である。一期間の営業能力資本の変動を示したものが表 8-9 である。 

 

おわりに 

 

これまでカレント・コスト会計は様々な論者や基準設定主体において提唱されているが，

いずれのカレント・コスト会計が理想的であるかは明確になっていない。そこで，本章で

は，カレント・コスト会計学説および会計基準の変遷からカレント・コスト会計の理想的

な 1 つのモデルを明らかにし，その計算構造を明らかにすることを目的としている。 

カレント・コスト会計学説や会計基準の変遷を検討すると，Edwards and Bell をカレン

ト・コスト会計の萌芽として位置付けることができる。Edwards and Bell は利益を当期営

業利益と実現可能原価節約に区分することを提唱した。この考え方は，その後のカレント・

コスト会計学説や会計基準の中で引き継がれているが，カレント・コスト会計学説の変遷

の中で価格変動の捉え方が変化している。Edwards and Bell は資産を安く購入した結果

として（原価節約説）価格変動を捉えており，この考え方は Sprouse and Moonitz に引き

継がれている。これに対して，AAA は需給の変化や社会的な要因など経営者がコントロー

ルできないものとして価格変動を捉えている（外的要因説）。この 2 つの考え方は，いずれ

も利益に計上する点では共通している。一方で，原価節約説や外的要因説を否定した論者

として，Gynther をあげることができる。Gynther は，価格上昇は単なる金額が上昇した

だけであり，実際の資産が増加したわけではないため，利益から配当されると，企業を継

続することができないと批判し，資本修正項目として計上することを主張した（資本修正

説）。この考え方は，Snadilands 報告書や SSAPNo.16 において継承されている。これに

対して，SFASNo.33 は原価節約説，外的要因説，資本修正説の混合説をとり，カレント・

コストの増加または減少という中立的な表現で示している。 

このため，カレント・コスト会計は SFASNo.33 に集約できる。しかしながら，SFASNo.33

は部分カレント・コスト会計であり，全面カレント・コスト会計ではない。全面カレント・

コスト会計に該当する学説は Edwards and Bell と Gynther であり，カレント・コスト会

計学説はこの 2 つに集約できる。そこで，これら 2 つの学説からカレント・コスト会計の

理想的な 1 つのモデルの要件として，①目的適合性，②検証可能性，③比較可能性，④企
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業の継続性を抽出し，この要件を満たすカレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルを

検討した。 

検討の結果，カレント・コスト利益概念および営業能力資本維持概念からなる営業能力

カレント・コスト会計が理想的な 1 つのモデルであることを明らかにした。カレント・コ

スト会計では企業の継続性を重視しており，企業は清算するのではなく，成長・発展する

ことを前提としている。企業を継続させるためには，現在企業が有している営業能力を維

持することが重要である。営業能力カレント・コスト会計は，対応概念に基づいて利益が

計算されるため，費用は期中平均カレント・コストを用いて測定され，資産（貨幣負債を

控除する）は期末カレント・コストを用いて評価が行われる。費用と資産が異なるカレン

ト・コストにより測定されるため，差額が生じることになる。この差額は遡及的修正とし

て資本計上すべきである。ただし，どのような原因により価格変動の影響が生じたを明ら

かにするため，株主資本等変動計算書において営業能力資本維持の変動を示すべきである。 

営業能力カレント・コスト会計は実証研究の成果からも有用である。分析の結果，カレ

ント・コスト利益と保有利得の区分表示は，投資家の意思決定に有用であることに加え，

価格変動期のみならず価格安定期においても有用であることが明らかとなった。さらに

Gynther の営業能力資本維持概念を適用することにより，保有利得が資本に計上されるた

め，資本維持を前提とした配当可能利益として有用であることが示された。これらのこと

から，営業能力カレント・コスト会計は理論的な側面からも実証的な側面からも有用であ

ると結論付けることができる。 
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結論 

 

第1節 本論文の結論 

 

本論文の目的は，カレント・コスト会計学説や会計基準の変遷の検討に加えて，日本の

個別財務諸表データを用いた実証研究を行うことにより，カレント・コスト会計における

理想的な１つのモデルを明らかにすることである。 

第 1 章では，カレント・コスト会計の草創期における論理を明らかにするために，

Edwards and Bell，Sprouse and Moonitz および AAA の補足意見書を取り上げ，その相

違点を検討した上で，草創期におけるカレント・コスト会計の論拠を検討している。検討

の結果，草創期におけるカレント・コスト会計の論拠は，①利益を区分表示することによ

り，会計情報利用者の意思決定に有用な情報を提供すること，②カレント・コストで測定

することにより，企業間比較や期間比較が容易となるため企業業績評価に役立つ情報を提

供できること，③カレント・コストは，現在の生産要素の再調達価格を意味するため，企

業活動の継続性を示すことができるとともに，営業能力の維持に役立つ情報を提供するこ

とであることを指摘した。 

第 2 章では，意思決定有用性の観点からカレント・コスト会計を提唱した ASOBAT，

ASRNo.190 および SFASNo.33 を用いて，その論拠を検討し，その上でカレント・コスト

と将来キャッシュ・フローの関係性について検討した。これらの 3 つの意見書および会計

基準の論拠を検討した結果，カレント・コスト会計は投資家らの意思決定に有用な情報を

提供するために，価格変動に関する情報を提供することで，将来キャッシュ・フローの評

価に役立つことであった。3 つの意見書や会計基準では，カレント・コストの意味が変化

しており，企業内外の環境の変化を反映するために，資産の取替原価の意味から，保有資

産と同等のキャッシュ・フローを生成する能力を有する資産の価格へと発展していた。こ

れは，資産への投資意思決定の考え方が含められており，カレント・コストは将来キャッ

シュ・フローの保守的な価値であることが明らかとなった。 

第 3 章では，カレント・コスト利益と経済的利益の関係を証明した Revsine 学説を取り

上げている。これまで，カレント・コスト会計を主張した論者は，歴史的原価会計よりも

有用である根拠として，現在価値との近似性を主張していた。しかし，この主張を証明す

ることができていなかった。そこで，Revsine 学説を用いてカレント・コスト利益と経済

的利益がどの程度近似するかについて検討を行った。その結果，完全競争経済においては

カレント・コスト利益と経済的利益は一致するが，不完全競争経済においてはカレント・

コスト利益と経済的利益は特殊な状態でしか近似しないことが明らかとなった。しかしな

がら，Revsine は経営利益が配当可能営業フローの先行指標として長期資本投資家に対し

て有用な情報を提供できることを示している。これは，企業の物的営業水準を維持した上

で分配できる利益を示しており，カレント・コストにおいてのみ示すことができる。この

配当可能利益の考え方は，営業能力資本維持概念を意識したものであるといえる。 

第 4 章では，英国におけるカレント・コスト会計を検討するために，Sandilands 報告書

と SSAPNo.16 を取り上げた。英国におけるカレント・コスト会計は企業にとっての価値
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概念により測定する点に特徴があることが明らかとなった。その上で，企業にとっての価

値概念を投資家の意思決定有用性の観点から検討するために，ファイナンス論の評価方法

に関する考え方を援用し，検討を行った。その結果，カレント・コスト利益は Ohlson［1995］

が示した残余利益と近似することが明らかとなった。これは，カレント・コスト利益が増

加するほど，企業価値が高まることを意味している。さらに，残余利益を計算することな

く，カレント・コスト利益を用いることで，企業価値を算定できる点で，現在の会計シス

テムよりも投資家の意思決定に有用であるといえる。 

第 5 章では，Gynther 学説を用いて営業能力資本維持概念と利益概念との関係について

検討を行った。Gynther は会計主体論と資本維持概念を結び付けて検討を行ったはじめて

の論者であり，企業主体理論から営業能力資本維持概念を展開し，利益概念まで議論を行

っている。検討した結果，営業能力資本維持概念とカレント・コスト利益概念は，カレン

ト・コスト会計を適用することで表裏一体の関係にあることが示された。営業能力とは「現

在の保有資産により製造されている財やサービスと同じ価値を生産するために必要となる

最新の設備等を基礎とする営業能力」（Gynther［1966］p.717）を意味している。また，

カレント・コストによる測定は価格変動と技術革新の影響を反映することができるため，

カレント・コスト会計は企業を継続し，発展させるために最適な会計であることが明らか

となった。 

第 6 章では，34 年間にわたる日本の個別財務諸表データを用いて，営業利益と保有利得

の持続性について検証を行った。その結果，価格変動期では，営業利益と保有利得の持続

性は高まる一方で，価格安定期では保有利得の持続性は低下し，営業利益の持続性が高く

なることが示された。この結果は，営業利益と保有利得は持続性が異なる利益であるため，

これらを区別して表示することが価格安定期でも価格変動期においても重要であることを

示唆している。 

第 7 章では，営業能力資本維持概念の代理変数としてトービンの q を用いて，Gynther

の営業能力資本維持概念について検証を行った。その結果，Gynther の主張した営業能力

資本維持概念は有配企業では矛盾しなかったが，無配企業では支持されなかった。これは，

株主と経営者の間での利益調整がなされていないために生じているといえる。現在の会計

制度では維持すべき資本が制限されておらず，配当可能利益が明らかではないため，配当

や資本維持は経営者に委ねられている。その結果として，株主と経営者間で利害対立が生

じていると考えられる。そこで，Gyntherの営業能力資本維持概念を導入することにより，

保有利得が資本計上され，資本を維持した上で配当できる金額を明らかにすることができ

る。これにより株主と経営者間の利害調整を会計制度に取り込むことができるといえる。 

第 8 章では，これまで検討してきたカレント・コスト学説および会計基準の変遷を検討

し，カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルを明らかにすることを目的としている。

カレント・コスト会計学説および会計基準は，Edwards and Bell と Gynther に集約する

ことができる。そのため，彼らのカレント・コスト会計学説の考え方から，カレント・コ

スト会計が有すべき要件として，①目的適合性，②検証可能性，③比較可能性，④企業の

継続性を抽出した。その上で，カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルを明らかに

し，その数値例を示した。検討した結果，カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデル

は，カレント・コスト利益概念と営業能力資本維持概念からなる営業能力カレント・コス
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ト会計であることを明らかにした。カレント・コスト利益は，同一の価格水準にもとづく

対応概念に基づいて算定されるため，費用を期中カレント・コストにより測定する。一方，

資産（貨幣負債を含む）は期末カレント・コストにより測定する。費用と資産では異なる

カレント・コストにより測定されるため差額が生じることになる。これは，カレント・コ

スト利益を歪めることとなるため，遡及的修正として資本計上する。また，営業能力資本

維持概念では社債や借入金などの負債も資本と同様に取り扱うため，社債利息や支払利息

は費用ではなく，利益処分として処理すべきである。 

本論文では，カレント・コスト会計について理論的な側面と実証的な側面から検討した。

その結果，カレント・コスト会計の理想的な 1 つのモデルは，カレント・コストにより測

定し，利益概念としてカレント・コスト利益を資本維持概念として営業能力資本維持概念

を採用した営業能力カレント・コスト会計であることを指摘した。これは，貨幣単位とし

て個別購買力単位を用い，測定基準としてカレント・コストから構成されるものであり，

カレント・コスト利益と営業能力資本維持概念が表裏一体となる会計である。これは，企

業の継続を重視した会計であり，企業内部利用者に加え，企業外部者の意思決定にも有用

な会計であるといえる。 

さらに，実証研究の結果，①当期営業利益と実現可能原価節約の区分表示は，価格変動

期のみならず価格安定期においても利益の持続性が高まるため，投資家の意思決定に有用

であることが明らかとなった。さらに，②Gynther の主張した営業能力資本維持概念の検

証からは，企業は保有利得が大きいほど配当を行わない意思決定を行っていることが明ら

かとなった。これは，配当の判断が企業や株主にゆだねられており，会計制度として維持

すべき資本が制限されておらず，経営者の判断により資本が流出する恐れがある。そのた

め，営業能力資本維持を適用することにより，保有利得が資本に計上され，資本維持を前

提とした配当可能利益を示すことができる点で営業能力資本維持概念は有用であることが

示された。 

これらのことから，営業能力カレント・コスト会計は理論的な側面からも実証的な側面

からも有用であると結論付けることができる。 

 

第2節 今後の課題 

 

第 1 にインフラ会計におけるカレント・コスト会計の適用可能性である。カレント・コ

スト会計は 1960 年代頃から議論が行われている会計であり，主に棚卸資産や有形固定資

産を対象としたものが多い。これは，当時の企業の多くが製造業であり，固定資産の保有

割合が大きいためである。しかし現在では，製造業の割合は低下し，サービス業など固定

資産や棚卸資産を少しだけ保有する企業が多くなっている。そのため，カレント・コスト

会計を現在において会計基準で適用することは困難であると考えられる。 

しかしながら，道路や鉄道路線，電柱などインフラと呼ばれる分野は，多くが固定資産

であるにもかかわらず，カレント・コストによる測定が要求されていない。現在，インフ

ラが抱える問題は，老朽化であり，取替えるための資金が維持されていないことである。

もしも，インフラの分野で営業能力資本維持を行うことができれば，インフラの実体を維

持し，取替えるための資金も確保でき，老朽化の問題を解決できる可能性がある。このよ
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うに，社会的な問題に対してカレント・コスト会計が与える影響について検討したい。 

 第 2 に IASB におけるカレント・コスト会計である。IASB は 2018 年に「財務報告に関

する概念フレームワーク」を公表し，測定基準としてカレント・コストが含められた。カ

レント・コストは「測定日におけて同等資産の原価」（IASB［2018］para.6.21）と定義さ

れている。これは歴史的原価と同様に入口価値であり，公正価値や使用価値，履行価値と

は異なるものと位置付けられている。カレント・コストを測定基準として含められた根拠

は，「IFRS において広く適用されていないが，財務報告においてカレント・コストを使用

することを主張する重要な学術的文献がある」（IASB［2018］BC6.24）ためである。つま

り，カレント・コストを測定基準として含めるべき積極的な根拠は示されておらず，IASB

におけるカレント・コストの位置づけが明確ではない。しかしながら，今後 IFRS の中に

カレント・コストによる測定が要求される可能性もある。そのため，IFRS においてカレ

ント・コスト会計がどのような関係を有しているのかを検討する必要がある。さらにカレ

ント・コスト会計が基準化された時の問題点や有用性についても明らかにする必要がある。 

 第 3 に実証研究に関する課題である。実証研究の課題として，擬似的に当期営業利益と

保有利得を区分している点が挙げられる。第 6 章では結果の頑健性を確認するため，利益

の区分については割合を変えて検証していたが，実際の当期営業利益と保有利得を用いて

分析しているわけではない。このため当期営業利益と保有利得には変数作成上の誤差が含

まれる他，実際にそれらが区分表示された際には利益調整などの影響によって異なる結果

が生じる可能性もある。また，国際的比較可能性の観点からは価格変動の異なる国とのク

ロスセクション分析を行う必要もある。
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